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2015２つのエコが融合する環境経済都市
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本書は，世界銀行の「Eco2 Cities イニシアティ
ブ」の概要を提供している．“Eco2”という語は，
エコロジー（環境）とエコノミー（経済）の融
合を都市という舞台で実現することを意味して
いる．Eco2 Cities イニシアティブの目的は，
発展途上国の都市が環境と経済の両面での
持続可能性を高めるための取り組みを行うの
を支援することである．しかし本書の内容の
大部分は日本を含めた先進国の都市にもその
まま当てはまる．環境工学や行政に関わって
いる人だけでなく，環境に関心のある一般の
人にとっても有益な一冊となっている．
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雇用なき回復のリスク？
ILO（国際労働機関）［著］　田村勝省［訳］
2014年５月発行　 B5判　132頁　定価：2,500円＋税
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『世界雇用情勢 2014』は，「雇用なき回復の
リスク」に光を当てており，政策当局は官民
の消費の押し上げに役立つより積極的な政策
を通じて，弱い総需要に対処する必要がある
と主張している．本レポートは ILO の『主要
労働市場指標』（KILM）に依拠しており，労
働市場指標について地域別と世界全体の推定
値にかかわる首尾一貫した一連の統計表を掲
載している．

世界雇用情勢2014

　開発にかかわる経済学や政策は再考の時期にきている．過去 20-30 年間に，自然科学と社会科学の多種多
様な分野における研究のおかげで，人々の思考や意思決定の方法に関して驚くような洞察が得られている．
第 1 世代の開発政策は人間は顧慮的に独立して意思決定を行うという前提，および人々の選好は一貫してい
て自己利益に適っているという土台の上に築かれていた．しかし，最近の研究が示すところによれば，意思
決定がそのように行われることは稀である．人々は自動的に考える：決定に際しては，努力せずとも心に浮
かぶことに通常は依拠している．人は社会から影響を受けて考える：社会規範が多くの行動の指針となって
おり，多くの人々は他の人が応分のことをやっている限り，協力したいと思っている．さらに，人々はメンタル・
モデルで考える：何を認識するかやそれをどう解釈するかは，社会や共有されている歴史から引き出された
概念や世界観に左右されている．

　『世界開発報告 2015』では，このような洞察が開発政策にどのように当てはまるかについて，具体的に検
討している．人間の行動に関してさまざまな見方をもっていることは，多くの分野において開発目標の達成
に資する．それには早期児童開発や家計ファイナンス，生産性，健康，気候変動などが含まれる．また，人
間行動にかかわるより微妙な見方が，介入策にとってどのようにして新たなツールになるかも示してみたい．
意思決定が行われる状況にたとえ些細でも調整を加えること，社会的選好の理解に基づく介入策を設計する
こと，そして人々を新たな経験や思考方法にさらすことなどができれば，それは人々の生活を改善するだろう．

　本報告書は開発の仕事のための刺激的な新しい道を切り開いている．そして，貧困というのは単に物質的
な収奪の状態ではなく，認知資源に対する「税金」でもあり，したがって意思決定の質に影響を与えること
を示している．また，次の点も強調されている．それは，専門家や政策当局も含め，すべての人間は思考に
ついて心理的・社会的な影響力を受けており，開発機関は自分たちの熟慮や意思決定を改善するための手続
きから利益を享受することができるということだ．政策の設計や実施に関してさらなる発見，学習，そして
適応が必要であることが示されている．開発経済学にかかわる新しいアプローチは極めて有望である．その
適用範囲は膨大である．本報告書は開発コミュニティにとって重要な新しい課題をもたらすものである．

世界銀行［著］　田村勝省［訳］
2014年2月発行　 B5判　352頁　定価：4,200円＋税
ISBN978-4-907600-03-7

「世界開発報告 2013 ： 仕事」は，仕事を単
に派生的な労働需要と見るのではなく，開発
の推進力として捉え，正規の賃金雇用だけで
なく，すべての仕事の種類について考察する
ことにより，仕事に関する困難な諸問題に答
えている．本報告書は，各種セクターを横断
的に捉えた枠組みを提供し，さらに過去の事
例から最善と思われる政策対応は，開発の度
合い，資源の依存度，人口動態，構造の整
備状況に応じて，国ごとに異なることを示し
ている．

世界開発報告 2013　仕事
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　この文章を執筆している時，世界では西アフリカのエボラ出血熱との戦いが進展
している．この病気は人類にとって悲劇であり，何千人もの命を奪い，家族やコ
ミュニティ全体に被害をもたらした．この病気の発生は，直接影響を受ける人だけ
でなく，その隣人や仲間の市民にとっても悲劇である．さらに，エボラ危機がも
たらす行動面での間接的な影響――景気の鈍化，賃金の低下，食料価格の高騰など
――を受けて，世界のこの地域でそうでなくても極めて貧しい暮らしをしている数
百万人にとって，生活はいよいよ苦しいものになるだろう．
　このような行動面での影響のなかには避けがたいものもある．エボラ出血熱は恐
ろしい病気であり，隔離を初めとする公衆衛生上の措置が対応策として必須であ
る．同時に，西アフリカにとどまらず世界中でみられた対応行動のなかには，恥
辱，疾病の伝染にかかわる不正確な理解，過度なパニック，その他の偏見や認知的
錯覚に明らかに牽引されていたものもある．残念ながら，このような事態はかつて
HIV/ エイズ，サーズ（SARS），鳥インフルエンザが発生した際にも経験したし，
今後とも何かの発生に備えていても，われわれは再び同じ行動をするだろう．社会
は起こったことを忘れ，政策当局は社会的に最も顕著なリスクに焦点を絞る傾向が
強い．そのリスクは，感染症を発生させるものとは限らない．
　このようなリスクを考えると，本年の『世界開発報告 2015―心・社会・行動』
は極めて時宜に適っている．その主なメッセージは，「人間行動の理解と変更に関
してわれわれはもっとうまくできる」ということである．開発に携わっている大勢
の経済学者や実務家は，人間の意思決定の「不合理な」要素は不可解である，ある
いは大勢の人々が相互に作用する市場のようなところではこの要素は帳消しになる
と信じている．しかしながら，必ずしもそうではないことが今ではわかっている．
最近の研究を受けて，意思決定や人間行動に対する心理的，社会的，および文化的
な影響についての理解が進み，それらが開発の成果に重要な影響をもたらすことが
証明されている．
　さらに研究は，このような影響力は開発目標を達成するために利用することが可
能であることを示している．本報告書では一連の素晴らしい成果が説明されてい
る．人々の意思決定方法が洞察できれば，家計が貯蓄を増やす，企業が生産性を向
上させる，コミュニティが病気の広がりを抑制する，親が子供の認知発達を改善す
る，消費者がエネルギーを節約するなどといった行動を手助けできる新しい介入策
につながり得ることが示されている．意思決定や行動に関するこのようなアプロー
チの有望さは膨大であり，その適用範囲は極めて幅広い．ここでは 2 つ 3 つのテー
マに焦点を絞ろう．
　第 1 に，サービス提供と関わりを持っている．研究成果によれば，状況や利便
性，顕著性が少しでも違うと，子供を通学させる，病気を予防する，起業するため
に貯蓄する，といったような重要な選択に大きな影響が及ぶ．これは，開発実務家

序文
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としてはどのような介入策が必要なのかだけでなく，どのように実施するのかにつ
いても焦点を当てる必要があるということも意味する．そのためには次には実施機
関が介入策サイクルのなかで，実験や学習，適応のためにもっと十分な時間と資源
を費やすことが必要である．
　第 2 に，気候変動のリスクとインパクトが明確になるのにしたがって，われわ
れは自由に使えるあらゆる手段を用いて，この挑戦に立ち向かわなければならな
い．本書では税金や補助金に加えて，行動や社会にかかわる洞察がどのようにして
助けになるかが説明されている．このなかには次のようなことを強調していた従来
のメッセージの再フレーミング，すなわち，排出削減による利益は目に見える形で
実感できる，エネルギー節約のためには社会規範を，国家的な公約を動機付けるた
めには社会的ネットワークを，気候変動にかかわる予測を人々が理解できるように
するためには類推を活用するとよい，などといったことが含まれる．
　第 3 に，開発の専門家や政策当局者はあらゆる人間と同じく，心理的なバイア
スをもっている．各国政府や世界銀行グループを含む国際機関は，このようなバイ
アスを緩和するための措置を実施することができる．例えば，助けようとしている
人々の心的傾向を厳密に診断したり，バイアスが内的葛藤に及ぼす影響を削減する
プロセスを導入したりすることが考えられる．
　エボラ出血熱の発生で，誤解や誤った伝達のリスクが甚大な反響をもたらすこと
が明確になった．個々の感染者の隔離は賢明であることが判明したものの，国ない
し民族グループ全体の隔離は人権の侵害であり，実際には疾病の発生を抑制する努
力の足を引っ張る懸念がある．今回の『世界開発報告』では，このような問題を初
めとして，その他の現在の挑戦課題にどのように取り組んだらよいのかについて洞
察を提示した上で，開発コミュニティが前進して行くための重要な新しい課題を紹
介したい．

ジム・ヨン・キム
総裁
世界銀行グループ
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人間の意思決定と開発政策



2

　だれでも自分の進路は自分で決めたいと思って
おり，多くの開発政策は低中所得国の人々が人生
という航海をするのに必要な資源と情報を提供す
ることを目的としている．しかし，そのようなア
プローチはしばしば適切ではあるものの不完全に
なることがある．その理由を理解するために，飛
行機のパイロットと比較して考えてみよう．20
世紀半ばの 20 – 30 年間に，パイロットの飛行機
操縦法を改善する目的で，飛行やエンジンに関連
する多くの機器が開発された．1980 年代になる
と，技術的な改善の累増と追加的な情報は設計者

の意図とは逆の効果をもたらした．すなわち，航
空機の操縦室は，パイロットの航路操縦を助ける
どころかますます複雑になってきており，技術的
な改善によってパイロットはストレスを感じ，圧
倒されるようにさえなった．パイロットが操縦を
誤る率が上昇した．人間工学の分野――意思決定
は心と置かれた環境の相互作用の産物である，と
いう確固とした発想に基づく学際的な分野――の
専門家と相談を行い，航空機の操縦室が再設計さ
れた．人間の身体と認知能力を合致させるには，
情報をどう組み合わせて提示するのかに細心の注
意が払われた．今日，飛行機の操縦室では数十年
前と比べて機器が少なくなっている．操縦室にあ
る計器類のディスプレイ設計は，人間の認知プロ

セスに関するより深い理解に基づくようになって
いるからだ（Wiener and Nagel 1988）．
　本報告書の「心・社会・行動」という副題は次
のような発想をとらえたものである．すなわち，
どのように人間が考えるのか（心のプロセス）と
いうことや，どのように歴史や置かれている環境
が思考を形成するのか（社会の影響）ということ
に注意を払えば，人間の選択や行為（行動）を対
象にしている開発政策や介入策の設計と実施を改
善することができる．換言すれば，開発政策は人
的要素の注意深い考慮に基づいて見直しの時期を
迎えているということである．
　本書は，行動にかかわる心理的・社会的な土台
に関する最近の研究成果を統合して，開発コミュ
ニティにいる研究者と実務家の両方がより体系的
に利用できるようにすることを目指している．本
書は神経科学や認知科学，心理学，行動経済学，
社会学，政治学，人類学など，多くの学問分野に
おける研究成果に依拠している．継続中の研究に
おいて，このような成果は開発の多くの面――貯
蓄や投資，エネルギー消費，健康，育児など――
で，個人が行う多くの意思決定を説明するのに役
立っている．このような研究成果のおかげで，ど
のようにして集団行動――広い範囲にわたる信頼
や腐敗など――が発達し，社会に定着するのかに
関する理解も深まっている．この成果は，途上国
の個人だけでなく，意思決定を行う状況が複雑な
場合には，みずからも誤りを犯しやすい開発専門
家にも適合するものである．
　このアプローチを採用すれば，開発を促進し貧
困と戦うためのツールと戦略を拡大させることに
なる．標準的な経済学の強みは，人間の認知や動
機を「ブラック・ボックス」に入れて，「主体の
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本報告書は心理的・社会的な影響力にか
かわるより十分な配慮に基づいて，一連
の新しい開発アプローチの普及を後押し
する役割を果たせる研究者や実務家に向
けて，インスピレーションと指針を提示
することを目的にしている．
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混乱した神秘的な心の動き」を意図的に単純化す
る点にある．すなわち，そのために次のような前
提に立つモデルを使っている．つまり，人々は利
己的な観点からあらゆる費用と便益を考慮した上
で，思慮深い合理的な決定を下すという前提が置
かれる．このアプローチは有力であり役に立つ
が，行動に対する心理的・社会的な影響力を無視
しているなど，多くの状況下で欠点もある．個々
の人間というのは打算的なロボットではない．そ
れどころか，人々は柔軟で感情的な行為者であっ
て，その意思決定は状況からの合図，地元の社会
的ネットワーク，社会規範，共有されているメン
タル・モデルなどに影響される．これらのすべて
が，個人が自分の生活にとって望ましい，可能で
ある，あるいは「考えられ得る」と感じるものを
決定するのに一定の役割を果たしている．このよ
うな人的要因の十分な考慮に基づく新しいツール
は，利己的な人的インセンティブに対する影響力
に基づく既存の政策アプローチに取って代わるも
のではない．そうではなく，新しいツールは既存
のアプローチを補完し向上させるものである．新
しいアプローチのなかには実施にほとんどコスト
がかからないものもある．というのは，次のよう
な設計や実施の微妙な意味の違いに依存している
からだ．例えば，現金給付のタイミングを変え
る，呼称を変える，サービスを受けるための手続
きを簡素化する，リマインダーを送付する，隠れ
ていた社会規範を活性化する，辱められたアイデ
ンティティを目立たなくするなどがその例であ
る．他には貧困の理解やそれとの戦いについての
まったく新しいアプローチがある．
　このようなアプローチは民間部門の企業の間で
はすでに広まっている．というのは，自然な状況
下で，顧客行動を理解することにしばしば余念が
ないからだ．例えば，ある会社が朝食用コーンフ
レークや歯磨き，携帯電話などの新製品を発売し
て，競争の激しい市場に参入したとしよう．利便
性やユーザー満足度がわずかに違うだけで，製品
が受容されるか拒否されるかという大差につなが
るかもしれない．集中的かつ双方的な設計段階
で，会社は，行動に関して周辺に位置するように
見えるものでも，決定的な動因を理解するため

に，重要な定性的かつ定量的な調査を実施する．
顧客は通常いつどこで朝食をとるか？　自宅・職
場・学校で，あるいはバスや電車，車のなかで？
　食事の社会的な意味は何か？　それには貴重な
儀式が盛り込まれているか？　それは共同の行為
なのか，あるいは私的な行為なのか？　行動の変
化は大勢の人々の間で調整が必要か，それとも
個々にそうなるのか？　このような事例は，政府
や国際機関が途上国で直面している挑戦との比較
では，些細だと思われるかもしれない．しかし，
これには重要な教訓が含まれている．それは，失
敗が最終的に帳尻に影響するようになれば，人間
がどのように実際に考えて決定するのかについ
て，製品設計者は細心の注意を払い始めるという
ことだ．あらゆる種類のエンジニアや私企業，販
売業者は，昔から人間の認知能力の本来的な限
界，われわれの意思決定おいて社会的な選好や状
況が果たす役割，情報の濾過や解釈にかかわる思
考のショートカットやメンタル・モデルの利用に
関して注意を払ってきている．開発コミュニティ
も同様に行う必要がある．
　途上国という環境下での意思決定についての証
拠はまだ出現してきており，既存の政策がもつ
意味の多くも，いっそうの研究を必要としてい
る．しかしながら，本報告書は，一連の新しいア
プローチの可能性と限界の発見を後押しできる研
究者や実務家の探究心を刺激し牽引することを目
指している．例えば，財政支援申請手続きを簡素
化すれば就学率を引き上げることができるか？　
肥料の購入時期を収穫収入金の時期と一致するよ
うに変更すれば，肥料使用率を押し上げることが
できるか？　手本を示せば，人生で可能なこと
や，社会にとって「適切な」ことに関する人の意
見を変えることができるか？　安全運転という社
会規範を浸透させれば事故率を削減できるか？　
隣人のエネルギー消費に関する情報を提供するこ
とで各個人の節約を促すことができるか？　本報
告書の主張によれば，認知や意思決定における人
的要因にかかわる新たな洞察が提示している回
答は，明確に肯定的である（それぞれ次を参照：
Bettinger and others 2012; Duflo, Kremer, 
and Robinson 2011; Beam and others 2009, 
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2012; Habyarimana and Jack 2011; Allcott 
2011; Allcot and Rogers 2014）．
　本書の基礎を成している人間の意思決定に関す
る数百本もの実証論文をみると，行動の理解と開
発政策の設計や実施にかかわる新しいアプローチ
の方向性を提示するものとして，次の 3 つの原
則が際立っている．第 1 に，人々はほとんどの
判断や選択を熟慮の上ではなく自動的に行ってい
る．これを「自動的な思考」と呼ぶことにしよ
う．第 2 に，人々がどのように行動し考えるか
は，自分の周囲にいる他の人々が行ったり考えた
りしていることに左右される．これを「社会の影
響を受けた思考」と呼ぼう．第 3 に，所与の社
会に属する個々人は，身辺の世界や自分自身の理
解について共通する視点を共有している．これは

「メンタル・モデルによる思考」と呼ぶことがで
きる．
　3 種類の思考方式すべてが開発にとってどのよ
うに重要かを例証するために，途上国の全体につ
いて（および多くの高所得国でも）一般的な「個
人貯蓄が少なく家計債務が多い」，という問題を
検討してみよう．貯蓄率を引き上げるためには，
貯蓄者の収益率を押し上げることが必要であると
いう前提に立って，多くの経済政策は運営されて
いる．しかし，物価や所得，規制などの標準的な
変数以外の他の要因も貯蓄行動に影響を与える．
それに含まれるのは選択肢のフレーミングや認識
に反応する自動的な思考，社会規範を順守しよう
という一般的な傾向，人生における自分の立場に
関するメンタル・モデルなどである．ケニア，南
アフリカ，およびエチオピアにおける実地での
実験では，人間の意思決定に関するこのような 3
つの原則が重要な開発問題にも当てはまることが
示されている．
　ケニアでは，多くの家計が防虫処理済みの蚊帳
など予防医療用品への投資については，資金不足
が障害になっていると報告している．しかし，施
錠可能な金属製の箱，南京錠，通帳（予防医療品
の名称を記した単純なラベルを貼付している）を
人々に提供することによって，研究者はこのよう
な用品向けの貯蓄と投資を 66 – 75％も増加させ
ることができた（Dupas and Robinson 2013）．

このプログラムの背景にあった発想は次の通りで
ある．お金というのは代替可能――手元現金はい
つでも支出可能――であるが，人々は「心の会
計」という手続きを経て資金を割り振る傾向にあ
り，支出の部門を定義して，それに応じて支出行
動を組織化する．金属製の箱や錠，ラベル貼付済
み通帳について重要なのは，それで人々は予防医
療品の購入という「心の会計」用に貯金できるよ
うになるということである．このような介入策が
うまく機能したのは，「心の会計」が人々にしば
しば「自動的に考える」ようにさせる 1 つの方
法であり，より一般的なフレーミングないしラベ
リングの効果を示す実例だからである．あること
をあるカテゴリーに割り当てることが，それがど
のように認識されるかに影響するのである．
　伝統的な金融リテラシーの教育プログラムは，
低所得国では効果が限定的であった（Xu and 
Zia 2012）．それとは対照的に，魅力的なテレビ
の連続メロドラマを通じて金融リテラシーを教え
る，という最近の南アフリカにおける試みは，個
人が行う金融にかかわる選択を改善した．このド
ラマには，金融面で無謀な人物に関するメッセー
ジが盛り込まれていた．この番組を 2 カ月間に
わたってみていた家計は，ギャンブルに手を出し
たり，高価な分割払いで商品を購入したりする傾
向が低かった（Berg and Zia 2013）．ドラマに
登場する人物に感情移入することができたため，
標準的な金融リテラシー番組の場合よりも，人々
は金融のメッセージに対してより受容的になった
のである．介入策の成功は「社会から影響を受け
て考える」こと――他人と一体感をもち他人から
学ぼうという人間がもっている傾向――に依存し
ていたのである．
　エチオピアでは，社会的弱者は通常は心理的な
主体性が弱いと回答し，しばしば「われわれには
夢も想像力もない」，あるいは「われわれは今日
を生きているだけ」といった発現をする（Bernard, 
Dercon, and Taffesse 2011, 1）．2010 年に無
作為抽出された世帯に，思考を刺激する 1 時間の
ビデオをみてもらった．それは 4 本のドキュメン
タリーで構成されており，各地域の出身者が目標
を設定し，一生懸命働くことによって，どうやっ
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て自分の社会経済的な地位を改善したかを語った
ものであった．6 カ月後，このビデオをみた世帯
は，平均すると貯蓄総額を増やし，子供への教育
投資を増やしていた．この調査で明らかになった
のは，ビデオが特に子供たちの将来の教育という
面を中心に，人々の抱負や期待を高めたというこ
とである（Bernard and others 2014）．このよ
うな研究は 1 つの介入策でもメンタル・モデル
――将来的に可能なことについてもっている信念
――を変化させる能力を有しているということで
ある（Bernard and Taffesse 2014）．
　ラベリングや手本，抱負を持つことが貯蓄に影
響するという見方は，人々は金利や物価，その他
のインセンティブの変化に対して予測可能な形で
反応するという見方と矛盾しない．新しいアプ
ローチは標準的な経済学に取って代わるものでは
ない．しかし，新しいアプローチは開発プロセス
の理解や，開発にかかわる政策や介入策を設計し
実施する方法を改善してくれる．
　心・社会・行動という枠組みは，開発目的を達
成するための新たなツールだけでなく，既存の介
入策の有効性を高める新たな手段になる可能性も
示している．実務家が貧困を削減し，共有してい
る繁栄を高めるための取り組みにおいて，依拠で
きる政策や新しいツールに関してより多くの参入
点を提示している．本書では意思決定において人
的要素をより完全に考慮に入れることが，さまざ
まな分野――執拗な貧困，早期児童開発，家計
ファイナンス，生産性，健康，気候変動など――
の解明にどのように役立つかを検討する．本書に
ある枠組みや多数の事例は，情報処理にかかわる
人々の能力にとっての障害や社会が思考様式を形
成する方法が，どのようにして開発にとって不都
合な原因になるのかだけでなく，それが変更可能
であるということを示している．
　ここで強調されている 3 つの思考方法は，すべ
ての人々に等しく当てはまる．所得水準の高低や
教育水準の高低にかかわらず，あるいは高所得国
か低所得かによらず，あらゆる人々に当てはまる．
本書の全体を通じて指摘されている多数の高所得
国の事例は，心理的・社会的な影響力が意思決定
に作用しているということの普遍性を証明してい

る．本書は世界銀行の職員も含め，あらゆる職業
に就いている人々の認知限界を裏付けている（ス
ポットライト 3 と第 10 章を参照）．開発の専門家
自身も自動的に考え，社会から影響を受けて考え，
メンタル・モデルで考え，そして，その結果とし
て行動の原因を誤認し，開発問題に対する潜在的
な解決策を看過する可能性がある．仮に実務家が
自身のバイアスを自覚したり，開発機関がその影
響を緩和する手続きを実施したりすれば，これら
の機関はもっと有効になり得るかもしれない．
　開発の実務家にとって，行動に対する心理的・
社会的な影響力を認識して，それと一緒に機能す
る――反抗するのではなく――政策を策定するた
めには，政策設計に対してより実証的および実験
的なアプローチが必要である．人間の意思決定は
非常に複雑で，受益者が特定の介入策にどう反応
するかを予測するのは困難な課題である．開発政
策の策定と実施にかかわるプロセスは，行動動因
の豊富な診断（ポットライト 4 参照）と，プロ
グラム設計における早期の実験から有益な示唆が
得られる．そうすれば，失敗を予測して，実務家
が漸進的かつ継続的に介入策の設計を改善してい
くことができるフィードバック・ループを作るこ
とができるだろう．

人間の意思決定にかかわる3原則
　本報告書の第 1 部は，自動的に思考する，社
会から影響を受けて思考する，メンタル・モデル
を使って思考する，という人間の意思決定にかか
わる 3 原則を扱う構成となっている．このよう
な原則は社会科学のさまざまな分野における最近
の革新的な研究に基づいてはいるものの，このよ
うな新しい研究はある意味で経済学という学問
を，18 世紀後半のアダム・スミスや，20 世紀の
初めから半ば頃にかけて目立つようになった見方
などへと，振り出しに戻したものといえる（ボッ
クス O.1）．

第1原則：自動的に思考する
　多くの経済モデルで使われている単純化した前
提では，経済主体は自分の確固たる長期目標を推
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進するための思慮深い決定をその時点で行うため
に，すべての情報や環境の合図を考慮に入れて，
遠く将来まで見通すとされている．もちろん，実
際の人間の意思決定はほぼ絶対にといえるほどそ
のようなことはない（例えば Gilovich, Griffin, 
and Kahneman 2002; Goldstein 2009 を 参
照）．人々は典型的には処理し切れないほどの情
報をもっている．どのような決定であれ，それに
影響する情報を整理するには管理できないほど多
数の方法がある．
　そこで，心理学者は人々が思考する際に使う 2
種類のプロセスを昔から区別していた．迅速か

つ自動的で努力を要せず連想的なものと，遅々
とした熟慮を経て努力を要する思慮深いものの
2 つである．心理学者はこの 2 つのモデルを心
のなかにおけ 2 つの別個のシステムとして，比
喩的にシステム 1 を自動システム，システム 2
を熟慮システムと説明している（Kahneman 
2003）．第 1 章ではこの区別をもっと詳しく検
討するが，表 O.1 にはその概要が示されている．
ほとんどの人は自分のことを主に熟慮家だと考え
ている．しかし当然ながら，人々は自分自身の思
考プロセスについて自動的に，また，自分がだれ
であり，心がどう機能するのかに関して広く認め

ボックスO.1　人間の意思決定に関する経済思想の変遷

　 ア ダ ム・ ス ミ ス の 基 礎 的 な 業 績（[1759, 1776] 
1976）を受けて，経済学者は人間の意思決定に関する心
理的・社会的な影響力を探求してきている．ジョン・メ
イナード・ケインズは「貨幣錯覚」――貨幣を実質では
なく名目で考える傾向――を認めて，自分が提案した失
業の解決策のなかでそれを使っている．ケインズは，わ
れわれの長期投資の多くが「アニマル・スピリット」―
―冷静な計算ではなく直観や感情――を反映したもので
あることも認めていた．グンナー・ミュルダールは文化
の停滞について探求した．ハーバート・サイモンと F・
A・ハイエクはみずからの業績の多くを，人間が一度に
処理できる量には限度があり，自分の意思決定がもたら
すあらゆる結末について，注意深く費用便益を比較考量
することはできないという考えの上に築いた．アルバー
ト・ハーシュマンは人間が複雑な動機を抱いていること
や，協調と忠誠を高く評価することを覚えておくと有益
であると主張した．
　しかし，20 世紀のほとんどにおいて，ポール・サミュ
エルソンを初めとする多くの学者の業績を通じて，「快楽
主義的な，内省的で，心理的な要素の拒否に向けた着実
な傾向」がみられた（Samuelson 1938, 344）．ミルト
ン・フリードマンは「実証経済学の方法論」（1953 年）
という有名な論文や 1950 年代の他の論文のなかで，当
時入手可能であった証拠に基づいて，経済学者は市場の
結果に関して予測をする場合，心理的要因を無視しても
かまわないという主張を説得的に展開した．個別の経済
主体は冷静な，合理的で，純粋に利己的な主体として行
動すると理解できる．というのは，そのように行動しな
い人は，そのようにしている人によって市場から駆逐さ
れてしまうからだ．標準的な経済モデルに埋め込まれて

いる完璧な計算と，固定的でまったく自己本位の選好が，
多くの分野で当然の信念になった．
　過去 30 年間にわたる行動科学を初めとする社会科学
の多くの分野における意思決定に関する研究を受けて，
経済学者は意思決定の心理的・社会的な側面――経済学
に対する基礎的な貢献者の多くが重要だと信じていたも
の――を測定し定式化できる段階に到達している．実証
研究は，人々はすべての費用便益を考慮に入れて意思決
定を行っているわけではないことを証明している．人々
は社会的な期待に応えたいと思っている．人々の嗜好は
変わらないものでもないし，恣意的に変えられるもので
もない．選好というのは誘発されてくる文脈や，人々が
世界を見る解釈上の枠組みを形成している社会的制度に
依存している（Basu 2010; Fehr and Hoff 2011）．
　こうして経済学者は一巡して元に戻っている．約 40
年間の休止を経て，人間についてのより現実的な理解に
基づいた経済学が再構築されつつある．しかし，ここで
は大量の実証データ――行動科学を初めとする社会科学
におけるミクロ・レベルの証拠――に依拠している．心
はコンピュータとは違って論理的ではなく心理的であり，
固定的ではなく柔軟である．同一の問題を同一に扱うの
が確かに合理的ではあろうが，人はしばしばそうしない．
デフォルト・オプション（代替策が特定されていない限
り自動的に選ばれる選択肢），あるいは選択の順序が変化
すれば，人の選択は変化する．人は経験を解釈し決定を
する時に，状況や文化に依存するメンタル・モデルを用
いる．本報告書では次のことが示されている．つまり，
人間行動に関する学際的な視点がもっと増えれば，経済
学者の予測能力は改善し，開発政策のための新しいツー
ルを提供できるだろう．
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られているメンタル・モデルの影響下で考える傾
向にある．現実には，自動システムがわれわれの
判断や決定のほとんどに，しばしば強力かつ決定
的な形で影響を及ぼす．ほぼ全ての人が，ほとん
どの場合，自分の決定に対する多くの影響力に気
付いていない．自動的に思考している際，人は自
分では大きい体系的な誤りであると思うことをし
てしまうことがある．つまり，人々は自動思考に
耽りながらも自分が行った選択を振り返ることが
でき，もっと違った決定をしていれば良かったと
思うことがある．
　自動思考の場合，われわれは問題を単純化し，
狭いフレームを通じてそれを眺める．世界に関す
る前提に基づいて欠けている情報は補充して，自
動的に心に浮かんでくる連想やわれわれが当然視
している信念体系に基づいて状況を評価する．そ
うすることでわれわれは状況に関して間違った絵
を描くことになるかもしれない．それは都会の公
園を見下ろす小窓を通して見ている人が田園地帯
に居ると誤解するのとちょうど同じようなもので
ある（図 O.1）．
　人が自動思考に依存しているという事実は，
開発における課題を理解し，それを克服するた
めに最良の政策を策定する際に重大な意味を持
つ．仮に人々が決定を熟慮する度合いに関する
前提を政策当局が修正できるとすれば，当局は
人々が自分の望む結果や最善の利益と整合する
行動を単純かつ容易に選択できるような政策を
設計できるだろう．
　例えば，政策当局は選択肢やデフォルト・オプ
ションのフレーミングなどといった要因に注意深
い関心を払うことによって，役に立つことができ
る――これはチョイス・アーキテクチャーと呼
ばれている考え方である（Thaler and Sunstein 
2008）．借入コストをどうフレームするかが，
人々がどれだけの高利債務を負うかの選択に影響
することがある．多くの諸国の最貧層にとって
は，小口で短期の無担保ローンの頻繁な利用とい
うのが避けがたい現実である．このようなローン
は非常に高金利であり，1 年間の複利では 400％
にも達する．しかし多くの場合，このような高コ
ストは借り手にとっては自明でない．アメリカで

は「ペイデイ・レンダー」（給料日貸金業者）と
呼ばれる業者が次の給料日までの短期融資を行っ
ている．ローンのコストは実効的な年利率，つま
り長期にわたってローンが反復された場合のコス
トではなく，典型的にはローン 1 件当たりの固
定的な手数料として定められている．
　アメリカにおける実地実験では，借入コストを
もっと透明に表示するという介入策を試行するこ
とによって，フレーミングの効力が証明された

（Bertrand and Morse 2011）．1 つのグループ
はペイデイ・レンダーから標準的な封筒を受け取
る．それには現金とローン書類が入っている．封
筒には図 O.2 のパネル a に示されているような
返済額と返済日が記載されている．もう 1 つの
グループは現金袋を受け取る．これにはローンが
3 カ月間にわたって残存していると手数料がどの
ように累積していくかが示されている．また，ク
レジット・カードで同じ金額を借りた場合におけ
る同様の手数料との比較も示されている（図 O.2
のパネル b）．借入コストが累積金額で再フレー
ムされた封筒を受け取ったグループでは，介入策
の実施後の 4 カ月間にペイデイ・レンダーから
借りた人が別のグループと比べて 11％少なかっ
た．この研究は第 1 章が扱っている次のような
重要な示唆をとらえたものである．すなわち，提
供する情報の種類や形式を調整すれば，人々のよ
り良い決定に資することができる．

第2原則：社会から影響を受けて思考する
　人間は社会的動物で，社会的な選好やネット

表O.1　人々は2つの思考システムをもっている
個人は自動システムと熟慮システムという 2 つの思考システム
をもっている．自動システムはわれわれのほぼすべての判断や
決定に影響する．

自動システム 熟慮システム

心に自動的に浮かんでくるもの
を検討する（フレームが狭い）

一連の広範な関連要因を検討す
る（フレームが広い）

努力を要しない 努力を要する

連想的 論理に基づく

直観的 思慮深い

出所：Kahneman 2003; Evans 2008.
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図O.1　自動的な思考は偏った世界観をもたらす
ほとんどの決定や判断を下すのに際して，われわれは自動的に考えている．われわれは狭いフレーミングを使い，標準
的な前提や連想を頼りにする．そのため状況について誤解を招くようなイメージを得る．ある状況がどのように提示さ
れるかに関して一見では無関係な詳細でさえ，われわれの認識の仕方に影響し得る．というのは，われわれは限られた
情報に基づいて速断する傾向が強いからである

ワーク，アイデンティティ，規範から影響を受け
る．ほとんどの人は図 O.3 に示されているよう
に，自分の周りにいる人々がしていることや，彼
らがどのように自分のグループに属しているかに
ついて気にかけており，ほとんど自動的に他人の
行動を模倣する．多くの人は公正性や互恵性につ
いて社会的な選好を抱いており，協調精神をもっ
ている．このような特性は集団的に良い結果につ
ながることもあれば，悪い結果をもたらすことも
ある．信頼が高い社会だけでなく，腐敗が多い社
会ではともに広範な協力が必要とされる（スポッ
トライト 1 参照）．このように第 2 章では「社会

から影響を受ける思考」に焦点を当てたい．
　人間の社会性（人々が互いに気遣い結び付こう
とする傾向）は，人間の意思決定と行動の分析に
複雑性と現実性の層を追加している．多くの経済
政策は人々が自己中心の自律的な意思決定者であ
ることを前提にしているため，このような政策は
往々にして物価のような外部の物質的なインセン
ティブに焦点を当てている．しかし，人間には社
会性があることを考えると，行動が社会的な期
待，社会的な認知，協力のパターン，内集団のメ
ンバーに対する配慮などによって影響を受けるこ
とが示唆される．まさに制度の設計や，グループ
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を組織化したり物質的なインセンティブを使った
りする方法は，コミュニティ開発や学校のモニタ
リングなどの協調を要する課題について，意欲を
抑制ないし喚起することができる．
　人々はしばしば条件付き協力者――他人が協力
するなら協力してもよいする人――として行動し
ている．図 O.4 は 8 カ国で行われた「公共財ゲー

ム」の結果を示している．条件付き協力者とただ
乗り者の割合は国ごとに異なるものの，条件付き
協力者がすべての国で支配的な種類であることを
示している．換言すれば，この行動について研究
した社会のなかでは，経済行動の標準的な理論
が当てはまるところは 1 つもなかった（Henrich 
and others 2001）．

図O.2　決定のフレーミングを修正すれば福祉を改善できる：給料日借入の事例

給料日借入者は現金の入った封筒を受領．標準的な封筒はカレンダーとローンの返済期日のみを示している．
a．標準的な封筒

実地実験では，無作為抽出された借入者は次のような封筒を受領した．封筒には，給料日借入が 3 カ月間残っている場
合に累積する手数料金額が，クレジット・カードによる同額借入の場合の手数料と比較してどうなるかが示されていた．

借入のコストが金額で表示された封筒を受領した借り手は，標準的な封筒を受領したグループと比較すると，それ以降
の 4 カ月間に借入希望者が 11％減少した．消費者が借入の真のコストをより幅広く考えることができたため，給料日
借入が減少したということである

b．給料日借入とクレジット・カード借入のコストを比較した封筒

重要なローン書類

覚えておいて下さい…．
ローンの返済期日は次の通り：
月　火　水　木　金　土　　金額
＿＿＿年＿＿月＿＿日　　　＿＿＿＿＿　

２週間   45ドル ２週間  2.50ドル
１カ月  90ドル １カ月  5ドル
２カ月  180ドル ２カ月  10ドル
３カ月  270ドル ３カ月  15ドル

300 ドル借りた場合の手数料と金利

（100ドルの借入当たり2週間の手数料は15ドルを前提）
返済期間

給料日貸金業者
（年率 20％を前提）
返済期間

クレジット・カード

出所：Bertrand and Morse 2011．
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　社会的選好や社会的影響を受けると，社会は自
己強化的な集団的行動パターンにつながり得る．
多くの場合，このようなパターンは信頼と共有さ
れている価値観のパターンを示しており，極めて
望ましい．しかし，集団行動が個人の活動に影響
して，個人の選好が集団行動と一体化する場合，
社会はコミュニティにとって無分別な，あるいは
破滅的な共通の焦点の周りに活動を調整すること
になってしまう．人種ないし民族にかかわる差別
と汚職は単にそのような 2 つの例にすぎない（ス
ポットライト 1）．社会に自己強化的な「座標点」
が出現してくる時，それは変化に対して大きな抵

抗力になるかもしれない．社会的な意味や規範，
およびわれわれが一員となっている社会的ネット
ワークは，われわれを特定の集団行動のフレーム
やパターンに引き寄せている．
　逆に，社会性という人的要素を考慮に入れる
と，革新的な政策的介入を工夫し，既存の介入策
をより有効にするのに役立つ．インドでは，毎月
ではなく毎週会うことを無作為に指示された零細
金融の顧客は，ローン完済から 2 年後になって
も非公式な社会的つながりを互いに維持し，リス
クの共有化に積極的取り組んだため，2 回目の借
入に関しては債務不履行の懸念が 3 倍低くなっ

図O.3　他人が考え，期待し，行うことが，われわれの選好や決定に影響を及ぼす
人間は本質的に社会的である．決定する際，われわれはしばしば他人が考えたり行ったりしていることや，われわれに
期待していることから影響を受けている．他人は特定のフレームやパターンの集団行動に向けてわれわれを誘導するこ
とができる．
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た（Feigenberg, Field, and Pande 2013）．ウ
ガンダとマラウイでは，農業改良普及事業は同僚
の農民が訓練活動に参加した時の方が成功率が高
く な っ た（Vasilaky and Leonard 2013; Ben 
Yishay and Mobarak 2014)．人々は一般には
ローンを返済し，より良い技術を採用したいと望
んでいるが，自分自身の動機付けに苦労してい
る．政策としては社会的動機付けに依拠すれば，
そういった人々が自分の目標を達成し，自己利益
を保護するのを後押しすることができる．
　コロンビアのボゴタ市における緊急非常事態の
事例では，政策アプローチが協調的な行動につい
て，どのようにして足を引っ張るのかということ
と，それをどう促進するかの両方が示されている

（スポットライト 5）．1997 年に首都に水を供給
していたトンネルの一部が崩壊して，水不足とい
う非常事態が発生した．市政府の最初の措置は非
常事態を宣言し，起ころうとしている危機につい

て住民に警告を発する広報プログラムに着手する
ことであった．しかし，この措置は節水の奨励を
意図したものであったにもかかわらず，それどこ
ろか水の消費と退蔵の両方をかえって促進した．
問題を認識した市政府は広報戦略を変更し，ボラ
ンティアを派遣して最も有効な節水措置に関して
人々教育した．また，日々の水消費量を公表し，
協力者と非協力者を名指しで紹介した．市長がテ
レビ広告に出演して，妻と一緒にシャワーを浴び
ながら，石鹸で洗っている時は蛇口を締め，2 人
一緒にシャワーを浴びるよう勧めたのである．こ
の戦略によって協力が強化され，トンネル修復後
も長らく節水が持続した．
　社会的思考の原則は政策に関していくつかの意
味を持っている．第 2 章では，人間の社会性が
行動に影響を及ぼす重要な要因となる世界におい
て，経済的・社会的なインセンティブの範囲を検
証し，制度や介入策が協調的な行動を支持するよ

図O.4　実験という状況下では，ほとんどの人はただ乗り者ではなく，条件付き協力者として行動した
標準的な経済モデル（パネル a）は人々はただ乗りするものだという前提に立っている．実際の実験デー
タ（パネル b）が示すところによると，大多数の個人は公共財ゲームをする際，ただ乗り者ではなく条件
付き協力者として行動している．ただ乗りのモデルは研究したどの社会にも当てはまらなかった．

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

a．標準的な経済モデ
ルで予想される行動

b．実験で明らかになった実際の行動

貢
献
的
行
動
を
示
す

コロンビア ベトナム スイス

ただ乗りした人 条件付き協力者

デンマーク ロシア アメリカ オースト
リア

日本

出所：Martinsson, Pham-Khanh, and Villegas-Palacio 2013.
注：他のプレーヤーは 2 つのカテゴリーのどちらにも該当しなかった．それが棒グラブが合計しても 100％にならない
理由である．
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うにするためにどのように設計すればよいかを示
し，社会的ネットワークや社会規範がどのように
行動を形成し，新種の介入策の基礎として機能す
ることができるかを例示する．

第3の原則：メンタル・モデルで思考する
　人は考える際，通常は自分が発明した概念に依
拠したりはしない．そうではなく，自分が属する
コミュニティから引き出した概念やカテゴリー，
アイデンティティ，原型，固定観念，因果関係を
示す物語，世界観などを使う．それはすべてメン
タル・モデルの例である．メンタル・モデルは図

O.5 でみるように，個人が認識することや，認
識することをどう解釈するかに影響を及ぼす．子
供にどの程度話しかけるべきか，どのようなリス
クに保険をかけるべきか，何のために貯蓄すべき
か，気候はどうだろうか，何が病気の原因なの
か，などについてメンタル・モデルがある．多く
のメンタル・モデルは有益であるが，そうではな
く貧困の世代間伝達の一因になるものもある．メ
ンタル・モデルは人々がしばしば文化と呼んでい
る社会的相互作用の認知的な側面に由来してい
る．文化が個人の意思決定に影響するのは，それ
が人々が行動し選択を行う際に使う一連の相互関

図O.5　思考はメンタル・モデルに依拠する
人は客観的な経験ではなく，経験の心的表象に反応する．心的表象を構築する際，人はメンタル・モデルが提供する解
釈の枠組みを使う．人は複数の，しかもしばしば相矛盾するメンタル・モデルを利用することができる．違うメンタ
ル・モデルを使うと，人が認識することやその解釈の仕方が違ってくることがある．
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連する意味の体系として機能するからだ．このよ
うな意味の体系は行動を可能にし，その指針とな
るツールのように機能するのである（DiMaggio 
1997）．
　メンタル・モデルと社会的な理念や慣行は，し
ばしば個々人に深く根付いている．人は社会の諸
側面を内部化して，それを避けがたい「社会的
事実」として当然視しているのである．メンタ
ル・モデルが人生において正しいこと，自然なこ
と，可能なことなどに関する人々の理解を規定す
る．社会的な関係や構造が今度は，社会的に解釈
された「常識」の基礎になり，人々が決定を下す
ために当然のことと考えて利用する証拠やイデオ
ロギー，抱負を表し，場合によっては社会的な格
差を増大させる．人類学者やその他の社会科学
者が著した文献が指摘しているところによると，
人々が確かな証拠や常識（当人が属している世界
の基本的なメンタル・モデルやそれがどう作用し
ているかを示すもの）として指摘していること
は，しばしば経済関係，宗教的な所属，社会的グ
ループのアイデンティティによって形作られてい
る（Bourdieu 1977; Kleinman 2006）．このよ
うな研究の多くが，メンタル・モデルが内部化さ
れている状況下で社会的な変化を実現するために
は，特定の人々の認知的意思決定だけでなく，社
会的な慣習や制度にも影響を与えることが必要で
あろうと主張している．
　メンタル・モデルに関する標準的な事例は固
定観念であり，それは社会集団のメンタル・モ
デルである．固定観念は人々にとって利用可能
な機会に影響を与え，社会的な包容や疎外の
プロセスを形作る．固定観念の結果として，弱
者グループの人々は自分の能力を過小評価しが
ちとなり（Guyon and Huillery 2014），同グ
ループの一員であることを指摘された時には，
社会的な状況のなかで成績が低下することさえ
ある．これを初めとするさまざまな方法によっ
て，固定観念は自己実現的になったり，グルー
プ間の経済格差を拡大したりすることがある

（例えば，ジェンダーに関する固定観念について
Ridgeway 2011 を参照）．
　インドでは，図 O.6 に示されているように，

図O.6　不名誉なアイデンティティや権利意識の明示化
は生徒の成績に影響しうる　

インドにある村の出身で高カーストの少年と低カースト
の少年が，カーストというアイデンティティの示され方
がさまざまなグループに無作為に割り振られた．カース
トが非公開の場合，少年たちはカーストの高低にかかわ
らず，迷路解きの成績について統計的に見分けがつかな
かった．カーストが混在している教室でカーストを公開
したところ，低カーストの少年の成績は低下した．しか
し，カースト別に分離された教室（高カースト者の権利
の証）では，カーストを公開すると，高低両カーストの
少年の成績が低下し，両者は統計的に差異がなかった．
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出所：Hoff and Pandey 2014．

低カーストの少年はカーストのアイデンティティ
が明らかにされていない場合，パズル解きについ
て高カーストの少年と同じくらい優秀であった．
しかし，カーストが混在したグループでテスト開
始の前に少年たちのカーストを明らかにすると，
成績には著しい「カースト格差」が生じた．低
カースト少年の成績は個人にかかわる他の変数を
制御しても，高カースト少年を 23％も下回った
のである（Hoff and Pandey, 2006, 2014）．生
徒にカーストを明らかにするとアイデンティティ
を想起させ，それが今度は行動の結果に影響を及
ぼしたのである．不名誉なアイデンティティを
持った低カーストの少年の成績は，高カーストの
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少年との比較で低下した．低カースト少年と混在
していない時に高カースト少年にカーストを明ら
かにすると，高カースト少年の成績も低下した．
それはおそらくカーストが明かされることによっ
て，権利意識や「なぜ試すのか？」という疑問を
もったからであろう．固定観念が単に存在するだ
けで，ある程度の能力格差が生じることの要因と
なり，それが今度は固定観念を強め，差別と疎外
の土台として作用する，という形で悪循環を引き
起こすのであろう．
　この悪循環を打破する方法を発見すれば，虐げ
られた人々の福祉を大幅に引き上げることができ
る．多くの状況からの証拠が示唆するところに
よれば，前向きなアイデンティティを想起すれ
ば，固定観念を打ち消して抱負を押し上げること
ができる．個々人にみずからの強みを考えさせた
ことで，アメリカでは危機に瀕する少数人種の学
業成績が改善したり，貧困層の間では反貧困プ
ログラムに対する関心が高まったりした．一方，
イギリスでは失業者が就職できる確率が高まっ
た（Cohen and others 2009; Hall, Zhao, and 
Shafir 2014; Bennhold 2013）．
　このようなことを考慮すると，政策当局の道具
箱も拡大する．ますます重要になっている一連の
開発介入策として，メディアを巻き込んだものが
ある．連続ドラマのようなフィクションにさらさ
れていると，メンタル・モデルが変化することが
ある（娯楽教育に関するスポットライト 2 を参
照）．例えば，出生率の高い社会で暮らしている
人々は，子供の少ない家庭を描いた連続メロド
ラマにさらされていたことで，その出生率が低
下した（Jensen and Oster 2009; La Ferrara, 
Chong, and Duryea 2012）．
　共有されているメンタル・モデルは執拗で，個
人の選択や社会全体の結末に重大な影響を及ぼす
ことがある．メンタル・モデルには若干の柔軟性
があるため，介入策は開発目的を推進する際にメ
ンタル・モデルを対象にすることができる．人々
はどんな状況下でも使える，多種多様で競合する
メンタル・モデルをもっているかもしれない．そ
のうちどれを使うかは置かれている状況がどれを
必要とするかに依存する．人々を新しい考え方や

代替的な世界観にさらす政策は，利用可能な一連
のメンタル・モデルを拡張することができるた
め，開発では重要な役割を果たすことができる．

政策に関する心理的・社会的な視点
　多くの場合，人間の意思決定に関するより深い
理解があると，貯蓄率引き上げや健康増進など広
く共有されている目標を社会が達成するのを後押
しすることができる．表 O.2 は人間行動にかか
わる人的要因を考慮に入れて，より現実的な理解
に基づく介入策の実例を示したものである．近代
的な行動科学や社会科学の洞察に依拠すると，極
めて費用効果的な新種の介入策を策定することが
できる．
人間行動を広く解釈すれば開発政策を改善するこ
とができる．本報告書のパート 1 は人間行動の
原則について述べる構成になっているが，パート
2 では開発問題を扱う構成となっており，このよ
うな原則が多くの政策分野でどのように適用でき
るかが例示されている．

貧困
　貧困というのは単に物質的な資源の不足だけで
なく，決定が行われる環境でもある．貧困は人々
に認知的負担を課すため，熟慮しようとするこ
とを特に困難なものにする（Mullainathan and 
Shafir 2013）．日々の生活で，単に食料や清潔
な水などの必需品へのアクセスを確保することだ
けに大量の精神的エネルギーを用いなければなら
ない人には，単にインフラが良くて制度も良い地
域に居住しているがゆえに，事業への投資や学校
の委員会出席に注意を向けることができる人と比
べると，注意深い熟慮に向けるエネルギーはあま
り残っていない．したがって貧困層は，そうでな
い層に比べて，自動的な意思決定により大きく依
存せざるを得ないであろう（第 4 章）．
　例えば，インドのサトウキビ農家は，典型的に
は所得を年 1 回，収穫時に受領する．収穫の直
前と直後とで生じる大きな所得格差は金銭にかか
わる意思決定に影響を及ぼす．収穫の直前，農民
は借入をしたり，一部の所有物を質入れしたりす
る可能性が高くなる．このような財政的困難は農
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民が収穫の直前に利用できる認知資源に被害をも
たらす（Mani and others 2013）．農民に一連
の認知テストを実施すると，収穫の代金を受領す
る前の成績はその受領後に比べて悪い．得点格差
は知能指数でみて約 10 点に相当する．この意味
で貧困は認知税を賦課しているといえる．
　貧困に対する認知税の削減ないし排除を目的と
する開発政策が対象とするのは，重大な決定のタ
イミングを認知的な能力とエネルギー（認知容
量）が予測できる低い時期から移すこと（例え
ば，進学の決定を所得が増加する時期に近くなる
まで遅らせる），あるいは大きな許容量が必要と
される決定（健康保険プランの選択や高等教育プ
ログラムの申請など）を援助することである．
　心理学や人類学の研究でも，貧困というのは貧
困層が自分自身や機会を眺めるメンタル・モデル
を生み出すということが指摘されている．特に
それはより良い生活を想像する能力を鈍らせる

（Appadurai 2004）．さらに，証拠が示すところ
によると，このメンタル・モデルを変えて人々が
自分の潜在力をもっと容易に認識できる――ある
いは少なくとも貧困層を自分の欠乏状態について
注意を喚起されることから免れさせる――ような
介入策や政策設計は，学業成績や労働市場への参

加，反貧困政策の採用などといった重要な開発成
果を増加させることができる．

児童開発
　幼児期における高ストレスと社会情緒的および
認知的な刺激不足――貧困のなかで成長すること
と相関関係が強い――は，自動的な意思決定シス
テム（例えばストレスに対処する能力）と熟慮シ
ステム（例えば注意を払う能力）の両方を損傷す
ることがある．第 5 章ではそのような問題を扱う．
　現在までに研究対象となったすべての諸国に
おいて，所得水準の高低にかかわらず，国の豊
かさの分布のボトム層とトップ層に属する世帯
の児童の認知および非認知両方のスキルを比較
すると，早くも 3 歳になると大きな乖離が生じ
ている．この乖離は政策対応が可能な問題が一
因となっている．
　子供に対する刺激の不足の問題は，低所得国で
は特に懸念される事項である．発展途上 28 カ国

近代的な行動科学や社会科学の洞察を利
用すると，極めて費用効果的な新種の介
入策を策定することができる．

介入策 内容 成果

リマインダー ケニアでの毎週送られる，HIV 薬の服用を
確認するテキスト・メッセージ

治療法の順守：毎週のリマインダーのおかげで，服
用率がベースラインの 40％から 53％に改善

非金銭的な贈物 小さな非金銭的な報奨や景品――豆や金属
製大皿など――を，インドのコミュニティ
内の信頼できる予防接種実施者と組み合わ
せる

予防接種率：1 – 3 歳児の完全接種率は豆の報奨が
ある場合 39％，実施者が信頼できるだけの場合
18％，何の介入策もない地域では 6％

公示 ケニアにおける，無謀な運転手を「やじっ
て叱ろう」と乗客に呼びかけるステッカー
を無作為に選んだバスに貼付

交通事故：事故にかかわる年間保険請求が 10％か
ら 5％に低下

製品の利便化 ケニアでは塩素ディスペンサーが地元の水
源に無料で設置され，水の塩素処理を宣伝
する業者を採用して戸別訪問

塩素処理実施：水源にディスペンサーのある家庭で
は実施率 60％，比較グループでは 7％

激励の言葉 エチオピアの貧困世帯は自分たちと同じよ
うな人々がどうやって貧困を脱したか，ま
たは社会経済的な地位を改善したかという
ビデオを見せられた

抱負と投資：子供たちの抱負は高まり，総貯蓄と学
校への投資が 6 カ月後には増加

現金給付のタイミング コロンビアでは条件付き現金給付の一部が
自動的に貯蓄され，入学の決定がなされた
時に一括して供与

高等教育への進学：現在の出席率が落ちることな
く，次年度の進学率が上昇

出所：Pop-Eleches and others 2011; Banerjee and others 2010; Habyarimana and Jack 2011; Kremer and others 2009; Bernard and others 2014; Barrera-
Osorio and others 2011．

表O.2　行動にかわる極めて費用効果的な介入策の実例
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における母親の育児習慣の研究は，社会情緒的な
ケアには開発水準による大差はなかったことを見
出している．対照的に，母親が提供する認知刺激
の量は，国連の人間開発指数によれば（図 O.7），
経済や健康，教育の変数が低い国々では一貫して
少ない．この研究では，認知刺激の水準は養育者
が本を読み聞かせる，話をする，子供と物の名前
を言う・数を数える・お絵かきをする回数で測定
された．幼児に対する認知刺激が少ないと，幼児
が経験する言語の相互作用は少なく，複雑さも
劣ったものとなる．そのため言語に関する流暢さ
が低下して，将来の学業面での達成度にとって足
かせになる．
　ジャマイカでの 20 年間にわたる研究結果は，
非常に早期の児童への刺激は，成人になった時の
労働市場での成功に大きな影響を及ぼすことを示
している（Gertler and others 2014）．コミュ
ニティの医療従事者が毎週家庭訪問して，母親に

子供の認知や情緒の発達を促進するにはどのよう
に遊んだり相互作用したりしたらよいかを教え
た．無作為に選ばれてプログラムに参加した子
供たちは，成人した時に，プログラムに参加し
なかった制御グループの人たちと比べて収入が
25％も多かった．これは社会的弱者層ではない
人々との収入格差を帳消しにするのに十分な水準
である．

家計ファイナンス
　金銭に関して適切な決定をするのはむずかし
い．資金の将来のコストがわかった上で，損得に
公平に焦点を当て，過剰使用の誘惑に抵抗し，先
延ばしを避ける必要がある．最近の行動学や社会
学の分野における洞察は，困難を指摘しながら
も，人々が自己利益に資し，自己目標を達成でき
るような決断を下すのを政策当局が後押しするた
めの道を開拓している（第 6 章）．

図O.7　ケアの国別の相違は，社会情緒的な面よりも認知的な面について大きい

濃い棒グラフが示す認知的なケア活動は人間開発指数（HDI）が高い国の方が，HDI が低い国よりもずっと大きい傾向にある．
ただし，社会情緒的な行動の国別相違（薄色の棒グラフ）はごく小さい．赤子が乗っている棒グラフの高さは，HDI が高い国
と低い国の親が報告した認知的なケア活動の平均的な回数を示す．
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出所：Bornstein and Putnick, 2012．
注：棒グラフは国際連合の人間開発指数（HDI）がランク付けした発展途上 28 カ国からの比較可能なデータに基づいて，過去 3 日間に母親が
行ったと報告した認知的なケア活動の回数を示す．測定したケア活動にかかわる 3 つのカテゴリーは，子供に本を読み聞かせる，物語を聞か
せる，子供とネーミングゲーム・数数え・お絵描きをする．
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　多額の消費者債務は，通常は自動的な思考から
もたらされる．というのは，人々は将来的にロー
ンの返済に伴って生じる消費の損失よりも，借入
による現在の消費にずっと大きなウェイトを置い
ているからだ．何らかの規制があれば，消費者が
現在における消費の展望を含むより広い視野の下
で，借入に関する決定を構成するのを手助けでき
るだろう．この種の規制は，人々が自動的に思考
するのではなく，熟慮した時に選択するような財
務決定をするのを後押しするだろう．
　メキシコの低所得層における実験は，認知容量
に制約があると人々の金融情報処理が制限され
ることを示している（Giné, Martinez Cuellar, 
and Mazer 2014）．メキシコ・シティの低所得
層は，地元で利用可能な商品に類似した無作為の
ローン商品リストのなかから，最適な 1 年物・1
万ペソ（約 800 ドル）のローンを選択するよう
求められた．最低コストの商品を当てた人は賞品
がもらえることになっていた．図 O.8 に示され
ているように，銀行が顧客のために作成した小冊
子を見せられた時，最低コストの商品を特定でき
たのはわずか 39％にとどまった．しかし，メキ
シコの消費者信用調査所が作成した利用者に優し
い一覧表を使った時には，68％とずっと大きな
割合の人々が最低コストのローン商品を特定する
ことができた（図 O.8 のパネル b）．
　もう 1 つの一連の介入策は，貯蓄に焦点を当
てたものである．プログラムのなかには目標をよ
り際立たせるリマインダーの利用を通じて，みず
からの貯蓄目標を達成するのを助けるものもあっ
た．ボリビア，ペルー，およびフィリピンにおけ
る一連の研究は，貯蓄を思い出させる単純なテキ
スト・メッセージを適時に送信することで，各自
の目標に沿って貯蓄率を改善することができるこ
とを示している（Karlan, Morten, and Zinman 
2012）．他のプログラムは，消費者が特定の貯蓄
目標水準に到達するまでは貯蓄取り崩しをあき
らめさせる，というコミットメント装置を提示
することによって，各自の貯蓄増強を後押しし
た．フィリピンでは，6 カ月間は引き出せないと
いう貯蓄勘定が販売された際，勧誘された人々の
ほぼ 30％が承諾した（Ashraf, Karlan, and Yin 

2006）．1 年後，この勘定を勧められて利用した
人々は，そのような勘定の勧誘を受けなかった制
御グループとの比較で 82％以上も多くの貯蓄を
行うことができた．これを初めとして他の研究が
示すところによれば，心理的・社会的な要因が金
銭にかかわる意思決定を阻害していることがある
ため，このような要因を対象にした介入策は人々
が金銭的な目標を達成するのを助けることができ
る．

生産性
　自動的な思考，社会から影響を受ける思考，メ
ンタル・モデルによる思考は，労働者の動機付け
や農民および企業家の投資決定においても大きな
役割を演じている（第 7 章）．金銭的なインセン
ティブが強い時でさえ，人々は期限ないし給料日

図O.8　フォームを明確にすると，借り手はより良いローン商
品を見付けやすくなる
メキシコ・シティの低所得層は教室に呼び出されて，同市内の
銀行が実際に提供しているローン商品のうち代表的な 5 つのな
かから，1 年物の 800 ドル（1 万ペソ）のローン商品でコスト
が一番低いものを選定するよう要請された．正答者は賞品がも
らえることになっていた．銀行の説明書を使った場合，最も安
いローン商品を特定できたのはわずか 39％の人々にとどまった
が，より簡潔な摘要書を使った場合，正答率は 68％にまで上昇
した．

a.	銀行のパンフレット b.	摘要書

39％の人が銀行のパンフレットの
なかで最安のローン商品を特定

68％の人がより簡潔な摘要書のな
かで最安のローン商品を特定

＝ 10 人相当

出所：Giné, Martinez Cuellar, and Mazer 2014．
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が近付いていない限り，あるいはその時期が到来
するまで，意図していた量の努力を払わない可能
性がある．例えば，労働者は各瞬間における働こ
うという決定を狭いフレームに入れていて，みず
からの目標の達成に失敗しているのかもしれない

（いわゆる意図と行為の乖離）．
　意図と行為の間に乖離があることを受けて，あ
る介入策が考案された．インドのデータ入力労働
者は，自分が正確に入力した欄の数について目標
を選択することが許可された．自分の目標を達成
すれば，その労働者は通常の出来高給が支払われ
る．しかし，みずからの目標を下回れば出来高給
が引き下げられる．もし人が意図したことを簡単
に実現できるのであれば，この種の契約を選択し
ても利点がない．というのは，目標を達成しても
給与が増えるわけではないのに，未達成の場合に
は給与が減るからだ．しかし，意図と行為の間に
はギャップがあることを認識すれば，公約した契
約は有用な目的をもたらす．というのは，努力は
現時点ではコストを要すると同時に，将来的には
報奨をもたらすからだ．人々は自分でよく考えた
末に精神が好ましいと考える時間よりも少ない時
間しか努力に費やさないかもしれない．公約した
契約は，人々に仕事がなされなければならない現
時点におけるよりも，一生懸命に働く動機を与え
る．インドのデータ入力労働者の場合，約 3 分
の 1 が公約契約を結んだが，これは労働者自身
の中にもコミットメント装置に対する需要がある
ということを示唆している．自分が選定した公約
契約は，確かに努力を増やした．それを選択して
いた労働者は生産性を向上させた．それは出来高
給与の 18％増加で期待できる規模に匹敵するも
のとなった（Kaur, Kremer, and Mullainathan 
2014）．
　同一水準の給与でも，説明の仕方によって生産
性に影響を及ぼし得る．教師の業績給を考えてみ
よう．教師には年度末に生徒の学業成績ないしそ
の改善度に応じてボーナスが支給される．この種
の介入策はアメリカのシカゴ市内における低所得
層地域では，テスト結果の改善につながらなかっ
た（Fryer and others 2012）．しかし，同じプ
ログラムのもう 1 つの変種では，賞与の時期が

変更されて，それが利益ではなく損失として提示
された．年度初めに管理者は教師に対して期待さ
れる平均ボーナスを支給した．仮に生徒の成績が
年度末に平均を上回る結果になったら，教師は追
加的な支給を受ける．しかし，仮に生徒の成績が
平均以下ならば，年度初めにもらったボーナスと
生徒が平均以上の成績だった際にもらえるであろ
うボーナスの差額を返還しなければならない．こ
の損失によって構成された賞与を受けて試験の点
数が著しく向上した．このような事例が示唆して
いるように，介入策は人々の自動的に，社会から
影響を受けて，メンタル・モデルで考える傾向を
考慮に入れて適切に設計されていれば，生産性を
改善することができる．

健康
　自分の健康や身体に関して人々が下す決定は，
各種の情報，健康にかかわる財やサービスの入手
可能性と価格，社会的な規範や圧力，病気の原因
に関するメンタル・モデル，何らかの介入策を試
そうという意欲などが錯綜するなかから生まれて
くる．このような広範囲にわたる多種多様な人的
要因を認識することによって，健康にかかわる開
発政策は時として結果を劇的に改善できる場合も
ある（第 8 章）．
　屋外排泄の問題を考えてみよう．約 10 億人が
屋外で排泄しているが，それは子供の感染症と関
係があり，発育不全や，場合によっては死につな
がる．標準的なアプローチは補助金付きの低コス
トで財（この場合はトイレの建設）とともに情報
を提供することであろう．しかし，このような変
更を導入しても，不健康な習慣を無くすためには
新しい衛生規範も必要であろう．ジンバブエの政
府高官は「コミュニティ健康クラブ」を開発し
て，新しい衛生規範の集団的な承認源として機能
するコミュニティ組織を創設した（Waterkeyn 
and Cairncross 2005）．
　いくつかの有望な事例のある証拠を元に，新
しい規範を作るアプローチとしてコミュニティ
主導型総合衛生管理（CLTS）がある．このアプ
ローチの 1 つの核となる要素は，CLTS のリー
ダーたちがコミュニティの人々と協働して，人
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が屋外で排泄する住居と場所について地図を作
製することにある．進行役は作業予定表を使っ
て，人々が目にする感染症の拡散の意味を彼らに
認識させ，そして新しい規範を発展させる．イン
ドとインドネシアの村における CLTS に関する
最近の体系的な研究は，この新しい構想の価値だ
けでなく，その限界に関する証拠も提示してい
る．CLTS プログラムのおかげでインドネシアと
インドでは，制御された村との比較では，屋外排
泄が非常に高い割合から 7 – 11％低下した．しか
し，CLTS がトイレ設置に対する補助金供与と組
み合わさった場合，屋内トイレの入手可能性に対
する影響はずっと大きくなった．このような発見
が示唆しているのは，CLTS はおそらくトイレ建
設資金を供与するプログラムに代替するのではな
く，それを補完できるということであろう（Patil 
and others 2014; Cameron, Shah, and Olivia 
2013）．
　身体に関するメンタル・モデルも健康に関する
選択や行動に影響を及ぼす．不妊症や自閉症，そ
の他の病状の原因に関する思い込みは，自分の子
供に予防接種を受けさせることだけでなく，適切
な治療法の採用に関する親の決定にも影響を及ぼ
す．インドでは貧しい女性の 35 – 50％は，下痢
をしている子供の適切な治療法は水分摂取を削減
することであると指摘している．これは支配的な
メンタル・モデルが，下痢の原因は水分の過剰摂
取にある（したがって子供は「お漏らしをしてい
る」）としているなら道理に適っている（Datta 
and Mullainathan 2014）．しかし，下痢に関し
ては，経口補水療法（ORT）という低コストで
非常に有効な治療法がある．ORT は脱水を防止
することによって命を救うが，下痢の症状を停止
させるわけではないことから，利点が実感され
にくい．バングラデシュ農村向上委員会は自宅
を基点としたアプローチを考案することによっ
て，ORT の採用にかかわる障壁に取り組んだ．
コミュニティで雇用された医療従事者が，母親に
自宅で ORT 溶液の作り方を教えた．これは，こ
の治療法の価値を説明する対面方式の社会的相互
作用のなかで行われた．バングラデシュを初めと
する南アジア全域では，このことや類似のキャン

ペーンによって ORT の採用が急増したというこ
とである．
　健康にかかわる商品やサービスの利用を増やそ
うという構想はしばしば補助金に依存しており，
心理的・社会的な洞察が重要なもう 1 つの分野
となっている．もし健康商品が無料ならば，採用
や使用に積極的かもしれないが，価格がわずかで
もゼロ以上なら，利用についてはほぼ完全に消極
的であろう（Kremer and Glennerster 2011）．
健康商品の価格には交換に必要とされる支払額だ
けでなく多くの意味がある，というのがその理由
である．無料の商品は感情的な反応を引き起こ
し，だれもがそれを使用すべきであり，そういう
趣旨の社会規範を伝達する．しかし，価格をゼロ
に設定すると，もし人々が商品を手にしたのに使
わなければ，浪費を促進することになってしま
う．途上国におけるこの話題に関する研究は緒に
就いたばかりではあるが，次のようなメッセージ
が出現しつつある．それは，仮に商品が補助金に
値するほど貴重であれば，価格をゼロに近いとこ
ろではなくまさにゼロに設定することで著しい成
果があるだろうというものだ．
　医療従事者の選択も，自由に使える科学情報，
いくらをどのように支払うのか，専門家としての
社会規範などを含む諸要因の複雑なもつれを通
じて行われる．医療従事者に単に成績を巡る社
会的期待を想起させるだけでも改善することが
できる．例えば，タンザニアの都市部の臨床医
は，訪問してきた仲間の医者がケアの改善を単に
要請しただけで，努力を著しく増やした（Brock, 
Lange, and Leonard, 近刊）．ただし，その訪問
はまったく新たな情報をもたらしたわけではな
く，インセンティブを変えたわけでもなく，ない
しは重大な影響力が作用したわけでもない．医療
ケアにおける専門家の社会規範を策定したり改善
したりすることは簡単ではないし，同じ解決策が
どこでも機能するわけではないものの，指導力が
社会的期待を転換し，実績を改善した事例も多数
ある．

気候変動
　気候変動への対応は当代における決定的な挑戦
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課題の 1 つである．貧しい国や地域は気候変動
に対して総じてより脆弱であり，低炭素経済への
過渡期において著しいコストを負担することにな
るだろう．気候変動に取り組むためには，個人や
社会が複雑な経済的，政治的，技術的，および社
会的な挑戦課題を克服するだけでなく，多数の認
知上の錯覚や偏見を乗り越えることが必要である

（第 9 章）．人々は気候に関する自分の意見の論
拠を最近の天候にかかわる経験に置いている．イ
デオロギー的および社会的な忠誠は，確証バイア
スに帰結することがある．それは自分の先入観な
いし仮説を支持する形で，情報を解釈し濾過する
という人がもっている傾向である．人々は確率で
提示される情報を無視ないし過小評価する傾向が
あり，それには季節的な降水量やその他の気候関
連の変数に関する予測が含まれる．人間というの
は将来よりも現在についてずっと大きな関心を抱
いているが，気候変動の最悪の影響の多くは今か
ら何年も先に発生する．人は未知のことに直面す
ると行動を回避する傾向にある．自己奉仕バイア
ス――公正さにかかわる原則で，特に自己の利益
に適うものを選好する人の性向――のため，気候
変動の緩和や適応にかかわる分担方法を巡る国際
合意の達成はむずかしくなっている．
　心理的および社会的な視点も織り込めば，気候
変動に取り組む選択肢の種類は拡大する．1 つの
選択肢はエネルギー使用に関して，新たな習慣を
促進する政策を採用することである．ブラジルに
おける 8 カ月間にわたる強制を伴う電力配給の
効果に関する研究成果によると，その政策のおか
げで電力使用が一貫して減少し，配給制が終了
してから 10 年経過しても電力消費は 14％も少
ない水準にとどまった．家電製品の所有や消費習
慣に関する家計データは，習慣の変化が電力消
費減少の主因であったことを示している（Costa 
2012）．
　アメリカのエネルギー節約プログラムは，社会
的な比較がどのようにエネルギー消費に影響する
かも証明している．このプログラムを運営してい
るオーパワーという会社は，数十万世帯に対し
て「家庭エネルギー・レポート」を送付してい
る．このレポートは当該世帯の電力使用量を近隣

地区の同時期における他の家庭と比較している．
このような単純な情報を受けてエネルギー消費は
2％減少したが，これはエネルギー価格の短期的
には 11 – 20％の上昇，長期的には 5％の上昇に
伴う減少に等しい（Allcott 2011; Allcott and 
Rogers 2014）．

開発専門家の仕事
　意思決定や行動において人的要因を認めれば，
開発の実践にとっては次の 2 つの相互関係する
影響がもたらされる．第 1 に，専門家，政策当
局，および開発実務家は，他のあらゆる人と同じ
く，自分自身が自動的な思考，社会から影響を受
けた思考，メンタル・モデルの使用から生じるバ
イアスや過ちにさらされている．このようなバイ
アスにもっと注意する必要があり，組織としては
それらを緩和する手続きを実施すべきである．第
2 に，一見では小さく感じられる設計の詳細が，
時として個人の選択や行為に大きな影響を及ぼす
ことがある．加えて，挑戦課題は同じようにみえ
ても，基本的な原因はそれぞれ違うかもしれな
い．1 つの状況下におけるある挑戦についての解
決策は，別の状況下では機能しない懸念がある．
その結果，開発の実践には発見と学習という双方
向的なプロセスが必要である．多数の心理的・社
会的な要因が政策の成否に影響し得る．そのなか
には実施の前にわかっているものもあれば，わ
かっていないものもある．これは学習の双方向的
なプロセスが必要であることを意味し，このこと
は，今度は資源（時間・資金・専門知識）を設
計，実施，および評価といういくつかのサイクル
にわたって割り振るということを意味する．

開発専門家
　開発の目標は貧困を終わらせることにあるが，
開発の専門家は貧困がどのようにして思考様式を
形成するのかを予測することには必ずしも長けて
いない．WDR 2015 チームは，世界銀行職員の
間における判断や意思決定を検証するために，無
作為調査を実施した．世界銀行職員の 42％は，
ケニアのナイロビ市のほとんどの貧困層は，「予
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防接種は不妊症を引き起こすことがあるため危険
である」との発言に同意するだろうと予測した．
しかし，実際に同意したのは標本にした貧困層

（この場合の定義は同市内の富の分布でボトムの
3 分の 1 の層）のわずか 11％にとどまった．同
様に，WDR 2015 チームの調査では，世界銀行
の職員はインドネシアのジャカルタ市やペルーの
リマ市に在住する住民で，無力感や将来に関する
コントロールの欠如を嘆いている人々の割合を実
際よりも過大評価していた．このような発見が示
唆しているのは，開発専門家が貧困層は自律性や
責任感，希望，知識を実際以上に欠いている，と
いう前提を置いているということだ．貧困の状況
に関するこのような思い込みが政策の選択を形作
る．貧困のメンタル・モデルを現実に照らして確
認することが重要である（第 10 章）．
　WDR 2015 チームの調査は，イデオロギーや
政治の面での展望が，世界銀行スタッフのデータ
解釈にどう影響するかも研究した．調査対象者
は 2 つの相異なる状況下におけるまったく同一
のデータを提示され，データが支持する最善の結
論を特定するように要請された．第 1 の状況下
では政治やイデオロギー面での影響力が中立的で
あった．質問は 2 種類の肌用のクリームのうち
効き目があるのはどちらかというものであった．
第 2 の状況下では，政治とイデオロギー面での
影響力が大きく，質問は最低賃金法は貧困を削減
するかというものであった．調査結果によれば，
世界銀行スタッフは肌用のクリームに関する質問
については，最低賃金の質問の場合よりも正答率
が高くなった．ただし，両事例でデータはまった
く同じであった．次のように付言したい誘惑に駆
られるかもしれない．すなわち，多くの世界銀行
職員は，貧困に関して高度に訓練されているにも
かかわらずこのような結果になったが，実際に
は，このような結果になったのは彼らが高度に訓
練されているからこそなのである．要求の厳しい
計算に直面して，彼らは新しいデータを自分が自
信をもっている従来の意見と整合的になるように
解釈したということである．この調査は Kahan 
and others (2013) が開発した質問手法にした
がったものである．

　開発専門家の間における判断に関する自然な限
界を克服する 1 つの方法は，産業界から特定の
手法を借用して適応させることであろう．ドッグ
フーディングというのは IT 業界における慣行で
あり，社員自身が自社製品を使ってみて欠点を発
見するというものである．製品を市場へ投入する
前に問題点をチェックすることができる．政策設
計者も問題を直接に診断する方法として，自分の
プログラムを購入契約する手続きをとる，あるい
は既存サービスにアクセスしてみるといった試行
をしたらいいだろう．同様に，レッド・チーミン
グという軍部や民間部門の両方で使われている慣
行は，大きな決断を下したり，プログラムを作成
したりする前に，議論における弱点を見つけ出す
のに役立つ．レッド・チーミングでは，外部のグ
ループが潜在的な協力者ないし敵対者の視点をと
るという目標を持って，運営デザインの計画や手
続き，能力，前提に挑戦する役割を担う．レッ
ド・チーミングは，グループ環境になると人は熱
心に議論すべく動機付けられる，という社会心理
学の洞察に基づいている．意見を異にするもの
の，真理の発見に共通の利益を抱く人々の間にお
ける集団での熟慮では，認知に割り当てる労働が
効率的に分担され，最良のデザインが明らかにな
る確率が高まり，「集団思考」の効果を緩和する
ことができる．

適応的設計・適応的介入策
　特定の状況では，多数の競合する要因が意思決
定に影響を及ぼすため，また，開発専門家自身が
状況の評価に際して一定のバイアスにさらされる
傾向があるだろうから，診断と実験が学習の継続
的なプロセスの一環になっていなければならない

（第 11 章）．開発の研究と政策にかかわる制度的

開発専門家は彼ら自身が，自動的な思考，
社会の影響を受けた思考，メンタル・モデ
ルの使用から生じるバイアスや過ちに陥り
やすい．このようなバイアスにもっと注意
する必要があり，組織としてはそれらを緩
和する手続きを実施すべきである．
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な仕組みは，健全な診断と有効なフィードバッ
ク・ループのための余地を確保しておくべきであ
る．これは，実施の期間中に収集された証拠に整
合的なプログラムを適用するためである．この措
置は制度的なメンタル・モデルを変更し，失敗に
対する組織としての寛容さを大きくすることを必
要とするかもしれない．多くの場合，当初の診断
は不正確だったり，部分的な成功にとどまったり
する．それは実施を通してのみ明らかになるだろ
う．しかし，失敗を罰したり，失敗の事実を隠し
たりするのではなく，組織は，真の失敗というの
は経験から学ぶことのない政策介入であるという
ことを認識する必要がある．

　このアプローチの有用性をみるために，ケニ
アにおける下痢の問題と，それに対処するのに
費用効果的な方法を学習するために実施された
いくつかの実験について考えてみよう（Ahuja, 
Kremer, and Zwane 2010）．子供の病気は細菌
を含んだ水が主因であり，生涯にわたる身体的お
よび認知的な障害につながることがある．清潔な
水へのアクセスが無いことが問題であると診断さ
れた．そこで，家庭向けの水源――天然の泉――
におけるインフラ改善を目指した早期介入策が実
施された．このような泉は周辺環境からの排泄物
などによって汚染されやすかった．汚染を削減す
るために，泉をコンクリートで覆い，水は地下か
ら染み出すのではなく，地上のパイプから流れ出
すようにした．この措置で水源における水質は著
しく改善したものの，家庭で消費される水の質に
対しては穏やかな効果しかなかった．というの
は，水は運搬ないし保存される際に，簡単に汚染
されたからである．

　したがって，問題は各家庭は適切な水処理を
行っていなかった，という形で再定義された．別
の実験の反復が証明したところによれば，各家庭
に無償で塩素を配布する，あるいは地元の商店で
使える購入割引券を配布することで，最初のうち
は水処理製品の採用が急増したが，持続的な成果
を生み出すには至らなかった．人々は泉から戻っ
て水を塩素消毒する必要があり，最初の供給がな
くなると，その後は引き続き店に行って塩素を購
入する必要があったからだ．
　このような結果を受けて，問題には次のような
別の診断が下された．すなわち，各家庭は長期に
わたっては水処理剤の使用を継続することができ
ない．このことが水源の隣に無償の塩素ディスペ
ンサーを設置するという設計につながり，それで
水処理が目立つようになるとともに（ディスペン
サーは人々が水のことを考えようとするちょうど
その時に，リマインダーとして機能した），便利
になった（商店に往復する必要がなくなり，塩素
が自然に活性化するのに必要とされる撹拌と待ち
時間は，歩いて帰宅する間に生じた）．このこと
はまた，水消毒を公的な行動にした．集水の際に
水源にいる人はその行動を観察することになるた
め，水消毒剤を使うことが社会的に強化されるこ
ととなった．このようなディスペンサーは水処理
を増やし下痢症状を回避するのに，最も費用効
果的な方法であることが判明した（Abdul Latif 
Jameel Poverty Action Lab 2012）．
　このような結果と，それを証明するために使わ
れる継続的な検証のプロセスには期待がもてる．
意思決定に関係している心理的および社会的な要
因をもっと十分に考慮すれば，「手が届く果実」
――比較的低コストで比較的大きな利益が得られ
る政策――が得られるという認識も同様である．
しかし，設計や実施の小さな変更が介入策の成否
に大きな影響を及ぼし得ることを考えると，継続
中の実験が決定的に重要であろう．既存および新
たに収集されたデータや実地観察の分析をすれ
ば，可能な介入策の設計に有益な仮説が生み出せ
るだろう．多腕的介入策――リマインダーの頻度
や努力を報奨する方法などの多数の変数を変化さ
せる介入策――は，社会的目的を達成するのにど

多数の行動や社会にかかわる要因は政策
の成否に影響し得る．したがって，開発
の実践には発見と学習という双方向的な
プロセスが必要であり，それは時間・資
金・専門知識を，設計・実施・評価とい
ういくつかのサイクルにわたって振り分
けるということを意味する．
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れがより有効かを解明することができる．実施期
間中に生じる学習は，継続的な改善サイクルのな
かでプログラムの再定義，再診断，および再設計
にフィードバックされるべきである（図 O.9）．
　政策当局は個人の意思決定を助けるイニシア
ティブを打ち出す前に，「なぜ政府は個人の選択
を形成するという仕事に従事しなければならない
のか？」という規範的な疑問に取り組むべきであ
る．スポットライト 6 で検討するように，基本
的な理由が 3 つある．第 1 に，選択を形成すれ
ば人が自分の目標を達成するのを支援できる．貯
蓄や服薬に関するリマインダーは，生活で多忙な
人々が自分で設定した目的を達成するのを後押し
する．市場の供給が過少となっている公約契約
は，健康的な行動を採用しようという決定を補強
することができる．社会的移転の時期を授業料支
払いの時期と一致させれば，あるいは手元に現金
がある収穫時に肥料を買いやすくすれば，忘れや
すい人や意思の弱い人（つまりわれわれ全て）に
とって，意図と行為の乖離を克服するのが容易に
なる．経済学と心理学の境界で運営されている多
くの開発政策は，このような形で理解することが
できよう．
　第 2 に，人の選好や当座の目的は自分自身の

利益を必ずしも増進するとは限らない．人の選択
はさまざまで，内省の時間と余地がもっとあれ
ば，自分にとって最高の抱負と整合的な形にでき
るだろう．第 3 に，社会的に強化された慣行や
メンタル・モデルは，主体性を高め，福祉を促進
するような選択を阻害し，したがって人が特定の
一連の行動を起こすのを計画することさえ妨害す
る．例えば，差別が時として，無理もないことだ
が，低い抱負を抱くことにつながる場合が，それ
に相当する．政府としては，不十分な関与，状況
に応じたフレーミング，社会的な慣習が主体性の
足を引っ張って，貧困を生み出したり，永続化し
たりする場合には行動を起こすべきである．開発
主体にはこのような問題の一部に関してはもっと
もな意見相違があり，個人の自由と集団的な目標
に関してさまざまなウェイトを置くだろうが，広
く共有・是認されている人権は，このようなト
レードオフに取り組むための指導原則や指針と
なっている．
　すべての心理的あるいは社会的な洞察が政府介
入の増大を求めているわけではない．その減少を
求めているものもある．政策当局自身が認知バイ
アスにさらされているため，政策が意図した効果
を発揮していることを示す確かな証拠を探索し，

図O.9　行動を理解し有効な介入策を特定するのは，複雑で双方向的なプロセスである
意思決定の心理的・社会的な側面を織り込んだアプローチでは，介入のサイクルは異なってみえる．設計に加えて定義と診断
に割り当てられた資源はより大きい．実施期間中には，選択と行動に関して多種多様な前提にそれぞれ基づいたいくつかの介
入策がテストされる．そのうちの 1 つが適応されて，定義・診断・設計・実施・テストという新たなラウンドに挿入される．
精緻化のプロセスは介入策の規模が拡大された後でも継続する．

 

定義・診断 再定義・再診断
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応
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出所：WDR 2015 チーム．
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それに頼ってしまう．特に個人の選択形成を目指
すものを中心に，大衆が政策や介入策をレビュー
したり精査したりすることを許容すべできある．
とはいえ，政府が行動を慎んでいるということ
は，個人がだれにも影響されずに，自由に一貫し
て自己利益のために選択が行えるということでは
ない．数知れない利害関係者――貸金業者，広告
主，あらゆる種類のエリート層などが含まれる―
―が自動的に考え，社会的圧力に屈し，メンタ
ル・モデルに依存する人々の傾向を利用すること
ができる（Akerlof and Shiller, 近刊）．その環
境では，政府が何もしないことは必ずしも個人的
な自由の余地を残すものではない．むしろ，政府
が何もしないのは自由の喪失に対する無関心を意
味するだろう（Sunstein 2014）．
　本報告書は，意思決定に関する新たな洞察を開
発政策へ適用するプロセスを加速させようとする
ものである．このアプローチは，人間に関する十
分な観察と心理的・社会的な力の組み合わせが，
人間の認識や認知，決定，行動に影響するという
考えに基づいている．そして，このアプローチの
可能性と限界はまだ十分にはわかってはいない．
本書に提示した研究は，活発で，エキサイティン
グな，理解されきっていない分野から出てきてい
る．最終的には開発経済学の分野を刷新し，開発
にかかわる政策と介入策の有効性を高めることが
できるアプローチという点で，本書は始まりにす
ぎない．
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PART １
経済開発のための人間行動に
関する拡張的理解：概念的な
枠組み



29

　本報告書のパート 1 では，人間の意思決定に
関する最近の研究成果を理解して利用するための
枠組みを提示する．本パートに含まれる 3 つの
章では，この枠組みの次の 3 つの要素を発展さ
せる：

1．	自動的に考える．われわれの思考の多くは自
動的であって熟慮によるものではない．人間
というのは複雑な計算をし，すべてのあり得
る道を考慮するという標準的な前提とは対照
的に，多くの場合，単純な解決策を求めて知
的ショートカットを使う．したがって，小さ
な状況の変化は行動に，そして最終的には開
発目標の達成に大きな影響をもち得る．選択
が行われる環境を簡素化すれば，人々が選択
をして有益な行動をするのを後押しすること
ができる．

2．社会から影響を受けて考える．人間というの
は自律的に考える人でも意思決定者でもな
く，極度に社会的な動物である．われわれに
は先天的な利他性や協調性，互恵性への選好
があり，コミュニティの社会的な規範やネッ
トワークに強く影響される．われわれはしば
しば自分に対する他人の期待に応えようとす
るし，共有しているアイデンティティに基づ
いて行動する．意思決定における社会的な選
好や規範の重要性を認識することが，政策当
局としてプログラムの有効性を改善し，開発
目的を達成するための新たなツールの開発に
役立つ．

3．メンタル・モデルで考える．人が反応するの

は客観的な経験ではなく，文化的に利用可能
なメンタル・モデルから構築された経験の心
的表象に対してである．人々が利用できるメ
ンタル・モデルは複数あるが，多くの場合に
それらは相互に矛盾している．どのモデルに
訴えて選択を行うのかは状況による．した
がって，人間の意思決定は置かれた状況の手
がかりと個人や社会の過去の経験の両方から
強く影響を受ける．人に新しい思考方法を示
せば，頼れる一連のメンタル・モデルと抱負
を抱く能力を拡大することができ，したがっ
て，社会福祉を増大させることができる．

　枠組みにかかわるこのような 3 つの要素が，
開発政策，貧困削減，および政策設計プロセスそ
のものにとって最も重要である．このような要素
は以下のように 2 つの重要な意味をもっている．

• 「経済人」というのはフィクションであって
現実ではない．合理的な意思決定が優勢にな
ることを前提にした政策は多くの状況下で横
道に逸れてしまい，低コストで有効性の高い
介入策の好機を逃しやすい．人間の意思決定
に関する標準的な前提を訂正することが，開
発政策立案のフロンティアを前進させるのに
必要不可欠である．

• 制度と個人の間の相互作用はしばしば認識さ
れている以上に複雑である．にもかかわら
ず，長年のパターンを変えるための一時的な
介入策や制度変更には，認識されている以上
の潜在力がある．

はじめに
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2つの思考法
　判断ないし決定を下すために，人は問題を単純
化する．頭のなかに表象を構築して，その単純化
に基づいて判断ないし決定を下す．人はそうする
際に 2 つの思考法を使うということについては，
心理学では広範な意見の一致がある．時として，
熟慮する，内省する，努力するという仕方で考え
る．数学の難問を解いたり，衝動を克服しようと
自己抑制を働かせたりする時がそれに該当する．
この種の思考は厳しく，認知的に面倒で，疲労を
招く．このことに従事するわれわれの能力は限定
的である．2 – 3 分間であっても，注意を向ける対
象を絞っているのはむずかしい．本報告書ではこ
の思考法を，熟慮的に考える（熟慮法）と呼ぶ．

　ほとんどの場合，われわれは熟慮法からの干渉
もほとんどなく，もう 1 つの思考法を使ってい
る．顔のイメージに怒りを認める時や，あるいは
ほんの 1 秒間で話の内容を理解する時，われわ
れの心は自動的なモードで動いている．この思
考法は努力が不要で，素早く，大体が自発的な
コントロールの外にある．この種の認知活動向
けの精神的な蓄えは膨大である．本書ではこの
モードのことを自動的に考える（自動法）と呼
んでいる．2 つの方法はシステム 1（自動システ
ム）とシステム 2（熟慮システム）とも呼ばれて

いる（Stanovich and West 2000; Kahneman 
2003）（表 1.1 参照）．
　心理学者のダニエル・カーネマンとエイモス・
トベルスキーは，人は意思決定を行うのに自動法
に頼る傾向があるということを突き止めた．人々
は代替案を，自動的に心に浮かんでくるものに基
づいて速やかに評価する 1．すべての代替案を考
慮することはほとんどない．より注意深い分析が
十分に可能な場合も多いが，人々は生まれながら
にして，結論を出すのに関連のある情報のほんの
一部を使うだけである．制御された実験的な条
件下における心理過程を観察することによって，
カーネマンとトベルスキーは人間行動に関する新
しい理解を開発し，それが行動経済学の分野で基
礎を築くのに有益なものとなった．これは人間の
意思決定に関して，心理的，社会的，および文化
的な基盤に依拠する経済学の一分野である．
　彼らの業績によって，中心に位置していた認知
的錯覚が追放された．われわれは通常自分のこと
を，意識のある理性的な自我として考えるが，実
際には思考の自動的な作用がわれわれのほぼすべ
ての判断や決定に影響する複雑なパターンの考
えを生み出す．最近の著作のなかで Kahneman 
(2011) は熟慮法を，劇中で自分のことをヒロイ
ンであると信じている助演女優にたとえている．
　自動法と熟慮法は相互作用する．熟慮法による
明示的な信念や内省的な選択の主な源泉である印
象や感情は，自動法では努力せずとも生み出され
る．日常的な状況下では，われわれは確認すべく
熟慮法が喚起されていない限り，熟慮法からの監
視をさほど受けずに自動法を使っている．
　自動法に対する熟慮法の規制がいかに軽いかを
みるために，次の問題を検討してみよう．バット
とボールは合計で 1.10 ドルする．バットはボー

C
H
A
P
TE
R1 自動的に考える

われわれは通常自分のことを――意識の
ある理性的な自我として――熟慮法の観
点から考えるが，実際には思考の自動的
な作用がわれわれのほぼすべての判断や
決定に影響する複雑なパターンの考えを
生み出す．
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ルよりも 1.00 ドル以上高い．ボールはいくらで
しょうか？　ほとんどの人は「10 セント」と答
える．というのは，1.10 ドルというのは 1 ドル
と 10 セントへの分解が容易だからである．自動
法は心にすぐに浮かぶものに基づいて，熟慮法が
介入して判断を規制する前に，最もあり得る答え
を提示する．正解は 5 セントである（0.05 ドル
＋ 1.05 ドル＝ 1.10 ドルだからだ）2．
　人が認知的緊張下にある場合，熟慮法を作動さ
せるのはさらにむずかしい．貧困や時間的な圧
力，財務的なストレスなどすべてが認知的緊張の
原因になり得る（第 4 章参照）．インドの砂糖キ
ビ農家は財務ストレスがどのようにして精神的
資源を消耗するかについて，実例を提供してく
れる．農家が所得を受け取るのは年 1 回であり，
それは典型的には収穫時である．収穫の直前に
なると農民の 99％はローンを負い，収穫の直後，
季節的な所得のほとんどを受け取り，債務を負っ
ている農民は 13％だけとなる．収穫直前の財務
ストレスは農民の認知的資源に明確な被害をもた
らしている．収穫代金を受け取るまで農民は一連
の認知テストで，それを受け取った後と比べて悪
い結果を示している．その格差は収穫の前後にお
ける栄養や肉体的な疲労，生物学的なストレス，
学習の相違では説明できない．得点差は一晩の睡
眠不足に伴う認知力低下のほぼ 4 分の 3 に相当
する（Mani and others 2013）．
　人間には 2 つの思考法があるという発想は新
しいものではなく，数世紀にわたり多くの心理学
者や哲学者の研究で予想されていた（Frankish 
and Evans 2009）．しかし，過去 40 年間にわ
たる研究によって，開発およびもっと広く経済
政策にとって，そのことが持つ意味の理解が著
しく深まっている．1 つの重要な意味はフレーミ
ングの力にある．フレームという用語を次の 2
つのレベルにおける決定問題の説明に適用する

（Kahneman and Tversky 2000, xiv）．

• 説明と提示．意思決定者が依拠している形式
化がフレームと呼ばれている．その意味で，
フレームというのは選択が説明・提示される
方法といえる．

• 「メンタル・エディティング」と解釈．フ
レームというのは，意思決定者が受け取った
情報を，自分自身のために構築する解釈でも
ある．それは，心の中で編集・解釈する方法
に基づいている．状況が複雑だったり曖昧
だったり，あるいは情報の欠如を伴う場合，
標準的な前提や問題に各人が持ち込むその他
の「メンタル・モデル」が，その人が注意を
払うことや認識することの解釈方法に影響す
る．この意味ではフレーミングは意思決定の
一環である．

　フレーミングの第 1 の意味は意思決定者に対
してなされることにかかわる．例えば，ペイデ
イ・ローンは 2 週間で手数料 15 ドルと太字で書
き，年利率では 400％になるという事実は細字
で記述される部分に委ねる．第 2 の意味は意思
決定者がすることにかかわる．
　図 1.1 は窓フレームを通して眺めている個人を
描いたものである．フレームは都会の風景につい
て非常に狭い視野しか提供しておらず，眺めてい
る人がそれを公園と想像することにつながる．こ
の図は自動思考の重要な特徴をとらえている．そ
れは，われわれの注目を引くものや焦点を当てる
ものは，必ずしも適切な意思決定にとって最も必
要とされるものであるとは限らないということ
だ．
　今回の『開発報告書』で検討するように，開発
実務家は貧困と開発の問題への取り組みに当たっ
て，二重の思考法という考え方を使うようになっ

表1.1　人々は2つの思考システムをもっている

個人は自動システムと熟慮システムという 2 つの思考システムを
もっている．自動システムはわれわれのほぼすべての判断や決定
に影響する．

自動システム 熟慮システム

心に自動的に浮かんでくるもの
を検討する（フレームが狭い）

一連の広範な関連要因を検討す
る（フレームが広い）

努力を要しない 努力を要する

連想的 論理に基づく

直観的 思慮深い

出所：Kahneman 2003; Evans 2008.
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ている．人々は選択肢の説明方法に強く影響され
る可能性があり，選択肢の説明にかかわる単純な
変更が時には行動の変化をもたらすことがある．
適切な決定に到達するのが容易な政策は，時とし
て福祉を著しく，しかも低コストで向上させるこ
とがある．これは第 4 章でみるように，貧困の
状態で暮らす人々にとっては特に重要である．も
し政策によって決定のために人々が使うフレーム
を変更することができるなら，その政策は下され
る決定そのものを変えることができる場合もある
だろう．
　我々が自動思考に頼ることが広範な政策に対し

て持つ第 2 の意味は，単なる情報提供がもって
いる力は限定的だということである．確証バイア
スというのは，従来の信念を支持する形で情報を
自動的に解釈する傾向のことをいう（Dawson, 
Gilovich, and Regan 2002）．確証バイアスは，
バイアスのかかった情報探しをも引き起こす．小
説家のジェーン・オースティンはかつてこう言っ
た．「われわれはそもそも最初から若干の偏見を
もっており，その偏見に基づいてそれを支持して
くれるあらゆる状況を構築する」3．確証バイア
スは個人的な信念に対する自信過剰の要因にな
る．人々はわかっていると主張していることにつ

図1.1　自動的な思考は偏った世界観をもたらす
ほとんどの決定や判断を下すのに際して，われわれは自動的に考えている．われわれは狭いフレーミングを使い，標準
的な前提や連想を頼りにする．そのため状況について誤解を招くようなイメージを得る．ある状況がどのように提示さ
れるかに関して一見では無関係な詳細でさえ，われわれの認識の仕方に影響し得る．というのは，われわれは限られた
情報に基づいて速断する傾向が強いからである．
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いてわかっていないという認識をしていないし，
新しい情報から学んでもいない（このようなバイ
アスが開発専門家にどのように影響を与えるかと
いうことと，世界銀行職員の間における確証バ
イアスの可能性を探求した調査実験に関しては第
10 章を参照）．新しい見方に対する抵抗を克服す
るためには，説得や教育で自動思考法に対処しな
ければならない（娯楽教育に関するスポットライ
ト 2 を参照）．この話は政治コンサルタントや広
告業者にとっては既に聞かされていることに属
し，政策当局者も自身の経験から確かに発見済み
のことであろう．
　本章では自動思考法が体系的な行動バイアスを
生み出す力に関して，科学的な証拠を総合して提
示する．30 年前なら，人々は行動経済学の発見
をいくつかの少数派の意見として片付けて当然
だったかもしれない．「時々，損失を極度に嫌う
人もいる」．そして話は次のように続く．「しか
し，私はそのような行動はしない．そのような前
提に基づいて政策を設計するのは確かに考えが
甘いだろう」．しかし，次のような証拠が積み上

がってきている．それは，過去 20 – 30 年の間に，
自動思考法が人間行動の広範囲にわたっており，
もはや無視できないところにきているということ
だ．行動経済学が説明しようとしている異常は小
さくもないし，様々な方向に散らばっているわけ
でもない．健康や児童開発，生産性，資源配分，
政策設計自体のプロセスにとって，一次的な重要
性をもち得る体系的な規則性がある．
　公的政策の分析的な基盤は，伝統的には標準的
な経済理論に由来している．標準的な経済理論で
は，重要な行動に関して，人々は情報をバイアス
なしに使って慎重な計算を行うという前提が置か
れている．計算によって，代替的な選択によるす
べてのあり得る結果をバイアスなしに検討するこ
とができ，それに基づいた選択が可能になる．選
択をして結果を見届けた後に，次の決定をするた
めに情報をバイアスなしに活用する…．図 1.2 の
パネル a はこの理想化されたプロセスを示した
ものである．
　しかし，重大な選択において，人々がしばしば
犯す大きな高コストの過ち――新しい情報をも

情
報

一
部
の
情
報
は
除
去

情
報

限度なく
熟慮

2つの
思考法

経済的
結果 行動 行動

自動法

熟慮法

経済的結果と共有されて
いるメンタル・モデル

図1.2　意思決定に関するより行動学的なモデルは，標準的な経済モデルを拡張している
標準的な経済モデル（パネル a）では，意思決定者は情報をバイアスなしに使って，すべての選択肢とあり得る結末す
べてを慎重に熟慮する．より行動学的なモデル（パネル b）では，意思決定者はいくつかの関連情報を見過ごす可能性
がある．というのは，熟慮するだけでなく，自動的に考えてもいるからだ．

a.	標準的な経済モデル b.	心理的・社会的な主体のモデル

出所：WDR 2015 チーム．
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らったにもかかわらず不適切な財務的決定をす
る，健康的な生活の順守・健康面での予防策採
用・所得増加手段の採用などをしないなど――に
関する実証的な証拠が累増している．このことに
直面して，経済学者は政策の設計とテストにおい
て，自動法と熟慮法という二重の思考法が，行動
に及ぼし得るインパクトを考慮することの重要性
を認識するようになっている．図 1.2 のパネル b
で示されているように，意思決定についてより行
動学的なモデルは，いくつかの面で標準的な経済
モデルから逸脱することが必要であるが，そのう
ち次の 2 つが政策立案にとって最も深い関係が
ある．

• 人々は自分にとって最も顕著な情報だけを処
理するため，重要な情報を見逃したり，重要
な結末を看過したりすることがある．

• 意図と行為の間には不一致が生じる（意図と
行為の乖離）．人々はたとえ自分の行為の最
終的な結末を理解していても，将来を犠牲に
して現在を優遇する決断を下すかもしれな
い．したがって，その人は自分の目標に一致
し，自分の利益を実現する計画をいつも実行
できないでいる．

情報評価におけるバイアス
　世界は情報で溢れているが，そのほとんどはあ
る特定の決定にとっては無関係である．昼食に食
べるものを決める際，われわれはお金をいくら
もっているかを考慮しなければならない．しか
し，シャツの色などのように，考えても有益とは
思えない事柄が無数にある．昼食に何を食べるか
を考える際，最初にシャツの色を考えてから，無

関係だと決心するわけではない．シャツの色がそ
の人の熟慮法のなかに入り込んでくることはな
い．というのは，自動思考法によってそれは重要

ではないとすでに決められているからだ．した
がって，その人はそのことを考えるのに認知エネ
ルギーを使うことはない．
　自動思考法は経験を整理して，考えなければ
ならないことと無視できることを区分けするの
に，理解のフレームワーク――要するに，ある 1
つのフレーム――を頼りにしている．ほとんどの
フレームは適応的である．人々がもし何らかの種
類のその場に適したフレームをもっておらず，思
考のショートカットを使わないとすれば，何も達
成できないし，あるいは生きることさえできない
かもしれない．著しく単純化した一連のフレーム
や簡素化した思考経路は，多くの場合，実に立派
に作用する（Todd and Gigerenzer 2000）．し
かし，フレームのせいで人は時に最適な意思決定
にとって必要なことを無視することがある．証拠
を注意深く正確に評価する熟慮法のツールを仮に
もっていたとしても，自動思考法は熟慮法が使っ
ている情報にバイアスをかけることがある．
　シャツの色は通常は関連性のある要因ではな
い．しかし，関連性がある時があるかもしれな
い．例えば，シミをつけたくないと思っている白
いシャツの場合である．以下のセクションでは，
関連性のある要因が看過された時になされた判断
に含まれるバイアスを検討する．第 2 章と 3 章
では，この問題を開発の根本的な側面である社会
的変化にリンクさせる．

フレーミング
　決定を行う際，人はあまり関連性がない情報に
対して必要以上に大きなウェイトを与えることが
ある．サンダース氏の場合を考えてみよう．車を
運転している時，停止の標識を無視してゴミ収集
車と衝突した．彼は酔っ払い運転の疑いで裁判に
かけられた．学生の 2 つのグループが模擬陪審
員として，サンダース氏の有罪 / 無罪を審理する
ように要請された．事故直前のパーティにおける
サンザース氏の行動の描写を除き，2 つの学生グ
ループには同じ証言が与えられた．1 つのグルー
プは以下の第 1 の記述を，別のグループは第 2
の記述を聞かされた．

一見では小さな低コストの政策変更で
も，開発目標や貧困削減の達成に大きな
インパクトを与えることができる
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記述 1：ドアから出ようとしてサンダース氏
は給仕テーブルのところでよろめき，ボウル
を床にたたき落とした．

記述 2：ドアから出ようとしてサンダース氏
は給仕テーブルのところでよろめき，グアカ
モーレのソース（アボカドを主体としたメキ
シコ風ソース）が入ったボウルを床にたたき
落とし，このソースを白いシャグ・カーペッ
ト（毛並みの長い敷物）上にまき散らした．

　2 つの学生グループは違う判断に達しただろう
か？　そうなるべきだろうか？　そうなったが，
そうなるべきではなかった．というのは，ボウル
に入っていたものに関する情報はサンダース氏の
酩酊にはおそらく無関係だったからだ 4．しかし，
グアカモーレについて追加的な詳細情報を耳にし
た人は，彼が悪いと考える可能性が強い（Reyes, 
Thompson, and Bower 1980）．
　自然な解釈は，グアカモーレに関する情報が出
来事をより目立つようにしたということであろ
う．ある 1 つの情報は他の情報との比較で際立っ
ている時に顕著となる．学生はサンダース氏が
酔っていたのかどうかを懸命に考え，証拠を客観
的に比較考量しようとしていたものの，彼らの自
動思考法が，一部の学生に対してグアカモーレに
関するその一片の情報は決定的であると告げた可
能性がある 5．
　顕著さのもつ役割を考えると，事実が提示され
る方法次第で，それが理解されるか否かや，どう
やって判断に達するかが，大きな影響を受けるの
は驚くに当たらない．一連の入手可能な情報全体
や断片的な情報がどのように論理的にウェイト付
けられているのかだけでなく，情報の順序や多種
多様な情報の心理面の顕著さも重要なのである．
心的内容が容易に心に浮かぶという場合の用語は
近付きやすさである（Kahneman 2003）．自動
思考は，状況のさまざまな特徴への近付きやすさ
によって形成される．意思決定を行う状況におい
て，一見では重要でないと思えること――選択肢
をいくつ理解しなければならないのか，それが感
情的にわれわれの共鳴を呼ぶのか，最近の記憶の

なかで思い当たる節があるかなど――すべてが，
近付きやすさ，したがって判断（と行動）に影響
を及ぼし得る．

アンカリング
　アンカー（錨）というのは意思決定に直接的な
関連性はないにもかかわらず，判断に影響を及ぼ
す環境がもつ側面である．アンカリングは自動的
な思考の極端な例である．例えば，時として最後
に心に浮かぶものが意思決定に不当な影響力をも
つことがある．アンカーは比較購買の場合におけ
るように自明で適切なこともある．しかし，アン
カーは不適切なこともある．自動的な思考は選択
にかかわる状況の解釈において，役に立つもので
あればどのようなものでもしがみつこうとする．
潜在意識のなかのアンカーでさえ判断に影響する．
　法律の分野における専門家の実験的な研究を検
討してみよう．豊富な経験を持つ法律家が判決
の研究に参加した（Englich, Mussweiler, and 
Strack 2006）．法律家全員――判事ないし経験
豊富な弁護士――が，1 年以下の実刑判決になり
得る刑事事件の記述を読んだ．事件にかかわる事
実を踏まえて，彼らはどのような判決を言い渡す
のかという質問を受けた．あるグループは，それ
ぞれ，新聞記事は判決は 3 カ月，いや 9 カ月に
なると憶測しているということを聞かされた．よ
り大きなアンカーを与えられたこれらの法律家
は，小さなアンカーを与えられた法律家よりも著
しく長い判決を下した．もう 1 つ別の研究では
アンカーは新聞記事ではなく，1 組のサイコロを
転がすことに由来していた．このさいころは法律
家の前で転がすと，3 ないし 9 の目が出るように
仕組まれていた．やはり，目の大きいアンカーが
出た方は小さい目が出た方よりも長い判決を下し
た．このような発見は他の数十もの実験でも繰り
返された．
　単純な実験でアンカリング効果の重要性が確
認できる．1 から 8 までの数字の積を 5 秒以内
に計算して下さいと要請する．1 × 2 × 3 × 4
× 5 × 6 × 7 × 8，あるいは逆に 8 × 7 × 6 ×
5 × 4 × 3 × 2 × 1 といういずれかの計算に
なる．回答者は，積を全部計算する十分な時間
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がないため，答を推測しなければならないだろ
う．次のような結果になることはほぼ間違いな
い．すなわち，小さな数字で始めると，大きな数
字で始めるよりもその積を小さいと推定するの
である．この実験は厳密に実施された（Montier 
2007）．小さい数字から並んでいる場合，中位推
定値は 512 であった．大きな数字から並んでい
る場合は，中位推定値は 2,250 となった（正解
は 40,320 である）．人々は問題にかかわる偏っ
た視野に基づいて結論に飛び付いたのである．
　アンカーの力は調査の設計や分析に影響を与え
る．事前の質問，あるいは多項選択式の問題で具
体的な回答候補をいくつか含めておくことが，人
が抽出する情報の種類に影響する．これこそ自
動思考法の作動である．実例として，個人的な
幸福に関して順番を変えながら質問された 2 つ
の問題を含んだ調査を考えてみよう（Schwartz, 
Strack, and Mai, 1991）．

A． 「一般的に言って人生においてどれくらい幸
福か？」

B． 「通常どれくらい頻繁にデートをするか？」

　デートの質問が先に来ると，質問に対する回答
の相関関係は非常に強かった．しかしデートの質
問が 2 番目になると，回答は相関関係を失った．
明らかに，第 1 の質問は第 2 の質問に対するア
ンカーになっていたのである．デートが幸福に影
響するのか否かに関する個人の判断を左右する考
えが，アンカーによって自動的に喚起されたので
ある．
　人が人生において行う決断の質は（調査におけ
る主観的な質問に対する回答の質のように），現
存するアンカーに驚くほど依存している．政策
当局はますますこの事実に留意している．ある 1
つの比較（数字，事実，経験，競争相手，手本な
ど）をとりわけ際立たせる状況の変化は，人が選
択するものや政府プログラムが採用されるか否か
を変化させることができる．フレーミングやアン
カリングの力は，次に検討する信用市場における
消費者の決定によって例証されている．

応用：信用市場における消費者の決定
　財政困難に陥った人は極端な高金利でも借入に
訴えようとすることがある．このような習慣が貧
困との戦いにおいて積年の懸念事項であった．標
準的なモデルに基づく適正な是正政策は，選択は
慎重かつ首尾一貫しているということを前提に置
くだろう．それゆえ是正政策は，貧困層が直面す
るリスク（したがって財政困難のリスク）を削減
すること，および貧困層が借入できる条件を改善
することに焦点を当てるだろう．しかし，心理学
や行動経済学の研究成果が示唆するところによれ
ば，政策には追加的な目標がある．つまり政策当
局は，人々が下す決定について，困難につなが
る，あるいは困難を永続させるようなものについ
てはそのような決定の質の改善を試みることがで
きる．アメリカとメキシコにおける低所得層を対
象にした最近の実地試験は，極めて単純な政策で
も財務にかかわる意思決定を改善する余地が大き
いことを例証している．

給料日借入の実地試験
　多くの国々で，最貧層の一部は給料日借入に依
存しており，これに対して極端に高い金利コスト
を負担している．給料日ローン（給料日借入や給
料日融資ともいわれる）は小口・短期・無担保の
ローンであり，給与支払名簿に載っている人なら
通常だれでも借りられる．多くの借り手には代替
的な資金源へのアクセスがなく，これが最後の手
段となっている．したがって，そういった人々に
とって，選択肢はだれから借りるかではなく，借
りるかどうかと，もし借りるならいくら借りるか
ということだけになっている．アメリカで給料日
借入に関して行われた実地試験は，人々が全体の
コストを評価せずに，潜在的に必要以上の借入に
走ってしまう要因を是正することを目的としたも
のであった（Bertrand and Morse 2011）．実
地試験では借り手がグループ分けされた．制御グ
ループは，貸金業者から現金と説明書が入った
標準的な封筒を受け取った（図 1.3 のパネル a）．
別の対象グループは，追加的に次のことを示した
現金封筒を受領した．封筒には，ローンが 3 カ
月間残っている場合の手数料の金額が，クレジッ
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ト・カードによる同額の借入にかかわる同様の
手数料と比較して示されていた（図 1.3 のパネル
b）．封筒は借り手が給料日借入のコストを評価
するのを助けるべく，ある種のアンカリングを提
供した．
　この実験には認知バイアスの可能性と消費者の
バイアスを解消する方法に関する行動上の原則が

盛り込まれている．給料日貸金業者が取引にかか
わる手数料は少ないこと（例えば 100 ドルの 2
週間ローンでは 15 ドル）を強調しているせいで，
個人は表面的な低コストに惑わされて，頭のなか
で長期的なコストを計算せず，そして暗黙裡には
高金利であることを認識していないのである．
　実施試験の結果は，借り手がまさにバイアスを

給料日借入者は現金の入った封筒を受領．標準的な封筒はカレンダーとローンの返済期日のみを示している．
a．標準的な封筒

実地実験では，無作為抽出された借入者は次のような封筒を受領した．封筒には，給料日借入が 3 カ月間残っている場
合に累積する手数料金額が，クレジット・カードによる同額借入の場合の手数料と比較してどうなるかが示されていた．

借入のコストが金額で表示された封筒を受領した借り手は，標準的な封筒を受領したグループと比較すると，それ以降
の 4 カ月間に借入希望者が 11％減少した．消費者が借入の真のコストをより幅広く考えることができたため，給料日
借入が減少したということである

b．給料日借入とクレジット・カード借入のコストを比較した封筒

重要なローン書類

覚えておいて下さい…．
ローンの返済期日は次の通り：
月　火　水　木　金　土　　金額
＿＿＿年＿＿月＿＿日　　　＿＿＿＿＿　

２週間   45ドル ２週間  2.50ドル
１カ月  90ドル １カ月  5ドル
２カ月  180ドル ２カ月  10ドル
３カ月  270ドル ３カ月  15ドル

300 ドル借りた場合の手数料と金利

（100ドルの借入当たり2週間の手数料は15ドルを前提）
返済期間

給料日貸金業者
（年率 20％を前提）
返済期間

クレジット・カード

出所：Bertrand and Morse 2011．

図1.3　決定のフレーミングを修正すれば福祉を改善できる：給料日借入の事例
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もっていることを示している．人々はあまりに狭
い決定フレームを当てはめていたのである．「金
額のアンカー」が示された封筒を受け取った人々
は，制御グループと比べて，介入から 4 カ月間
で給料日貸金業者からの借入が 11％減少した．
　この発見は「ピーナツ効果」を例証している．
人々は少額取引のことを「ピーナツ」と考えて，
その累積的な結末を考慮しない．その結果とし
て，高額のコストを背負い込んだり，有利な機会
を見過ごしたりする（Prelec and Loewenstein 
1991）．インドのチェンナイ市の果物商が特に
鮮明な実例を示している（Banerjee and Duflo 
2011）．果物商は毎日その日に売る果物を信用
買いする．毎朝，1 日 5％もの利率で約 1,000 ル
ピー（購買力平価でみて 45 ドルに相当）の借入
をし，1 日の終わりに利息を乗せてお金を返済す
る．毎日のお茶 2 杯を我慢すれば，90 日後には
十分な貯金ができて借入を回避することができ，
所得が 1 日当たり 40 ルピー増えだろう．それは
半日分の賃金にほぼ等しい．しかし，彼らはそう
しない．Banerjee and Duflo (2011, 191) は，

「要は，このような物売りはどこにでもある『金
のなる木』のように見えるものの近くに座ってい
るということだ」と述べている．「どうして彼ら
はもっとさっさとやらないのだろうか？」　その
答えは行動学の用語で明瞭である．熟慮すること
なく，いつもと同じように（自動的に）考えて，
商店主は，長期的に負担する手数料を累算して，
金額ベースのコストが再検討に値するほど多額に
なるという計算の作業をしていないのである．こ
の事例は自分の決定に関してより幅広く考えるこ
とによって，人々は自分の行動を変えられる場合
もあるということを例証している．仮に給料日貸
出に関する実地試験が情報表示方法にかかわる実
際の政策変更であったとすれば，人々はより有益
な封筒をたった 1 度だけでなく，給料日貸金業
者の店を訪問するたびに目にすることになるた
め，効果はおそらくもっと強くなったであろう．
また，封筒の些細な変更でもより大きな効果が
あったであろう．他の代替的な政策――借入補助
金やリスク削減措置など――との比較で，この介
入策のコストは低い．したがって，貧困層を助け

るために信用市場におけるより標準的な政策に対
する補完として，このような介入策を考慮するの
は妥当といえる．

ローン商品の簡素化
　自分で商品を選ばなければならない市場に関し
て，経験が限定的な消費者の苦境を次に考えて
みよう．メキシコ市の信用市場における実験は，
消費者が遭遇する困難に光を当てたものである

（Giné, Martinez Cuellar, and Mazer 2014）．
同市の低所得層は地元の信用市場で代表的なロー
ン商品の無作為リストのなかから，1 年物・1 万
ペソ（800 ドル）ローンについて最良の商品を
選び出すように要請された．最低コストの商品を
特定すれば賞品がもらえる．銀行が顧客向けにデ
ザインした現実の小冊子が示された場合，最低コ
ストの商品を発見できた人はわずか 39％にとど
まった（図 1.4 のパネル a）．メキシコ消費者信
用調査所によってデザインされた利用者に優しい
要約された表を使った場合，最低コストの金融商
品を特定できた人は 68％とずっと高い割合に達
した（図 1.4 のパネル b）．

価値評価におけるバイアス
　人々は情報に関してバイアスのない評価をした
時でも，価値観についてはバイアスのある評価を
するかもしれない．自動的に考えている場合，選
択が示される方法や決定を行う状況が選好に体系
的に影響を及ぼす可能性がある．人には情報処理
に関して無尽蔵の能力があるという標準的な前提
の下では重要でないが，実際には極めて重要な要
因になるものとして，以下がある．

• デフォルト・オプション（他の決定がなされ
ていない，あるいは他の措置が取られていな
い場合に決定が立ち返るオプション）

• オプションに付随する簡単な情報
• オプションの数
• オプションが提示される順序
• 現在の決定問題と以前に行った決定の間の，

もしあるなら，結び付き
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• 意思決定者が意図を形成する時期とそれを実
行する資金が確保できる時期の開き

• 社会的アイデンティティの顕著さ
• 関連する規範の顕著さ 6

　十分考えられた政策は，特に熟慮の訓練を受け
た人でさえ苦労するような状況下でも，意思決定
の際に置かれる状況を変えることによって開発の
成果を改善することができる．デフォルト・オプ
ション――代替策が特定されていない限り自動的
に選ばれる選択肢――に関連したいくつかの実例
を以下で検討してみよう．

デフォルト・オプションとその他のフレーミング
効果

　世界中で貧富を問わず多くの国々は，生徒が中
等後教育を受けるのに直面している障害を除去す
ることに努めている．標準モデルに基づく政策な
らコストを引き下げ，機会に関する情報を増やす
ことに焦点を当てるだろう．しかし，心理的・社
会的な主体に基づく政策なら，フレーミングを含
めるために焦点を広げるだろう．この政策は消費
者の選択肢の詳細までも含むものと広く理解され
ている．アメリカでの最近の研究が発見したこと
によると，大学にテストの得点を送付するコスト
のわずかな変化でさえも，学生の大学出願にかか
わる決定に大きな影響を及ぼす（Pallais, 近刊）．
1998 年に，人気の高い大学入学試験（ACT）は
受験者が大学に送付できる無料の得点報告書の数
を 3 通から 4 通に増やした．図 1.5 は次のこと
を示している．すなわち，1998 年以前に卒業し
た高校生のほとんどはちょうど 3 通送付してい
たが，同年以降の卒業生のほとんどはちょうど 4
通送付した 7．行動の変化は低所得層と高所得層
とで同じであり，生徒の選択は費用便益の比較考
量という熟慮ではなく，デフォルト・オプショ
ン――通知表は 3 通まで無料だが，それ以上は 1
通当たり 6 ドル――の自動的な受け入れに基づ
いていたことを示唆している．
　もう 1 つの「金のなる木」がある．生徒は，
出願大学数を無料通知表の数に限定する必要がな
かった時でも，ほとんどの生徒は，所得の高低に

かかわらずにやはり制限したのである．その結
果，低所得層の生徒は 6 ドルを節約する一方で，
平均すると，節約額１ドル当たり約 1,700 ドル
の生涯所得を逸失することとなった．
　デフォルト・オプションが意思決定に膨大な影
響力を及ぼすことは，多くの分野で広く繰り返さ
れている．それには金融面で大変な結末をもたら
す貯蓄や保険にかかわる決定が含まれる 8．この
ような発見はなぜ非常に驚くべきであり，かつ重
要なのであろうか？　それは「金のなる木」が至
るところにあるということではなく，発見が，意
思決定や福祉を改善する政策設計に対して有する
潜在力に関して，われわれに貴重な情報を提供し
てくれるからだ．もし人々が，標準的な政策分析
が前提にしているように，費用便益を注意深く比
較考量すれば，無償オプションの 3 通から 4 通

表1.4　フォームを明確にすれば，借り手がより良いローン商
品を見分ける助けになる
メキシコ・シティの低所得層は教室に召集されて，同市内の銀行
が実際に提供しているローン商品のうち代表的な 5 つのなかから，
コストが最も低い 1 年物の 800 ドル（1 万ペソ）のローン商品を選
定するよう要請された．正答者は賞品がもらえることになってい
た．銀行の説明書を使った場合，最安のローン商品を特定できた
のはわずか 39％の人々にとどまった．より簡単な摘要書を使った
場合，正答率は 68％にまで上昇した．

39％の人が銀行のパンフレットの
なかで最安のローン商品を特定

68％の人がより簡単な摘要書の
なかで最安のローン商品を特定

＝ 10 人

a.	銀行のパンフレット b.	摘要書

出所：Giné, Martinez Cuellar, and Mazer 2014．



40 世界開発報告 2015

への変更は，そのコストがわずかである限り（ア
メリカでは 6 ドルであった），決定に影響しない
はずであろう．デフォルト（標準設定）は多種多
様な形で選択に影響を与えることができる．多く
の場合，人が決定を下す瞬間まで，選好は明示的
に特定されていない．選好の構築には努力が必要
であるが，デフォルトの選択には努力は不要であ
るため，人々はデフォルトを選択する．さらに意
思決定者はデフォルトを勧告と解釈するかもしれ
ない．デフォルト・オプションというのは，単に
選択を構築する方法として広く定義される解釈フ
レームの一例にすぎない．その選択は当人にとっ
て顕著なことや決定に伴う認知コストに影響を与
えることによって，その人の行動に影響するかも
しれない．

損失回避
　一般に人は絶対値よりも基準点からの値の変化
にかかわる考慮に基づいて決定を行う．参照点は
ベンチマークである．人は自分の好き嫌いかを評
価する際，「何と比べて？」と暗黙裡に自問する．
次のようなことがわかっている．すなわち，何か

を損失だと考えている時，人は同じことを利
益だと考える場合におけるよりも総じて相違
を考慮する．規模が同じ程度であれば，人々
は利益よりも損失の方を鋭く感じる（損失
回避）．この心理的な現象は広範囲にわたっ
ており，金融市場における一連の大きな現
象を説明するのに役立つ（Kahneman and 
Tversky 1979; Shiller 2000）．
　参照点は経済学者が「貨幣錯覚」と呼んで
いるものの背後にある．人々は 4％のインフ
レがある場合の 6％の賃上げを，インフレが
ない場合の 3％の賃上げよりも好む（Shafir, 
Diamond, and Tversky 1997）． 人 々 は，
たとえ後者の選択肢の実質ドル金額の方が高
くても，大きな数字で表示されている前者の
選択肢を好む．参照点は実質値ではなく名目
値で設定されていると誤解を招きやすい．
　人は目標を設定することによって，パ
フォーマンスを測定する基準点として特定の
値を設定する．仮に目標が達成できなけれ

ば，損失として失望を経験する可能性があろう
（Suvorov and van de Ven 2008）．したがっ
て，損失回避という目標は自己規制するための信
頼できる有効な手段になる．
　損失回避は他人の行動に影響を与えるためにも
使うことができる．例えばシカゴでは，教師は年
度が始まる時に事前にボーナスが支給されたが，
年度末までに生徒が最低限の達成度に届かなけ
ればボーナスを失うとも通告されていた（Fryer 
and others 2012）．このような教師は，他のす
べての面で同じだがボーナスの支給が年度末だっ
た教師よりも，著しく懸命な努力を払った．ボー
ナスを失うかもしれないという可能性が，それが
獲得できるかもしれないという可能性よりも顕著
だったということである．フレームの変更が，好
成績を達成することの意味を変えることによっ
て，力強い影響を及ぼしたものとみられる．ボー
ナスの獲得は優れた業績に対する報奨と受け止め
られる一方，その損失は一定基準に達しなかった
ことに対する罰として受け止められたのであろ
う．抱負を高める政策は，損失と考えられている
ことにかかわるベンチマークを変更することに
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表1.5　大学出願手続きの小さな変化が進学に大きなインパクトを
及ぼした
1998 年にアメリカで高校生が大学に送付できる無料通知表の数が 3 通
から 4 通に増えた際，低所得層の生徒はより有名な大学に出願・入学
した．おかげで，彼らの予想生涯所得は約 10,000 ドル増加し，追加的
な通知表を送付するコストである 6 ドルを大幅に凌駕した．

出所：Pallais, 近刊．
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よっても，部分的に行動に影響を与えることがで
きる公算があろう．第 3 章では次のことを示唆
した初期の研究を検討したい．それは，介入策が
抱負を高め，したがって，インドの地方におけ
る十代の少女（Beaman and others 2009）や
エチオピアの地方における家計（Bernard and 
others 2014）を変えた可能性があるという研究
である．第 2 章ではインドにおける性関連の労
働者の抱負に関する介入策を検討する（Ghosal 
and others 2013）．
　現状との比較で損失をこうむることについて心
理的な嫌悪感を織り込むことは，政策当局者の決
定を理解する上でも重要である．貿易政策がその
例である．損失をこうむっている産業は他の産業
よりも貿易保護を受ける可能性が大きい（Trefler 
1993; Baron and Kemp 2004）．直観的には，
古い産業部門で何万人もが失職するという展望
は，自由市場政策の下で新たな部門にもっと多く
の仕事が創出されるという展望よりも重大に思え
る可能性があろう（Freund and Ozden 2008）．
一部の経済学者によれば，危機の最中にしばしば
政治改革が発生するのは，大勢の人々が失職した
時には，その人たちは失ったものを回復すべく
ギャンブルに積極的になっている，換言すれば，
リスク志向的になっているからだ（Weyland 
1996）．

選択設計
　選択設計士とは人々が決定を下す状況を組織化
する人である．多くの人が選択設計士であるが，
ほとんどはそのことを認識していない．患者に利
用可能な治療法を説明している医師，結婚式の選
択肢を説明している結婚仲介業者，ローン商品を
説明している貸金業者などを考えればよい．選択
設計は，選択肢の説明を簡素化する，特定の連想
を自動的に想起する，1 つの選択肢を際立たせた
り選びやすくしたりすることによって，意思決定
に影響を及ぼす（Thaler and Sunstein 2008）．
　人が自動的に考えている場合，単なる「一押
し（nudge）」が当人の行動を変えさせることが
ある．一押しというのは，一連の選択肢を実際に

は変えずに，行動の変化を達成する政策である．
それはどのような特定の選択肢であれ，それを禁
止する，罰する，あるいは報奨するものではな
い．そうではなく，デフォルト・オプション，ア
ンカー，基準点などを変更することによって，そ
の人に特定の選択肢を指し示すものである．例え
ば，人々により健康的な食事法を選ぶよう奨励す
るのは，Thaler and Sunstein によれば，「目線
に果物を置くのは一押しになる．ジャンク・フー
ドを禁止するはそうではない」（2008, 6）とい
うことである．目線に果物を置くことがフレーミ
ングの変更である．

　選択設計の構成要素は単純であるということ
だ．選択肢が多すぎると，あるいはあまりに複雑
だと，人は決定を通じて考えることを回避する，
積極的な決定を下すことを無期限に延期する，あ
るいは間違いだらけの決定を行うことになる懸念
があろう．投票における 1 つの例を考えてみよ
う．この投票において人々は，限られた経験しか
もっておらず，そして教育ないし訓練をほとんど
あるいはまったく受けていないようなシナリオに
ついて選択を行わなければならない．

応用：ブラジルにおける投票の簡素化
　開発促進のための一般的な政策勧告は，最貧層
の政治的影響力を増大することによって公共サー
ビスを改善するというものである．しかし，そ
うするにはどうしたらよいだろうか？　『世界開
発報告 2004：貧困層向けにサービスを機能させ
る』は，公共サービスの供給が過少である原因と
して，「貧困層には政治家に対する影響力がほと
んどない」という実態を引き合いに出している．

本章で検討した政策の過程には，フレー
ミング，アンカリング，単純化，リマイ
ンダー，コミットメント装置が含まれて
いる．政策当局はこのような方法を活用
して，人々がより良い決定をするのを助
けることができ，それが今度は貧困を削
減することにつながる．
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同報告書は「選挙，情報に裏付けられた投票，そ
の他の伝統的な発言の仕組み」を強化することに
よって，国民の政治家に対する影響力を高めるこ
とに 1 つの章全体を費やしている（World Bank 
2004, 78）．この報告書が書かれた後，ブラジル
ではこの目的を達成するための単純な方策が実施
された．
　ブラジルの連邦法では，18 – 70 歳の国民に
とって投票は義務とされている 9．したがって，
投票率は非常に高かったものの，1994 年には
その 30％以上が白紙か誤記であり，したがって
無効となった（Fujiwara 2010, figure 2）．ブ
ラジルの成人人口のうち約 40％は 4 学年を修了
していない．それらの人々にとっては，投票用
紙に候補者の氏名を書くことによって投票する
という要求は負担であった．そこでブラジルは，
1998 年に電子投票技術を導入した（図 1.6 参
照）．新技術を使って，投票者は選んだ候補者の
写真を見る．この技術が提供する段階的な指示
にしたがって，投票者は多種多様な人種の候補
者に投票する手続きを「歩き回り」，もし投票用
紙の記入が不正確であればエラー・メッセージ
が発信される．新技術のおかげで教育水準の低
い層の間では，誤記などによる無効票の数が削
減された．介入策を受けて，教育水準の低い層
を中心に国民の参政権が実質的に 11％増加した
とされている．変更後，有効投票数の割合は総
投票数の 90％以上にまで増加した．貧困層の有
効投票の増加に伴い，州議会に当選する貧困層
支持政党の立候補者も増加した．
　この政策変更の評価は次のような事実を使うこ
とによって効果を特定することができた．すなわ
ち，電子投票技術が導入された際，機器の供給が
限定的であったため，有権者が最低水準を上回る
自治体だけが新技術を使用し，残りは従来の投票
用紙を使った（Fujiwara 2010）．したがって研
究では，最低水準を挟んでそれを超過する自治体
と下回る自治体の結果を比較して，電子投票シス
テムの効果を評価することができた．
　ブラジルで議員がただちに実施できたことの 1
つは，保健ケア向けの資金手当てである．左派政
党の政治勢力が拡大したおかげで，州の公的医療

6%20%34%

図1.6　ブラジルにおける投票手続きの簡素化は，全世代に
わたる貧困層に対してプラスの福祉効果をもたらしている
ブラジルでは投票手続きを簡素化したところ，より多くの
貧困者・非識字者・半非識字者が適切な投票を行うことが
できるようになった．貧困層の影響力の増大を受けて，州
の公共支出は公的医療制度に向けたものが増加した．その
結果，低出生体重児が減少して，成人の健康改善の下地が
整った．

1998 年まで，ブラジルの選挙では投票用紙のみが使用され
た．

しかし，投票者の約 60％は 4 学年を修了しただけであった．
正しく記入されていたのは 70％以下で残りは無効．

1998 年以降，ブラジルは電子投票に移行し投票者は何も書
かなくてよくなった．

立候補者に投票するには，投票者は立候補者の ID 番号を単
純なキーパッドに打ち込み，候補者の写真を呼び出す．投
票者は緑色ボタンを押すことによって選択を確認するか，
あるいはオレンジ色ボタンを押すことで間違いを取り消す．

投票用紙誤記の削減は実質的に有権者の 11％の拡大を意味
した．

州の公的医療制
度予算がただち
に増加し，保健
支出が 8 年間で
34％増加

出産前診察を受
ける無教育妊婦
の 割 合 が 20 ％
増加

新生児の健康改
善（低体重出生
の 6％減少）

貧困層の有効投票増加に伴って，州議会では貧困層支持政
党からの立候補者の当選が増加．

出所：Fujiwara 2010.
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ケア向けの支出は 8 年間で 34％増加した．ブラ
ジルでは公的医療ケアは無償である．例えば，資
金手当てが増強されたおかげで，無教育妊婦の定
期的な出産前健診が 20％増加し，新生児の健康
が改善した（低体重出生が 6％減少した）．これ
は開発にとって重要な成功といえる．というの
は，出生時の健康は他の要因を制御すれば，生涯
にわたる健康や教育，所得を予測させるからだ．
　このような発見が示唆しているのは，ほとんど
教育を受けていない有権者に対する投票所で指示
を読んで投票用紙に記入せよという非現実的な要
請に向けられていた関心は小さすぎたということ
だ．ブラジルの電子投票技術を開発した主任デザ
イナーは，新システムで誤記票が減少したこと
を「驚き」だと評している（Fujiwara 2010, 6）．
このような投票のデザイン変更は，単純な政策で
あったにもかかわらず，最貧層の政治的な影響力
の増大と貧困層のための保健サービスに向けた公
共支出配分の増大，という極めて困難なことを達
成した．

意図と行為の乖離を克服する
　人間の行動には標準的な経済モデルが前提にし
ていることとは体系的に乖離している点がもう 1
つあり，本章はこのことで締めくくりとしたい．
それは，個々人の意志力には限界があるというこ
とである．熟慮法は自動法の衝動を抑制すること
ができるものの，本章で繰り返し強調したよう
に，熟慮法には限度がある．HIV/ エイズの事例
を検討してみよう．世界中における治療の失敗の
主因は，治療法の順守が不完全なことにある．多
くの場合，患者は薬を診療所から毎月もらってい
る．もし毎日服用していれば，その薬は病気の最
悪の症状を長年にわたって先延ばしにすることが
できる．にもかかわらず，これを理解して薬を服
用するつもりでいる人は，自分の意図を実行する
ことがむずかしいということがわかる．諸要求の
圧力――子供の世話をし生計を立てることなど―
―のせいで，毎日 2 回の服薬をしばしば失念し
てしまうのである．
　これは意図と行為の乖離という多数の事例の一

例にすぎない．多くの意図と行為の乖離の基本に
あるのは現在バイアスであり，それは将来に比較
して現在を過大視する結果として長期的に選択に
矛盾をもたらす．目標を達成するためには，将来
の成果のために現在においてコストを要求される
ことが多い．現在は将来よりも顕著であるため，
人々は利益に比べて費用を過大視する傾向にあ
る．この傾向は期限が遠くなるほど高まる（例え
ば，Shu and Gneezy 2010 を参照）．後になっ
て人は後悔する．
　貯蓄や健康法の順守，選挙における投票などと
いった分野において，リマインダーを出したり，
小さな障害を除去したりする政策は，意図と行為
の乖離を狭めることに成功してきている．HIV/
エイズ薬投与計画の順守を改善するために，抗レ
トロウィルス薬服用リマインダーの効果をテス
トする小規模な研究が実施された（Pop-Eleches 
and others 2011）．ケニアの患者は 3 つのグ
ループに無作為分類された．第 1 グループには
リマインダーがなく，第 2 グループには毎週リ
マインダーが送付され，第 3 グループには毎日
リマインダーが出された．リマインダーは実験者
が配布した携帯電話上の低コストのメッセージ・
システムを通じて作成された．結果は有望であっ
た．リマインダー（しばしば SMS と呼ばれてい
る低コストのショート・メッセージング・サービ
スを通じて）を毎週受領した人の間では，服薬計
画の順守が 13％ポイント増加した．ただし，毎
日のリマインダーは順守に実質的に何の効果もな
かった 10（服薬日が 90％以上であれば積極的な
順守と算定された）．発見の示唆するところでは，
SMS の機能停止，偶然の回線不通，農村部にお
ける人口の分散などにもかかわらず，毎週の介入
は限界費用が非常に低かったにもかかわらず効果
的であった．
　コロンビアでは，政府は条件付き現金給付

（CCT）プログラムを実施していた．生徒の家族
には学校の出席率が 80％以上であれば，2 カ月
ごとに現金が支給されていた．それでも依然とし
て，中等学校の高学年では就学率の大幅な低下
と，高等教育機関への進学率が低い状態の持続が
みられていた．そこで，CCT の簡単な変更が実
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施され，「高出席率」資金の 3 分の 2 を同じ 2 カ
月ごとに配分するとともに，すべての月のため
の残りの資金を高校卒業と同時に一括して配分
した．生徒は高等教育機関へ進学することによっ
て，より早く支給を受けることができる．政策
はずっとうまく機能し始めた．おかげで進学率
が 49％ポイント増大した（Barrera-Osorio and 
others 2011）．
　現在バイアスに取り組む際に，コミットメント
装置は，介入策における追加的に有望な分野であ
る．それは意図と行為の乖離に関する認識と損失
回避に関する理解を組み合わせたものである．コ
ミットメント装置は人々がもし特定の目標を達成
できない場合には，懲罰に同意している（損失を
負担することに同意している）とする戦略であ
る．先延ばしにする自分の性癖を意識している人
は，コミットメント装置を魅力的だと考えるかも
しれない．コミットメント装置はフィリピンにお
ける実地実験では，人々が貯蓄するのを後押し
し（Ashraf, Karlan, and Yin 2006），同国の別
の実地実験では人々が禁煙するのを手助けした

（Giné, Karlan, and Zinman 2010）．

結論
　われわれには自動法と熟慮法という 2 つの思
考方法がある．意思決定をする際，われわれは自
動法なしではどうにもできない一方，意思決定に
おいてほんのわずかなコストによる努力で，驚く
ほどうまく適応的な選択を生み出すことができ
る．自動法は標準的な前提や解釈上のフレームに
大きく依拠しており，顕著なものや連想が努力な
しに念頭に喚起するものに対して非常に敏感であ
る．
　本章では，開発実務家が主に自動思考法に依存
している人々――すなわちすべての人々――に
とって，世界を航海しやすいようにすることがで
きるかもしれない方法を例示した．すべての一連
の選択肢が何らかの形で提示されているため，選
択の重要な面を際立たせて，適切な決定に達す
るコストを認知的に引き下げれば（最低コストの
ローン商品を選択する，ある治療法に従う，退職

のために投資するなど），人々がより良い決定を
下す助けになるだろう．
　意思決定に関する行動科学からの視点が示唆す
るところによると，一見では小さな低コストの政
策変更でも，開発目標や貧困削減の達成に大きな
影響をもたらすことがある．本章で検討した政策
には，フレーミング，アンカリング，単純化，リ
マインダー，公約装置が含まれる．政策当局はこ
のようなメカニズムを活用して，人々がより良い
決定をするのを助けることができ，それが今度は
貧困を削減することにつながる．

注
1． サーベイは Kahneman (2003, 2011) に所載

されている．先駆的な業績は Slovic (1987)
に収集されている．一般向けのものとしては
Ariely (2008) と Vedantam (2010) がある．

2． Daniel Kahneman (2003) は Shane 
Frederick との個人的な交信を引き合いに出
しながら，ノーベル経済学賞記念講演のなか
でこの事例について述べている．

3． Michael Suk-Young Chwe (2014) が引用し
ている．

4． 完全に無関係ではないかもしれない．パー
ティではグアカモーレが供されているとわ
かっていることが，自分がどれだけ飲み，酒
がどれだけ強い影響をもたらしたかについて
の考えに影響を与えた可能性がある．

5． この実験による発見は「無関係な」詳細が信
頼性を高める，という文学評論におけるテー
マと一致している．『戦争と平和』に登場す
るピエールは，死の直前にきつすぎると言っ
て目隠しを直す男に気付いている．オーウェ
ルは水たまりを避けて歩いた死刑囚のことを
指摘している (Wood 2008)．

6． レビューは Schwartz (2013) に所載されて
いる．

7． 1998 年の卒業者は 11 学年生として受験し
た場合には通知表 3 通まで，12 学年生なら
4 通まで無償で送付することができた．

8． 以下の文献を参照：Jonson and others 1993; 
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Madrian and Shea 2001; Choi, Hardigree, 
and Thisle 2002; Johnson and Goldstein 
2003; Thaler and Sunstein 2008．

9． 登録や投票をしないと，罰金を支払うまでい
くつかの公共サービスが享受できなくなる．

10． リマインダーの内容はさまざまである．政策
の内容や実施を調整して，心理的抵抗や認知
バイアスを克服するには実験が必要である．
それが本報告書を通じてのテーマである．も
う 1 つ別の実例を検討してみよう．ウガン
ダとボツワナにおける「安全なセックス」プ
ログラムに関する研究が示唆するところによ
ると，介入策は自己利益だけに訴える場合よ
りも，集団的な物語や共有される運命を確立
した方が実際にはより有効である (Swidler 
2009)．さまざまなメッセージの成否はグ
ループごとに異なる．これはおそらく解釈の
フレームが異なり，それがフレーミング介入
を実験する必要性を提起している．この発想
は第 11 章で検討されている．
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　人間というのは非常に社会的な動物である．わ
れわれの信念・欲望・行動は，社会の選好，人と
の関係，われわれが生活し決定を行う環境から影
響を受ける．われわれは「集団指向の強い」個人
であり，世界を個人的な視点だけでなく社会的な
視点からも考えている．われわれは他人の心のな
かを理解して，しばしば自分の頭脳が他人の頭脳
とネットワーク化しているかのように行動する

（Tomasello 2014）．

　人間の社会性――集団のメンバーとして結び付
き行動する人間の傾向――は意思決定や行動に
影響を及ぼし，開発にとって重要な結末をもた
らす 1．社会的傾向が意味しているのは，われは
多くの経済モデルや政策が前提に置いているよう
に，単に利己的で，富の極大化を目論む主体では
なく，むしろ互恵性や公平性を高く評価し，共通
目標の達成に向けて協調に積極的であり，個人的
にあるいは集団的に利益があるか否かにかかわら
ず，共通の理解や行動規範を策定・順守する傾向
を有しているということだ．私たちが行うことは
しばしば他人がすることに依存しているため，地
元の社会的ネットワークや考え方，規範，それら
を通じて普及するアイデンティティが，個人の行
動に重要な影響力をもつ（図 2.1）．
　社会性が開発にとって意味する重要な結末は，
多くのグループあるいは社会全体さえもが，おそ
らくだれの利益にもならない集団的な行動パター
ン――腐敗や差別，内戦など――に陥り得るとい

うことである．にもかかわらず，同様に一時的な
介入策でもコミュニティに大きく永続的で前向き
な効果をもたらし得る．それは社会的相互作用の
パターンを 1 つの最適ではない自己強化的な取
決め（ないし「均衡」）から，福祉をいっそう促
進し，自給的になるようなもう 1 つの取決めに
移ることによる（腐敗を許容する社会規範との戦
いに関するスポットライト 1 を参照）．社会性は
個人のさまざまな傾向（社会的地位を追求する，
社会的アイデンティティを構築・維持する，一定
の条件下では他人と協力するなど）を利用する新
種の開発介入策にとって強硬な手段にもなる．
　政策当局は行動変化における社会的構成要素を
往々にして過小評価している．本章の目的は行動
の社会的なミクロ基盤に関する最近の研究成果と，
そのことが開発政策にとって持つ意味を要約する
ことにある．思考や意思決定に対しては本質的に
社会的な要素が存在することを証明するために，
議論は「他者顧慮的」選好を検証することで始め
たい．そのような選好には社会的地位を求める人
間生来の欲求，グループと一体感をもったり他人
を助けたりする傾向，協調的な他人と協力する性
向が含まれている．また，このことが制度設計や
開発介入策に対して持つ意味についても議論する．
社会的ネットワークは社会的影響が伝達される重
要なルートであるため，本章では社会変化に拍車
をかけるべくネットワークを有力な手段として用
いる開発のプロセスや介入策に，社会的ネットワー
クがどのように影響するかを検討する．最後に，
社会性は行動を調整する社会規範として知られる
非公式なルールにつながっていることから，本章
ではそのような規範がもたらす社会的結末や，開
発目的をよりうまく達成するために規範を考慮し
た政策のいくつかを検討してみよう．

C
H
A
P
TE
R2 社会から影響を受けて考える

政策は，社会的な変化を生み出すために
集団の一員として結び付き行動するとい
う人間の社会的傾向を活用することがで
きる
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　人間の社会性というのは社会に流れている川の
ようなものである．その流れは，たとえしばしば
気付かないほどかもしれないが，常に個人を形
作っている．それは流れている水が川底にある
個々の石を形作っているのと同じである．政策当
局は介入策を設計する際に，このような社会的な
流れを考慮するのか，それとも無視して流れに逆
らうかのいずれかである．ダムが発電に川の水の
運動エネルギーを利用するのと同じように，介入
策は社会性を利用して費用効果的な社会変化を促
進することができる．本章では，社会性が新種の
開発介入策向けの出発点としてどのように機能す

るかの事例をいくつか提示してみたい．

社会的選好とそのことに含まれる意味
社会的承認と社会的インセンティブ
　経済的インセンティブが行動に影響を及ぼすこ
とができるというのは，だれでも知っている 2．
それほど一般に認識されていないのは，社会的イ
ンセンティブも行動に力強い効果をもち得るとい
うことである．事実，地位や承認などの社会的報
酬は，人々を努力を払うことに動機付けることが
できるし，場合によっては金銭的報酬に取って代

図2.1　他人が考え，期待し，行うことが，われわれの選好や決定に影響を及ぼす
人間は本質的に社会的である．決定する際，われわれはしばしば他人が考えたり行ったりしていることや，われわれに
期待していることから影響を受けている．他人は特定のフレームやパターンの集団行動に向けてわれわれを誘導するこ
とができる．
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わることさえできる．例えば，スイスにおける実
地実験において，研究者は社会的報酬について経
済的に関連性のある（「助けになる」）側面と経済
的に関連性のない（「助けにならない」）側面に分
解した．その結果，最も努力した 2 人には社長
から祝賀カードと個人的な礼状が報酬として付与
されると予め言い渡しておいたところ，一度限り
のデータ入力作業で各人のパフォーマンスが改善
したことが示された．このような非経済的な報酬
のおかげで実績が 12％上昇した．これはギフト
交換の実験における産出弾力性にかかわる以前の
研究によれば，35 – 72％の賃金上昇に相当する

（Kosfeld and Neckemann 2011）．同様に，あ
るアメリカ企業の販売員は成績優秀者向けの社内

「クラブ」の会員になれるなら，約 3 万ドルの所
得の引き換えに積極的であった．同会員の特典と
しては，名刺に金星を貼付することができる，社
内での知名度が上がる，最高経営責任者からの賞
状が電子メールで届けられるなどである（Larkin 
2009）．
　開発介入策は地位や承認にかかわる人間の欲求
を活用することができる．ザンビアの実地実験で
は，自分の店舗で女性用コンドームを販売するた
めに公衆衛生当局が採用した美容師や理容師は，
コンドーム売上に基づいてさまざまな賞を受ける
4 つのグループの 1 つに無作為に割り当てられ
た（Ashraf, Bandiera, and Jack, 近刊）．制御
グループの人は何の報奨もないが，処置グループ
の人は次のうちのどれか 1 つが享受できる：①
コンドーム売上にかかわるマージンの 90％，②
同 10％，③公開グラフ上にコンドーム売上 1 個
につき星印 1 個のスタンプと捺すという形の非
金銭的な報奨．「スター扱い」はコミュニティの
健康に対する美容師たちの貢献を宣伝することに
よって，社会的インパクトを際立たせることを企
図したものであった．1 年後，スター扱いの美容
師は他のどのグループの美容師と比較しても，平
均的に 2 倍のコンドームを販売した．この人々
のグループにとって，表彰の限界効用はお金の限
界効用よりも大きかったということである．
　社会的な表彰はいつ行ったらよいのだろうか，
また，実際にどれくらい強力で持続性があるのだ

ろうか？　地位の表彰は，個人の成果の質を正確
に測定するのが困難な時（Besley and Ghatak 
2008）や，資金源が稀少な場合には特に有用で
あろう．したがって，政党や宗教団体，軍隊，教
育機関などを含め，多くの非経済的な組織は一体
感を達成し，公共財に対する寄付を募るために地
位を授与するという表彰を行っている（Hechter 
1987）．企業は組織の目標に対する貢献――好ま
しく賞賛に値するものの定量化するのがむずかし
い――を承認し，それに動機を付与するために，
伝統的な給与と並んで「月間優秀従業員」クラブ
を使っている．実際に，グループの目標に対する
大きな貢献には尊敬の念をもって報奨するという
傾向が，人間には生まれつき無意識のうちに備
わっているのかもしれない．それが集団行動に対
する障壁をグループが克服する助けになるのであ
ろう（Willer 2009）．
　ウィキペディア（自発的努力によって作成され
ているオンライン百科事典）への書き込みに関す
る研究は，地位の授与がどのようにして公共財の
生産に貢献しているかを例証している．「バーン
スター」（編集にかかわる公開顕彰）という形で
仲間からの尊敬を無作為に付与された貢献者は，
平均するとその後の 90 日間にわたり制御グルー
プの人々よりも生産性が 60％高まった（Restivo 
and van de Rijt 2012）．非公式な報奨は無償で
授与でき，ただちに実質的な利益をもたらすもの
ではないが，生産性に大きな影響を与え，長期的
に自発的な努力を維持するのに重要な役割を果た
している可能性がある．
　威信も国にとって動機付けになる．各国のさま
ざまな価値観や規範が協力を阻害する場合，グ
ローバルな統治の新たな取り組みに関して協力を
実現するには，国際的なサミットや戦略的パート
ナーシップへの参加という形による地位の授与
の方が，抑止や統合といった伝統的な戦略より
も有効かもしれない（Larson and Shevchenko 
2010）．気候変動に関する第 9 章では，政策当
局や企業を動機付けるための地位授与や指標の活
用を検討する．
　模範的な国には地位を，成績の劣る国には恥辱
を与えるランキング制度は，国家の行為を変化さ
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せるのに費用効果的な手段になるだろう．世界
銀行の「ビジネス環境」や国連の「ジェンダー・
エンパワーメント指数」などの数値指標は，単
に実績に関する情報を提供するだけでなく，「良
い社会」がどのように見えるかについての観念
に応じて，情報を簡素化およびフレーム化する

（第 1 章）「心理的な経験則」としても機能する
（Sinclair 2005）．指標によって，市民や非政府
組織（NGO），エリート層，官僚，政府などを
含む多種多様な主体を動機付けることについて比
較が可能になる（Davis and others 2012）．例
えば，アメリカの『人身取引報告書』は，そのラ
ンキング制度は「まったく科学的でない」にもか
かわらず，各国の人身売買非合法化の動きに拍
車をかけるのに重要な役割を果たした（Kelley 
and Simmons, 近刊）．政策にかかわる国家的な
管理が高く評価され，情報の収集や分析，普及が
ますます安価になっている世界では，指標は国家
の行動を変えるのに重要なツールになるかもしれ
ない．

利他主義・アイデンティティ・集団力学
　人間というのは実際に他人の福祉を気にかけて
いるし，常に利己的な人はほとんどいない．経済
学者が「独裁者ゲーム」と呼ばれる実験道具を
使って，人間性のこの側面を探求した．ゲーム
では，独裁者はいくらの初期財産（例えば 10 ド
ル）を二番手のプレーヤーに贈与するかを決定す
る（あるバージョンでは，独裁者の選択肢には他
のプレーヤーの財産の一部を取り上げることが含
まれている）．経済理論では，独裁者は常に最も
利己的な選択を行うという予測になる．しかし，
実験という状況下では，完全に利己的な行動は
原則ではなく例外である（Forsythe and others 
1994; List 2007）．
　人が利他的に行動するのか，あるいは利己的に
行動するのかを決定するのは何であろうか？　利
他主義やその他の社会的に有益な行動の表現は，
多くの場合，社会環境に依存する．ゲームのなか
で独裁者は，慈善団体に寄付していれば，より利
他的である．働きたいという意欲を弱々しくで
はなく，強く表明する福祉受益者に対してなら，

独裁者はより多くのものを提供する（Eckel and 
Grossman 1996; Fong, Bowles, and Gintis 
2006）．ウガンダにおいて，コーヒー生産者協同
組合のメンバーが行った独裁者ゲームでは，匿
名の村人仲間よりも協同組合の匿名メンバーに
対してより多くの資源を配分した（Baldassarri 
and Grossman 2013）3．研究では社会的な近
接性は制御されたものの，グループへの愛着は独
立的な効果を示している．そしてグループとの一
体感を背景に，個人は同じグループの知らないメ
ンバーでさえ，非メンバーよりも好意を感じてい
る．加えて，農民グループあるいは村人グループ
のいずれかで，正式なリーダーシップの地位にあ
る人は，自分がリーダーであるグループに対して
はより寛大である．実験は次のことを示唆してい
る．すなわち，グループ・メンバーは，自分たち
のリーダーは仲間のグループ・メンバーに対して
より一層面倒をよく見ると考えている．
　利他主義やグループへの帰属意識は相互の繁栄
を下支えできるものの，社会不安の要因になる内
集団のえこひいきや他のグループに対する敵対感
情のお膳立てをすることがある．例えば，最近の
研究が指摘しているところによれば，7 – 20 歳ま
での間に戦争を経験すると，それは人々の内集団
メンバーに対する平等主義的な動機を継続的に増
加する．グルジアとシエラレオネの内戦に最も
影響を受けた子供や青年は，暴力の影響が最小
だった人々と比べて，グループ内での平等を改
善すべく（グループの一体感と協調を高めよう
と考えて），社会的選択の課題において自己利益
を犠牲にすることにより積極的であった（図 2.2
と Bauer and others 2014 を参照）．元戦闘員
の態度を調査した研究者は，戦争関連の暴力にさ
らされると，交渉ではなく軍事的解決策に対する
選好が高まることを見出している（Grossman, 
Manekin, and Miodownik, 近刊）．そのような

「戦争効果」は，紛争が持続的な状態に陥りやす
い一因になっている．ただし，紛争経験と集団力
学の結び付きの科学的な解明は限定的なものにと
どまっている．
　仮にアイデンティティが固定的ではなく柔軟で
あるとするなら，介入策は行動を変える手段とし
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て社会的アイデンティティを標的にすることがで
きるかもしれない．リベリアでは，地元の非営利
組織は犯罪に手を染めたり反社会的行動をとった
りした割合が高い貧しい若者を選定して，認知行
動療法，現金給付，あるいはその両方を受けられ
る，という 3 つのグループに無作為に分類した

（Blattman, Jamison, and Sheridan 2014）．研
究者の発見によれば，組み合わせた処置の場合，
控え目ながら貯蓄の長期的な改善やホームレスの
減少に加えて，犯罪や暴力の大幅かつ持続的な減
少がもたらされた．一方，現金給付だけの場合，
貧困に対する効果は短期的なものにとどまり，持
続性がなかった．介入策は将来的な方向性，自己
規律，非暴力的・協調的な行動規範の促進を企図
していた．すなわちそれは，情報の提供ではな
く，個人が新たな「社会的に調整された」アイデ
ンティティとそれに関連した一連のスキルや行動
を採用するのを支援するものであった．
　認知的介入は否定的な社会的アイデンティティ
がもたらす心理的に破壊的な結末に取り組むのに
も役立つ．インドでは，女性の性関連労働者はし
ばしば相当な恥辱や社会的疎外に直面しており，
執拗な貧困の要因になる自滅的な行動や態度に
つながり得る．研究者は NGO と協働して 8 週

間にわたる訓練プログラムを設計した．参加者は
毎週討論会に出席した．討論会の目的は，女性が
自尊心を形成し，主体感を高めることであった

（Ghosal and others 2013）．無作為実験が示す
ところによれば，介入策に関する自己申告による
と，処置グループの人々の自尊心，主体性，幸福
などに関する指標や労働者の将来的な方向性が改
善した．プログラムに参加した女性の間では，将
来を指向した貯蓄商品を選び，医師の健診を受け
る確率が高まった．訓練プログラムには健康問題
への具体的な言及はなかったにもかかわらず，そ
ういう結果がもたらされたのである．

生来の互恵性と公共財の確保
　標準的な経済学における重要な前提は次のよう
なものであった．すなわち公共財は厄介である，
というのはだれもが他人の努力につけ込もう（た
だ乗りしよう）とするからだ．にもかかわらず，
実験の示すところでは，大勢の人は協力する他人
を報奨し，そうでない人を罰することに積極的で
ある．この行動を説明できる動機には，手段と
しての互恵性と生来の互恵性という 2 種類があ
る．有益な長期的関係を維持するために，親切に
対しては親切で応じるのは手段としての互恵性で

図2.2　戦争で最も影響を受けた子供や青年は自分が属するグループのメンバーをひいきにする傾向が強い
紛争後の社会で子供と青年が資金の配分方法を選ぶゲームをした．戦争の影響が最小だった人々は内集団と外集団のメ
ンバーに対して同じような対応をしたのに対して，戦争の影響が最大であった人々は外集団よりも内集団のメンバーと
プレーした時の方が，平等主義的な選択肢を選ぶ確率が高かった．両方の国で，戦争経験によって内集団のえこひいき
が高まった．
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ある．それとは対照的に，生来の互恵性というの
は，たとえ自分にとってはコストになっても，他
人の行動を積極的に報奨ないし罰するという動機
付けが生来的になされているということである

（Sobel 2005）．
　経済学者は生来の互恵性を研究するために「最
後通牒ゲーム」というツールを使っている．2 人
のプレーヤーが，例えば 10 ドルのお金を見せら
れることでゲームは始まる．1 人のプレーヤーが
提案者になり，応答者であるもう 1 人のプレー
ヤーに対してお金の一部（1 – 10 ドルの範囲内
で）をあげるよう指示される．もし応答者が提案
者の申し入れを受け入れれば，お金は提案にした
がって共有される．しかし，もし応答者が申し入
れを拒否すれば，各プレーヤーは一銭ももらえな
い．自己利益仮説の示唆によれば，提案者は最低
額（１ドル）を提案し，応答者はそれを受け入れ
るべきである――１ドルというのは大した額では
ないものの，それでも利益になる．
　このような形で行動する人は少数派にすぎな
い．平均的な提案者の提案はしばしば総額の 3
分の１から 2 分の 1 であり，低い額の提案は
日常的に拒絶されている（Gintis and others 
2005）．この発見は金額が非常に大きくなっ
ても当てはまる．インドネシアでゲームが
実施された際，提案者は巨額のオファーを
出し続け，金額は参加者の平均的な月次支
出額の約 3 倍に達した（Cameron 1999）．
ゲームに関する興味深いひねりを加えるこ
とによって，どうしてこうなるのかが明らか
になった．すなわち，人ではなくコンピュー
タが無作為に提示した低額の提案が拒否さ
れ る こ と は 稀 で あ り（Gintis and others 
2005 に引用されている Blount 1995），罰
したいという欲求の引き金になるのは，特
定の結末というよりも非協調的な意図であ
ることが示唆されている．同様に，脳イメー
ジングの研究は，規範違反者を罰すると，
報奨のプロセスに関連した神経経路が作動
することを示している（de Quervain and 
others 2004）．言葉もこの発想をとらえて
いる．多くの文化には「復讐は甘美である」

という感覚を表明している諺がある．
　もう 1 つの実験ツールである「公共財ゲーム」
は，より広範囲にわたる協力を達成するには，懲
罰の機会がいかに決定的に重要であるかを示して
いる．自分の基本財産のうちどれだけを公的基金
に拠出するかを各プレーヤーが密かに選択するこ
とでゲームが始まる．拠出金は積み上げられて，
公共財の成果はプレーヤーが自分の全財産を拠出
した時に最大化する．最初は研究者がゲームを手
配したため，プレーヤーは拠出額が少ないプレー
ヤーを罰することはできなかった（Fehr and 
Gächter 2000）．第 1 ラウンドのプレーでは，
ほぼ半数の参加者が公的基金に拠出した．しかし
時とともに，他人が「分相応の貢献」をしていな
いことに気付いて自分も拠出を停止するようにな
ると，協力は崩壊した．その結果として，10 回
目以降，協調水準は非常に低くなった．しかし，
研究者がプレーヤーに非協力者に対して「懲罰ポ
イント」（ただ乗り者を叱る，あるいは追放する
ことに相当する）を授与する機会を導入すると，
状況は変わった．懲罰は個人的にはコスト高では
あったが，公共財への拠出はただちに増加し，さ
らに 10 回目のプレーが終わる頃には，行動は潜

図2.3　ただ乗り者を罰する機会があると協力を高めることができる

公共財ゲームでは個人がただ乗りを罰することができなくなった
時，協力はただちに崩壊した．高価な懲罰機会が導入されると協力
がただちに増加し，10 回目のプレーが終わると，協力は潜在的に
ほぼ完全な水準に収斂した．
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在的にほぼ完全な協調水準に収斂した．図 2.3 は
2 つのやり方の下で，協力のパターンが驚くほど
違うことを示している．
　この研究の全体から得られる結果の持つ意味
は，多くの人々は他人が協力しているのと同程度
に協力するのを好む条件付き協力者であるという
ことだ．図 2.4 は標準的な経済学における前提―
―だれもがただ乗り者であるとしている（パネ
ル a）――を，ただ乗り者と条件付きただ乗り者
に関する実際の分布とを比較したものである．こ
れはコロンビアとベトナムを含め 8 カ国で被験
者が公共財ゲームを行った際に観察されたもの
である（パネル b）（Martinsson, Pham-Khanh, 
and Villegas-Palacio 2013）．協力者の割合は
国ごとに著しく異なるものの，ただ乗り者が人口
のなかで支配的なシェアを占めている国はない．
換言すれば，人間行動の標準モデルは研究対象と
なったどの社会でも確認されなかったということ

である（Henrich and others 2004）．
　条件付き協力が共有地の管理を支持する助
けになるかどうかを探求するために，Rustagi, 
Engel, and Kosfeld (2010) はエチオピアで 49
の森林利用者グループを対処にして研究を行っ
た．条件付き協力にかかわる実験指標と活動をモ
ニターする調査指標を組み合わせることでわかっ
たのは，条件付き協力者の割合はグループごとに
異なる，条件付き協力者のシェアが高いグループ
は森林共有地の管理についてより成功度が高く，
条件付き協力者に協力を執行させるための主要な
手段は高価な行動モニタリングである，というこ
とであった．理論的な予測通り，条件付き協力者
は最も多くの時間を森林パトロールに費やして
おり，1 カ月当たり平均でただ乗り者の 1.5 倍の
32 時間を監視活動にあてていた．本研究は，自
発的な協力は共有地管理にとって重要な要素にな
り得るということを証明している．

標準的な経済モデル（パネル a）は人々がただ乗りすることを前提にしている．実際の実験データ（パネル b）は，8
つの社会で公共財ゲームを実施してみると，大多数の人々はただ乗り者というよりも条件付き協力者として行動する，
ということを示している．ただ乗りのモデルは研究したどの社会でも支持されなかった．

出所：Martinsson, Pham-Khanh, and Villegas-Palacio 2013．
注：他のプレーヤーは 2 つのカテゴリーのいずれにも当てはまらず，それが棒グラフが合計で 100％にならない理由である．

図2.4　実験的状況の下で，ほとんどの人はただ乗り者よりも条件付き協力者として行動した
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　自発的協力は壊れやすい．というのは，進
んで協力しようという個人の意欲は，他人の
協力に関する期待に依存しているからだ．し
かし，研究の示唆によれば，人々は馬の合う
協力者のいる制度に参加し，協力を維持す
るためにチャンスがあれば効率的な罰を加
えようとする（Gürerk, Irelenbusch, and 
Rockenbach 2006; Fehr and Williams 
2013）．このことが持つ意味は次の通りであ
る．すなわち，政策当局としては介入策や社
会制度を考える際には，利己的なばかりか協
調的な直観をも考慮に入れるべきである．他
人の行動を観察するための機会を組み込む―
―例えば行動をより公的なものにする――こ
とは，期待と，したがって協力の実践を高め
るのに有用な手段かもしれない．
　その理由をみるために，イギリスのある大
学の学部のミニバーで，研究者が「見られて
いる」との錯覚を作り出した際に起こった
こと（消費者は自分の面目を保つことが期
待され，飲み物代を支払うものと期待され
ている）を検討してみよう（図 2.5）．研究
者は用心深い目の（写った）写真を花の写
真に変更した．戸棚の上に貼付された紅茶・
コーヒー・ミルクの価格表のさらに上に毎週掲示
され，現金箱に対する金銭的な拠出が 10 週間で
どう変わるのかが観察された（Bateson, Nettle, 
and Roberts 2006）．結果は驚くべきであった．
消費ミルク（総飲料消費にかかわる入手可能な最
良の指標）１リットル当たりの支払額は，「目の
週」には「花の週」よりもずっと多かった．写真
が一対の目に変わるたびに，その週の支払額は急
増した．このような効果が出るメカニズムの正確
な理由は不明である．目がミニバーの協調精神を
想起させたり，あるいは個々人の評判にかかわる
懸念の引き金を引いたりしたのかもしれない．し
かし，いずれにしても研究は観察されていること
が行動に及ぼす影響力を示唆している．
　ネパールでは 200 もの灌漑システムで研究が
実施された．その結果，農民管理システムの方が
政府管理システムよりも高い農業生産高と水の公
平な配分を達成していた．その理由はこの力学に

あるのかもしれない．農民管理システムを使って
いる農民は政府管理システムを使っている農民に
比べると，次のように報告する確率が高く，そ
の値は 2 倍と高かった．ルールは順守されてお
り，ルール違反は記録され，農民管理システム
は不正行為に対しては罰金を科すことが多かっ
た（Ostrom 2005 に報告されている Joshi and 
others 2000）．したがって，資源システムの管
理や関連する制裁権限を，政府ではなく受益者の
手に預ける方が，他人をモニターし，周囲にいる
人々の用心深い観察に対応するという人々の自然
な本能を把握することによって，結果を改善でき
るかもしれない．
　同様にウガンダでは，社会的責任プロセスに親
が参加すると上意下達方式のプロセスよりも有効
であることが判明した．研究者は学校の採点カー
ドを巡るコミュニティ監視の介入策について 2 種
類の実験を行った（Serneels, Zeitlin, and Barr 
2014）．1 つでは，監視委員会には研究者が教育

戸棚の上に目の写真――個人の行動が監視されていることを示唆す
る――を貼った時には，ミニバーに対する自発的な支払が増加した．
下図は 10 週間における毎週のミルク 1 リットル当たりの支払額を
示したものである．この間，目の写真と花の写真が交互に貼付され
た．目の写真は支払額が多いということと常に関係があった．

出所：Bateson, Nettle, and Roberts 2006 からの翻案．

図2.5　社会的モニタリングの力：目の写真でミニバーに対する支
払額が増大
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省と共同でデザインした採点表が与えられた．も
う 1 つの種類では，同委員会は参加型プロセスの
なかで独自の採点表をデザインした．採点表は実
質的に類似していたものの，参加型の場合，イン
パクトがなかった政府主導型との比較では，生徒
の学業，生徒の出席，および教師の出席が大幅に
改善した．この実験は共通の善――学校の成績を
引き上げること――に積極的に貢献しようという
意欲が増加したことで，成功に導かれたことを示
している．ここでは制度環境の変更は社会的に有
益な行動を誘発し，学校の成績を改善する低コス
トの手段となったのである．このような形で協調
的な動機を活用するプログラムは，学校成績に関
するより伝統的なインセンティブ・プログラムに
取って代わる方法を意味するものであろう．

協力を「クラウド・アウト」するのではなく「ク
ラウド・イン」する政策

　協力への選好が偏在していることが明らかであ
るため，政策におけるインセンティブの適切な役
割に関して疑問が出てくる．多くの政策は，公共
財へ人々の貢献を誘導するには，外的な動機付け
を使わなければならない，という前提を基にして
いる．しかし，仮に人々が，多くがそうであると
前節で示唆されていたように，利他主義ないし生
来の互恵性から協力するよう動機付けられている
とすれば，どうなのだろうか？　この問題を検
証した多数の研究が指摘するところでは，イン
センティブや他の制度的な取り決めは，生来の
協力に対する選好を「クラウド・アウト」する
こと，「クラウド・イン」することの両方を誘発
し得る（この文献のレビューについては Bowles 
and Polania-Reyes 2012，当該研究のメタ分析
は Deci, Koestner, and Ryan 1999 を参照）．
　クラウディング・アウト現象は，子供の出迎え
に遅刻した親に罰金を課すことを始めたイスラエ
ルにおけるデイケア・センターの研究で例示され
ている．出迎えの遅刻を抑制するのが目的であっ
たが，かえって遅刻する親が増加した．どうした
のだろうか？　このプログラムは，従来なら道徳
的な問題（時間厳守）であったことに値段を付け
た．出迎えの遅刻を道徳的に不適切な行為から経

済的に正当な行為に，フレームを変更したのであ
る．親は合意された取引で，単に追加時間を「買
う」ことができるようになった（Gneezy and 
Rustichini 2000）．これと関連して，タンザニ
アで校庭の草刈りというコミュニティ行事への参
加に手当を支給することにしたところ，単なるボ
ランティアで参加した人々との比較で満足感が低
下した（Kerr, Vardhan, and Jindal 2012）．
　クラウディング・イン現象は図 2.3 で例示され
ている．その事例では，スイスの生徒に非協力を
罰する（罰金を課す）権限を付与したところ，た
だ乗りを罰し，協力が優勢になるだろうと人々を
安心させることによって，協力に対する選好が

「クラウド・イン」された．
　つまり，インセンティブや社会的選好は時と
場合によって補完的であったり代替的であった
りする．インセンティブが単に価格を変化させ
るだけではなく，行為者間の関係や既存の文化
的な枠組みにも依存する社会的な意味を帯びて
いることも原因である（Bowles and Polania-
Reyes 2012）．加えて，利他的な貢献や利他的
な懲罰に対する選好は個人や社会によって異なる
ため，最適な政策対応は，それぞれの介入策で多
種多様な行動タイプを対象にするのがいいだろう

（Hermann, Thöni, and Gächter 2008）．政策
当局にとってこのことが持つ意味は二重である．
第 1 に，インセンティブ効果の予測は挑戦的で
あり，換言すれば次のことを意味する．それは，
対象とする人々の間でインセンティブ・プログラ
ムを実験するのは，プログラムを適切なものにす
るために重要な措置であろうということだ（第
11 章）．第 2 に，社会的選好を育むために制度
環境を変革するのは，公共財に対する貢献を動機
付ける手段になり得る．

社会的ネットワークが個人の意思決定に及ぼ
す影響力

　われわれは社会的関係のネットワークに取り
囲まれており，それは選好や信条，資源，選
択を形成しているいる（例えば Simmel 1955; 
Granovetter 1985 を参照）．社会的ネットワー
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クは人間の社会的経験の礎を築いている一連の主
体や関係のことである．ネットワークのおかげ
で，人は互いに既存の行動を補強する余地が得ら
れるが，新規の情報や規範上の圧力にさらされ，
時として社会変化を誘発することもあろう 4．社
会的ネットワークに行動パターンを安定化させ
る，あるいは変化させるという両方の能力がある
ということは，正式な制度が欠如している社会的
環境下で，このネットワークは重要な役割を果た
すことが可能だということを示唆している．
　社会的ネットワークは社会秩序の基本的な土台
である．それは独自の論理をもちながら判然とし
た形をとる経済的な調整であり，価格と権限――
市場と階層制のそれぞれを調整するメカニズム
――は相対的に軽視されているが，社会的な義
務や評判のネットワークは大きいように思える

（Powell 1990）．ネットワークは政治的・社会
的な成果にとっても含意がある．インドでは 20
世紀の後半，任意団体にヒンドゥー教徒とイスラ
ム教徒の両方が含まれている都市の方が，そのよ
うな市民の結び付きが存在しない都市よりも宗教
上の暴力経験がずっと少なかった．同種の「紛争
ショック」を経験したが，暴動という面で違った
結末を経験している都市の経験は，民族的に多様
なネットワーク内における市民リーダーの相互交
流が，緊張を抑制するのに極めて重要な役割を果
たしたことを示している（Vashney 2001）．
　社会的ネットワークは開発目標の達成を後押し
することもあれば足を引っ張ることもある．例え
ばよく言われているように，途上国における零細
金融の成功は，借り手の間における緊密な関係の
おかげであり，それが返済を促す社会的な圧力を
かける役割を果たしていることが一因である（第
6 章参照）．にもかかわらず開発目標は，人々を
金融支援の社会的要請から隔離することによって
貯蓄を奨励する，というコミットメント装置のよ
うな新技術を使うことによっても達成されている

（第 4 章参照）．換言すれば，介入策は社会的圧
力を取捨選択的に活用することによって目的を達
成しているのである．
　物事をさらに複雑にしているのは次のような事
実である．それは，介入策は社会構造について予

測が困難な広い範囲にわたる変化を引き起こすこ
とがあるということだ．例えば，コミットメント
装置は金融資源を親類と共有しなければならない
ということへの社会的圧力を削減することによっ
て，対象者の貯蓄を増やすことができるが，そう
するに当たって次のような事態を誘発したらどう
なるだろうか？　より広い範囲での共有の規範が
弱まり，このことによって困窮時に他人から食
糧や育児の援助を仰ぐということが危うくなっ
てしまうかもしれない．トレードオフを考える
と，そのような介入策は価値がないかもしれない

（Case 2007）．同じように，付保資産を所有し
ている農民に対してだけ保険を提供すると（途上
国では一般的），インドの村落では労働需要の変
動性が高まることによって，小作農の賃金リスク
が現実には増大する公算がある（Mobarak and 
Rosenzweig 2013）．このような研究に照らし
て，社会的ネットワークを対象とする政策を検討
する場合，政策当局は介入策が人々の社会関係に
どう影響するかについて注意深い関心を払わなけ
ればならない．

　社会的ネットワークには社会の変化に拍車をか
ける影響力があり，それを利用する有望な政策介
入がいくつかある．

新しい行動を支持し市民の能力を構築するために
相互作用を増やす

　コミュニティやグループの重要な特性――信
頼・社会的連帯・協力など――のなかには，個々
人というよりも関係のなかに存在するものがあ
る．人々の間における相互交流の数を増やし質を
高めることは，開発を推進するためのこれらの質
を構築することができる．インドでは，研究者は
次のような発見をしている．零細金融の顧客で返
済グループとの非公式会合に，毎月ではなく毎週
出席するよう無作為に指定されていた人は，ロー
ン完済から 2 年経過してもグループ内の他の人
と非公式ながら社会的な接触を維持していた．こ

社会規範の効果を考慮に入れるとより良
い政策設計につながる
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れはその当時のグループ・メンバーとなら進んで
リスクをプールしておこうという意欲があったこ
とを示すものであり，2 回目のローンについて返
済不能に陥る確率が3倍も低かった（Feigenberg, 
Field, and Pande 2013）．
　健康と関わりのある行動を変えるのに関係が
どのような仕方で助けになるのかを調査した医
療研究者も，社会的な絆の深まりに焦点を当て
た（第 8 章参照）．レバノンの新プログラムは母
乳養育を増やすことを目指すものである．新し
く母親になった人の女友だちを「サポート・マ
ザー」として訓練するとともに，コミュニティ
のなかで母乳養育に成功した女性にもその役割
で奉仕を呼びかけるという方法をとった．この
ような「社会的サポート」は，出産前の母乳養
育情報を提供する講習会や専門家による授乳サ
ポートと組み合わせて，健康に向けた行動を変
えるための多面的なアプローチを作り出してい
る（Nabulsi and others 2014; 低・中所得国
における母乳養育向けの，コミュニティ・ベー
ス介入策の有効性に関するレビューについては
Hall 2011 参照）．結果はまだ不明であるが，プ
ログラムは社会的ネットワークのアプローチが
プログラムを成功させる試みとして，標準的な
情報面での介入策とどのように組み合わせたら
いいかの手本になるかもしれない．
　ネットワークの視点が示唆しているのは，社会
的関係の密度を増やすと当該コミュニティの市民
文化ないし「社会資本」も改善するということ
だ（Putnam, Leonardi, and Nanetti 1993; 開
発に適用されたこのアプローチにかかわる限界
の分析に関しては Portes and Landolt 2000 を
参照）．コミュニティ主導型開発（CDD）プロ
グラムはこの論理に基盤を置いた介入策である．
CDD プロジェクトに関する最近のレビューは，
コミュニティの関与が増大すると，資源の持続可
能性，インフラの質，保健・教育サービスの提供
などがわずかながら改善することを見出している

（Mansuri and Rao 2013）．
　しかしながら，市民文化の転換を目指して社会
的絆を増やすことは，政策当局にとっては挑戦的
であろう．例えば，内戦後に市民参加の増大を目

指した世界銀行による実地実験プログラムの分析
によれば，介入策によって利他的・協調的な行動
は増えなかったし，社会ネットワークの密度も
濃くなかった（Avdeenko and Gilligan 2014）．
研究者の指摘では，CDD プログラムはあまりに
もしばしば社会的動員者を関与させて，市民に参
加の利益を宣伝しながら，実際にも社会的交流の
増大を促進してきていた．理論と実証研究の両方
が示唆しているのは，CDD プログラムが有効で
あるためには，実務家としては市民が互いに関係
をもち，その相互交流がプロジェクトのインセン
ティブが消滅した後も継続するのを助ける方法を
見出さなければならないということだ（Mansuri 
and Rao 2013）．

社会変化を導き拡大するのに特定の人々を対象に
する

　ネットワーク内にいる特定の種類の人々を対象
にすれば，政策はより有効になり低コストです
む．というのは，この政策は行動を変えるのに社
会的影響力を手段として使う社会的学習のプロセ
スをうまく利用するからだ．人々は互いに物事の
新しいやり方を学び，自分に最も似ている，ある
いは自分にとって際立った存在である親密な同僚
などの他人が新しいやり方を採用していれば，自
分の行動を変更する可能性が高くなる．例えば，
中国における無作為実験が示すところによれば，
最初の段階で農民に天候保険商品の性格と長所に
かかわる集中的な情報提供説明会に参加した友人
がいた場合，その農民がこの保険をかける公算が
高かった．「ネットワーク効果」は説明会に出席
して直接入手できる効果の半分に相当し，平均保
険料を 13％引き下げることに等しかった（Cai, 
de Janvry, and Sadoulet, 近刊）．この研究の示
唆によると，社会的ネットワークは標準的な情報
プログラムの効果を増幅して，新しい商品やサー
ビスの採用を増やすことができる．社会的ネット
ワーク戦略を伝統的なインセンティブ・アプロー
チに組み合わせることも同じく有望である．マラ
ウイの村における最近の実験が示すところでは，
新しい種子技術の利益を仲間に伝達するように農
民に依頼する小規模な成果刺激策を実施したとこ
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ろ，政府が農業指導者や戦略的に選定した指導的
な農民を利用するのと比べて，これは新しい農業
技術の採用を促進するのに費用効果的な手段と
なった（Ben Yishay and Mobarak 2014）．

個人の意思決定における社会規範の役割
　社会規範――グループのメンバーがしそうなこ
とやすべきことに関して広く共有されている信念
――は非公式な統治メカニズムであり，個人の意
思決定や行動に対して強力な影響力をもつ．規
範は社会の「接着剤」ないし「セメント」であ
る（Elster 1989）．人間というのは発展や規範の
順守を止めることができない．模倣というのは人
間が世の中で相互交流するために戦略を学ぶ重
要な方法の 1 つである（Henrich and Henrich 
2007）．幼い子供は短期間で「社会的なゲームの
ルール」を学び，規範に従い，違反者を罰する

（Rakoczy, Warneken, and Tomasello 2008）．
人間がもつ規範を開発しようとする性向はあまり
に強くて，規範はほとんどすべての行動について
登場する．「散らかす，デートをする，喫煙する，
歌う，いつ立つか，いつ座るか，いつ怒るか，い
つ・どのように・だれに対して愛情を示すか，い
つ話すか，いつ耳を傾けるか，いつ個人的なこと
を話すか，いつ収束させるか，いつ（および何
に）保険をかけるのか」などに関して規範がある

（Sunstein 1996, 914）5．
　しかし，社会規範がそれに服する人々によって
選択されることは稀である．多くの社会規範は，
社会状況の結果や先例の累積であり，それが福祉
を促進するか否かとは無関係に自己強化的である

（第 3 章も参照）．時間厳守に関する単純な事例
を考えてみよう．時間の厳守や遅刻のことを特定
の個人や文化の生得の特性であるとわれわれは考
えがちであるが，このような行動はわれわれが他
人について抱いている期待に対する単なる「最善
の反応」でもある（Basu and Weibull 2003）．
もしあなたが時間通りに到着し，私が遅刻すれば
恥をかくと思うなら，私は時間通りに到着する．
しかし，あなたが 15 分遅刻すると予想するなら，
私としてはその 15 分間を使って書類を片付けた

いので，自分も遅刻する．
　いわゆる均衡的な行動は開発にとって非常に深
刻な結末をもたらすことがある．例えば，ある社
会は差別的な均衡に陥ることがある．次のような
理由から移民が同化しないからだ．移民は地元民
による体系的な差別を予想する一方，地元民は同
化していない移民を特定できるし，彼らに対す
る嫌悪を明らかにしている（Adida, Laitin, and 
Valfort 2014）．ほとんどの人々は同化と公平な
措置を促進する社会を選好するだろうが，他人が
することに関して抱いている期待を所与とする
と，移民と地元民のいずれも自分の行動を変える
べき理由をもっていないであろう．そのような状
況下では，経済統合や移民の成功は依然として限
定的なものにとどまっている．
　上記の事例で，非効率な社会規範が維持されて
いるのは，単にそれが社会のなかで調整役を演じ
ているからであろう．とはいえ，社会規範は「心
に対する掌握」によっても維持されている（Elster 
1989）．社会規範は人々に強い感情を喚起するこ
とができ，それが機能しているコミュニティでは
意味深長な価値観をしばしば保有しているのが
普通である．その結果，社会規範に違反すると
その違反者に対しては恥辱と不名誉を生み出す

（Goffman 1959）6．こうして，社会規範は集団
的な福祉と個人の主体性の両方に対して大きな
影響力をもち得る（Boudet and others 2013）．
例えば，ジェンダーや性を巡る社会的・法的な規
範は，女性や性的少数派は教育および雇用が可能
か，それらの人々は市民活動のリーダーになれる
か，どのよう条件下で自分の家族に名誉や恥辱を
もたらすことができるかといったことに大きな影
響を及ぼす．（Klugman and others 2014）．
　望ましくない社会的結末の一因になる社会規範
の変更が，政策目標になるのは自明のことであろ
う．しかし，規範がどのように政策と相互作用す
るのかについての予測は困難である．最近の実地
実験において，マリの市民教育コースは，実際に
は市民参加におけるジェンダー格差を拡大した．
市民活動を際立たせることによって，市民生活に
参加した女性向けの社会的コストを押し上げたか
らだ（Gottlieb 2014）．介入策は知識格差を削
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減したものの，ジェンダー不平等を悪化させた．
　政策・社会規範・行動の交差点に関する知識は
ちょうど蓄積し始めたばかりで，さらに膨大な研
究が必要であろう．本節では社会変化を生み出す
べく，規範の理解を活用しているいくつかの政策
を瞥見しておきたい．

社会規範の行動への影響を「迂回する」政策を設
計する

　場合によっては，政策当局は社会規範の行動へ
の影響を迂回できるかもしれない．公立学校の立
地問題を考えてみよう．パキスタンでは，入学を
希望する多くの女子はカーストの境界とジェン
ダーの境界，という 2 種類の社会的境界を横断
しなければならない．低カーストの女子は高カー
ストが支配的な学校に入学すると，恥辱を経験し
たり差別に直面したりする懸念がある．また，す
べての女子は「とばり」――女性の移動性と社会
的相互作用を制限する一種の女性隔離制度――に
服従する 7．このような社会的制約が女子の教育
機会を制限している．2 つの仮説的な政策を比較
することによって，Jacoby and Mansuri (2011)
は次のように指摘している．すなわち，低カース
ト層が支配的な村落に学校を建設する政策は，学
校のないすべての村落に学校を建設する政策との
比較で入学者数をほぼ倍増させるし，しかもそれ
が 6 分の 1 のコストで可能であろう．

行動を変えるために既存の社会規範を「マーケ
ティングする」

　税金の支払いやトイレの使用など，開発にとっ
て重要な行動のなかには，人によって異なるも
のもある．また，時として，特定の行動が自分
のコミュニティ内で一般的ないし受容されてい
るかについて，人々は勘違いをしていることが
ある．そのような場合，社会規範の「マーケティ
ング」はある行動に従事している大勢の人の意
識を高めたり，その行動の頻度に関する誤解を
是正したりするのに，有効で低コストの手段に
なり得る．他人が考えたりしたりすることが理
解できれば，人は既存の社会規範に関する理解
を修正して，今度は自分自身の行動を変えられ

る可能性が出てくるだろう．
　例えば，税収を増やすことを目指す多くの政策
は次のような前提に立っている．すなわち，人々
は罰金や懲役など適切なインセンティブに直面し
ない限り，税金を逃れて富を最大にしたいと思っ
ている．しかしながら，予想される罰金では国ご
との，あるいは長期にわたる税務順守の差異はほ
とんど説明できない（Cowell 1990）．その一因
としては，納税というのは条件付き協力――本章
の初めの方で検討した現象――を包摂する社会規
範であることが考えられる（Frey and Torgler 
2007）．税制は公正であり，他人はその法令に
従っていると感じるなら，人は自分も義務を果
たそうという気持ちが高まるだろう（Rothstein 
1998）．ほとんどの人は互恵主義者であるため，
集団的な状況下での決定は相乗作用を通じて，社
会全体として税務順守が高まるか，あるいは低下
するかのいずれかのトレンドをたどることになろ
う（Kahan 2005）．
　納税を規範順守・公正性・互恵性のレンズを通
してみると，標準的な税政策が時に失敗する理
由が理解でき，新種の政策の有用性が示唆され
る．罰則を強調する監査面での取り締まりは，も
し制裁の強化が脱税が広がっているという発想
の「きっかけ」になるのなら，意図したものとは
全く逆の効果をもたらしかねない（Sheffrin and 
Triest 1992）．それとは対照的に，税務順守の
程度を強調し，脱税者は異常者であるとの考え方
を助長する政策は成功するだろう．アメリカの
ミネソタ州における納税は，人々が順守率が高
いことを知らされた時に増加したものの，監査
率の上昇を知らされた場合には上昇しなかった

（Coleman 1996）．イギリスにおいて，郵便番
号が自分と同じ地域ではほとんどの人がすでに納
税済みであるとした書簡を受け取った際には，こ
の社会規範に関する情報が含まれていなかった場
合と比較して納税順守が増加した（BIT 2012）．
　他人の行動や態度に関する誤解を正すための簡
潔なコミュニケーション介入策は，行動の観察が
困難であるためにそれがどの程度一般的なのかを
正確に推測できない場合には，リスキーな行動を
削減するのに特に有効である．世界で HIV 感染
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率が最も高い国の 1 つである南アフリカのある
町で，人々はリスキーな性行動の広がりと承認を
一貫して過大評価する一方，保護的行動の広がり
と承認を過小評価していた．他人の行動にかかわ
る期待がしばしば個人的な意思決定に入り込んで
くるので，そのような思い込みは公衆衛生上の懸
念となるのであろうが，それは望ましい社会規範
のマーケティングによって取り組むことができる
だろう（Carey and others 2011）．
　規範を機能させることの有用性を強力に示唆し
ている実例として，交通事故死を削減するための
施策がある．世界中で毎年，約 125 万人が交通
事故で死亡している．これは戦争と暴力を合計し
た犠牲者の 2 倍以上にも達している．交通事故
死の 90％は低・中所得国で発生している（Lopez 
and others 2006）．ケニアでは，死者の多くは
ミニバスの乗客であり，人々は危険を認識してい
る．介入策導入以前に実施された乗客調査に対
する回答者の 3 分の 1 は，最近の乗車で身の危
険を感じたと回答している（Habyarimana and 
Jack 2011）．
　研究者は事故を削減するために割安な行動介入
策の試行を決定した．バスは無作為に 2 つのグ
ループに分割された．1 つのグループでは何もし
なかった．もう 1 つのグループでは，乗客には
公共輸送機関に安全に乗車する権利があるという
注意を受けた．バスに貼られたステッカーは乗客
に対して，無謀な運転手を「ヤジって叱る」こと
を奨励した（図 2.6）．この介入策はみごとに成
功した．死傷事故に絡んだ保険金請求額は全体
の 10％から 5％へと半減した．介入策運用中に
実施した運転手調査の結果は，安全性の改善には
乗客のヤジが役割を演じたことを示唆している

（Habyarimana and Jack 2011）．生命救助の 1
人当たり年間コストは約 5.80 ドルにとどまり，
利用可能な最も費用効果的な健康のための介入策
である子供の予防接種よりもいっそう費用効果的
なプログラムとなった．

行動を変えるために社会規範を変革する
　社会規範の変化を工作するのは些細な課題では
まったくない．しかし，規範は変えることがで

きるし変化している．規範を変える 1 つのツー
ルは法律である（Sunstein 1996）．法律は行動
に向けた動機だけでなく，行動の社会的な意味
も変えることができる．ヘルメットをかぶるこ
と，決闘の誘いをことわること，タバコを吸うこ
と，などといった行動の社会的意義や望ましさ
は，いろいろな法的変更を通じて変わってきてい
る（Lessig 1995）．
　さらに，人々は自分が経験したことを評価でき
るため，行為の短期的な費用便益を変える法的な
変更は，現実には長期にわたる自己維持的な行動
の変化に貢献することができる．北アメリカのコ
ミュニティにおけるリサイクル・プログラムは，
最初に導入された時にはしばしば大変な不平を引
き起こしたものの，人々はそうしないことによる
コストの増大を回避すべく順守した．しかし時と
ともに，リサイクルは執行が緩やかな地域を含め
て各地で規範的な行動になってきている．つま
り，行動と価値観は一緒に変移し得るのである．
一時的に価格を変化させる正式な政策手段は，選
好や社会規範に対して長期にわたる効果をもつ可
能性がある（Kinzig and others 2013）．
　しかし，社会規範の変化に向けた法律の効力に
は限界がある．既存の社会規範と著しく齟齬する
法律は，望ましい社会変化を誘発する可能性が低
い．大半のアフリカ諸国には，例えば，女性器切
除を禁止している法律があるが，この慣行は多く
の地域に広まったままである（UNICEF 2013）．
　非公式な戦略も規範を変えるのに有効である．
無作為実験において，ルワンダのコミュニティは
ラジオの連続メロドラマを聴取した．このドラマ
には紛争や解決（処置グループ），あるいは再生
医療（制御グループ）に関するメッセージが込め
られていた．インタビュー，フォーカス・グルー
プ，役割演技の訓練，集団的意思決定に関する密
かな指標などに基づく結果は，処置プログラムは
オープンな表現や反対行動の適切さに関する社会
規範についての人々の認識を変えたことを示して
いる（Paluck and Green 2009a）．興味深いこ
とに，介入策によって規範と個人の行動の両方
に関する認識が変わったが，個人の態度は不変で
あった．このことは，偏見がもたらす行動を変え
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るには個人的な信念よりも社会規範を対象にした
方が成果があるだろうということを示している．
ただし，そのような介入策の持続力については今
後の研究が必要である．ラジオの連続メロドラマ
は特に興味深い．というのは，紛争地帯で規範に
関する人々の認識を変えたからである．一方で，
広範囲にわたる文献のレビューは，偏見を削減す
るための他の多くの政策は効果がなかったことを
指摘している（Paluck and Green 2009b）．

　個人や組織のなかには社会規範の変革の推進を
率いるのに適した主体が存在している．現状の変

革に情熱的な関心をもっている人，社会的ネット
ワークとのつながりが強い，あるいは同ネット
ワークにとって非常に重要な人，高地位にある人
などは，社会に対してより広範な変革をもたらす
のに重要な役割を果たすことができる．そのよう
な「規範起業家」は共通する苦情の存在を人々に
警告し，集団的な解決策を提案したりすることが
できる（Sunstein 1996; 禁煙を巡る事例につい
ては第 8 章も参照）．仮に規範起業家が既存の規
範に違反した場合の主観的なコストを削減する，
新しい行動の主観的な利益を増やす，社会現象を
名付ける・解釈する・劇化するなどによって，行
為について説得力のある新しいフレームを作り出
すことができれば，社会変化は非常に速やかに起
こり得る（コロンビアの事例に関してスポットラ
イト 5 を参照）．
　成功事例としては，アメリカで学校におけるい
じめを削減する介入策があった．有力な人脈のあ
る生徒や「非常に目立つ」派閥のリーダーが，い
じめに関する生徒の経験や対応を放送して，この
問題に関する公開討論を主催した．「社会的対象
者」がいじめに関するエッセイを書き，声に出し

下のステッカーの訳：ねぇ，運転手が事故を起こしたら文句を言おうね．寝るな，しっかりつかまっていろ，声を出せ．

図2.6　ケニアではミニバスに張られたステッカーのおかげで交通事故が削減された

出所：Habyarimana and Jack 2011．

人間の社会性というのは社会に流れてい
る川のようなものである．その流れが常
に個人を形作っている．流れている水が
川底にある個々の石を形作っているのと
同じである．政策当局としては，このよ
うな社会的な流れを考慮するのか，それ
とも無視して流れに逆らうかのいずれか
である．
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て読み上げ，いじめの感情的な効果を例示した寸
劇を演じ，いじめを減らすという自分の公約を示
す腕輪を販売した．社会的対象者が行動を変えた
ことが「日常的な相互交流」のメカニズムを通じ
て，実際のいじめだけでなく，学校の集団的な規
範に関する仲間の認識を変えたのである（Paluck 
and Shepherd 2012）．
　多くの介入策における成功への鍵は，関連する
規範が内部で執行されているグループないし社会
的ネットワークを特定することにある．それは家
族，友人グループ，仲間グループ，近隣地区，そ
れともコミュニティ全体なのか？
　例えば，多くの途上国は出生率の削減を追求し
ているものの，この結果を達成するための無償の
避妊具などといった経済的な奨励策は全面的に成
功したわけではなかった．その一因はこうであ
る．すなわち，出生率は社会規範によって調節さ
れているため，女性は最も重要な社会的対象者と
して，社会的に承認されているのと同じ生殖行為
の実施を選ぶ傾向がある．その結果として，結び
付きが緊密な社会的ネットワーク内にいるほとん
どの女性は，避妊具を使うか使わないかというこ
とになる．バングラデシュでは，宗教グループ内
で女性が他の女性と社会交流をするのを制限して
いる「とばり」の制度は次のことを意味した．す
なわち，出生率の変化は各村落を超える共通の家
族計画にかかわる情報にもかかわらず，村の単位
ではなく，このような宗教グループのレベルで生
じた（Munshi and Myaux 2006）．この証拠が
示唆しているのは，出生率の変化は自律的な決定
の総合的な結果というよりも，規範主導型のプロ
セスであると考えた方がいいということである．
したがって，研究者は次のように結論付けた．す
なわち，女性が一次医療機関を訪問するのを奨励
して，そこで選択肢を一緒に検討する方が，情報
や助言を自宅にいる女性に個別に提供する避妊プ
ログラムよりも有効である．

結論
　多くの経済政策は人間の社会性をほとんど考慮
に入れていないモデルに基づいている．しかしな

がら，人間は生まれつき社会的な動物であり，わ
れわれが常に「社会から影響を受けて考えてい
る」という事実は，意思決定や行動，したがって
開発にとって甚大な含意を有する．本章では次の
ことを例証した．すなわち，行為に対する社会的
影響力を認識すれば，開発の実務家が標準的な政
策が時に失敗する理由を理解して，貧困と戦い，
共通の繁栄を促進するために新たな介入策を策定
するのに役立つ．
　人間の社会性には開発のための介入策にとっ
て，いくつか一般的な意味が含まれている．第 1
に，経済的なインセンティブは個人を動機付ける
のに必ずしも最善の，ないしは唯一の方法ではな
い．地位や社会的承認への衝動が意味するのは，
多くの状況下で，望ましい行動を引き出すのに社
会的インセンティブが経済的インセンティブと並
んで，あるいは取って代わって使えるということ
である．これは個人と組織の両方の主体に当ては
まる．加えて，経済的なインセンティブには生来
の動機を「クラウド・アウト」する場合と，社会
的な選好を「クラウド・イン」する場合との両方
がある．したがって，政策におけるインセンティ
ブの役割は一般に考えられているよりも複雑であ
る．
　第 2 に，われわれは好むと好まざるとにかか
わらず，グループのメンバーとして行動する．メ
ンバー間の分担や互恵性，および「グループ・
リーダー」としての社会的役割を担う人々の他者
顧慮的行動は，コミュニティの福祉に貢献し得
る．相互交流を増やしたり，目標達成――ローン
返済や母乳養育など――に共通の利益を有する
人々の間でグループを形成したりする介入策は，
その目標達成を円滑化する可能性がある．しかし
ながら，限界的なグループへ加わることは否定的
な社会的アイデンティティの発達につながること
がある．このようなアイデンティティは，影響を
受ける人が選択しようとはしなかったものであろ
うし，存在しないほうがよいであろう．この視点
からは，アイデンティティや自己認識を変える認
知的介入は，肯定的な社会変化にとって強力な源
泉になり得る．
　第 3 に，共通目標の追求に協力するという人々
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の広範な積極性は，制度や介入策は社会的選好を
織り込むように設計することが可能だということ
を意味する．研究対象となったほぼすべての社会
において反復的に発見された重要な実験結果は，
ほとんどの人は他人が協力する限り協力すること
を好むということである．この発見は人々は社会
的義務を回避することを好むという伝統的な前
提とは好対照を成している．これから得られる 1
つの結論は次の通りであろう．すなわち，行動を
より可視化することや，納税やコンドーム使用な
どの規範順守を「マーケティング」することが，
公共財への貢献を増大させるのに費用効果的な手
段になるだろう．
　最後に，人間社会はコミュニティの価値観を表
現するだけでなく，行動を調整・規制するための
手段としても社会規範を発展させており，このよ
うな非公式な統治メカニズムは社会にとって甚大
な影響を及ぼしている．しかし，社会規範がそれ
をもっている人の効用を高めるという経済的な視
点とは対照的に，本章では社会はおそらくだれの
利益にもならない集団的な行動パターンに陥り得
ることを指摘した．社会規範というのはしばしば
環境の当然なことと見なされる側面のことである
ため，個人による「最適化行動」は最適水準を著
しく下回る社会的な結果につながりかねない．そ
の結果，規範の変更は時として社会変化のなかで
必須の構成要素になる可能性があろう．

注
1. 社会性・社会的ネットワーク・社会規範は，

内部化されている――かつしばしば共有され
ている――世界の表現であるメンタル・モデ
ルも支持している．メンタル・モデルは次章
の主題である．両章で探究されている概念の
間にはかなりの重複があるものの，本章が意
思決定に対する直接的な社会的影響に取り組
んでいるのに対して，第 3 章は直接の社会的
力学とは独立してしばしば作用する，世界や
自己に関する内部化された持続的な理解に焦
点を当てている．

2. Kamenica (2012) は行動経済学がインセン

ティブに関する考え方をどのように形成して
きたか，に関するレビューを提示している．
Madrian (2014) は行動学的なアプローチに
基づいて，公的政策の策定におけるインセン
ティブの利用を検討している．

3. 被験者は次のようないくつかの理由から，自
分の村よりも農民グループに強い愛着を示す
であろうと研究者は予想していた：協同組合
が個人の福祉において重要な役割を果たして
いる，農民グループへの所属は生得的という
よりも自発的なものである，農民グループ内
のメンバーが土地所有・所得・年齢などの点
で類似していることが絆や一体感を促進して
いるなど．

4. 例えば次を参照：Munshi and Rosenzweig 
(2006); Conley and Udry (2010); Kandpal 
and Baylis (2013)．

5. 社会規範を検討した書物としては次を参照：
Bicchieri 2006; Posner 2002; Hechter and 
Opp 2005; Brennan and others 2013．

6. もちろん対抗する文化のなかには「支配的な
グループ」の規範に違反することでみずから
を定義しているものもあるが，その場合には
規範違反そのものが標準的な行動となる．

7. 例えば，2004 – 05 年に行われた Pakistan 
Rural Household Survey (PRHS-II) か ら
明らかになったことによれば，年齢 15 – 40
歳の既婚女性の間では，80％は自分の居住
地にいれば独りでも安全と感じていたが，
その外にいる時に独りでも安全と感じるの
はわずか 27％にすぎなかった．
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Spotlight 1
腐敗が普通になっている場合

　私利のために公職を利用することと広くは定義
される腐敗は，多種多様な形で存在している．贈
賄・詐欺・強請・斡旋収賄・割戻・身びいき・縁
者びいき・寵遇・横領・買票・不正選挙などはす
べて，そのような包括的な用語に当てはまる行
為の事例だ（腐敗にかかわる全類型については
UNDP 2008 を参照）．すべての形の腐敗に対す
る共通の反応としては，自律的な個人が犯した行
為としてみるべきだということである．具体的に
は，官僚が賄賂を受け取る，交通警官が運転手か
らお金をせびる，判事が判決を売るなどである．
個人の腐敗行為の抑止に焦点を当てれば，それは
改革に向けた強力な基盤となろうが，腐敗を執拗
な問題にしている社会的な要素を看過している．
　社会的な意味での腐敗については，次のような
認識が共有されている．すなわち，公職を利用し
て自分とその家族や友人の私利をはかることが広
がっており，当然視され，許容されている．換言
すれば，腐敗は社会規範になり得る．加えて，歴
史のほとんどを通じて，それは標準的な社会規範
であった．法の下における万人の平等な待遇とい
う原則は徐々に台頭してきたにすぎず，多くの諸
国で依然として形成途上にある（Mungiu-Pippidi 
2013）．

社会的期待とメンタル・モデルが腐敗を永続
化させている

　腐敗に従事するという決定が，どのようにして
公務員の心に生じるのかを理解することが重要で
ある．公職に就く目的が自分の家族や友人に，お
金や物品，ひいき，官職などを提供することにあ
ると人々が信じているならば，社会的ネットワー
クは腐敗という行動様式を永続化させる．社会的
ネットワークは規範に違反した公務員に対する懲
罰のベースにさえなることができる．例えばウガ

ンダでは，血縁関係の互恵的な責務とコミュニ
ティに対する忠誠心が，次のような統治結果に寄
与しているのかもしれない．すなわち，公務員は
善人だと認められるためには，自分の地位を利用
してネットワークに利益をもたらす必要がある

（Fjeldstad 2005）．公職に就いているのに，そ
の影響力を使って友人や親戚を援助しない人は嘲
笑や軽蔑の危険を冒す懸念があろう（Fjeldstad, 
Kolstad, and Lange 2003）．
　腐敗という行動様式を密かに嘆いている人々で
さえ公には黙認するかもしれない．というのは，
そのシステムを支持することに関しては社会的圧
力が感じられるからだ．異説を唱える人は部外者
として取り扱われることになるため，異端である
ことのコスト避けるために，しばしば現状に対す
る支持の表明を選択する（Kuran 1997）．した
がって，社会は大勢の人々が密かに清潔な公共
サービスを選好しているにもかかわらず，腐敗が
普通のことであるという均衡に陥り得るのであ
る． 
　社会的圧力は清潔な官吏に対してでさえ降伏を
強制することがある．例えば中国では，ある地方
官吏は帰宅するたびに，村人から贈答品を受け取
るよう圧力をかけられた（これは一種のいじめと
言える）．拒否しても政治的には何も成就できな
いだろうと言われて官吏は降参したが，後に彼
は腐敗のかどで逮捕された（McGregor 2010）．
同様に，1976 – 82 年にわたるインドの研究が発
見したところでは，恩典の供与を拒否した公務
員は有権者から苦情の申立を受けることがあっ
た．腐敗という行動様式があまりに定着していた
ため，誠実な官吏の社会的な意味というのは，公
共サービス提供に関連して実勢相場以上の賄賂
は要求しない人ということになっていた（Wade 
1985）．
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　腐敗を実践せよという圧力はしばしば官僚制度
のなかから出てきている．インドにおける事例で
は，1 つの地位から別の地位への転職――地位の
売買――について，高度に制度化された非公式な
システムが発達しており，その価格は当該公務員
が農業サービスの提供によって有権者からいく
らの見返りが獲得できるかに依存していた．「古
くから確立していた慣例によって，各契約額の
8.5％が担当部局の官吏や事務スタッフに対して
割戻されている――上級技師に 2.5％，事務員と
製図工に 1％，監督者と技師補佐に 5％（両者で
分割）など」（Wade 1982, 292-93）．不関与の
公務員は懲罰をこうむるリスクがあった．監督
者は昇進担当の当局に対する報告書のなかで使
う暗号を開発していて，余禄をもらうことに消
極的な公務員を指摘して，彼らを「気が利かな
い」，「人々のことがわかっていない」，あるいは

「管理能力がない」と評していた（Wade 1985, 
483）．抵抗した人でも賄賂を受け取ったら，次
のように口裏を合わせるよう説得された．すなわ
ち，公務員が代わりに一生懸命働いてくれたこと
に対して，農民から感謝の印として「贈り物」が
あった（Wade 1982）．皮肉なことに，このシ
ステムに抵抗した官吏は腐敗に関して告発される
ぞと脅かされて，「ぐる」になるよう要請された

（Bayley 1966）．
　このような種類の社会的期待は次のような発見
をした研究が例証しているように，内部化される
ことがある．すなわち，外交特権はニューヨーク
市で駐車違反をしても罰金支払いの法的義務がな
いということを意味するので，腐敗がまれな諸
国出身の外交官に比べて，腐敗が一般的な諸国
出身の外交官の罰金未払い額は大幅に多かった

（Fisman and Miguel 2007）．出身国次第で腐
敗行為が予測できるという発見は他の事例でも繰
り返されており，社会規範が腐敗の少なくとも一
因になっていることを示唆している．

腐敗に取り組むための戦略
　腐敗が普通の地域では，腐敗行動をするという
のが官吏にとっては自動的な思考になるだろう．
もしそうなら，適切な対抗措置は，自分の行動を

熟慮させ，自分の態度や公共サービスに関するメ
ンタル・モデルを再評価させるような新しい状況
を作り出すことになる．インドで「5 番目の柱」
という非政府組織（NGO）が，賄賂を要求され
た時に差し出せるように，「私は賄賂を受領も供
与もしないことを約束します」と記したゼロ・ル
ピー紙幣を発行した．この時，ある官吏はおそら
く「そのお札をもらって非常に驚き，ある村に対
する電力供給に際して要求した賄賂の全てを返還
した」であろう．別の官吏は「立ち上がって，自
分がお金をゆすろうとしていた女性にお茶を出し
て，孫娘が大学に行けるようにローンを承認し
た」（Panth 2011, 21）．
　人間というのはプライベートでは，自分が観察
されている（あるいはそう思っている）時とは違
う行動をとるため，不透明な腐敗行為を公然の
行為に転換すれば，官吏が意図通りに自分の立
場を維持するよう社会的圧力を加えることがで
きるだろう．インドの NGO であるジャナーグ
ラハ（Janaagraha：民主主義の強化を目指す非
営利団体）が運営している ipaidabribe.com（“I 
paid a bribe”）という低コストのインターネッ
ト・プラットフォーム・イニシアティブのおかげ
で，市民は贈収賄を公表し汚名をきせ，賄賂を要
求する公務員に恥をかかせることが容易となっ
た．ただし，このようなソーシャル・メディア・
イニシアティブの影響に関しては評価を待たなけ
ればならない．新聞も腐敗行為を公表し，情報提
供によって市民が官吏をモニターできるようにす
ることができる．ウガンダでは，官吏による腐敗
があまりにも一般的で，地方の学校は受給権のあ
る中央政府からの補助金のうち，平均するとわず
か 24％しか受領していなかった．これは学校が
受領できるはずの実際の金額を新聞が報道し始め
たことで変わった．その結果，学校が受け取る
資金は平均すると受給権の 80％にまで増加した

（Reinikka and Svensson 2005）．
　長年にわたって抱かれていたメンタル・モデル
の頑固さを考えると，統治改革が本物であるとい
う確信を一般大衆にもたせるのは挑戦的かもしれ
ない．そこで，取り締まりが非常に目立ってい
るなら――特に法を超越していると広く信じら
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れていた政治的に有力な個人に対して，公然た
る取り締まり措置がとられているなら――，反腐
敗運動の方が成功する可能性がある（Rothstein 
2005）．実例として，グルジア政府が組織犯罪の
弾圧を決意した際，「スキー帽をかぶって重装備
したトラック一杯の警察官が，世間の注目を浴び
ていた犯罪のボスを検挙するところ」をテレビで
放送した（World Bank 2012, 15）．腐敗の削
減が容易に観察可能で，政府が「即効性」を得ら
れる分野を標的にすることに加えて，反腐敗に向
けた努力を宣伝するためのソーシャル・マーケ
ティングが，市民の支持を形成し，大衆の受け止
め方を変化させるもう１つの方法かもしれない

（Recanatini 2013）．グルジアでは，改革された
交通安全警官を宣伝する広報運動には次のような
ことが盛り込まれた．真新しい制服，警察署を透
明性を示唆するために開かれた多数の窓がある構
造へ改装，公務員を善人として描いたテレビ・コ
マーシャルなど（World Bank 2012）．グルジ
アにおける反腐敗へ向けた取り組みを説明した雑
誌記事の見出しの指摘によれば，このプロセス
は「精神革命」を盛り込んでいる（Economist 
2010）．違った見方をすることが違ったやり方を
するための重要な構成要素なのであろう．
　社会的レンズを通して見ると，腐敗に関する社
会規範を変化させるのは，単なる常軌を逸脱した
行動の抑圧ではなく集団行動の問題になってい
る（Mungiu-Pippidi 2013）．政治的な利害を共
有する官民の主体を統一して動員するために，社
会的行為連合を創設することが，ガーナやインド
のバンガロールで追求された有望な戦略の１つで
あった．参加について，目的の共有感，連帯感，
公然たる威信など非金銭的なインセンティブの供
与が，多種多様な利害との広範な連合を維持す
るためには特に重要な可能性がある（Johnston 
and Kpundeh 2004）．インターネットのおかげ
で分散した利害を組織化するのは容易になってい
るかもしれない．ブラジルでは，avaaz.org（国
際的な NGO）によるキャンペーンは 300 万人
の署名を集めて，犯罪歴をもつ人の立候補を阻止
する法案の成立を議会に迫った（Panth 2011）．
　本報告書が主張しているように，集団行動を推

進するのは単に利己的な個人にインセンティブを
供与する問題ではない．人々は本質的に協力し，
規範破りを罰するよう動機付けられている．事
実，実験による発見が示すところによると，「特
に当事者間でコミュニケーションがある場合に
は，社会規範は協調的な行動を生み出すことに関
して，外部から賦課された一連のルールやモニタ
リングおよび制裁のシステムと同じくらい，ない
しはほぼ同じくらいうまく機能することがある」

（Ostrom 2000）．したがって，腐敗との戦いを
願っている実務家は，清潔な政府という社会規範
を強調するキャンペーンを実験したいと願ってい
るのかもしれない．
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　考える時，われわれは一般的には自分で発明し
たわけではないが，コミュニティで共有されてい
る理解を反映した概念を使う．自分の周りのあら
ゆる人に共有されている世界観を反映していれ
ば，われわれはそのような意見に疑問を差し挟ま
ない傾向が強い．開発にとって重要な事例とし
て，子供に対して認知的刺激を供与する必要性を
人々がどう考えるかということについて検討して
みよう．多くの社会では，親は自分の役割は子供
を愛し，安全かつ健康に維持することにあると当
然視してはいても，幼い子供が広範な認知や言語
にかかわる刺激を必要としているとは考えていな
い．このような意見の「メンタル・モデル」が実
例として存在している 1．一部の社会では，親と
幼い子供が言葉でやり取りすることを禁じる規範
さえある（第 5 章参照）．この特定のメンタル・
モデルは甚大な結末をもたらし，貧困の世代間伝
達にさえつながることがある．

　メンタル・モデルは次のようなものを含んでい
る：カテゴリー，概念，アイデンティティ，原型，
紋切り型，因果的物語，世界観など 2．世界に関
するメンタル・モデルがなければ，人々は日常生
活のなかでほとんどの決定を下すことができなく
なるだろう．また，共有されているメンタル・モ
デルがなければ，多くの場合，人々は制度を発展

させ，集団行動問題を解決し，帰属感や連帯感を
感じ，互いに理解することが不可能であろう．メ
ンタル・モデルはしばしば共有されており，人間
の社会性を一因として発生してきているが（第 2
章），前章で議論した社会規範とは異なる．メン
タル・モデルは直接の社会的な圧力によって執行
される必要はなく，しばしば世界がどのように機
能しているかや，そのなかにおける自分の居場所
に関しての一般的な考えをとらえている．それと
は対照的に，社会規範は特定の行動に焦点を当て
ながら，社会的に執行される傾向にある．
　メンタル・モデルに関しては社会ごとに大きな
相違があるが，それには世界がどう機能している
かに関する認識の相違も含まれる．個人はメンタ
ル・モデルを適応させることができ，結果が期待
と不一致だとわかった時にはそれを更新すればよ
い．しかし，本章では次の点を説明したい．すな
わち，人は生活に破滅的な結末をもたらすメンタ
ル・モデルを保持し，自分の解釈を正当化するた
めに使い続けることがある．そのようなモデルや
解釈が明らかに間違っていてもである．人は複数
の，時には矛盾するメンタル・モデルを保持する
ことができる．周りの状況が特定の世界観の引き
金を引く時には，様々なメンタル・モデルを頼り
にする．
　メンタル・モデルは意思決定に影響するため，
開発にとっては重要である．多くの政策は人々の
決定――貯蓄・投資を行う，子供を学校に入学さ
せる，活動的な市民になる，正直になるなど――
を変えることに基づいているため，メンタル・モ
デルが個人の意思決定において果たす役割を理解
すれば，政策にとって新しい手段の可能性が見え
てくるだろう．同時に，設計や実施における潜在
的な問題を明らかにできる．開発介入策は人々が

C
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メンタル・モデルは人々が世の中の道理
を理解する――自分の置かれた環境を解
釈し，自分自身を理解するのを助ける．
メンタル・モデルにはカテゴリー，概念，
アイデンティティ，原型，紋切り型，因
果的物語，世界観などが含まれている．
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あるプログラムにどう反応するかに関して，政策
策定者が欠陥のあるメンタル・モデルを抱いてい
る場合，うまくいかないことがある．本章では経
済開発や政策の実施においてメンタル・モデルが
果たす役割の理解について，最近の進展に光を当
てる．
　本章の前半では，メンタル・モデルは開発に関
連する決定に影響を及ぼすが，その際の主な影響
の仕方について概要を検討する．メンタル・モデ
ルは制度の発展，企業の行動，認知パフォーマン
スに影響を及ぼす．本章では，かつては現下の状
況にうまく適応していた，あるいは政治勢力の分
布をかつてはうまく反映していたメンタル・モデ
ルが，それがもはや適応できていない，あるいは
そのモデルを創造した政治勢力そのものが変化し
た時に，どのようにして強固に保持されるのかを
説明する．その上で，本章では政策にとっての示
唆を検討する．
　制度とメンタル・モデルは密接に関係してい
る．メンタル・モデルの変化は時として制度の変
更を必要とすることがある．しかし，代替的な思
考方法や新しい手本――実生活で，フィクション
で，公開討論を通じて――にさらされると，メン
タル・モデルと投資や教育などといった行動に対
して重要な影響を及ぼすことがある．

メンタル・モデルはどこから生じるのか，な
ぜ重要なのか

　メンタル・モデルのなかには人間にとっては生
まれつきのように思えるものもある．例えば，人
間は「危険な動物」のカテゴリーに生まれつき当
てはまっている，ということを示唆する若干の証
拠がある．人がネズミを怖がるよう条件付けるの
は簡単であるが，幼児が木製品や布製カーテン
を怖がるように条件付けるのは不可能であろう

（Bregman 1934）．人間は生まれつき，特定の
物や近親相姦などの行動を気持が悪いと感じるよ
うにできているのかもしれない（Haidt 2012）．
他のメンタル・モデルは特異であり，当該の個人
にとって特殊な経験を通じて獲得されたものであ
る．多くのメンタル・モデルはある環境にとって

は特殊で，したがって，1 つの社会内では広く共
有されていても別の社会ではそうではない経験
から生まれてきている（Berger and Luckmann 
1966d; Zerubavel 1999）．
　メンタル・モデルは思考や行動を可能にする
とともに，それを制約もする．人々が使うメン
タル・モデルが手近の課題にうまく適応して
いれば，その人は得をする．すなわち「時間と
エネルギーが節約でき，反芻や疑念が削減さ
れ，重要なことをまったく失わずに済む」（Ross 
and Nisbett 1991, 77; Todd and Gigerenzer 
2000）．しかしメンタル・モデルは，現実世界と
は同調していないかもしれない．意思決定者が使
う情報量を著しく制限するかもしれず，そして不
正確な前提に立っているある状況の不確実な詳細
を詰め込ませる可能性がある．このようなことが
人々のグループに対して体系的に発生する場合，
メンタル・モデルは貧困を定着させる．
　例えばエチオピアでは，不遇な人々は心理的
な主体性が弱いように感じると時々報告してい
る．「私たちには夢も想像力もない」，「私たちは
今日を生きるだけだ」（Bernard, Dercon, and 
Taffesse 2011, 1）．彼らは自分たちの未来を変
えることはできないと思い込んでいて，その思い
込みが例えば投資の機会を認める能力を制約して
いるのかもしれない．2010 年にある研究者チー
ムが，そのようなメンタル・モデルを変えられる
かどうかの実験に着手した．エチオピアの人里離
れた村にラクダと四輪駆動車でビデオ機材を運び
込んだ．無作為に選んだ村人の一団に 1 時間に
わたる激励するビデオを見せた．それは，同地域
出身者が目標を設定し，注意深い選択をし，忍耐
強く，一生懸命働くことによって，社会経済的な
地位を改善していった，という 4 本のドキュメ
ンタリーであった．6 カ月後に実施された調査が
発見したところによれば，この措置で抱負が高
まり，行動に小さいけれども具体的な変化が生じ
た．ビデオを見た人々は総貯蓄を増やし，子供の
学校教育投資への資源配分を拡大した（Bernard 
and others 2014）．
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メンタル・モデルはどのように機能し，われ
われはそれをどのように使うのか

　ある一定時点では，潜在的には観察可能な数千
もの詳細があるが，われわれの観察力には限界が
ある．メンタル・モデルはわれわれが自分の関心
を向ける場所に影響を及ぼす 3．メンタル・モデ
ルはわれわれが相互作用する人々や直面する状況
に関して，標準的な前提を提供してくれる．その
結果，われわれは自分の前提に反する情報を無視
したり，自分のメンタル・モデルが正しそうだと
判断することに基づいて，欠如している情報を自
動的に補充したりする 4．
　Kahneman (2003) が強調し，第 1 章でも検
討したように，認識と自動思考のリンクには強い
ものがある．認識と自動思考はともに意味の構築
を含むものの，認識している人，あるいは自動思
考をしている人は，何かを構築していることには
気付いていない．当人は刺激ないし状況に客観的
に反応しているだけだと想像している．われわれ
は社会的な動物であるため，当人のメンタル・モ
デルはしばしば当然視されている信念や，自分が
そのなかで育った文化がもっている慣例を盛り
込んでいる．文化について考える 1 つの手段は，
それを認識や解釈のために広く共有されている一
連のツールとして見るというものである 5．その
ツールは相互に完全に整合的ではないかもしれな
い．つまり，本章で示すように，ある人は自分に
とって最もアクセスしやすいメンタル・モデル
が変化すると，違った行動を示す可能性がある

（Swidler 1986; DiMaggio 1997）．
　図 3.1 で例示されているように，状況に応じて
特定のメンタル・モデルが作動する．窓からは都
市街路の一部が見える．その人がどの窓から見晴
らす――その人が周辺の世界を解釈するのに使う
メンタル・モデルを表わす比喩的表現――のかに
応じて，風景の心象はまったく異なってくるだろ
う．仮にその人がどこか違う場所に立っていたと
しても，あるいは違ったメンタル・モデルを使っ
ていたとしても，景色が違ってくるということに
気付かないだろう．この図は第 1 章で紹介した
テーマ――個人は限られた情報に基づいて自動的
に結論に飛びつく――と，本章の主要な考え――

思考プロセス（第 1 章で検討した自動的思考と
熟慮の両方）は習得したメンタル・モデルに大き
く依存している――を例示している．
　移民の研究が示すところでは，メンタル・モデ
ルは世代から世代へと伝えられる．例えば，信頼
やジェンダー，妊娠，政府などは，典型的には人
が成長するにしたがって文化から学習する．社会
的学習プロセスでは，メンタル・モデルが世代間
で移転可能となる 6．ある社会の過去は，現在の
社会メンバーによってもたらされる機会に関する
考えや評価に影響する可能性があろう．

メンタル・モデルの起源
　証拠が示唆するところでは，歴史上の経験がメ
ンタル・モデルに，したがって，個人がどのよう
に世の中を理解して反応するかに，強烈な影響力
を及ぼす．その一例としては大西洋奴隷貿易の遺
産がある．奴隷は多くの時代と多くの社会におい
て普遍的であったが，大西洋奴隷貿易に関連した
奴隷制度にはとりわけ破壊的な特性があった．白
人の奴隷貿易業者のための仲介人には現地のアフ
リカ人が含まれていた．自分が奴隷として捕獲さ
れて売り飛ばされるのを回避するには鉄砲が，鉄
砲を買うにはお金が必要であった．資金獲得の主
たる方法はだれかを誘拐して奴隷として売り払う
ことだ．こうして大西洋奴隷貿易では兄と弟，首
長と臣下，判事と被告人などが互いに対抗し合っ
た．現在のアフリカの一部地域における相互不信
は，数世紀前における奴隷貿易の隆盛と関係があ
る．偶然の地理的な特徴のせいで奴隷貿易の影響
を受けやすかった地域では，現在でも相互信頼―
―見知らぬ人・友人・親族・制度などに対する信
頼――の水準が低い（Nunn 2008; Nunn and 
Wantchekon 2011）．
　地理や状況によって決定された歴史的な生産様
式もメンタル・モデルに影響する．家計内で生産
を調整する 1 つの方法としては，ジェンダー別
の分業という社会規範を使うことが考えられる．
所与の生産活動において一方のジェンダーの比較
優位を高める技術は，専門化の便益を高める．犂
( すき ) はそのような技術である．上半身の相当
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な強さを必要とするため，農業において男は大き
な比較優位を得た．その採用が，非農業分野にお
ける男女差別を維持するために今でも用いられて
いる社会規範の由来かもしれない．現在でも，遠
い過去において犂を使用する農業技術を使った民
族グループには，Alesina, Giuliano, and Nunn 
(2013) が示しているように，不平等なジェン
ダー規範やジェンダー別行動に関する厳格な規範
がある．人々がこのような社会を去っても規範は
執拗につきまとう．欧米に向かった移民の子供た
ちにも，母国の文化が犂の使用をベースとする農
業技術を使ったか否かに依存するジェンダー規範

がある．働く女性は，犂を使わなかった社会では
使った社会におけるよりも高く評価され，労働力
のなかでより大きなシェアを占めている．
　農業の生産様式は他の方法でもメンタル・モデ
ルに影響する．米の耕作には小麦の耕作よりも
チームによる専門化が必要となる．中国の米栽培
に適した地域の出身者はより集団的な見方をする
傾向があるのに対して，小麦栽培に適した地域の
出身者は他の要因を制御すれば，より個人主義的
な見方をする傾向がある（Talhelm and others 
2014）．
　現在の経済活動が協力によってより大きな利益

図3.1　われわれが何を認識し，それをどう解釈するかは，自分の周辺の世界をわれわれが見るフレームに依存している
人は客観的な経験ではなく，経験にかかわる自分の心象に反応する．心象を構築するに当たって，人々はメンタル・モ
デルが提供する解釈フレームを使う．アクセス可能なそのようなメンタル・モデルは複数あり，しかも相互に矛盾して
いるかもしれない．状況が特定のメンタル・モデルを作動させる．違ったメンタル・モデルを使えば，当人の周辺の世
界に関する心象を変化させることができる．
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をもたらす（例えば捕鯨に依存している場合，個
人や家族のレベルで行われる経済活動とは対照的
に大きなチームを必要とするからである）という
社会では，Henrich and others (2001) が示し
ているように，実験的なゲームにおいてより協調
的な行動をみせている．経済活動と社会的組織の
形態の結び付きは長らく認識されていたが，経済
活動が社会的相互作用に関する個人のメンタル・
モデルも形成する，ということを社会科学者が証
明したのはごく最近のことである．

制度とメンタル・モデルとの関係
　メンタル・モデルが開発に与える影響に関する
最良の証拠には，別の歴史的な制度の経験の中で
の変化は，他の要因を一定として，成長軌道を
変えるようであるということを示しているもの
もある（Guiso, Sapienza, and Zingales 2013; 
Nunn and Wantchekon 2011）．この研究の多
くは歴史的な制度が個人間の信頼に及ぼす影響に
焦点を当てている．膨大な証拠が強調しているの
は，自分の家族や社会グループ以外の人々に対す
る信頼は，経済成長と強い正の相関関係にあると
いうことだ 7．経済の効率性と成長は規模の経済
を獲得するために財・サービスの交換を必要とす
る．そのような交換には信頼が必要である．約束
通り支払いが受けられる，紛争は誠意をもって解
決される，あるいは解決されないなら，第三者が
介入して予測可能で公正な形でルールを適用する
などといった信頼である．ミクロ的な証拠は，信
頼がなければ当事者は責任の委任や特化にもっと
消極的になり，したがって，企業のなかで非効
率性を，一国のなかでは成長の低下をもたらし得
ることを示している（Bloom, Sadun, and Van 
Reenen 2012）．
　支配層に対する制約が弱いことが，時を経ても

驚くほど執拗に持続している国民所得の低さを
うまく説明できる原因である（Acemoglu and 
Robinson 2012）．そのような執拗さを説明する
標準的な議論は，富の不平等がルールを作るの
で，それが当初の富の不平等を保持する傾向にあ
るというものだ．しかし，社会科学者は長いこ
と，制度には「図式化の役割」もあると主張して
きている．制度は単なるルールではなく見方でも
ある 8．人々が自然だとして受け入れ，世界を解
釈する際に使うカテゴリーや概念を形作る．
　シエラレオネとインドにおける統治に関する
最近の研究はこの観点から解釈できる．シエラ
レオネでは，終身職として選出されている「大
首長」が村を統治している．大首長の地位を争
える人々は，イギリスの植民当局によって当初
認知された支配階級の出身者だけである．偶然
の歴史的な理由から，そのような家系の数は村
ごとに異なり，1 から 12 までの範囲となって
いる．支配家系の数が少なく，したがって政治
的な競争が少ない村にはいつでも悪い政府が組
閣され（特に土地所有権が不確実である），開
発成果がいつでも悪い（子供の健康・非農業雇
用・教育達成度などの水準が低い），というの
が Acemoglu, Reed, and Robinson (2013) の
発見であった．標準的な経済モデルの予測では，
支配層が少ない（したがって開発が遅れている）
村の人々は，支配層が多い（したがって総じて
統治の良い）村よりも，首長の権威に対する尊
敬心が薄く政府にあまり満足していない．しか
し，そのようなことはない．
　Acemoglu, Reed, and Robinson (2013) は，
人々に次の所説の片方あるいは両方に同意する
か，それともいずれにも同意しないかを質問し
た：(1) 市民としてわれわれは指導者の行為に疑
問を呈することに，もっと積極的でなければなら
ない．(2) わが国においては，今日，われわれは
権威をもっと尊重すべきである．
　支配層が少ない首長制は統治の悪さと相関関係
にあるが，第 2 の所説に同意する割合が高かっ
たことからみて，権威に対する尊敬心が高いと
いえる．著者たちが強調している 1 つの説明は，
人々はパトロンとクライアントの関係（親分と子

ほとんどのメンタル・モデルは共通の経
験を通じて社会のなかで出現してきた．
そしてそれは，世代を超えて伝わること
が可能である．たとえ機能不全に陥って
も持続し得る．
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分の関係）に入って，伝統的な権威の永続化に利
益を見出すようになるというものである．しか
し，インドのマハラシュトラ州における恩顧主義
の研究が示唆するところによると，寡頭的な制度
の正当性を高めるのにメンタル・モデルが一定
の役割を果たしている可能性がある（Anderson, 
Fraçois, and Kotwal 2014）．
　マハラシュトラ州では，すべての村に民主主義
のルールがあるものの，伝統的な地主カーストが
どれだけ土地を所有できるかは，歴史的な偶然に
よって村ごとに異なる．伝統的なカーストが支配
的な村では（同メンバーが少なくとも半分の土地
を所有している），他の村では起こらない恩顧主
義のシステムが優勢になっているようである．労
働者は支配的なカーストの地主に，保険と取引
ネットワークへのアクセスを交換条件に，自分の
投票を「売る」．票を売却するため，政治的な競
争は排除される．限定的な競争しかないシエラレ
オネの村とちょうど同じように，支配的な地主グ
ループがいるマハラシュトラ州では統治は悪い．
特に貧困層向けの国家プログラムの利用可能性は
75 – 100％も減少している．しかし調査は，低
カースト層は状況を満足できると考える傾向にあ
ることを示している．低カーストにおいて，村の
大地主を信頼できると答える人の数は，その村の
政府が大地主で占められていない村よりも，政府
が地主で占められている村の方が 14% 多かった．
次のようなことがあり得るのかもしれない．すな
わち，伝統的な寡頭制の村では，個人はあまり期
待せず，期待通りのものを入手し，したがって，
みずからのことを不公正な扱いは受けていないと
考えている．Ribot (2009, 125) が指摘している
ように，「正当性は権力にしたがう」．しかし，そ
れは提供されたサービスよりも世界観に関係する
理由からであろう．
　インドにおける最近の実験を受けて，認識の形
成における制度の力について解明が進んでいる．
実験では，コミュニティにおける社会的な相互作
用のせいで，そこのメンバーは互いに有益な協力
の機会を見過ごしたり，確保できなかったりする
のかどうかを探求した．この問題を探求するた
め，著者たちは公共財ゲームの変種を発明して，

公共財に最低限の拠出を求めるルールに関して投
票する機会を匿名のプレーヤーたちに提供した

（Hoff, Somanathan, and Strimling 2014）．必
要とされる拠出額が高いほど（考えられる最高限
度の水準まで），各人の儲けも高くなる．必要な
拠出金をどこまで引き上げるかは村ごとに違って
いた．社会的な包容性が低く信頼も低い村ほど，
拠出金について低水準のルールを設定した．
　協力に影響するかもしれない村の特性に関して
独立的な情報を得るために，著者たちは被験者が
住んでいた村で調査を実施した．回答者は被験者
と親戚関係にはなかった．にもかかわらず，調査
でみた村における協力と信頼の状況に基づけば，
実験への協力が予測された．包容性が高い村（例
えばさまざまな社会グループがお祭りを一緒に集
団的に祝った村）や信頼と安心感も高い村（例え
ば自転車は鍵をかけずに放置しておけると回答し
た村）に加えて，政府プログラムから利益を享
受したと感じている回答者がいた村は，公共財
のルールを最も高く設定した．このような発見
は次のような発見をした Guiso, Sapienza, and 
Zingales (2013) とも整合性がある．すなわち，
集団行動を通じて結果を改善できる可能性を認識
できる能力は歴史が形成する．
　メンタル・モデルは，個人が新しい機会に適応
する能力を制限するような信念を作り出すことが
ある．アメリカ南部における名誉という文化は，

「私に悪いことをすれば，あなたを罰する」とい
う感情と関連がある．紛争に対するこのような文
化的な反応は，財産保護に関して中央集権的な
手段のない環境下で適合化したものかもしれな
い．そこでは些細なことでも罰する，という人々
の積極性が窃盗を抑制するのに重要であった．実
験の示唆では，このような文化では人を侮辱する
と，コルチゾール（ストレス・ホルモン）やテス
トステロン（攻撃性ホルモン）の水準が急増し
て，懲罰衝動の引き金が引かれる．一方，名誉の
文化がないコミュニティ出身者の間では，その
ような反応を喚起することはない（Cohen and 
others 1996）．多分，驚くべきことではないだ
ろうが，名誉の文化は個人が協調的な取り決めを
構築する能力を阻害している．このような文化に
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おいては，調整に誤りが発生した場合，傷付いた
当事者は協力を撤回するだろう．そうなると，さ
らなる調整不足や誤解，したがって協調的行動の
崩壊につながることがある（Brooks, Hoff, and 
Pandey 2014）．

アイデンティティが顕著化されることの効果
　人の自己像は複数のアイデンティティ（つまり
複数のメンタル・モデル）で構成されており，そ
れぞれが行動を導くさまざまな規範と関連して
いる（Turner 1985）．メンタル・モデルが行動
に及ぼす影響力をテストする 1 つの方法として，
メンタル・モデルの顕著性を操作する実験があ
る．
　スイスのチューリッヒの重警備刑務所における
研究で，各人の犯罪に関するアイデンティティ
の顕著性を高めると当人の不正直さが高まるこ
とがわかった（Cohn, Maréchal, Noll 2013）．
囚人は 10 個のコイン投げ結果を報告するよう密
かに頼まれた．「表」になったコインはもらえる
が，「裏」が出たコインは返すという約束であっ
た．コインを投げる前に，囚人は調査用紙に記入
した．囚人は無作為に，囚人のアイデンティティ
を尋ねる質問を含んだものか，含んでいないもの
かのいずれかの調査用紙を受領した．自分を囚人
と考えるよう強要されたグループでは，より多く
の被験者がごまかした（図 3.2 のパネル b）．意
思決定の状況はまったく同じで，事前に抱いてい
た一連の思考が質問票によって変化しただけなの
で，文脈が被験者による選択肢評価の仕方を変え
させたことは明らかである．ごまかしが，犯罪ア
イデンティティ・グループでは制御グループより
も 60％も多くなった．
　追跡実験でその理由が解明された．実験では再
び「犯罪アイデンティティ」調査が 1 つのグルー
プに，制御調査がもう 1 つのグループに無作為
に割り当てられた．調査終了後，囚人は最初の文
字が，例えば“pol”で始まる単語を完成するよ
う求められた．犯罪アイデンティティ・グループ
の囚人は“politics”など犯罪と無関係な単語を
選ぶよりも，“police”など犯罪関連の単語を完

成させる割合がほぼ 2 倍と高くなった．単語完
成ゲームの結果が示しているのは，犯罪アイデン
ティティ調査によって犯罪関連思考に対するメン
タルなアクセスのしやすさが高められたというこ
とである．この結果は次のような解釈を支持して
いる．すなわち，チューリッヒのコイン投げゲー
ムに参加した人々は，犯罪アイデンティティが心
のなかでより目立つ状況によっていっそう不正直
にさせられたのである．重要なのは，この影響は
犯罪アイデンティティを有する人々に固有だとい
うことである．参加者を一般人のなかから抽出し
た場合，類似の効果は発生しなかった．
　実績とアイデンティティに関する調査が示すと
ころでは，周囲の状況にも，学習や努力をする能
力と動機に影響を与え，人的資本形成に大きな効
果をもたらす潜在性がある．周囲の状況は，ある
人が何をすることができて何を達成すべきかにつ
いて，信念の引き金を引くようである．インドの
カーストに関するある実験は，置かれた状況はパ
フォーマンスに重要な影響を与え得ることを見出
している．
　その実験では，カーストの顕著性を操作する
ことで，児童の学業成績に及ぼす効果が評価さ
れた（Hoff and Pandey 2006, 2014）9．カー
ストのアイデンティティが明らかにされないと
いう制御条件下では，低カーストに属する少年
は高カーストに属する少年とまったく同じよう
に迷路パズルを解くことが示された．しかし，
カーストが混交したグループでカーストを公表
すると，低カースト少年の成績は低下し，迷路
パズルの正解総数について（個人的な特性を制
御しても），高カースト少年に 23％の差を付け
られた（図 3.3）．ここでは，（カーストの公表
によって）社会的アイデンティティが強要され
たという状況が成績に影響を及ぼした．分離さ
れたグループでカーストが明らかにされた場合，
高カーストに属する少年の成績も下がった．な
ぜだろうか？　分離が，すなわち高カースト特
権の証が権利意識を喚起し，高カースト少年が
好成績を達成する必要性をあまり感じなくなっ
たのであれば，カーストを顕著化したことが，

「なんで頑張るの？」と高カーストに属する少年
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に感じさせる原因になったといえるだろう．一
方，低カースト少年は「優秀にはなれない，あ
るいはあえてそうしない」と感じるだろう 10．

メンタル・モデルの耐久力
　メンタル・モデルの力と執拗な持続性は，ネル
ソン・マンデラがスーダンからエチオピアに飛行
した際のことについて述べた物語のなかで見事
に把握されている（Mandela 1995, 292）．パイ
ロットが黒人だと気が付いた時，彼は次のように
心配し始めた．

ハルツームに立ち寄って，アディスに向かう
エチオピア航空機に乗り換えた．私はそこで
むしろ奇妙な感動を経験した．搭乗していた
際にパイロットが黒人なのを見た．それまで
黒人パイロットを見たことがなかったため，
見た瞬間に私はパニックを抑えなければなら
なかった．黒人が飛行機を操縦できるのだろ
うか？

　メンタル・モデルは有用性よりも長生きする，
というよりも，最初から有用でなかったにもかか
わらず，まさに持続する可能性がある．もはや役
に立っていないメンタル・モデルを放棄すること
に，われわれは苦労している．大西洋奴隷貿易
やそれが引き起こした現地制度の膨大な破壊は
100 年以上前に終わっている．奴隷として売り
飛ばされるリスクにさらされている人は今やほと
んどいない．なぜ人々はメンタル・モデルを変更
して，今や危険は過ぎ去ったのだから，もっと安
心していることができないのだろうか？
　標準的な経済モデルでは，メンタル・モデルと
現実の間についてここで述べたような不一致の多
くは持続しないことになっている．人々は何が機
能し何が機能しないかに関しては，自分の経験か
ら推測する．その考えが結果と整合しなければ，
標準的な経済モデルのなかの意思決定者は，新し
い情報を観察しながら自分の考えを修正する（第
1 章の図 1.2 パネル a）．それとは対照的に，「心
理的・社会的・文化的な主体」が見るものと，そ

a．犯罪アイデンティティを顕著化しない場合

b．犯罪アイデンティティを顕著化した場合

囚人は 10 個のコイン投げ結果を報告するよう密かに頼まれた．
「表」になったコインはもらえると約束された．パネル a は犯罪
に関するアイデンティティが顕著化されていない場合に，囚人
が 10 回のコイン投げのうち表が出たと報告した回数の分布を
示す．パネル b は犯罪に関するアイデンティティが顕著化され
た場合に，囚人が表が出たと報告した回数の分布を示す．両方
の図において，青色の曲線はもし各自が自分のコイン投げの結
果を正直に報告した場合に期待される表の回数の分布を描いて
いる．両図において，実際に報告された分布は正直な行動の予
測値よりも表の回数が多い方向に歪んでいる．しかし，犯罪ア
イデンティティ処置グループの分布の方が，それが顕著化され
なかったグループの分布と比べて表の回数が多い（儲けが多く
なる）方向にシフトしている．

出所：Cohn, Maréchal, Noll 2013．

図3.2　犯罪のアイデンティティを顕著にすると囚人はより一層不誠
実になった
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れから当人が引き出す推論そのものはその人のメ
ンタル・モデルから影響を受ける．その結果，わ
れわれは Hoff and Stiglitz (2010) が「均衡フィ
クション」として描いている世界に住むことがで
きる．人種あるいはジェンダーを基にした階層制
は，基本的な相違はまったく存在しないにもかか
わらず，その考えを支える生産性格差を生む形
で，自信に影響することがある．
　以下で検討するように，4 つの一般的な要因に
よって，人々にとって有益でないメンタル・モデ
ルの耐久力を説明することができる．

注意と認識
　メンタル・モデルは人々が認識し，注意を払
い，記憶から思い出すことに影響を及ぼす．例え
ば，もし人々が指導者は信頼できないと継続的に
感じているならば，その認識は裏切りに警戒して
いなければならないというメンタル・モデルを補
強するだろう．それに気付くことなく，人々は自
分のメンタル・モデルと整合的な標準的な前提に
基づいて，情報ギャップを補填する傾向がある．
人々は，人や物が割り振られているカテゴリーに
整合しないと思われる人や物に関する情報を再解
釈することさえある．そうすればその情報は同じ
カテゴリーに当てはまるようになるかもしれない

（Baldwin 1992）．

ある種の信念は社会のレベルでテストする必要性
がある

　信念――例えば女性には政治指導者になる能力
がない――のなかには，個人のレベルではテスト
できないものがある．代替的な世界を経験するこ
とによって，信念を一緒にテストする臨界質量が
社会のなかになければならない．つまり，テスト
には大勢の人々に古い信念に疑問を抱かせるよう
な事件が必要となる．
　例えば，社会において信頼を支える要因の 1
つは，他人の信頼につけ込むことを禁じる規範で
あろう．他人が信頼できるかどうかに関する信念
は，親が他人を信頼するよう子供に教えるかどう
かに影響する．その結果，他人が信頼できるか否
かに関するメンタル・モデルは世代を超えて伝達
され，当初の信念は補強され，したがって決し
て広範囲にテストされることはなかった（Frank 
1997; Tabellini 2008）．

信念の罠
　人々が今日もっている信念は，その信念を明日
テストするのを妨げる選択につながるかもしれな
い．信頼の事例においては，どうしてそうなるか
は理解が容易である．もし見知らぬ人を信頼した
り，銀行にお金を預けたりすることがリスキーだ
と考えるなら，その人は金融仲介者を使うことに
消極的であろう．仮に仲介業者を使ったとすれ
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インドの村出身の高カースト少年も低カースト少年も，カース
ト・アイデンティティの顕著性が異なるグループに無作為に割
り振られた．カーストが明らかにされなかった場合，高カース
トと低カーストの少年たちは迷路パズルを解くことにおいて，
統計的に見分けがつかなかった．カーストが入り混じった教室
でカーストを明らかにし場合には，低カースト少年の成績は下
がった．しかし，カースト別に分離された教室で――高カース
ト特権の証――カーストを公表すると，高カーストと低カース
ト両方の少年の成績が下がり，両者はやはり統計的に見分けが
つかなかった．

出所：Hoff and Pandey 2014．

図3.3　恥辱，あるいは特権を付与されているアイデンティティを明ら
かにすることは，生徒の成績に影響をおよぼす
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ば，彼らに置いた信頼が正当化されたことを発見
し，十分な良い経験を経た後で，人々は自分の信
念を修正するだろう．しかし，信念をテストする
潜在的なコストは（人々の考えでは）あまりにも
高いかもしれない．例えば，イタリアの信頼が高
い地域に居住している人々は，小切手・貯蓄勘
定・金融商品・正式な信用（現金ではなく）など
といった銀行サービスを利用している（Guiso, 
Sapienza, Zingales 2013）．信頼の低い地域の
人々は銀行サービスをあまり利用しない．そのた
め銀行サービスが安全になった時でも，自分の信
念を更新する機会が奪われている．例えば，女性
性器切除の慣習は多くの社会規範や信念によって
支持されている．それには，一部のグループにお
ける，それは受胎を高めるとか，自然状態で女性
性器に接触することは有害である，ないしは致
死的であるとの信念が含まれる（Mackie 1996; 
WHO 1999; Gollaher 2000）．人々がこのよう
な信念を抱いている場合，それをテストするには
勇敢な心が必要であろう．一部の諸国では，母親
は病気の新生児を歯医者に連れて行く．歯医者は
危険ないし致死的とさえ考えられている「義歯」
からの汚染を回避するために，鋭い金属棒で未発
達の乳歯を掘り出す（Borrell 2012）．親にこの
信念をテストするよう要求するのは酷であろう．

イデオロギーと確証バイアス
　信念があると，人はその足を引っ張りがちな観
察を無視，抑圧，あるいは忘れるようにする．確
証バイアスは第 1 章で検討したように，自分の
信念を支えてくれる情報を探して利用する傾向の
ことである．もしこのバイアスが十分強ければ，
代わりの仮説を支持する証拠がどれほどあろうと
も，誤った仮説が放棄されないということがあり
得る（Rabin and Schrag 1999）．特定の現象に
関する概念が欠如していると，人は現実のパター
ンを識別できない，あるいは不完全にしか識別で
きない．例えば，自分の属する社会において概念
が存在する以前にセクハラを受けた女性は，その
経験を正しく理解できない，あるいは他人にわか
るようには伝達できないだろう．問題は「社会的
解釈という共有のツールにかかわるギャップに起

因している」（Fricker 2007, 6）．第 10 章には
次のような実験的な証拠が提示されている．それ
は，通常なら数値問題の解決に長けている人でも
――開発の専門家を含む――，データに含まれる
意味が自分のメンタル・モデルと矛盾する場合に
は，データの正確な解釈に苦闘するというもの
だ．一般的な点として次のように言うことができ
る．つまり，メンタル・モデルは心象を構築する
ためのツールにすぎないため，それが不適切であ
れば，あるパターンを正確に認識し伝達するわれ
われの能力は制限されてしまう．
　適切なメンタル・モデルの欠如は学習を阻害す
ることもある．マラウイにおける実験で，新農
業技術を伝達しようとしていた女性農民は，男
性と同じ知識基盤を身に付けていたのに，一貫
して男性よりも知識が劣るとみられていた（Ben 
Yishay and Mobarak 2014）．インドのある実
験では，男性と論争している女性は，等しく明
晰，賢明，信頼できるとみられていたにもかかわ
らず，相手の男性よりも説得力に欠けているとさ
れていた（Hoff, Rahman, and Rao 2014）．こ
の発見は Fricker (2007) が「認知的不正義」と
呼んでいるものの実例である．これは当人の社会
的アイデンティティのゆえに，知識源としての当
人に対して差別が行われているということであ
る．諸グループ間における力と威信の歴史的な分
布はその信頼性の認識に影響し，したがってこの
ような不公正を永続化し得る．

メンタル・モデルと意思決定が行われる状況
との一致を改善するための政策

　メンタル・モデルは制度（カーストやジェン
ダーの役割など）と密接な関係があるため，モデ
ルを変えるプロセスはむずかしくなっている．自
助グループ・プログラムなど一部のプログラム
は，制度とメンタル・モデルを同時に変えようと
している．それは経済的依存やその他の形の依存
を引下げて，世界観を拡張しようとしている．他
の政策は制度だけの変化を試みており，その介入
策が間接的効果としてメンタル・モデルを変化さ
せるだろうと期待している．さらに，メンタル・
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モデルだけを対象にしている別の他の政策もあ
る．本節では後の方の 2 種類の政策を検討する．

制度を変更する
　メンタル・モデルを変えるために制度を変える
政策の可能性を実験している実例は，インドの西
ベンガル州における女性のための政治的な差別是
正措置にみられる．この政策のおかげで女性が初
めてリーダーになった村もなかにはある．女性指
導者の経験がわずか 7 年間だったにもかかわら
ず，指導的なポジションに就いた女性の評価につ
いて男性側の偏見は削減された．しかし，男性は
女性リーダーよりも男性リーダーを依然として選
好していた．ただし，あるリーダーの実績を評価
してみたところ，ジェンダーはもはや偏見の大き
な原因ではなくなっていた．7 年間にわたって女
性リーダーをみてきたおかげで，十代の娘に対す
る親の期待も，娘の自分自身に対する期待も高ま
り，学校教育におけるジェンダー格差の若干の縮
小にもつながった（Beaman and others 2009, 
2012）．この証拠は，メンタル・モデルの変化が
行動の変化を引き起こしている，ということを示
唆している．
　しかし，相互作用の変化――政治的な是正措置
やその他の政策によって生み出された――が態度
について肯定的な変化につながるのは，特定の状
況下においてだけである．もし否定的な固定観念
が極めて強い認識を形成しているなら，相互作用
は単に否定的な固定観念を補強して，政策につい
て期待されている効果の足を引っ張るだろう．イ
ンドの村政府における低カースト層向けの政治的
是正措置の研究では，地方の村政府の管轄下にあ
る小学校では，高カースト教員の無断欠勤が増加
すると同時に生徒の成績が低下したことを示す証
拠が見出されている（Pandey 2010）．高カース
ト教員が低カースト層の地位変更の試みを基本的
にボイコットしたということである．

メディアを通じてメンタル・モデルを変更する
　連続ドラマなどの作り話にさらされていると，
メンタル・モデルが変わることがある（娯楽教育
に関するスポットライト 2 を参照）．例えば，出

生率の低い社会を体験していない人々が，子供が
少ない家庭に関する人気のある連続メロドラマを
常時見ていた結果として，出生率が低下した事例
がある（Jensen and Oster 2009; La Ferrara, 
Chong, and Duryea 2012）．ブラジルでは，連
続ドラマ――社会変化をもたらすために小規模家
族の連続メロドラマが故意に創作された――に長
期にわたってさらされていることで，直接的に
大きな影響がみられた．TV ドラマにアクセスで
きるようになってから 1 年経過すると，ブラジ
ル中の自治体では出生率が一斉に低下したので
ある．ある年に放送されたドラマのうち，最低
どれか 1 つに登場した女性の主役に年齢が近い
層で特に落ち込みが大きかったが，それはお手本
効果と整合的である．低下幅は女性向け教育が
2 年間延長された場合に比肩するものであった．
35 – 44 歳の女性についてみると，中位出生率の
11％もの低下に相当する．

教育方法と早期児童介入策を通じてメンタル・モ
デルを変更する

　政策がメンタル・モデルに影響を与えられる有
望な領域は早期教育である．小学校での活動は子
供たちにとっては形成的な経験である．この経験
は人々が成人として保有するメンタル・モデルを
形作ることができる．得られている若干の証拠
は，子供たちが相互作用して教室での議論に関与
するという「水平的授業システム」は重要な学習
ツールであって信頼レベルを高める，ということ
を示している．この種の証拠は新しい政策の選択
肢を示唆している．授業戦略の変更――伝統的
に機械的学習や暗記に大きく依存してきた教育
制度に，より多くのグループ学習プロジェクト
を盛り込む――は，社会資本を改善するための有
望なルートかもしれない（Algan, Cahuc, and 
Schleifer 2013）．
　子供たちの間で信頼を高めることを目的とした
介入策の長期的な効果に関する洞察は，モントリ
オールにおける実験から得られる．これは恵まれ
ない破壊的な性格の子供たちに，協調的な子供
たちとの一連の役割演技作業を通じて，自制や
社会的スキルを修得させようとしたものである
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（Algan, Beasley, and others 2013）．このプロ
グラムは幼稚園で最も破壊的な性格の男子――最
も攻撃的で，自制に最大の問題を抱えた子供たち
――を対象としたものである．破壊的な少年たち
は処置グループか，特別な支援を受けない制御グ
ループのいずれかに無作為に割り振られる．幼稚
園児としては破壊的でなかった少年たちを代表
するグループだけでなく，この 2 つのグループ
に関して 20 年間以上にわたりデータが収集され
た．処置グループの少年たちは若者として，信頼
心と自制心をもっていることがわかった．また，
成人してからも著しく良好な成果を示した．そ
れには図 3.4 のパネル a で示されているように，
中等学校の修了率の大幅な上昇が含まれる．（自
制だけでなく）信頼の増大が，成人になってから
の実績改善の要因になったようである．図 3.4 の
パネル b は信頼の水準――信頼水準に関して尋
ねた多くの質問の平均値として測定――を示した
ものである．これは制御グループと非破壊的な
グループ（10 – 13 歳）のもので，変数は制御グ
ループの中位数がゼロになるように正規化されて
いる．非破壊的なグループと処置をしていない破
壊グループの差異は標準偏差 0.29 である．処置
によって格差は約 50％削減された．得られた証
拠は，信頼水準が高いほど，当初破壊的だった子
供と非破壊的だった子供の達成度の格差は縮小す
ることを示唆している．
　政策介入は，人々を代替的な経験や思考方法，
メンタル・モデルを拡張する模範的な人物に触れ
させることができるだろう．それによって，当初
の考え（女性リーダーなど）の拡張，信頼の改
善，集団行動の奨励，そして投資の増加がもたら
され得るだろう．

結論
　人々は自分の周辺の世界を理解するためにメン
タル・モデルを使う．ほとんどのメンタル・モデ
ルは，ある社会において共有された経験を通じて
出現してきており，世代を超えて後世に引き継が
れ得る．個人やコミュニティにとって否定的な効
果をもたらす場合でさえ持続し得る．メンタル・

モデルは略奪的な統治制度と有益な集団行動の展
望の両方に影響を与える．政策介入はメンタル・
モデルを変える経験に人々をさらす可能性があ
る．
　多くの証拠が，開発にとって重要な領域でもメ
ンタル・モデルが役割を演じていることを証明し
ている．本章ではそのうちの若干の事例だけを検
討した．その他のことはこれ以降の章で扱うが，
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年齢 7 – 9 歳の破壊的な性格の少年を対象に役割演技の介入を
行ったところ，破壊的少年と非破壊的少年の中等学校修了率の
格差が半分以下に削減された．

出所：Algan, Beasley, and others 2013．
注：グラフの信頼水準は，信頼に関するいくつかの多種多様な質問に
対する正規化された――制御グループの中位数をゼロに設定した――
回答の平均である．

図3.4　破壊的な性格の子供たちの信頼に関係したメンタル・モデ
ルの変更で，成人になってからの結果が改善した
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それには児童開発のメンタル・モデル（第 5 章），
金銭問題のための「心の会計」（第 6 章），生産
性と技術のメンタル・モデル（第 7 章），健康の
メンタル・モデル（第 8 章），気候変動のメンタ
ル・モデル（第 9 章）が含まれる．

　歴史家は，現代世界の台頭を，宇宙がどのよう
に機能しているかについてのメンタル・モデルの
変化に帰している．神の気紛れではなく普遍的な
物理の法則の下で生きているという信念に移るこ
とで，人々は手工芸から大量生産技術に移行する
ことが可能になった（例えば Mokyr 2013 を参
照）．啓蒙主義は経済構造に抜本的な変化をもた
らしたメンタル・モデルの変更を代表していて，
それが今度は現代世界の創造を助ける社会的パ
ターンの大規模な変化をもたらした．
　経済的および政治的な潮流がメンタル・モデ
ルに影響を与えるが，メンタル・モデルは自動
的に心に浮かぶ注意や認識，解釈，連想を形成
することによって，独立的な影響力を開発に及
ぼし得る．本章ではメンタル・モデルに焦点を
当てることが，どのようにして政策当局者に開
発を促進するための新たなツールを提供し，ま
た標準的な経済学の前提に基づく政策がなぜ失
敗するのかについて新たな理解につながり得る
ことが示されている．

注
1． メンタル・モデルという用語を使用するに

当たって，本報告書は Arthur Denzau and 
Douglass North (1994) と Elinor Ostrom 
(2005) の使用法にしたがっている．心理学，

社会学，人類学，および政治学では関連し
た概念が使われており，それにはスキーマ
や認知フレームが含まれる（Markus 1977; 
DiMaggio 1997）．

2． 行動経済学で大きな関心を集めているカテゴ
リーというもの――メンタル・モデルのこと
――の単純な実例は心の会計である．経済学
者はこの用語を使って，意思決定の成果に影
響する情報を使ったり捨てたりしながら，個
人がどのようにして決断を下すのかを説明し
ている（Thaler 1999）．

3． メンタル・モデルのこの効果は利用可能性
ヒューリスティックをもたらす．ヒューリス
ティックは判断をすべての情報を適切に利用
するよりも，即座に念頭に浮かぶ情報やシナ
リオをベースにすることに帰結する．簡単な
実例をあげれば，英語圏のほとんどの人は尋
ねられると，ing で終わる 7 文字単語は 6 番
の文字が n の 7 文字単語よりも一般的だと答
える．前者のカテゴリーは後者の部分集合で
あるにもかかわらずにである．この一般的な
誤りは英語を話す人にとっては，なじみ深い
カテゴリーとして ing で終わる単語が多いこ
とから生じている．

4． これはプロトタイプ・ヒューリステックと
呼ばれている．例えば，それでミシガン州
のデトロイト市における年間の推定殺人件
数（中位数）が，ミシガン州全体の推定殺人
件数の 2 倍の高さであることが説明できる

（Kahneman and Frederick 2002）．デトロ
イトは暴力で有名だがミシガン州全体ではそ
うではない．

5． 長年にわたって，「文化」という用語につい
ては何百という定義があった．多くの経済学
者はこの用語を，個人の価値観がグループの
なかで広く共有されているという意味で用い
ているのに対して，今日，多くの人類学者と
社会学者は利用の背景にある，ある社会には
広く共有されている議論の余地がない価値観
があるという前提を受け入れていない．そう
ではなく，人類学と社会学における文化の支
配的な定義は，ルールや規範，行動，儀式

政策介入は，人々を代替的な経験や思考
方法，メンタル・モデルを拡張する模範
的な人物に触れさせることができるだろ
う．それによって，原型（女性リーダー
など）の拡張，信頼の改善，集団行動の
奨励，そして投資の増加がもたられ得る
だろう．
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によって維持・育まれているメンタル・モ
デル（あるいはスキーマ）の集合体である

（Swidler 1986; DiMaggio 1997）．多くの社
会科学者は人類学や社会学，認知科学の研究
に依拠して，文化というのは価値観（行為の
目的）の代わりに，あるいはそれに加えて，
メンタル・ツール（世界を解釈する方法）で
構成されている，とする認知的アプローチに
魅力を感じている．例えば下記を参照：Rao 
and Walton (2004); North (2005); Grief 
(2006); Rao (2008); Nunn (2012); Gauri, 
Woolcock, and Desai (2013); Mokyr 
(2013)．

6． Nunn and Wantchekon (2011); Fernández 
and Fogli (2009); Algan and Cahuc (2010)．

7． Algan and Cahuc (2013) でレビューされて
いる，Knack and Keefer (1997) の業績から
生じている膨大な文献を参照．

8． 例えば Douglas (1986) や Fourcade (2011)
を参照．

9． 文化やアイデンティティが学習に及ぼす効果
を特定するのに非常に適しているカースト制
度の特徴は，カースト・カテゴリーの意味が
疑われていないという点にある．カースト
制度は閉鎖的な秩序であり，地位は生まれに
よって固定されている．高カースト層は低
カースト層と比べて，社会的にも，知的にも
あらゆる面で優れているものと考えられてい
る．かつてカースト秩序の底辺にある人々
は「不可触賤民」と呼ばれた．多分，カース
トに関して最も重要な事実は，それが次のよ
うに社会的分離を強調していることだろう：

「村における個々の，あるいは諸グループ別
のカーストの隔離は，市民の特権と無能力
にかかわる最も自明な証であった」（Jodhka 
2002, 1815）．現在，不可触賤民の身分は違
法であり，新しい社会秩序の証拠はすべての
学童の目に，低カースト層の政治的プロセス
への幅広い参加を奨励する措置で明らかと
なっている．にもかかわらず，子供たちは依
然として，みずからの経験としてカーストや
隔離，不可触賤民の身分といった伝統的な秩

序に遭遇する可能性がある．子供たちは，そ
のことを寓話で学習したり，低カースト層の
なかから社会的に上方に移った人々に対して
残存する，差別や侮辱，虐待を見聞きしたり
する．

10． Steele and Aronson (1995) は， 知 的 に 劣
るものとして固定観念化されたアイデンティ
ティの合図が，認知パフォーマンスを阻害す
る力になっているとした独創的な業績であ
る．本章での主張は次の通りである．アイデ
ンティティの合図は権利意識ないし特定の社
会的役割を作動させることによって，遂行能
力だけでなく，努力を払うという選好にも影
響を及ぼす．
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Spotlight 2
娯楽教育

　メディアにさらされていれば，持続的な変化の
源泉や開発を促進する手段が提供されるのだろう
か？　これまでの証拠は限定的だが有望そうであ
る．マスメディアを教育的な娯楽に利用すれば，
個人視聴者のメンタル・モデルだけでなく，集団
行動に向かう環境を生み出す幅広い社会によって
受け入れられているメンタル・モデルに影響を及
ぼす機会が生まれる．以下のリンク先は娯楽教育
がどのように機能するかについての実例を示して
いる．

• 「スキャンダル！」という南アフリカの連続
メロドラマにはギャンブルに関係したものも
含めて金融に関するメッセージが盛り込まれ
ている：https://www.youtube.com/watc
h?v=ys5eSxTetF4&noredirect=1

• 「16 歳で妊娠」という十代の妊娠に関するア
メリカの現実的な TV 番組：http://www.
mtv.com/shows/16_and_pregnant/

• 「シュガ」という HIV/ エイズと性暴力に
関 す る ア フ リ カ の ド ラ マ：http://www.
youtube.com/watch?v=pI8_P_h89R8

娯楽教育の背景にある理論
　娯楽教育（EE）という用語は，視聴者にとっ
て教育的なメッセージ，ないし価値ある情報を盛
り込んだ娯楽メディアを指す．これはある問題に
関して視聴者の知識を増やす，好ましい態度を
教える，表立った行動を変化させることなどを
目指すものである（Singhal and Rogers 2002; 
Moyer-Gusé 2008）．娯楽教育の理論的な基盤
は，通常は社会的認知理論のパイオニアであるア
ルバート・バンデューラという心理学者にまで遡
る（Bandura 1977, 1986）．Bandura は次のこ
とを示した．すなわち，テレビで暴力シーンを

見た子供たちは，中立的な内容のものを見た子
供たちよりも攻撃的な行動をみせた（Bandura, 
Ross, and Ross 1963）．Bandura の研究によれ
ば，人々は他人の結果としての行動を観察して，
行動のパターンだけでなく，行動が意味するもの
に関する認知フレームワークも修得する．
　娯楽教育に関するほとんどの研究は，ドラマや
連続メロドラマなど語りに焦点を当ててきてい
る．語りないし物語の形式は「報奨」を経験す
る肯定的な手本と，「罰」を受ける否定的な手本
を見せることによって，視聴者が考えを変えるの
を後押しすることができる（Slater and Rouner 
2002; Bandura 2004）．物語のなかで徐々に否
定的な行動から肯定的な行動に変わっていく 3
番目の手本――過渡的な性格――も，重要かもし
れない（Sabido 2002）1．EE からのこのような
構成を用いている語りは，視聴者が変化のプロセ
スをたどるのを手助けし，行動の変化を円滑化す
ることができる．それには望ましい人物との連携
を通じて，自分の能力に対する自信（自己効力
感）を発達させることが含まれる．
　娯楽教育は人々が物語に飲み込まれたり，自分
が登場人物の 1 人であるかのように物語を経験
していたりする場合には，特に効果的である．物
語に没頭している時には批判的でも防衛的でも
なくなり，説得に応じやすくなる（Green and 
Brock 2000; Slater and Rouner 2002）．特定
人物との同一視も同じように作用する．つまり，
暫定的な自己喪失と登場人物の視点の採用を伴
う．同一視は反論と両立しないため，説得的な
メッセージはより受容されやすくなる（Cohen 
2000; Moyer-Gusé 2008）．このことについて
も証拠は，人々はわれを忘れて，登場人物と同一
化できる場合，娯楽がより楽しいと感じることを
示している（de Wied, Zillmann, and Ordman 
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1994; Hall and Bracken 2011）．
　メディア・プログラムの説得力は，それが鑑賞
される社会的な環境によっても影響を受ける．エ
チオピア農村部で見せられた激励する内容のビデ
オは，コミュニティのより多くの人々が内容に触
れた時にいっそう有効になった（Bernard and 
others 2014）．アメリカでは，親ないし信頼で
きる大人と一緒に避妊に関する情報を含むコメ
ディを見た十代の若者は，知識が大幅に増えたと
報告している（Collins and others 2003）．と
いうのは，プログラムが議論を刺激し，それが
いっそうの情報をもたらすことになったからだ．

効果を示す証拠
　娯楽教育については多数の研究があるものの，
ランダム化比較試験（RCT）2 など厳格な定量的
方法を利用したものは比較的少数にとどまってい
る．RCT を使った最近の研究のうち，プラスの
効果がみられた事例は以下の通りである．金融に
かかわる態度や行動に関する南アフリカの連続メ
ロドラマとのインスクリプト・パートナーシッ
プ，児童教育など将来指向の投資を誘発するため
にエチオピアで見せられたビデオ，微妙な話題に
関してでさえ対話に関与しようという協力と積極
性といった社会規範の認識を改善したルワンダの
ラジオ・ドラマなど．しかし他に，影響に関して
顕著な証拠を示さなかった RCT があったが，そ
れにはナイジェリアで見せた映画やケニアでの漫
画本が含まれ，ともに金融のメッセージに焦点を
当てたものであった．
　EE についての最も有力な証拠のなかには，娯
楽教育が社会全体に及ぼすインパクトを評価する
ために，準実験手法を使った研究に由来するもの
がある．例えば，ブラジルでは，TV グローボと
いうネットワーク――子供がいない，あるいは少
ない，独立心旺盛な女主人公が登場する連続メロ
ドラマが支配的なチャンネル――へのアクセス
が，出生率の急低下と連動してきた．連続メロ
ドラマの鑑賞は 1.6 年分の追加的な教育に相当す
る効果をもったということになる（La Ferrara, 
Chong, and Duryea 2012）．インドでは，ケー
ブル TV へのアクセスを受けて，出生率と男子

選好が低下する一方，女性の自立性が増大した
（Jensen and Oster 2009）．タンザニアのラジ
オ番組はコンドームの使用の著しい増加と性的
パートナー数の削減と連動していた（Vaughan 
and others 2000）．さらにアメリカでは，リア
リティ TV 番組が十代の妊娠の大幅な減少と結
び付いていた（Kearney and Levine 2014）．

娯楽教育のビジネス・モデル
　ラテンアメリカでは，民間テレビ・チャンネル
が 1970 年代以降，社会的な内容のテレビ小説を
多数制作して成功を収めてきている．他のほとん
どの途上国市場では，娯楽教育への主なアプロー
チは公的部門ないしドナーが資金提供を行った制
作を通じて行われている．娯楽教育に関する次の
ような多数の成功事例はそのような方法で制作さ
れている．若干の例をあげれば，インドの Hum 
Log, Kalyani, and Taru，南アジアの Meena，
タンザニアの Twende na Wakati などがある．
　しかし，多くのメディア市場が飽和状態にある
なかで，1 つの番組が割り込んでインパクトを与
えるのはより困難な課題になっている．娯楽教育
にかかわる新しいアプローチでは，官民両部門
と市民社会とのパートナーシップに焦点を当て
て，視聴者の規模を拡大し，制作に要する高コ
ストを克服し，社会的影響力を強化しようとし
ている（Miller 2011）．いくつかの事例におい
て，社会的行為を公約しているメディア会社で
は，これが企業レベルで行われている．そのよ
うな会社として，ケニアの Well Told Story や
アメリカの Participant Media がある．商業的
な娯楽産業において EE の体系的な利用の増大を
図っている組織が，アメリカやヨーロッパと，最
近になってインドで結成された．このような非政
府組織（NGO）は，典型的には学界や政府の作
品の内容に関する専門家とメディアの制作者との
間に存在する間隙を埋めることを目指している

（Bouman 1999）．その際には，脚本に関する集
中的な協働から，時間外の「サロン」などのソフ
ト・タッチ型のアプローチに至るまでのさまざま
な方法が用いられている．
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注
1． Miguel Sabido はメキシコの脚本家でテレ

ビ・プロデューサーであり，1970 年代から
80 年代にかけてメキシコで初めて Bandura
の社会学習理論を受け入れて，それを大衆娯
楽メディアに適用した．その結果としてのテ
レビ小説（Ven Conmigo, Acompañame な
ど）は非常に人気が高かっただけでなく，成
人識字率や家族計画などの重要な社会問題に
影響を与えたと高い評価を受けた（Nariman 
and Rogers 1993）．

2． 『世界開発報告 2015』向けの“The Impact 
of Entertainment Education”と題する背景
論文には，娯楽教育に関して，その結果につ
いての資料を含む文献の詳細な分析が提示さ
れている．
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な視点
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　少なくとも年に一度，何億人もの親が就学に関
する決定に直面する．高所得層の親はおそらく自
分の子供が通う学校，あるいは放課後に参加する
活動を選ぶのであろう．低所得層の親にとって
は，そもそも子供を学校に通わせるのかどうか，
というより厳しい選択をしなければならない．息
子を中学校に進学させないと決めた貧しい父親を
想像してみよう．政策当局がこの決定の背景にあ
ると考えている前提が，教育への投資が低いこと
や貧困に伴うその他の行動に取り組むために当局
が策定する是正策に影響を及ぼす可能性は大きい
だろう．

　仮に政策当局が，貧困は貧困層の常軌を外れた
価値観ないし性格的な欠陥に起因しているという
ことを前提にしているなら――英米における多
くの反貧困戦略も，19 世紀に入ってかなり時間
が経つまではそうであった（Narayan, Prichett, 
and Kapoor 2009; Ravallion, 近刊）――，あ
るいは，貧困層は要するに教育のような重要な投
資の利益を理解していないと考えているなら，彼
らはこの父親のような人を助けるために説得とい
う戦略を追求するかもしれない．または，仮に子
供を学校に通わせないという決定は，貧困層に
とって本来的に不利になっている政治的・経済的
な体制が唯一の原因であるという前提に立つな

ら，政策当局は資源の割当制ないし大規模な再分
配を唱導するかもしれない．
　貧困のこのような説明はともに，意思決定や選
択に関する分析が不完全であることを示唆してい
る．第 1 の説明では，意思決定者のコントロー
ルを超える制約――就学に伴う諸費用や，子供の
就学に関して親の義務を規定した教育法が執行さ
れていないなど――がほとんど強調されていな
い．第 2 の説明では，意思決定に必要とされる
認知資源に取り組んでいない．特に物質的資源の
供給が不足したり，みずからの欲求にしたがって
行動したいという人々の積極性が制約されたりし
ている場合についてそういえる（Mullainathan 
and Shafir 2013; Perova and Vakis 2013）．
　例えば，もしこの父親がインドの農村部に住ん
でいるとすれば，彼は決定を 5 月に下している
公算が大きい．これは収穫からほぼ 5 カ月後で
ある．換言すれば，年間所得のほとんどを稼いで
から 5 カ月も過ぎているということだ．中等教
育の収益率は高く，彼は授業料のための資金を貯
金できたのであろうが，数多くある他のより即時
性の高い関心事が彼の関心事と財源を巡って競合
しているかもしれない．前日に灯油がなくなって
いたかもしれないし，屋根の穴をふさぐ材料を探
す必要があったのかもしれない．1 カ月後にはモ
ンスーンの季節になるため，清潔な水の確保は
いっそう大変だ．隣人が医療費の援助を期待して
いるかもしれない．前年，隣人が薬代の支払いを
助けてくれたことを考えると，この期待は無視で
きない．もっと裕福な父親でも就学の決定に関し
てストレスを感じたであろうが，その選択がこの
ような基本的な日々のトレードオフにかかわる懸
念を引き起こす可能性は低いであろう．
　本章では貧困という状況下における意思決定に

C
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貧困というのは単なるお金の不足ではな
い．貧困に関連した恒常的な日々の厳し
い選択は，実質的に人の心理的・社会的
な資源を「酷使する」．この種の酷使は
貧困を永続化させる経済的な決定につな
がりかねない．



93CHAPTER 4　貧困

関する思考や，貧困層が一見では貧困を永続化さ
せるように行動――過剰借入と過少貯蓄，健康と
教育への過少投資など――に従事して，支援を企
図したプログラムや政策を無視する理由につい
て，別の一連の前提を提示したい．最近の実証研
究が示唆するところでは，このような決定は，貧
困層に固有な常軌を逸した価値観や貧困の文化に
起因するわけではない．まったくそうではない．
貧困層もそうでない層もともに，意思決定にかか
わる一定の認知的，心理的，および社会的な制約
によって，同じ根本的な形で影響を受けている．
しかし，意思決定を重要な形で変更しているのは
貧困を形成している状況なのである．
　特に，貧困というのは単なるお金の不足ではな
い．貧困に関連した恒常的な日々の厳しい選択は
実質的に，人の精神的な許容量ないし心的資源を
酷使する．この認知的酷使が，今度は貧困を永
続化させる経済的決定につながりかねない．第 1
に，貧困は将来を犠牲にして現在へ集中的に関心
を向けさせる．貧困層が自分の心的資源を貧困の
関心事――例えば債務の完済や子供の安全確保な
ど――に対処することに振り向けなければならな
い時，他の重要な課題に充当する注意力は弱く
なるだろう．それには職場での仕事により多く
より生産的に取り組むことや，適切な時期に教
育や健康に投資をすることなど，認知的に要求さ
れるものが含まれる（Mullainathan and Shafir 
2013）．
　第 2 に，貧困は人々が機会を眺めるのに貧
しいフレームを作り出す．貧困は憧れを抱いた
り，出現してきた機会を活用する能力を鈍らせる

（Appadurai 2004）．
　第 3 に，貧困のなかで暮らしている人の環境
は追加的な認識を要求する．特定の物理的・社会
的インフラ――水道水，組織的な保育，給与の口
座振込や口座引き落としなど――は高所得という
状況では認知的負荷を軽減するが，そのような
インフラが欠如していることは，低所得状況で
暮らしている多くの人々の多数の日常的な決定
を妨げ，心的資源のいっそうの消耗をもたらす

（Banerjee and Mullainathan 2008）．例えば，
アメリカのような環境下なら，親は自分の子供の

就学にかかわる費用便益を懸命に比較考量するこ
とはほとんどないだろう．出生届の制度や無断欠
席法の執行が，親が子どもを就学させないとい
う挑戦課題を埋め合わせしてくれるだろう．さら
に，正式な信用や保険の市場のおかげで，人々は
自分の健康や所得に対するショックを乗り切るた
めに，社会的ネットワークにあまり依存しなくて
すむだろう．
　このようなことを考慮すると，ほとんどの人々
になじみのある状況よりも陰鬱な姿が描かれてい
るかもしれないが，最近得られた証拠は，貧困が
もたらす認知的，心理的，および社会的な負担を
削減するための有望な介入策を示唆している．こ
のような介入策のなかには，貧困層の心理や社会
的環境に影響を与えるのに，複雑な介入策を必要
としないものもある．代わりに，貧困の認知的負
荷を考慮に入れた商品やサービスを提供するプロ
セスを修正すれば，既存の介入策はより効果的に
なり得る．貧困にかかわる認知的および社会的な
側面を認識すれば，現金給付や政策手段にかかわ
る費用便益の推定値を変えることができる．その
ような手段には，貧困がもたらす混乱や認知的負
荷を軽減するのに役立つインフラや制度，市場な
どの発達が含まれる．

貧困は認知資源を消耗する
「もし貧困層を理解したいのなら，心ここに
あらずといった自分を想像すればいい．前
日，あまり眠れなかった．明晰に考えるのが
むずかしい．自制は容易ではないと感じる．
気が散り，簡単に動揺する．そして，それが
毎日だ．貧困は他の物質的な問題に加えて，
メンタルな問題ももたらす．…このような
状況下で，われわれは全員が失敗するだろう

（失敗した）。」
―― Mullainathan and Safir, Scarcity: 

Why Having Too Little Means 
So Much (2013, 161)

「彼女は自分の子供の将来と，彼らが生育し
たあかつきに直面しなければならない戦いを
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心配している．彼女の当座の懸念は，その日
の食料として若干の穀物を借りるのにどの家
を訪ねるべきかということだ」．

―― Narayan and others, Voices of 
the Poor: Crying Out for Change 
(2000,37) で描かれているインドの
ペッダ・コサパリの女性．

　貧困に伴う物質的な収奪は十分裏付けられてい
る．貧困層は食事なしですまさなければならない
か，あるいは標準以下の住居に住まなければなら
ない，という状況に陥る可能性が高い．返済すべ
き大きな債務を負っているかもしれない．住居は
雨で壊れるか，力のあるだれかによって取り上げ
られてしまう．飲料水を 1 日に何回も運ばなけ
ればならない．最近の証拠が示唆するところで
は，このような欠乏の状況――あるいは貧困層の
ニーズと彼らを満たすのに必要な資源の差――
は，人々の金銭的な制約を大きく超える形で，意
思決定に干渉する追加的な認知負荷を生み出す．
特に貧困に伴う緊急的な金銭上の懸念があると，
人々は関心の振り向け方を修正して他の将来のこ
とは無視しながら，現在の問題に対して集中的
に焦点を当てざるを得ない（Mullainathan and 
Safir 2013）．自分の息子の教育への投資に関す
る父親の意思決定という冒頭の事例に戻ると，父
親の関心や資源を巡っては現在の請求権が多いた
め，遠い将来における中等教育の潜在的に高い収
益率よりも，投資の短期的なコストの方がずっと
差し迫ったものとなっている．
　欠乏状況が該当するのは，現在 1 日 1.25 ドル
ないし 2.00 ドルという下限未満の暮らしをして
いる人々だけにとどまらない．低所得環境下に暮
らす大勢の人々が，図 4.1 でみられるように，あ
る時点でこのような状況に陥ったことがある．確
かに，低所得国では「中流階級」の多くは 1 日
2 – 6 ドルで生活しており，したがって，依然と
して欠乏状態につながってしまう多数のトレード
オフに直面する可能性が大きい．
　欠乏状態が心的資源をどのように消耗させるか
に関する現実世界の事例は，インドの砂糖キビ農
家にみられる（図 4.2）．このような農家は典型

的には収穫時の年 1 回だけ所得を受領する．し
たがって，収穫の直前には（パネル a）貧しいと
感じる一方，直後には（パネル b）季節的な所得
のほとんどを受領してずっと裕福に感じるだろ
う．まさに収穫の直前になると，ローンを借りた
り（99％対 13％），所持品を質入れしたりする

（78％対 4％）可能性がずっと高くなる（Mani 
and others 2013）．
　これらの農民が収穫後よりも収穫前に貧しいと
いうのは，だれにとっても衝撃的なことではな
い．しかし，それほど自明でないのは，この種の
金銭的ストレスが収穫直前に利用可能な認知資源
に及ぼす損害である．収穫代金を受領する前，農
民は実行機能と流動性知能にかかわる一連の認知
テストの成績が，同じテストを代金を受領した後
に行った場合よりも悪かった（実行機能と流動性
知能をテストする問題例の一部に関しては図 4.3
を参照）．この格差は収穫前後における栄養，肉
体的疲労，生物学的ストレス，収穫後の測定器に
かかわる知識などの相違では説明できない．得点
差は知能指数（IQ）でみて約 10 ポイントに相当
するが，標準偏差の 4 分の 3 や一晩眠れなかっ
た時の認知不足の 4 分の 3 にほぼ等しい（Mani 
and others 2013）．
　欠乏によって誘発されたこのような認知的消耗
はインドの貧しい農民や，何らかの絶対的貧困線
以下で暮らしている人々に限ったことではない．
例えば，アメリカの貧困線は低所得国の貧困線の
ほぼ 7 倍（1 日 2 ドルに対して 13 ドル）である
が，低所得層の金銭的懸念は非常に似通った効果
を引き起こしている．車の修理など予想外の出費
の財源など，いくつかの仮説的なシナリオにどう
対応するかに関する質問に答えなければならない
実験で，金銭的にストレスの大きいシナリオ（例
えば 2,000 ドルの出費）を与えられた回答者も
いれば，ストレスがそれほどでもないシナリオ

（200 ドルの出費）を与えられた回答者もいた
（Mani and others 2013）．農民の場合と同じく，
金銭的にストレスの大きい状況を考えなければな
らない低所得層は，後の認知テストの成績が IQ
で 13 点悪かった．これが示唆しているのは，要
するにニーズと資源の格差に関する思考が心を支
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出所：Narayan, Prichett, and Kapoor 2009, table 3.2．

配しているということである．
　実行機能のこのような低下が，現在を特に注視
することの説明になるのかもしれない．現在を注
視することは，有益なこともあれば障害になるこ
ともある．アメリカの実験室における実験で，研
究者は少ない / 多い品目を賦与して，それらの品
目を使って行った特定の課題の実績に対して支払
うことによって，比較的裕福な被験者の間に「貧
困」と「裕福」を作り出した．実験上の貧困層は
品目を生産的に使って，遂行を試みた課題ごとに
より高い点数を獲得した（Shah, Mullainathan, 
and Shafir 2012）．欠乏は精神の集中をもたら
した．それから，被験者は将来に行うゲームから

借りることができるという選択肢を提供され，そ
のため現在と将来の間でトレードオフをすること
が強制された．これが実験上の貧困層が悩み始め
たところだ．将来を無視して過剰借入を始めた．
パフォーマンスが全体として借入ができなかった
状況との比較で低下した．それとは対照的に，借
入の選択肢は「裕福な」グループに割り振られ
た参加者には何の影響ももたらさなかった．つま
り，どんなに短くても，欠乏の状況に置かれる
と，そうでなければ裕福だった被験者は典型的に
は貧困に関連した意思決定のパターンを示したの
である．このような自然実験と実験室での実験が
合わせて示唆しているのは，金銭的な懸念は相当

図4.1　貧困というのは安定した条件ではなく，流動的な状態である
世界中における定性的なインタビューで，コミュニティの人々は現在と 10 年前について，コミュニティの全員を経済的な梯
子の上にランク付けするよう要請された．また，梯子のどの階段が貧困に匹敵するかを示すよう求められた．このようなコ
ミュニティのランキングによれば，貧困は安定した特性というよりも流動的な状態である．この発見は長期的なデータに基
づいた消費ベースの慢性的貧困の推定と整合する（Jalan and Ravallion 2000; Pritchett, Suryahadi, and Sumarto 2000; 
Dercon and Krishnan 2000）．
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な認知的容量を吸収し，欠乏状況は低所得層と高
所得層の両方における意思決定を重要な形で変化
させ得るということだ．

貧困は貧しいフレームを作る
「彼らは助けてくれるが，その時にあなたを
乞食のように扱う」。

―― Narayan and others, Voices of 
the Poor: Crying Out for Change 
(2002,2) に所載されているブラジ
ルのビラ・ジュンケイラにおけるグ
ループ・ディスカッション参加者の
発言．

　貧困は内的フレーム，つまり世の中とそのなか
における貧困層の役割を理解する方法を作り出
す．貧困層は無能で，軽蔑されていて，暮らし
が改善し得るという希望がないように感じてい
る．仮にこの種のフレームが，貧困層が経済機会
を利用することを阻害するのならば，抱負不足の
ゆえに貧困を脱するチャンスも見過ごしてしま
うだろう（Appadurai 2004; Ray 2006; Duflo 
2012）．実際に，社会の慣習にしたがっていない
ことから生じる恥辱の回避は，中心となる能力で
あると説明されてきている（Sen 1983）．
　最近の実証的な証拠は，貧困と抱負が低いこと
の間に相関があることを示唆している．例えば，
世界価値観調査のデータは，低所得であること―
―国内的にも国際的にも――と，次のように回答
する傾向が高いこととの間には相関関係があるこ
とを示している．人生は無意味である，将来が不
確実であることを考えるとその日暮らしの方が良
く，冒険とリスクは拒否する（Haushofer and 
Fehr 2014）．フランスの低所得層に関するデー
タは，貧乏学生は同程度の学業成績を示している
裕福な学生に比べて，勉強や就職に関する抱負
が低いことを示している（Guyon and Huillery 
2014）．
　しかし，この種の実証パターンは逆の因果関係
であるという問題をはらんでいる．おそらくこの
ような性格特性は，貧困の機能というよりも根本

a．収穫前 b．収穫後

インドのタミル・ナードゥ州の砂糖キビ農家は，年収の
ほとんどを年 1 回だけ収穫期に受領する．所得を受領す
る直前（パネル a），これらの農家は収穫後のシーズン

（パネル b）と比べて，金銭的なストレスが高くなる一方，
認知得点が低下する．これは栄養や肉体的疲労，生物学
的ストレス，生活習慣の変化が認知テストに及ぼす影響
では説明できない．

出所：Mani and others 2013．

図4.2　金銭的欠乏は認知資源を消耗し得る
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的な要因であろう．この種の説明は図 4.1 で示さ
れた貧困の出入りという動きと整合的ではないだ
ろう．（個人の抱負によって誘発できない）対外
的な経済ショックを使った他の研究も，低所得と
機会に対する態度との間に同様の相関を認めて
いる．最近の研究は，アメリカ国内と 37 カ国の
両方で，年齢 18 – 25 歳の時期――感受性の高い
成人の初期――に不況を経験すると，「人はけが
の功名あるいは他人からの助け」によるのでは
なく，「自分自身の懸命な努力によって前進する」
とはあまり信じないようになる（Guiliano and 
Spilimbergo 2014）．
　類似の態度の変化がアルゼンチンでもみられ
た．ただし，この事例では自信が増大するとい
う方向であった．1980 年代の土地改革によっ
て，ブエノスアイレス郊外の不法居住世帯に
地権が譲渡された．土地区画の原所有者は政府
の収用に対して法的に抗議し，そのような訴訟
の多くは不法占拠者の態度に関する研究が実施
された 2007 年現在でも未解決であった（Di 
Tella, Galiani, and Schargrodsky 2007）．こ
の状態のおかげで，不法居住者の間でも正式な
地権を取得した人としなかった人――時として
まさに隣人――が発生するという自然実験が実
施された．地権を得た人の間では，全員が互い
に助け合う大きなグループなしに独りでも成功
できると信じる割合が 31％も高く，幸福のため
にはお金が必要不可欠だとする人の割合も 34％
高かった．国内の他人は信用できると答えた人
の割合も 17％多かった．
　貧しいフレームの効果は態度に限定されるわけ
ではない．最近の実験結果が示すところによれ
ば，貧困層が自分たちを見るフレームを変化さ
せることは，貧しい子供たちの学業成績を変え
て，貧困層の間における反貧困プログラムへの興
味を改善することができる．例えば，アメリカに
おけるある介入策は，7 年生（12 – 13 歳児）に
対して，自己肯定というテクニックの使用を指示
した．それが自尊心と自負心の源泉に関連するリ
マインダーとして機能する．年間を通じて生徒は
それぞれ 15 分間にわたって，3 つから 5 つの構
造化作文の課題を完遂した．この課題は，家族と

Red  Blue  Green  Purple  Blue  Red  Purple  Green

Red  Blue  Green  Purple  Blue  Red  Purple  Green

1  2  3  

4  5  6  

7  8  

この課題は第 1 組の単語の方がやさしい．第 2 組の単語につい
て正確さを維持するためには，より多くの実行機能が必要とさ
れる．これはストループ効果と呼ばれている．

これはレーブン・マトリクスの一例である．これは流動性知能
を測定するために一般的に使われている一連のパズルである

（正解は選択肢 2）．

各単語の色を述べよ．

1 から 8 までの番号の付いた選択肢のなかから，下図のボック
スの右下部分を完成させる記号を見付けよ．

出 所： こ れ に 類 似 し た 見 本 が 以 下 に 所 載 さ れ て い る：Raven’s 
Progressive Matrices, Standard Progressive Matrices (Standard, Sets A-E)．
著作権 ©1998, 1976, 1938 NCS Pearson, Inc. 許可を得て再録．不許複製．
注：“Raven’s Progressive Matrices” は ア メ リ カ お よ び / あ る い は，
Peason, Education, Inc. または同関連会社が事務所を有する他の諸国に
おいては商標である．

図4.3　実行機能と流動性知能を測定する

a．実行機能

b．流動性知能
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の関係や芸術の能力など，自分にとって重要な価
値観について書くというものであった．この介入
策は指導がむずかしい小数派の生徒と，他の生徒
との間に存在する達成度の格差を縮小するのに
役立った．8 年生の終わりになると，最後の自己
肯定作文の課題から 1 年以上も経っていたのに，
アフリカ系アメリカ人生徒の間では，特に当初は
学業成績があまり良くなかった生徒を中心に改
善が持続し留年が減少した（Cohen and others 
2006, 2009）．
　このような結果は，アメリカの都心部のスー
プ・キッチンで昼食サービスを受けた人々の間
における，自己肯定実験の影響と同じである．
一部の参加者が 3 – 5 分かけて，自分達が成功
して誇りを感じた個人的な経験を述べるよう要
請された．日々の食事のルーティンについて述
べたり，おもしろいビデオを見たと話したりし
ていただけの他のグループと比較して，自己肯
定をしたグループは実行機能と流動性知能に関
する認知テストで著しい好成績を示した（Hall, 
Zhao, and Shafir 2013）．それとは対照的に，
公立図書館のもっと裕福な利用者については，
自己肯定で認知機能が高まったという状況はみ
られなかった．このような結果が示唆している
のは，介入策は，単に一般的な自信を改善する
というよりも，貧困がもっている心を乱す恥辱
効果を緩和するのに役立ったということである

（結局，貧困層はスープ・キッチンでテストを受
けたのである）．

　この単純な 5 分間の介入策の影響は，抽象的
な認知能力の向上を超越して広がっている．研究
者はスープ・キッチンのドア近くに，実験には無
関係にみえる案内所も設置した．肯定グループの
間では参加資格のある反貧困プログラムに関する
宣伝ビラをもらっていく人の割合が 31％ポイン
ト，すなわち 300％も高かった．

貧困を形成している社会的環境はそれ自身の
負荷を生み出し得る

　正式な制度が欠如していることが多い低所得環
境下では，非公式な制度や社会規範が間隙を埋め
ることがある．例えば，貧困世帯は正式な信用
へのアクセスが制限され，正式な保険の適用範
囲が無視し得るほどでしかない場合，友人や隣
人，家族，埋葬組合や回転型信用講などの社会的
グループの資源を活用する形で，しばしば一種の
社会保険からの便益を享受する．所得に対して悪
いショックに遭遇した時，貧困層は消費の影響を
緩和するためのそのような社会保険を頼りにす
ることができ，そのおかげで消費はショックが
あっても所得ほど急減しないですむ（Townsend 
1995; Jalan and Ravallion 1999）．しかし，こ
れは社会的ネットワークのなかでだれかが支援の
ために資源を供与するということを意味する．
　このような状況のことを福祉が高まったといえ
なくもないが（特に保険・信用の公式市場の発展
が遠い将来のことであれば），社会資本投資その
ものには一連のコストが伴い，これは別の種類
の「負荷」に相当する．最近の証拠によると，そ
のような状況下にある人々は所得の一部を，その
種の社会的責務から隔離しておきたいと思ってい
る．例えば，カメルーンの零細金融ネットワーク
のメンバーのほぼ 20％は，親戚や友人にあげる
お金などもっていないということを単に合図する
ために，借入を行っているようである（Baland, 
Guirkinger, and Mali 2011）．このような結果
はケニアにおける室内実験にも反映されている．
そこでは女性はゲームで儲けたお金をへそくりに
しておくためなら代価を払うことも厭わなかっ
た．この傾向は親戚も実験に参加している女性の
間ではさらに顕著であった（Jakiela and Ozier 
2012）．
　貧困状態にある人々は，所得を社会的要求から
隔離しておくことができる金融商品から利益を享
受できるだろう．ケニアでの実地実験が示すとこ
ろによれば，南京錠の付いた単純な金属箱を使っ
て貯金を特定の目的に指定すれば，自分が属する
社会的ネットワークのなかで，他人を支援しなけ
ればならない人々にとっては貯金を増やすのに役

貧困は抱負を抱き続け，確かに出現して
くる機会を確保する能力を鈍らせ得る
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立つ．予防的医療ケアへの支出と健康上の緊急事
態に備えて貯蓄を増やす目的で，人々は 4 種類
の貯蓄商品を提示された：①南京錠と鍵が付いた
金属箱，②鍵のない錠が下りた箱（中身は予防的
医療ケア商品向け以外の支出はできない），③健
康のための貯蓄勘定（健康上の緊急事態向け以外
の支出はできない），④回転型貯蓄信用講のメン
バー（グループ内の人々が規則的に拠出して順番
に資金を利用する）．この種のコミットメント装
置すべてを契約するのは高価であった．加入率は
プログラム開始後 12 カ月間は 66％だったが，3
年後に 39 – 53％に低下していた．最も顕著だっ
たのは，他人に援助を提供したのに見返りに何も
受領しなかった人は，このような商品から最も
利益を享受したことだ（Dupas and Robinson 
2013）．予防的医療ケア向けの貯蓄はネットワー
クにそれほど拠出しなくてもよかった人々の貯蓄
を上回る増加をみせた．
　しかし，このような社会的責務を免れるにはコ
ストを伴うことが時折ある．例えば，パラグアイ
の農村部では，自分のコミュニティ内の他の人々
に贈り物をしない農民は，自分の作物が盗まれる
リスクにさらされる（Schechter 2007）．この
ような社会的義務に応えるべく資産を流用すれ
ば，私的な機会への投資を犠牲にしなければなら
ないかもしれない．

反貧困の政策やプログラムの設計から得られ
る結論

　貧困に伴う多数の制約は観察がむずかしく，物
質的な収奪を超えて広範囲にわたり得る．具体例
として，日々のいざこざとそれに関連した重要な
決定に必要とされる認知資源の消耗，自己像が低
いことに伴う抱負の低下，私的な機会を阻害する
社会資本への投資を必要とする規範の存在などが
ある．意思決定が行われる貧困という状況に対す
るこのような新たな洞察は，貧困層を対象とする
政策やプログラムの設計に対して何か意味を持っ
ているのだろうか？　証拠の多くはまだ新しく，
最も興味深い結果は室内実験にとどまっており，
現実世界の意思決定を刺激するばかりである．に

もかかわらず，一般的な教訓がいくつか，改善が
有望ないくつかの分野とともに，明らかになって
きている．

貧困層に対する認知的負荷を最小化する
　これまでの章で示したのは，だれもが限定的な

「認知予算」しかもっていない状況であり，その
ため意思決定はむしろコスト高となるということ
だ．本章ではこのような予算は貧困が要因で，し
ばしばいっそう厳しくなるということを明確にし
た．プログラムや政策が貧困層を金銭的な意味で
さらに貧するように意図されることはほとんどな
いものの，時として貧困層に認知的負荷をかける
ことがある（Shah, Mullainathan, and Shafir 
2012）．貧困のなかに暮らしている人々が自分の
ために最善の意思決定ができるように，十分な認
知空間を確保しておくには 3 つの潜在的に有望
な方法がある．第 1 はサービスや給付にアクセ
スする手続きを簡素化することである．第 2 は
援助の対象を設定するのに使われる基準を拡張す
ることである――対象の標的は，特に富と支出だ
けでなく容量に基づくべきである．最後は，現金
給付やインフラの供給など既存の反貧困政策手段
であり，これらも認知的・心理的な領域でプラス
のインパクトを生み出している可能性がある．

手続きを簡素化する
　低所得国と高所得国の両方を含む世界中で，多
くのプログラムは付加給付にアクセスする手続き
――申込用紙記入からプログラムのルール解読に
至るまで――が厄介である．これは一部のプログ
ラムが有している潜在的に大きい，しばしば長期
的な利益と比較すれば，些細な取引コストのよう

最善の決定をするために，貧困層が十分
な認知空間を確保するには 3つの有望な
方法がある．手続きを簡素化すること，
援助の対象を容量に基づいて設定するこ
と，そして所得の変動性を削減しインフ
ラを改善することを目指す既存の反貧困
戦略を継続することである．



100 世界開発報告 2015

に思えるかもしれないが，申請書は低所得層を対
象にした多くのプログラムの利用に影響を与えて
いる．例えば，モロッコでは 2007 年に，水道水
のない低所得層がタンジール市の上下水道ネット
ワークへの接続を信用買いすることを認めるプロ
グラムが導入された．申し込みには，こういった
世帯は地方自治体から許可を取得し，身分証明書
のコピーを提出し，地元の事務所で頭金を支払わ
なければならなかった．このような手続きは申し
込みを抑制するのに十分であった．プログラム
導入後の 6 カ月間で，申し込んだ世帯は全体の
わずか 10％にとどまった（Devoto and others 
2012）．実験として，なかにはプログラムに関す
る情報や申請手続きにかかわる援助を玄関先で受
け取った世帯もあった．これには頭金を徴収する
ために地方事務所の職員が家庭訪問するという事
例も含まれており，このようなグループでは参加
率は 69％に達した．
　カリフォルニアでは，貧困層向けの健康保険

（メディケイド）の申込書記入について援助を提
供したおかげで，ヒスパニック系人口の参加率が
7％，アジア系では 27％も改善した．この効果
は，これらの人々に届くようにとスペイン語とア
ジアの言語で実施された宣伝活動の結果を凌駕し
た（Azier 2007）．同様に，アメリカのオハイオ
州と北カロライナ州では，低所得学生や最終的な
大学進学に向けた財政支援の利用率は，受領資格
と近隣大学に関する情報提供の努力だけでは影響
を受けなかった．それとは対照的に，連邦税の申
告について手助けを求めた低所得層の親が，10
分間だけ余計に話を聞くことを要請されると，大
学進学率は約 24％上昇した．完成したばかりの
税金情報を使えば，大学進学のために連邦の財政
援助を求める申請用紙が簡単に記入できると助
言したのである（Bettinger and others 2012）．
財政援助申請書記入のために追加的な 10 分間に
わたって，親切な助言を受けたことで大きな違い
が生じた．これで受益者には拍車がかかり，大学
の主要申込用紙を自分で記入し，入学許可を取得
する学生が増加した．
　これは情報が重要でない，あるいは貧困層は反
貧困プログラムへの参加が自動的であってしかる

べきだ，ということを意味するものではない．そ
れどころか，問題は次のような点にありそうであ
る．すなわち，対象者向けの情報がそれに基づい
て行動に移すには複雑すぎで，認知的にあまり
にも厄介なのである．例えば，北カロライナ州で
は，子どもたちが現在通っている学校が標準テス
トで成績が悪くて，成績不良学校との宣告を受け
ていれば，親は別の学校を選択することができ
た．2004 年以前，選択肢に関する情報を見付け
るのに，親は 100 ページ以上もある冊子を調べ
たり，学校比較のために得点を求めてウェブサイ
トを検索したりしなければならなかった．2004
年以降になって，国の規則で地域内全校の得点
に関する情報は 3 ページのスプレッドシートに
して配布されるようになった．この改革を受け
て，このような貧困状態にある親たちは成績の良
い学校を選択するようになった（Hastings and 
Weinstein 2008）．
　しかし，多くの状況下で，政府やその他の機関
はプログラムへの参加を制限したいと思っている
かもしれない．不適格な地域住民向けに付加給付
の大幅な漏れがある場合には特にそうであろう．
インドネシアにおける大規模な現金給付プログラ
ム（各世帯は年 130 ドルを 6 年間にわたって受
給）では，プログラムで不正受給している世帯が
減少するか否かをみるために，小さな障害を設置
する実験が行われた．貧困層に対して資格審査の
ために村の中心部への出頭を要請したところ，対
象の絞り込みの効率性はそれまでの制度と比べて
確かに改善した．それまでは政府職員が村の指
導者の推薦に基づいて，同世帯の適格性を家庭
訪問によって審査していた（Alatas and others 
2013）．しかし，このような障壁は適格世帯がプ
ログラムから利益を享受するのを阻害した．この
ような世帯層では，プログラムの平均利用率は依
然として 15％にしか届かず，最貧層の約 40％は
申し込みさえしようとしなかった．
　開発専門家としては，どのようにしたらプログ
ラム設計が確かに貧困層に対する認知的負荷を最
小化する，あるいは少なくとも最大化することを
回避できるだろうか？　さまざまなアクセスの手
続きを実験するのは極めて簡単に，かつ手早くで
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きるだろう．もっと簡単でおそらくより啓発的な
のは，プログラム設計者自身がプログラム発足に
当たって申請プロセスを実施してみることであろ
う（第 10 章での「ドッグフーディング」に関す
る議論を参照．これは製品設計者は製品の市場投
入に先駆けて，みずからが試用しなければならな
いという手続きのことである）．

容量に基づいて対象を設定する
　最貧層――1 日 1.25 ドルという下限未満の
人々――は前述の認知的・社会的な負荷を課され
る可能性が極めて高く，他にも支援で利益が享受
できることが容易に特定できる人々もいる．その
ような人々は自分の認知容量が小さい，あるいは
決定するのに必要とされる認知容量が大きい時
に，意思決定の誤りを回避することができる（図
4.4）．
　そのようなグループの 1 つには，栽培業者や
農業労働者など年に 1 – 2 回しか所得を受け取れ
ない職業で働いている人々が含まれる．貧困な生
活をしている人々を支援するプログラムは，理想
的には決定のタイミングにもっと注意を払って，

受益者の認知資源に重い負荷がかかっている時期
と一致しないようにすべきであろう．例えば，前
述したインドの砂糖キビ農家は，収穫直前の微妙
な時期に子供の就学にかかわる決定をすることを
回避できれば最善であろう．
　同様に，この種の投資決定は，もし人々が財
政的に苦しい時にぶつかった場合には，危うく
なるだろう．祭りや休日と重なった時には社会
的責務のために，あるいは，健康や所得に関連
したショックのために，そういう状態が生じ得
る．まさに，作物が降雨に依存しているケニアの
農民は，雨が降らずに作物が不作になりそうな時
には，ストレスの上昇を示す（コルチゾールと
いうホルモンで測定）（Chemin, De Laat, and 
Haushofer 2013）．この種のストレスは室内実
験では現在を重視するというバイアスと関連して
いる．例えば，被験者が即時の小さな報奨と後日
の大きな報奨のどちらを選ぶかという課題を遂行
するよう要請された場合，初めにヒルドロコルチ
ゾン（コルチゾール水準を人為的に引き上げる）
を投与された人々は，早い報奨を選択する強い傾
向を示した（Cornelisse and others 2013）．

容量不足の時期には
政策は…

決定を別の時期に動かすか，
あるいは…

援助を決定の時期に
合わせる．

図4.4　認知容量に基づく対象設定は人々のより良い決定を助ける

認知容量は特定の時期には特に小さい．例えば，出費が多額にのぼった祭りの時期や，母親の出産が間近な時などがその
ような時期に相当する．子供を就学させるか否か，あるいは出産のために入院するか否かなどといった重要な決定が，こ
のような時期から動かすことができれば理想的であろう．健康保険の選択や大学への願書提出など，決定のなかにはそれ
がいつになろうとも，高水準の容量を要求するものがある．このような決定を容易にする政策は意思決定を行う時期を標
的にすればよいだろう．

出所：WDR 2015 チーム．
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　介入策のタイミングを変更することの利益をみ
るために，ボゴダ市におけるある実験を検討して
みよう．それは中学校生の子供がいる世帯を対象
にした，条件付きの現金給付プログラムの給付体
系を変更するというものであった．一部の世帯は
子供が健康と学校教育に関連した条件を満たした
ら，その 2 カ月後に給付を受領できた．他の世
帯は 2 カ月ごとに給付額の 3 分の 2 しか受領で
きず，残りの 3 分の 1 は銀行勘定に積み立てら
れた．このような世帯には 12 月に貯蓄が一括払
いされた．それは生徒が次年度に向けて就学手続
きをする時期である．両方の種類の給付におい
て，年度中の学校の出席率改善については等しく
効果的であったが，次年度の再就学率の引き上げ
については貯蓄方式の方が成功率がより高かっ
た（Barrea-Osorio and others 2011）．同様に，
第 7 章で検討するように，ケニアの農民は収穫
時に再び購入する機会が与えられた際，肥料を採
用する割合を引き上げた．それはより多くの資金
を所有していたからであり，実際に施肥する時期
ではそうはいかない．
　発生は比較的稀であるが，相当な容量を本来的
に必要とする重要な決定もある．これには大学進
学を申請することや健康保険プランを選択するこ
とが含まれるだろう．例えば，アメリカでは人気
の高い大学の入学試験を受けようとする高校生
は，願書を出そうと考えている大学宛にテスト点
数表を直接送付することを選択できる．1997 年
の秋以前には，生徒は無料で 3 通送付でき，そ
れ以上の追加的な点数表は送付に 6 ドルかかっ
た．無料で送付できるレポートがその年に 4 通
に引き上げられると，テスト受験者でちょうど 4
通送付する人の割合が一気に 3％増えて 74％に
達した（Pallais, 近刊）．より重要なことに，こ
の得点表の増加を受けて，より優秀な大学に願書
を提出し，最終的に入学する貧困層の生徒が増加
した．優良大学への入学と将来の期待所得が高い
こととの間には相関関係があることから，１人当
たり 6 ドルの実質的な補助金のおかげで，低所
得層の生徒の期待所得が推定 1 万ドル増加した
のである．
　タンザニアでは，コミュニティ健康保険の促

進者は条件付き現金給付プログラムの支給に乗
じて，より多くの世帯をコミュニティ健康保険
に加入させた．彼らは意図的に現金給付プログ
ラムの支給が行われる場所にまで出かけて行っ
て，人々がお金をもっている間に健康保険に加入
してもらった．このやり方がおそらく健康保険の
利用増加に貢献したものと思われる．すなわち，
現金給付プログラムの受益者の間では医療費支
払いにかかわる健康保険の利用がほぼ 20％ポイ
ント（700％）も増加した（Evans and others 
2014）．
　しかし政策当局は，認知的容量が減少しそうな
状況を正確に捉えたと信じながら，所得が変動す
るすべての状況をむやみに標的にすることはでき
ない．このような所得変動が金銭的なストレスを
引き起こすか否かが重要なのである．例えばアメ
リカの低所得層では，手元現金は給料日の直後
には多額であるというのが典型であろう（給料日
の直前には 20％以上低いであろう）．しかし，毎
月の給料日の前後におけるこのような予測可能な
変動は認知機能やリスク・テイキングの変化と
は無関係である（Carvalho, Mejer, and Wang 
2014）．この発見は前述の砂糖キビ農家からの結
果と矛盾しているようにみえるかもしれないが，
人々は給料日の前後で金銭的ストレスは同程度で
あると報告しており，この状況では，一時的な落
ち込みが心的資源をいっそう苦しめることはない
と示唆されている．

経済的変動性を削減し，インフラを改善する
　前述した自然な状態での実験と室内実験が示唆
するところでは，金銭的な懸念というのは相当な
認知能力を消耗し抱負を鈍らせる．これは次のこ
とを意味するのだろうか？　すなわち，経済的な
変動性を削減したり，あるいは環境の認知的要求
を直接減らしたりする介入策は，経済的機会を利
用するために必要とされる認知資源を解放，ある
いは生み出すのだろうか？
　現状ではこの種の影響を観察しているプログラ
ムはほとんどないものの，実地実験から得られた
証拠のなかには，この種の介入策は少なくとも精
神的幸福感を改善していることを自己申告ベース
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で示唆しているものもある．前述したモロッコ
のプログラムは家計が水道水接続を獲得するの
を容易にした．この改善のおかげで，住民が水を
運ぶのに費やしていた時間が 80％以上削減され
た（Devoto and others 2012）．受益者は生活
が前年中に改善したと認識し，生活満足感の上昇
を報告する可能性が高くなった．ただし，水支出
が 500％も増加し，健康もまったく改善しなかっ
た．同様に，ケニア農村部の家庭では，多額の一
括現金給付のおかげで約 4 カ月後には，憂鬱と
ストレスの病状が削減された（Haushofer and 
Shapiro 2013）．最貧層を対象にしたインドの
プログラムは，反貧困のための援助はプログラム
の狭い目的を超えて肯定的な波及効果をもたらし
得ることを示唆している（Banerjee and others 
2011）．プログラムのおかげで，受益者は家畜と
いう資産と時限性のある給付金を受け取った．食
料消費と非家畜所得が，提供されたものすべての
金銭的価値を超えて増加した．プログラム参加者
は良く働くようになり，精神的幸福感を表す多数
の指標について改善を報告している．

貧困のフレームを回避する
　貧困は心的傾向に寄与するため，人々は既存の
機会を活用する自らの潜在力に気付けなくなるこ
とがある．貧困層向けにサービスを提供したり，
貧困層を対象にしたりするプロセスが，どのよう
にして貧困のフレームを作り出して，それがさら
に受益者の潜在力を阻喪させるのかを検討するこ
とが重要である．手始めとして相応しいのはプロ
グラムの名称とそれに関連した身分証明書を再考
することであろう．例えば，「困窮世帯」は「奮
闘中の世帯」で，「貧困カード」は「機会カード」
で置き換えることができよう．
　生産的な資産や現金給付を分配すれば，前述の
通り，フレームを絶望から機会にシフトする助け
になるだろう．貧困層が付加給付の申請をするか
否かを決定する際，彼らが自分のことをどう考え
ているのかに注意を払うことによって，もっと直
接的に抱負に取り組むべきかもしれない．例え
ば，社会福祉事務所や職業安定所などで働いてい
る人々を，屈辱的と考えられるような言葉や態度

を回避すべく訓練することができる．この例とし
て，ペルーのフォーカス・グループの議論では，
受益者は現金給付プログラムに必要な事項を遂行
すべく保健所に行った際，しばしば辱めを受け
たと感じることが明らかになった（Perova and 
Vakis 2013）．サービス提供者は貧困層を他の患
者よりも長く待たせ，政府からお金をもらってい
るという事実に公然と言及することによって恥を
かかせている．
　このような形で調整可能なプログラムの設計上
のすべての特徴を考えると，貧困層がどのように
反応し，そのような操作の効果がどの程度一時的
なのかを予測するのはむずかしいだろう．ただ
し，実験はたとえ小規模なものでも有益であろ
う．例えば，イギリス政府の行動洞察チームのメ
ンバーは，まず表出筆記や強さの自己肯定などの
介入策が求職者を失業手当から切り離して，もっ
と速やかに就業させられないかを 1 つの職業安
定所で実験した．当初の成功に基づいて，彼らは
地域全体でより大きな実験を実施した（第 11 章
参照）．

プログラム設計に社会的な状況を織り込む
　しかし，社会的状況を織り込んだプログラムを
設計するのは挑戦的である．1 つの極端な介入策
は貧困層を現在の近隣地区から除去するというも
のである．ただし，これは非常に高価で規模の調
整が容易ではない．例えば，「機会への移転」プ
ログラムというアメリカの大規模な実験では，貧
困世帯は住宅賃貸引換券の提供を受けた．これ
が現金に引き換え可能なのは貧困率が低い近隣
地区だけとされた．大人は 10 – 15 年後になって
も，肉体的・精神的な健康が良好で主観的な福
祉も高くなったとしている．ただし，所得・雇
用・福祉給付への依存などは変わっていなかっ
た（Ludwig and others 2012）．加えて，プロ
グラムの子供に対する影響ははっきりしなかっ
た．若い女性の肉体的・精神的な健康は改善し，
リスキーな行動への関与は減少したが，若い男性
の精神的健康は低下する一方，リスキーな行動
は増加した（Kling, Liebman, and Katz 2007; 
Kessler and others 2014）．
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　人々を彼らの社会的環境から追い出すための代
替的なアプローチは，例えば貯金を共有すること
がむずかしくなる選択肢を提供するなどして，他
人からの要求の影響を軽減するのに役立つ保護措
置を提供することだろう．例えば，特定の目的向
けに明示的に指定されている貯蓄勘定は，ケニア
におけるように，友人や親戚からの要請を食い止
めるのに役立つ（Dupas and Robinson 2013）．
第 7 章では非流動資産の譲渡――機械の現物譲
渡など――に関する事例を検討するが，それも貴
重な資金を他人から隔離することができる．しか
し，このような選択肢が最終的に福祉を改善でき
るかどうかは実証問題である．信用や保険に関す
る市場などの発展は遠い将来のことになるだろ
う．したがって，社会的ネットワークがそのよう
なもっと正式な市場にしばしば取って代わること
になるわけだが，そういった場合には特に福祉の
改善につながるかどうかは不明である．
　第 6 章と第 7 章でみるように，もっと肯定的
な側面については，社会的ネットワークは作物保
険や零細金融など特定の金融商品の採用を加速化
し，社会的相互作用や所得を改善できる社会学習
を促進することができる．同じように，ニカラグ
アで得られた最近の証拠は，反貧困プログラムは
受益者のコミュニティ指導者もプログラムに参加
している場合には，より効果的になり得ることを
示唆している．あるコミュニティで数人の指導者
も条件付き現金給付を受領していた時，受益者の
教育投資と栄養が改善した．子供たちの身長と体
重も同様であった（Macours and Vakis, 近刊）．
コミュニティ指導者と主要な受益者との社会的相
互作用は，給付プログラムが単独でもたらす効果
を増幅した．このような社会的関係がいつ進展を
助け，あるいは阻害するのかは，依然として未解
決問題であり，したがってプログラム設計につい
ての注意深い実験が必要である（第 11 章参照）．

先行きを展望する
　より一般的に言えば，本章では貧困という状況
下での意思決定を説明するために一連の新しい診
断と，したがって，貧困層を支援するためのプロ

グラムないし政策を設計する前にテストすべき一
連の新しい仮説を提示している．自分の息子を中
学校に就学させるか否かに関する父親の決定とい
う冒頭の事例に戻って，この特定の投資決定にも
干渉する認知的，心理的，および社会的な障壁を
検討しておく価値があるだろう．これはある奨学
金，情報キャンペーン，現金給付プログラムの有
効性テストとは別物である．例えば，決定が特に
所得が少ない時期，あるいは支出が多い時期に重
なった場合には，政策当局は決定を金銭的にスト
レスの軽い時期に変更する，あるいは所得が多い
と期待される時に事前購入する機会を提供する，
という実験を行うことができる．就学をデフォル
ト・オプションにすることもでき，親はそうなる
と，就学をしないようにするためには積極的に行
動しなければならない．それがメキシコの主要な
条件付き現金給付プログラムの状況であり，受益
者は自動的に就学を約束することになっている．
　仮に息子の就学にかかわる躊躇が抱負の不足に
由来しているとすれば，この希望の欠如に直接取
り組むプログラムも助けになるだろう．例えばペ
ルーでは，金融リテラシー・プログラムによって
初めて，受益者の間でシリーズ物の「自尊心講
和」が実施された．これは貯蓄勘定などの金融商
品が自分のための真の選択肢である，ということ
を彼らに理解してもらうためであった（Perova 
and Vakis 2013）．
　仮に社会的な要求のために，父親には教育のた
めに使える資源がほとんど残っていないのであれ
ば，教育目的のために信頼できる形で取り分けら
れている金融商品も有用であろう．それは前述
したケニアにおける実験で健康貯金の促進に役
立ったのと同じである（Dupas and Robinson 
2013）．
　このような要因のなかで，どれが特定の文脈下
で拘束力のある制約になるのかは極めて実証的な
問題であり，良い診断と積極的な実験の両方を必
要とする．貧困層が経験する物質的な収奪を説明
している膨大な実証データは存在しているもの
の，貧困の認知的・心理的・社会的な側面にかか
わる指標の特定は依然として新しい研究分野であ
る（スポットライト 3）．同じく，どのようなプ
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ログラム設計が複雑な決定をし，出現してくる機
会を利用するのに要する動機や抱負を増やすため
に必要とされる認知空間を直接開け広げるのかに
関しては，証拠の基盤は依然として薄っぺらであ
る．所得面での貧困を対象にするプログラムと，
認知容量――金融アクセスや日常生活のストレス
を削減するのに資するインフラの発展など――に
取り組むプログラムの間の補完性は高いかもしれ
ないが，まだほとんど裏付けがなされていない．
研究者や政策当局が反貧困の介入策と貧困層の意
思決定のニーズをうまく一致させるプログラムを
実験するなかで，さらなる証拠が出てくることが
理想であろう．
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Spotlight 3
われわれは貧困を形成している状況をどれほど十分に理解して
いるか？

　第 1 – 3 章で検討したように，行動経済学に
よって，選択が一見では無関係な要因から影響
を受けている，という驚くべき事例が多数発見
されてきている（以下も参照：Kahneman and 
Tversky 1984; Kahneman 2010; Ariely 2008, 
2010）．
　このような小さな矛盾はしばしば，場面（ビ
ネット）や仮説的な状況に対する人々の反応を通
じて露呈されてきている．このような場面は多く
の場合，エリート大学の学生に対して示されてき
ている．このようなパターンは人間の意思決定に
関する普遍的な何かを明らかにしているのか，そ
れともこのような選択はおそらく富の関数ではな
かろうか？　それは視覚的錯覚に対する感受性や
公正性の選好が特定の社会ではユニークだと思わ
れているのと同じである（Henrich, Heine, and 

Norenzayan 2010）．
　『世界開発報告 2015』はこの点を明らかにす
るために，行動経済学からの古典的な場面を世
界中の 3 つの首都（インドネシアのジャカルタ，
ケニアのナイロビ，ペルーのリマ）における代表
的な標本と，世界銀行職員の標本に用いた．
　その結果は，世界銀行職員による選択は大学や
富裕層の選択と同じになる傾向が強いことを示し
ている．低所得国で暮らしている人々の選択はそ
うではない．彼らの選択はアメリカの貧困層標本
の選択を再現する傾向が強い．

ニュージャージー州（アメリカ）の貧困層と
富裕層の反応

　アメリカでは，貧困層と富裕層は割引の利益を
評価する際に，同じ知的ショートカット（発見的
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出所：Hall 2008．
注：割引は 50 ドル．

図S3.1　ニュージャージー州の貧困層と富裕層は器具の割引を求めて遠くまで行くことをどう考えるか？
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手法 / ヒューリスティクス）を使っておらず，貧
しい回答者はお金（あるいは割引）と時間の間の
トレードオフに関してより首尾一貫した選択を
行っている．例えば，ニュージャージー州におけ
る研究では，3 つの回答者グループは以下の短い
場面に関する 3 種類のうちの 1 つを読むよう無
作為に割り振られた．その内容は購入可能な器具
の総コストだけが異なっていた．

友人が 100 ドル（500 ドル，1,000 ドル）
で器具を買いに出かけたと想像して下さい．
その店の価格は適正だが，45 分離れた店で
は同じ商品を50ドル安く売りに出している，
と店員は友人に教える．あなたは 100 ドル
の商品について 50 ドルを節約するために，
友人に別の店に行くよう助言しますか？

　ニュージャージー州のスープ・キッチンの貧し
い回答者にとっては，割引のために遠くまで行く
ことを助言するか否かを決定する際，器具の総コ
ストは無関係であった（Hall 2008）．各グルー
プが，それぞれ違う価格を無作為に示唆された他
のグループと同じ選択をした．しかし，ある電車
の駅を使っている裕福な通勤客の標本は，器具の
価格が上昇するにしたがって，遠くまで出かける
可能性が大幅に低下したが，これはアメリカと
カナダの大学生の間での発見と整合的であった

（Tversky and Kahneman 1981）．これが示唆
しているのは，人々は絶対的な節約ではなく，相
対的な節約に焦点を当てているということだ．ど
のシナリオにおいても，すべての回答者は「50

ドル節約するために 45 分費やすか」という同じ
トレードオフを考慮していた．富裕層にとって器
具がそれほど高くない場合，50 ドルの節約はよ
り良い取引であると思われた（図 S3.1 参照）．

世界銀行職員の反応
　世界銀行職員に関しては，場面は 50 ドル割引
される時計のために遠くまで行くかどうかという
形で提示された．職員は通勤客のうち富裕層や大
学生と同じようなパターンを示した．内容をより
高価なものにした場面を無作為に割り当てられた
グループは，割引のためなら遠くまで行くと回答
する割合が非常に低かった（図 S3.2 参照）．

ジャカルタ，ナイロビ，およびリマの住民の
反応

　ジャカルタ，ナイロビ，およびリマでは，富で
みてさまざまな階層の住民が携帯電話に関して同
じような質問に答えた．このような都市の選択は
ニュージャージー州のスープ・キッチンの回答者
による選択にずっとよく似ていた．
　各都市で，回答者は富でみて低・中・高という
3 つのグループに階層分けされた．これは次のよ
うな定義による 3 分位に対応していた．それぞ
れ，ジャカルタは貧困率にかかわるコミュニティ
の平均，ナイロビは資産，リマは消費であった．
このような富別のグループは各国内における定義
であるため，上流階級の回答者が富裕国の貧困階
級により密接に類似することがあり得る．
　ジャカルタ，ナイロビ，およびリマのすべての
富別カテゴリーにおいて，携帯電話の総額は回答

出所：WDR 2015 チーム．
注：割引は 50 ドル．

図S3.2　世界銀行職員は時計の割引を求めて遠くまで行くことをどう考えるか？
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出所：WDR 2015 チーム．
注：割引は 25 万ルピア．

出所：WDR 2015 チーム．
注：割引は 750 シリング．

図S3.3　インドネシアのジャカルタ市の人々は，携帯電話の割引を求めて遠くまで行くことをどう考えるか？

図S3.4　ケニアのナイロビ市の人々は，携帯電話の割引を求めて遠くまで行くことをどう考えるか？
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者が割引のために遠くまで行くかどうかに，統計
的に有意な影響をほとんど及ぼしていなかった．
この発見はアメリカと世界銀行のもっと富裕な回
答者――製品の総額が上昇すると，割引のため
に遠くまで行くことの魅力が著しく減少した――
とは好対照を示した 1（図 S3.3, S3.4, S3.5 を参
照）．

得られた結論
　一部の主張によれば，貧困層と富裕層のこのよ
うな相違は金銭的な懸念が顕著かどうかに関係し
て い る（Hall 2008; Mullainathan and Shafir 
2013）．些細な金額でも貧困層にとっては重要な
問題であるため，絶対的な節約額に焦点を当て
る．富裕層にとっては，この程度の金額では懸念
材料にならない．節約額について代替的な用途を
ただちに考えることはなく，したがって，割引が
うまい取引かどうかを判断するためには，相対的
な節約額に焦点を当てなければならない．
　このような結果は，理由いかんを問わず，貧しい
状況下で暮らす人々と貧困層を支援するための戦略
設計のために働いている世界銀行職員の選好に齟齬

があることを示唆している．このような齟齬が反貧
困戦略の無効性につながっているとの証拠はないも
のの，貧困の状況下における意思決定を動機付けて
いるものに関して前提を置く場合には，少なくとも
用心する必要があることを示唆している．

注
1． 1 つの例外は，リマでは富でみて上流階級の

人々が調査に消極的であったため，回答者の
標本サイズがすべての質問項目全体を通じて
109 人と著しく制限され，データに相当なノ
イズが入り込んだ懸念がある．
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出所：WDR 2015 チーム．
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図S3.5　ペルーのリマ市の人々は，携帯電話の割引を求めて遠くまで行くことをどう考えるか？
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　就学のはるか以前から，貧困家庭の子供たちは
富裕家庭の子供たちとは認知および認知以外の能
力の点で大きく異なる．この相違は子供たちが成
人に育っていく社会にとってだけでなく，個人の
健康や福祉，教育，寿命などにとって，強力で永
続する結末をもたらす．

　子供たちの間におけるこのような重大な相違の
原因は何か？　次のようなことはしっかりとわ
かっている．それは，貧困下で暮らしている子供
は高所得下の子供よりも，高水準の環境的・心
理的なストレス要因を経験しているということ
だ（Crockett and Haushofer 2014）．また，人
生初期のストレスや逆境は成人期を通じて，肉体
的・精神的な能力の発達を永久に圧迫すること
がある（Shonkoff and others 2012）．さらに，
恵まれない家庭の子供は応答的な養育者から一貫
した支持や指針を享受できる可能性が低い．教員
や他の子供と有効に交わり，教室で注意を払い，
課題を完遂し，適切に行動するための重要なスキ
ル――自分の衝動を抑制するするスキル，他人の
視点を理解すること，注意の焦点を絞ることなど
を含む――を発達させる機会が少なかった公算が
ある．
　貧困が家庭生活や発育成果に及ぼす発達面の
影響は数世紀にわたって認められていたが，経
済思想のなかで前面に出てきたのは，貧困国で
も富裕国でもごく最近のことである．恵まれな
い家庭がその子供たちにより良い支援を行うの

を後押しする政策への投資は，高い収益率をも
たらすだろう（Heckman 2008）．人生と国家
の成果の両方を形成することについて，早期経
験の効能に関して台頭しつつある見方は，神経
生物学や生体心理学，発達心理学などにおける
新たな研究によって支持されている．恵まれた
環境下で暮らしている子供の精神的な発育軌道
と，貧困のなかで暮らしている子供のそれとは，
非常に幼い時に乖離し始める．本章の 1 つの目
標は，幼児期に始まる経験がどのように生物学
的なメカニズムに作用して，そのような発育軌
道を乖離させるのかを探求することにある．子
供相互間の認知的・社会的な能力の明確な差異
は，状況に応じてさまざまである．したがって
第 2 の目標は，メンタル・モデルの相違や，状
況に固有の養育慣行を動機付けている親の信念
が，どのようにして子どもの早期の言語や認知
の発達について観察される著しい格差の要因に
なるのかを探求することにある．生物学的・社
会文化的な視点からの研究を統合しながら，本
章ではなぜ何百万人もの子供たちが幼児期に発
達の潜在力に到達することに失敗し，学習する
ための強固な基盤なしに就学してしまい，人間
の潜在力の甚大な損失をもたらしているのかを
検討する．最後に，本章では，早期児童介入策
は貧しい環境が子供に与える影響を軽減できる
という証拠を報告したい．本章が示すところに
よれば，精神に対する社会的影響には，パート
1 が光を当てた意思決定にかかわる効果だけで
なく，早期の社会環境が認知的および認知とは
関連のないスキルに対して及ぼす長期的な効果
も含まれる．

C
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R5 早期児童開発

貧困家庭の子供たちは富裕家庭の子供た
ちとは認知および認知以外の能力の点で
大きく異なり，自分自身と社会にとって
人間の潜在力の甚大な損失に帰結する．
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富裕層の子供と貧困層の子供とでは就学への
準備が大きく異なる

　富裕層と貧困層とでは子どもの発育度の格差は
著しく大きく，その格差は就学のはるか以前に出
現する．所得が非常に低い諸国――4 人中 3 人以
上が 1 日 1.25 ドル未満の暮らしをしているマダ
ガスカルのような国――では，子どもの成績は一
律に悪いと想定される．しかし，就学前児童の言
語，認知能力，および非認知スキル（認知とは関
連のないスキル）は，図 5.1 でみるように，富の
水準ごとに明確な相違を示している（富の勾配）．
　富の勾配は受容語彙（聴解力や読解力）につい
て最大で，実行機能（持続的注意や作業記憶）が
それに続いている．早期言語能力は年長になって
からのより複雑な読書や数学の課題の習熟に加え
て，学校の低学年における読解力や数的処理に
おける後の成功を予想させる．言語認識能力に
関しては，富について最低の 5 分位層の子供は，

同最高の子どもと比べると標準偏差の約 4 分の
3 だけ低い．このような格差のどれ 1 つとして，
母親の教育水準の差異では説明可能ではない．と
いうのは，推定値は母親の教育達成度の相違を考
慮すべくすでに調整済みとなっているからだ．
　ラテンアメリカ 5 カ国における最近の研究で，
受容言語能力に重視すべき富勾配があるという
証拠が見出されている（Schady and others, 
近刊）．これはマダガスカルの研究と先進国の
研究では最大の富勾配をもつ能力「であった

（Hackman and Farah 2009）．図 5.2 はチリ，
コロンビア，エクアドル，ニカラグア，および
ペルーの農村部と都市部における，最富裕と最
貧の 5 分位層の受容語彙に関する相違を表して
いる．
　子供のスキルについて富別格差は時とともに縮
小してきているだろうか？　これまでの証拠では
縮小していないことが示されている．マダガスカ
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図5.1　マダガスカルでは，基本的な学習スキルにかかわる富ごとの相違は，3歳までに明白になっている
マダガスカルの極貧地域に住んでいる人々の間では，一連の包括的な児童発達指標について社会経済的な勾配がある．
就学前児童については富と児童発育度の間には強い相関関係がある．重要なのは，全社会経済グループにわたって最大
の格差は受容語彙・記憶・持続的注意にみられるが，すべてが学校や成人期における後の成否を強く予想させる領域で
あることだ．

年
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受容語彙 作業記憶 語句の記憶 視覚空間処理 持続的注意 流動性推理

第 1 分位（最貧層） 第 2 分位 第 3 分位 第 4 分位 第 5 分位（最富裕層）

出所：Fernald and others 2011．
注：3 – 6 歳児が研究対象．グラフは各能力について富の 5 分位別に平均的な年齢調整済みの得点を表している（母親の教育程度で
調整済み）．得点は平均が 100，標準偏差が 15 になるように正規化されている．
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ルとラテンアメリカ両方の標本では，子供が就学
する（6 歳で）までに，最富裕層と最貧層の子供
の得点差は 3 歳の時よりも拡大し，その後は実
質的に横ばいとなっている．学力テストの得点に
かかわる同様の格差とパターンは，アメリカの恵
まれない家庭と恵まれた家庭の子弟の間でも観察
されている（Farkas and Beron 2004; Cunha 
and others 2006）．

学校で成功するためには，子供たちには多数
の認知および認知とは無関係のスキルが必要
である

　子供の就学準備の決定的な相違はどこからきて

いるのであろうか？　潜在的な知能の一部は
遺伝によるもののようであるが，子供の潜在
力を全開させるためには環境からの十分な支
援が極めて重要である．このような支援には
十分な栄養と健康管理に加えて，生後の早い
時期における言語による相互作用と認知的・
社会情緒的な刺激が含まれる．成功する可能
性が高いのは，広範な領域にわたって遂行で
きる能力に影響する多数のスキルについて基
盤を確立している生徒である．認知とは関連
のないスキル，したがって単に IQ だけでな
く，作業記憶や認知処理などに関連する能力
も非常に重要である．
　このようなソフトなスキルは多種多様な学
問によって，さまざまな形で特徴付けられて
いる．一部の心理学者はそれを性格特性に関
連したものと考えている一方，神経生物学者
は自分をコントロール（自己規制）する能力
やそれに関連した構成概念に焦点を当てて
いる．実行機能と呼ばれる自己規制のうちの
認知的構成部分には，注意を向ける，視点を
変える，変化に柔軟に適応する（認知的柔軟
性），情報を保持する（作業記憶），問題解決
などの目標を達成するために自動的ないし衝
動的な反応を抑制する（衝動制御）能力が含
まれる（Hughes 2011）．例えば，教室で背
景の騒音を無視して，目前の数学問題の解答
に集中している児童は，このような能力に大

きく依存している．自己規制にも自分の感情を規
制する，自己規制を示す，将来の報奨を享受すべ
く現在の満足を遅らせるなどといった，情緒的な
構成要素が含まれている．心理学者が同意してい
るのは，自己規制のスキルは，芽生えてきている
識字能力とちょうど同じように，就学準備の重要
な構成要素だと考えられるべきだということであ
る（Blair and Diamond 2008; Ursache, Blair, 
and Raver 2012）．
　報奨は就学期を超えて持続する．認知とは関連
のないスキルは，成人期になってからの広範囲に
わたる生活の成果を予測するという点で，IQ や
認知スキルと同じくらい強力である．これらは経
済的に関係があり，相互に補強し合う（Cunha 

チリ コロン
ビア

エクア
ドル

ニカラ
グア

ペルー

図5.2　ラテンアメリカ5カ国における3 – 6歳児の受容言語能力は，富
ごとに大きく異なる

ラテンアメリカ 5 カ国を通じて就学前児童の受容言語の富勾配は，
農村部と都市部の両方で著しい．分析で追加された体系的な証拠に
よれば，児童開発の結果にかかわる格差はライフ・サイクルのなか
で早期に顕現する．

標
準
化
さ
れ
た
得
点

都市部 最富裕 5 分位層 最貧 5 分位層農村部

出所：Schady and others （近刊）の table 2 に基づく．
注：グラフは各国内における富の分布で最富裕と最貧の 5 分位層にかかわ
る受容言語の年齢標準化 z- スコア平均を表す．これは都市部（U）と農村
部（R）に分けて報告されている．重要な但し書きは，データはすべての諸
国について総じて農村部を代表しており，都市部を代表するものではない
ということである．ニカラグアについては都市部のデータが入手不可能．
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and Heckman 2007, 2000）1．Heckman 
(2008, 309) の主張では，「スキルはスキルを生
む」．学習について早期に成功すると後の投資が
より生産的になり，学習は早期スキルが高水準に
あるおかげでさらに増大する（自己生産性の主
張）．加えて，早期におけるスキルへの投資は後
の段階における投資の生産性を増大させる（動学
的補完性の主張）．Cunha and Heckman (2007, 
2009) は，特に認知スキルを中心とした自己生
産性について強力な証拠と，それ以降の認知スキ
ルに対する非認知スキル（認知とは関連ないスキ
ル）の強力で交差的な生産性効果を発見してお
り，これは政策のタイミングについて重要な意味
を含んでいる．
　貧困下で暮らす子供たちにとって，自己規制ス
キルの発達は予測不可能な環境やストレス水準の
持続によって阻害されることがある．加えて，本
章の後の方で検討するように，恵まれない子供た
ちは応答的な養育者から一貫した支援や指針を享
受できる可能性が低く，衝動の制御・視点を変え
ること・注意の集中などといったスキルを発達さ
せる機会が少ない公算がある．

幼年期や少年期における貧困は早期の脳発達
を阻害し得る

　学校や後の生活における成功にとって，認知お
よび非認知のスキルがもっている決定的な重要性
に関する新たな発見は，結局のところ，次のよう
な中心的な疑問に帰着している．仮に子供たちが
就学した時に，出身家庭の貧富の差に応じて最も
重要な能力において大差が生じているのであれ
ば，そのような相違はいつどのようにして生じ始
めたのか？　そのような早期における劇的な相違
は，子供たちの発育の脚を引っ張る多数の環境要
因によって形作られている．それには栄養や医療
ケア，ストレス，子供と養育者の相互作用などが
含まれる．このような要因は生物学的包埋のプロ
セスにつながり得る．これは幼い子供に提供され
る早期環境の質の相違が，中枢神経システムの形
成と神経化学に直接的な影響を与えた場合に発生
し，後の認知的，社会的，および行動的な発達を

阻害する．
　ストレスの大きい事件に頻繁にさらされている
幼児は，ストレスに対する反応を制御する神経内
分泌系において重要器官である視床下部 - 下垂体
- 副腎系（HPA）軸の持続的な活性化を経験す
る．HPA 軸による鋭いストレスに対する反応は，
身体のエネルギーを当座の課題に集中させること
ができるため有用であるものの，大きなストレス
に長くさらされることは，幼い子供においても慢
性的に高水準のコルチゾールとストレス適応障害
に帰結し得る．学校における小さな日常的なスト
レスを極端に心配するという反応を示す児童は，
仲間との相互交流が困難で，学業においても成績
が不振であろう．そのような経験が毎日続くと自
信がなくなり，学業成績の足を引っ張る．落胆が
HPA 軸をさらに活性化させるフィードバック・
ループを通じて，児童のストレス水準を増加させ
続けることになる．
　これは全体像のほんの一部でしかない．幼児期
にストレスが慢性的に高水準にあると，図 5.3 の
パネル b で示されているように，感情や学習に
関連する領域にある神経単位（ニューロン）の損
傷によって，脳の発達が影響を受ける．ストレス
が高水準だと前頭前皮質の発育も損傷を受け得

有害ストレスとは，身体のストレス管理システムが強力に，緩
和することなく活性化していることである．下図は学習と行動
の成功にとって最も重要な脳の領域――海馬状突起と前頭前皮
質――を描いたものである．パネル b に示されている有害スト
レスにさらされていたニューロンは，神経連絡が明らかに未発
育であることを示している．

出所：Shonkoff and others 2012．

図5.3　幼年期の容赦ないストレスは脳の発達にとって有害であり得る

a.		典型的なニューロン：
多くの繋がり

b.		有害ストレスで損傷された
ニューロン：繋がりが少ない
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る．この脳の領域は学校や成人期の成功に不可
欠な自己規制スキルの発育にとって重要である

（Shonkoff and others 2012）．つまり，幼児期
に過度なストレスや心配を経験していると，学習
能力や認知以外のスキルの早期開発が阻害され
て，後の習熟度に連鎖的なマイナス効果をもたら
しかねない．

　認知神経系，つまり幼年期における逆境や社会
経済的地位（SES）の差異の影響に最も脆弱な脳
の領域は，言語や実行機能と関係がある（Noble, 
McCandliss, and Farah 2007）．アメリカにお
ける最近の研究では（Fernald, Marchman, and 
Weisleder 2013），SES 水準別にみた言語処理
の効率性と語彙の相違は生後 18 カ月には明瞭と
なった．2 歳の誕生日までに，言語発達にとって
決定的に重要であることが知られている処理スキ
ルについて，SES が高い家庭と低い家庭の間で
は 6 カ月相当の格差がついていた．

親は子供の学習能力開発を支援する点で決定
的に重要である

　これまでの議論は生物学的な包埋プロセスの否
定的な側面に焦点を当てていた．しかし，肯定的
な側面もある．早期開発の微妙な時期というのは，
もし子供に環境から肯定的な支援が十分与えられ
るなら著しい成長の時期を表すことになる．神経
生物学の研究が今や明確にしていることによれば，
早期の育児の成果も好むと好まざるとにかかわら
ず，やはり生物学的に包埋される．幼児期におけ
る支持的な育児は，記憶の発達にとって決定的に
重要な領域である海馬状突起を含む脳構造の発達
を強く予測させる（Luby and others 2012）．

親は子供の言語学習をどのように支援できるか
　次のような具体的な状況が，幼児が最初の言葉
を学ぶ助けになる：

• 幼児は言葉を学ぶのにたくさんの言葉を何回
も耳にする必要がある．

• 親としては子供の興味にしたがい，子どもの
注意を引いたことについて話をすることに
よって，言語学習を円滑化することができ
る．

• 子供が言葉を最もうまく学ぶのは意味のある
文脈においてである：知識というのは，孤立
した言葉を学ぶだけでなく，言葉を意味の
ネットワークのなかで一緒につなげることに
よって構築される．

• 肯定的な相互作用は学習を後押しする：子供
の会話に基づいて質問をしたり詳細に踏み込
んだりするのは，興味を抑制する命令を与え
るよりも効果的である．

　しかし，養育者は幼児との相互交流において，
このような支持的な行動の活用に関して著しく多
様である．アメリカにおける記念碑的な研究は，
SES が違うと，養育者が幼児向けに話した量が
著しく異なっていたことを見出している（Hart 
and Risley 1995）．SES が最低グループの子供
は 1 時間当たり約 600 語を耳にする一方，同最
高グループの子供は同 2,000 語以上を耳にした．
幼稚園に入る 4 歳までに，高 SES 児童は低 SES
児童と比べて 3,000 万も多くの言葉を耳にした
ことになる．養育者の話は量だけでなく質もさま
ざまであった．親が専門職の家庭では子供の好奇
心を奨励すべく，注意深く丁寧に説明したり質問
したりする可能性が高かったが，低 SES 家庭で
は命令や禁止の言葉がより多く使われた．
　仮に恵まれた家庭と恵まれない家庭の幼児が生
後 18 カ月で――多くがようやく話し始めた時期
に――，言語処理スキルや語彙についてすでに
違っているとすれば，早期言語経験の相違がこ
のような乖離の説明になるのだろうか？　養育
者が子供にする話の相違は，SES と子供の語彙
数との関係を確かに説明するようである（Hoff 

心理的ストレスは，親が子供の世話をし，
肯定的に関与することを阻害している．
反貧困プログラムや社会政策は，そのよ
うな重要な心理的ストレスを削減するこ
とによって子供の発育に間接的に強力な
効果を及ぼすことができる．
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2003）．しかし，貧困はそれ自体は養育者による
子供向けの話が限定的になる不可避的な原因では
ない．アメリカのスペイン語を話す低所得家庭で
親子の相互交流を終日録音したものから，大人
による子供向けの話の量が驚くほど千差万別で
あったことが明らかになった（Weisleder and 
Fernald 2013）．ある 1 人の幼児は平均すると 5
分間で 100 語を耳にしたが，もう 1 人の幼児は
5 分間で耳にした言葉はわずか 5 語にとどまっ
た．18 カ月間でより多くの子供向けの話を経験
した幼児は，言語処理スキルについてより効率的
になり，生後 24 カ月までにはより多くの語彙を
もっていた．また，重要なのは子供に向けられた
会話だけであった――子どもが単に偶然聞いた話
は語彙の成果には無関係であった．このような結
果が明らかにしたのは，スペイン語を話す移民の
SES が低い層においてさえ，養育者の話は直接
および間接に言語発達に影響したということであ
る．子供に向けた話を体験する機会が多いほど，
学ぶべき言葉の見本だけでなく練習できる機会も
増えるため，幼児の言語処理スキルが強化され，
語彙学習にとって連鎖的な利益をもたらす．

親は子供の実行機能に関するスキルの学習をどの
ように支援するのか

　就学前の実行機能スキルと子供の後の人生にお
ける成功との間には強固な関係があることを考え
ると，このような重要な認知以外のスキルの前段
階に関して何がわかっているのだろうか？　言語
学習と同じく，衝動的な反応に抵抗し，自分の行
動を修正し，計画を立てる，といった子供の能力
の漸進的な発達は早期の経験に強く影響される．
貧困層の子供は恵まれた子供と比べて，実行機能
スキルがあまり十分発達していない可能性があ
る．ストレス下にある家庭では，養育のレベルが
総じて厳しいため，子供は往々にして反抗心を制
御したり，感情を規制したりするのに苦労してい
る（Lansford and Deater-Deckard 2012）．こ
の発見は前述の通り，次のような生物神経学の発
見と整合性がある．高ストレスを早期に経験する
と，ストレスに対する子供の反応には永続的な
影響が及ぶので（Shonkoff and others 2012），

そのようなストレスに対して子供を保護するに
は，親の役割が極めて重要になり得る．
　実行機能スキルの養育に重要な子育て行動の１
つの側面に，「足場を設ける」ということがある．
例えば，親は積み木で塔を作るという 2 歳児の
努力に足場を設けて，子供が適切なサイズの積み
木を選び，それを正しく置くのを手助けする．足
場を設けるのは見かけよりも複雑なスキルであ
る．というのは，大人はちょうど適切な水準にま
で課題を簡素化しなければならないからだ．子供
が成功を経験できるようにし，子供を特定の目標
に向かうよう導き，もし課題がむずかしいなら子
供の欲求不満を管理しなければならない．巧みな
養育者なら子供が継続している活動に対して偶然
の対応をしながらも，その活動を拡大してより挑
戦的な方向に向かわせなければならない．感情
的・認知的な支援を得ながらの漸進的な学習を通
じて足場を設置すれば，子供は独立的に課題を解
決するのに必要な能力を徐々に発達させることが
できる．足場は本章の最終節で検討するように，
適切な介入策を通じて強化することができる．
　効果的な足場の設置は頻繁に子供向けの言葉を
含むため，偶発的で状況固有の言語学的な指針を
使う養育者のスキルも，子供に出現しつつある自
己規制能力の発達において重要な役割を果たす．
Olson, Bates, and Bayles (1990) は，よちよち
歩きの幼児により肯定的な言葉の刺激を提供した
母親の場合，子供は 6 歳になっても課題に集中
して満足を先送りすることができる，と指摘して
いる．つまり，幼児期における子育てと言葉によ
る刺激の質が，子供のストレス応答系と極めて重
要な非認知スキルの形成に加えて，より幅広く言
語・認知スキルの発達にとって決定的な役割を果
たすのである．

親の信念や養育の実践は階層ごとに異なり，
子供の発育成果もさまざまである

さまざまな養育スタイルがどのように変遷し，多
種多様な経済を生み出している状況にそれぞれ適
応するのだろうか

　アメリカにおける多数の研究では，養育行動は
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家庭ごとに大差があることが発見されている．教
育と富の水準が高い親は，それがともに低い親と
比べて，自分の幼児に対してより多くの認知刺激
や肯定的な社会情緒的刺激を提供する傾向が強
い．SES グループのなかでも著しい相違がある．
しかし，このような発見は途上国のずっと広範囲
にわたる状況において，養育者や子供にはどの程
度当てはまるのだろうか？
　途上国では，養育行動と適切に定義された子供
の成果との間における長期的な関係を検証した研
究がほとんどない．しかし，養育慣行が社会に
よってどう違うのかという問題に関しては，民族
誌学者は豊富な記述データを提供してくれてい
る．農業社会における母子の相互作用に関して多
くの人類学研究が報告しているところによると，
親は幼児の安全と栄養ニーズに非常に気を使って
いるが，まだ話し始めていない子供とは社会的な
相互作用も直接的な対話も規則的には実施してい
ない（Kağ1tç1baş1 2007）．例えば，ケニアの
農村では，グシイ族の母親は幼児とはアイ・コン
タクトを避ける．これは直視は危険であるとの伝
統的な信念があるからだ．したがって，母親が愛
情深い，あるいは社会的な行動を赤ん坊に向ける
ことは極めて稀である，というのが Dixon and 
others (1981) の観察であった．グシイ族の母親
は泣いている赤ん坊を保護する，慰める，授乳す
ることには迅速に対応するが，接触することで答
える傾向が強く，言葉で答えることは稀である．
不測事態の下で幼児と会話するという伝達戦略
は，発話の順序交代や足場の設置とった慣行を含
めて観察されなかった．子供の成長に伴って，親
はもっと頻繁に話しかけるようにはなったもの
の，言葉を使った子供の関心事を丁寧に説明する
わけではなく，何かをさせるための命令口調を使
うことが多かった．
　さまざまな文化グループごとに子育て行動
が こ の よ う に 違 う の は， ど の よ う に 説 明 で
き る の だ ろ う か？　 文 化 心 理 学 者 の Cigem 
Kağ1tç1baş1(2007) は親子関係にかかわる文化
的な相違について，親の信念や価値観，行動を社
会経済的な文脈のなかに置くことによって，機能
的な説明を行っている．自給自足経済下における

ように，子供が家計に対する物質的な貢献を期待
されているのであれば，子供には実用的価値があ
る．つまり，子育てのメンタル・モデルは目標指
向的なのかもしれない．ただし，明示的には，あ
るいは意識的には，そういう形では定式化されて
はいない．将来が編み物など伝統技能の熟達に依
存している安定した農業社会の子供は，社会化し
て大人の織り手を言葉を使わずに観察することに
よって，その能力を開発することができよう．そ
れなら人生の早期段階で徹底した認知や言語の
刺激を行う必要はない．しかし，Kağ1tç1baş1 
(2007, 83) は次のように指摘している．「言葉を
使わない観察学習や非誘導的な服従指向型の児童
社会化に限定された授業や学習は，子供の高水準
の認知・言語能力の促進にとっては最適ではない
ようである」．事実，彼女の主張によれば，この
ような伝統的な社会化が目指しているものは，社
会変化という状況の下では不利かもしれない．例
えば，教育を受けていない親が公式な教育に向け
て子供が準備するのを手助けしなければならない
ような時が，それに該当する．学校教育の新たな
挑戦に立ち向かうためには，子供たちは，言語と
実行機能について基盤的なスキルを必要としてい
る．それは，創造的な問題解決や学校での成功に
とって決定的に重要な高次元の認知能力を修得す
るためである．

子育ての慣習は国ごとにどのように違っている
のか

　子育ての慣習は高所得国・中所得国・低所得国
の間でどのように違っているのだろうか？　2 種
類の肯定的な子育ての慣習――認知的養育と社会
情緒的養育――と，人間開発指数（HDI）で測
定した当該国の開発水準との相関関係が，発展
途上 28 カ国からの比較可能なデータに基づく最
近の研究で検討された（Bornstein and Putnick 
2012）2．既述の通り，認知的養育――世間に関
する子供の理解力を刺激するために子供向けの言
葉を使うなど――は，言語と認知能力の発育を強
く予測させる．一方，社会情緒的な養育をしてい
れば，子供の対人能力や非認知スキルの発達が予
測される．
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　このような子育て慣習の普及に関する報告は，
図 5.4 で示されているように国ごとに大きく異
なっている．母親は全体として認知的というよ
りも社会情緒的な子育てをしていることが多く，
それは国の発展水準とはあまり相関関係がない．
HDI 別にみて平均的な社会情緒的養育について
一貫した相違はないものの，高 HDI 諸国の母親
は低 HDI 諸国の母親と比べて，認知的養育に従
事している割合が高い．中 HDI 諸国は平均を上
回るところと下回るところに二分されている．
　このデータセットに基づくもう 1 つの分析で
は，養育の実践の肯定的な側面よりも否定的な側
面に焦点が当てられた（Lansford and Deater-
Deckard 2012）．この研究では，教育，識字能
力，および所得の水準の低い諸国では，子供に対
する親の肉体的な暴力が多いということが明らか
になっている．このような相関に因果関係がある
と想定することはできないものの，養育行動の相

違は社会経済的な環境に起因するとしている民族
誌的な徹底的な研究結果と整合している．

親の能力に焦点を当てて，それを改善する介
入策を設計する

直接的な反貧困プログラムを補完する
　反貧困プログラムは伝統的なメカニズムを通じ
て児童開発に影響を及ぼすとしばしば考えられて
いる．すなわち，幼年期の所得制約を緩和するこ
とで，親は子供の発育を支援する財・サービスを
購入することが可能になる．本章の冒頭で検討し
た子供の発育にかかわる富別の格差は，そもそも
貧しい親の社会経済的条件を改善することによっ
て乗り越えることができるのだろうか？　構造的
な反貧困政策や現金給付プログラムはどこまで効
果があるのだろうか，またどのような経路をたど
ればいいのだろうか？

3

2

1

0

図5.4　認知的養育は社会情緒的養育よりも国ごとに大きな違いがある

色の濃いグラフで示されている認知的養育は人間開発指数（HDI）が高い国では低い国よりもずっと多い．ただし，社会情緒的
養育については国ごとの相違はごく小さい．赤子が乗っているグラフの高さは HDI が高い国と低い国の親が報告した認知的養育
を行った平均回数を示す．
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出所：Bornstein and Putnick 2012．
注：棒グラフは母親が申告した過去 3 日間における養育活動の回数．国際連合の人間開発指数（HDI）でランク付けした発展途上 25 カ国
からの比較可能なデータに基づく．測定された認知的養育活動についての 3 つのカテゴリーは，本を読み聞かせる，物語をする，子供と
物の名前を言う / 数を数える / お絵かきをする，である．



120 世界開発報告 2015

　条件付き現金給付（CCT）に参加すれば，子
供の認知スキルを向上させることができるかも
しれない．例えばメキシコでは，多額の継続的
な CCT を長く享受していた家計の子供は，制御
グループと比べて運動スキルを改善するととも
に，認知発達の結果が高くなっていた（Fernald, 
Gertler, and Neufeld 2008, 2009）．しかしエ
クアドルでは，CCT のインパクトに関する実験
の証拠からは，最貧層の子供の間では児童開発の
成果に対する効果はわずかなものにとどまった

（Paxson and Schady 2010）．CCT の影響に関
するニカラグアにおける実験の証拠によると，言
語と社会情緒の成果がやはりわずかに改善し，そ
れは現金プログラムが終わってからも 2 年間は
持続したということが示されている（Macours, 
Schady, and Vakis 2012）．このような行動変
化の持続性は，プログラムが物質的資源の増加を
超越するメカニズムを作動させているということ
を示唆する．子供と養育スキルを直接対象にして

いる CCT プログラムのうち，栄養と養育の部分
が重要な経路になる公算が大きい．というのは，
それは子供の環境を直接的に改善するからだ．
　家庭の経済環境が子供のストレス系の発達に及
ぼす影響を媒介するもう 1 つの経路は，母親と
その他の養育者の精神衛生や心的容量である．経
済的な困窮や逆境に関連したストレスは感情的な
悩みや憂鬱を増大させる可能性がある．今では次
のような証拠があると指摘されている．すなわ
ち，親に予測可能で安定した収入源があれば，精
神的なストレスが削減され，その経路を通じて，
養育に関しても一貫性の無い，予測不可能な行動
の可能性も削減されるだろう（Blair 2010）．一
部の研究者の指摘によれば，それは精神的能力や
親が子供と関与するために振り向ける注意力にも
影響し得る（Mullainathan and Shafir 2013）．
したがって，反貧困プログラムや所得保障を供与

する社会政策は，親が自分の子供と肯定的に注意
を払い関与するのを阻害する重要な心理的ストレ
ス要因を削減することによって，子供の発育に間
接的に強力な効果を及ぼすことができる．
　メキシコ都市部における研究が示すところで
は，母親の憂鬱症は支持的・応答的なケアを提
供する能力を阻害し得る（Fernald, Burke, and 
Gunnar 2008）．「機会」（Oportunidades）と
いうメキシコの CCT プログラムは，母親の憂鬱
症の病状の著しい減少と関係があり，それは母親
のストレス水準が低下したことで一部説明できる

（Ozer and others 2011）．続いてプログラムに
参加した母親の子供のストレスが，非参加の母親
の子供よりも減っていた――ストレス系活動の
マーカーである唾液コルチゾールの低下で示され
ている（Fernald and Gunnar 2009）．重要な
こととして，「機会」が子供のストレスやコルチ
ゾールに及ぼす影響は，主として憂鬱症の病状が
ある母親の子供に集中していた．
　貧困を短期的に軽減しただけで自動的に肯定的
な養育の実践に転換するわけではない．直接的な
介入策が必要かもしれない．そうすれば親は子供
の発育状況を学び（特定の種類の肯定的な親子間
の相互作用を促進するために），親の信念や行動
を変化させるための支援を享受し（高水準の肯定
的な養育を維持するために），このような能力の
開発を支援する行動を実践する機会を得ることが
できる（子供とより効果的に関与するスキルを磨
くために）．このようなスキルはどのようにした
ら育むことができるだろうか？

心的傾向，基本的な信念体系，親の役割に関する
メンタル・モデルを変更する

　親が幼児や幼い子供にもっと十分に関与するこ
とが，多くの障壁によって妨げられている．その
障壁は子供の発育に関する知識不足や，言葉によ
る子供との相互交流が重要であるということの認
識不足が原因かもしれない．親としては暗黙裡
に，知性は固定的で不変であると信じていて，そ
れが変化への動機付けの足を引っ張っているので
あろう．親は子供にとって有害な慣行もなかには
あるという伝統的な信念に基づくメンタル・モデ

貧困を軽減しただけでは養育の慣習は自
動的には改善しない．直接的な介入策が
必要かもしれない．
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ルや，幼児に話しかけることに反対している社会
規範に違反することで嘲笑されるのではないかと
いう懸念によって，引き止められているのであろ
う．育児に関する介入策はどうしたらこのような
メンタル・モデルを打破して，子供たちにとって
有益な特定の種類の介入策にかかわる認識を変化
させることができるだろうか？

親の行動と子供の成果との間の結び付きを明確化
する
　多くの育児プログラムはコミュニケーションと
遊びの重要性を強調し，養育者に（否定的かつ厳
しい育児ではなく）敏感かつ応答的なケアの実践
を奨励することを目的としている．グループ育児
プログラムの定性的分析は次のようなことに光を
当てている．それは，育児に関して親として抱い
ている核となる信念を変更することの重要性，親
が自分の子供に関与する方法の変更は可能である
と認識すること，そして親自身の行動と子供の行
動の間に結び付きを確立することなどである．

介入策と将来的な子供の成果の間の結び付きをフ
レームに入れる
　子供にとっての将来の利益という観点で望まし
い行動変化や慣行をフレームに入れることによっ
て，メンタル・モデルは信念を変更することがで
きるだろうか？　セネガルにおける「育児慣行の
強化」というプログラムは，早期の段階で言葉に
よる関与を自分の幼児に提供することにおいて，
親が自らの決定的に重要な役割を理解するのを手
助けすることを目的にしている．トスタン（現地
語で「ブレークスルー」の意味）という非政府組
織から派遣された世話役が，親と幼児との間の相
互交流を豊かにするための簡単な技術を紹介す
る．これには，豊かで複雑な語彙を使って子供に
話しかける，子供に質問してその回答を助ける，
子供の真似をしてふざける，話をしてあげる，物
を詳しく描写してあげるなどが含まれている．母
親やその他の養育者とのグループ活動は，最初の
2 – 3 回で言葉による関与，子供の脳の発達，知
能の増加やその他の肯定的な成果といった将来の
利益の間に重要な結び付きをもたらす（図 5.5）．

この結び付きは自分の子供に対する母親の抱負に
依存している．このアプローチの背後にある仮説
は，母親は自分の感情的な関与のおかげで，無批
判に抱いていた前提や信念を再検討することがで
きる，というものである．

社会規範を変更するためにコミュニティを動員
する
　親向けの支援は，支援グループ・ネットワー
クの発展を促進する可能性もある（Kağ1tç1baş1 
2007）．セネガルの「育児慣行の補強」プログラ
ムは社会規範の変化を促進することを企図した有
望な育児介入策の実例である．養育者は社会的支
援がほとんどない恵まれない環境の出身者かもし
れない．グループ介入策はそういった人々がコミュ
ニティの会合で地元の世話役と議論したり，経験
を共有したりする環境を提供する．結果として，
女性の支援ネットワークは介入策が終了した後で
も，引き続き親の有効性を改善することができる
だろう．グループ育児プログラムは，参加者の親
としての自信を促進し，同じ問題に直面している
他の親との議論を通じて彼らと結び付けることを
目指している．親は集団力学を通じて自分の個人
としての強さを認識すると同時に，日々の問題を
解決し，ストレスを削減する戦略――厳しい自己

この素描はセネガルの農村部における親を教育するプログラム
で，世話役が使ったポスターに基づいている．これは母親の話
かけがどのようにして幼児の脳を刺激するかを描いたものであ
る．世話役は親や村の長老と月 2 回の会合をもっている．

図5.5　セネガルの農村部におけるプログラムは，親が自分の子供
に言葉で関与することを奨励している

出所：Tostan という非政府組織のプログラム資料に基づき WDR 2015
チーム作成．
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判断を回避する助けになる戦略――を検討する．

「簡潔な」介入策を通じて心的傾向（メンタル・
モデル）を変える
　1 つの潜在的に興味深いアプローチでは，変化
の手段となる心理的なプロセスに焦点を当ててい
る．それにより，長期的に変化を持続させる自己
強化的な習慣の推進が期待できる．心的傾向に
かかわる介入策の核となる原則は，アメリカに
おける学校教育という環境で，心理学者の Carol 
Dweck と David Yeager が積み上げてきた膨大
な研究業績によって裏付けられている．その目的
は参加者を次のような心的傾向を奨励する特別に
注文したメッセージに慣れさせることにある．そ
れは，特定種の能力は固定的ではなく順応性があ
り，したがって養育することができるというもの
だ．高得点を達成することが学業に関して明確に
重要な進展を示した結果を表すという状況下で，
そのような簡潔な介入策――集中的ないし反復的
な介入策ではなく――は，中学校から大学に至る
までの学生を，信念と学習習慣の両方を変えるこ
とを動機付けするのに効果的であった（Yeager 
and others 2013）．このアプローチを親に自分
の子供の知能は固定的ではなく柔軟であると教え
ることによって，養育者の教育に対する心的傾向
を変更することに拡張すれば，有益な効果がある
だろう．しかし，そのような簡潔な介入策が，親
を動機付けて，子供が成育していくにしたがって
多数の行動を長期的に変更したり，肯定的な育児
の改善に向けて必須のずっと広範囲にわたるスキ
ルを開発・実践したりすることにおいても成功す
るかどうかはまだ不透明である．

親に新しいスキルを学習および実践し，そして心
理面の健康を改善する機会を提供する

　肯定的な育児戦略の利益に関する情報を提供し
たり，メンタル・モデルや養育目標を変更したり
することが必要かもしれないが，それは親の行動
を変えるのに十分な措置とはいえない．同じく極
めて重要なのは，効果的な相互交流のために親に
新しいスキルを学習・実践する機会を提供するこ
とである．親としては否定的な形の規律を削減

し，持続的かつ首尾一貫した方法で，敏感で効果
的な形の養育に従事する戦略を学ぶ必要がある．
行動変化にかかわる挑戦課題は子供たちの間にお
ける気質の相違に対処することの難しさ，他の家
族員と変化を交渉すること，あるいはさまざまな
年齢で発生する発育上の継続的な挑戦に関して，
単に解決策を見出す準備ができていないことなど
に起因しているのかもしれない．

スキルを漸進的に構築する
　「スキル修得には整然とした環境，練習の十分
な機会，思考や行為の正確性に関する迅速で無条
件のフィードバックが必要である」（Kahneman 
2011, 416）．家庭訪問プログラムは，母親がこ
のようなスキルを漸進的に構築するのを助けた
り，構造的なカリキュラムを提供したりすること
によって，これを行っている．そのカリキュラム
を受けて，母親は新しい挑戦課題ごとに対処する
戦略を学び，子供の認知・言語・社会情緒面での
発育を促進する方法を学ぶことができる．ジャマ
イカでは独創的な研究を受けて，低所得コミュニ
ティにおける生後 9 – 24 歳の発育不全児に対し
て，家庭を刺激する介入策が 2 年間にわたって
供与された（Grantham-McGregor and others 
1991）．カリキュラムには詳細に仕組まれた活動
が盛り込まれており，母親と子供の間で高質な相
互交流が促進された．新しいスキルを実演するた
めに役割演技や手作りの玩具が使われた．頻度と
継続的な接触のおかげで，新たに修得したスキル
を時間をかけて練習する多くの機会をもつことが
可能となった．この研究では子供たちを 20 年間
にわたって追跡している．早期刺激の部分は，図
5.6 に示されているように，参加者にとって労働
市場の面で重要な長期にわたる効果をもたらし
た．この研究は集中的な早期の心理社会的介入策
がどのようにして，恵まれない子供たちの長期的
な成果を，富裕層と比較した教育や所得の格差を
縮小することによって効果的に改善し，貧困の世
代間伝達を打破できるかを示している（Gertler 
and others 2014）．
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親の自分の子供に対する行動だけでなく自分自身
の精神的安定も対象にする
　親が子供との相互交流において首尾一貫して応
答的・肯定的でいられるためには，親の心理社会
的な安定が重要であることを考えると，親自身に
よる自分の感情やストレス，認知などのコント
ロールを直接支援するプログラムは，子供だけを
対象にするプログラムに対する有益な補完策にな
りそうである（Blair and Raver 2012）．ジャマ
イカの家庭訪問プログラムは母子間の相互交流の
改善だけでなく，母子双方の漸進的な自尊心形成
をも指向したものである．行動経済学者は低所得
層の親に精神的エネルギーや認知能力が欠如して
いることが，関与に対する障壁になっていると強
調していた．親が注視する対象や記憶，行き届い
た注意，時間管理などを改善するために，行動科
学の洞察を織り込んだアプローチを実験してみ
る価値があるだろう（Mullainathan and Shafir 
2013; Kali 2014）．

親の能力を支援するために補完的な教室ベースの
介入策を使う

　多くの子供たちにとって，育児の質に焦点を置
いた介入策は，仮に介入策が自分自身の制御とい
う子供たちの問題には取り組んでいないとすれば
十分ではないだろう．多岐にわたる介入策を備え
た就学前介入戦略を親の訓練に統合することは，
子供の社会的スキルと自分の感情の理解を改善す
るための有望なアプローチである．そのような就
学前介入戦略には，アメリカの「ヘッド・スター
ト」（低所得層幼児を対象にした就学前教育プロ
グラム）において親に提供されている「素晴らし
い時期」というプログラム（Webster-Stratton 
1998）やシカゴ・ハイツ幼児期センターなどが
ある．しかし，このような改善が行為に関する問
題を削減し実行機能スキルの養育につながるの
は，より恵まれない高リスクの子供たちについて
だけのようである．この発見は介入策の設計や強
度を対象層のニーズに調節することの重要性を強
調するものである（Morris and others 2014）．
　幼稚園の教員も，親が行う早期の肯定的な投資
を高めて，早期の不足を補填することによって重

要な役割を果たしている．親と同じく，教室で温
かく肯定的で情緒的な雰囲気を助長できる教員の
能力は，子供が認知能力だけでなく，認知とは関
連のないスキルを発達させるのを後押しするのに
決定的に重要である．エクアドルにおける教員と
学習の成果に関する分析は（Araujo and others 
2014），実行機能の成績に加えて，数学と言語の
成績に関しては，幼稚園教員の質が大きな影響を
及ぼしていたことを裏付けている．教員がルール
を規定し，児童の規律を正して自己規制の足場を
設けるスキルを構築するのを助けるプログラムに
よって，子供のストレスや心配が削減され，教員
が規律を課す必要性も軽減された．「心の道具」
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ジャマイカのプログラムは恵まれない幼児の認知・言語・
社会情緒面でのスキル発達を目指したものである．キン
グストン市の母親と幼児を家庭訪問するプログラムは，
貧しいコミュニティの発育不全児を対象とした．コミュ
ニティの医療補佐が母子間の高質な相互交流を促進する
カリキュラムを使って，2 年間にわたり 1 日 1 時間の遊
び会を開催した．20 年後の追跡研究が発見したところに
よれば，幼児を家庭訪問するプログラムで長期にわたり
成果が改善した．貧困層と富裕層の子供の所得格差は縮
小した（プログラムに参加した発育不全グループとそう
ではない比較グループの所得の間には，統計的に有意な
格差はなかった）．このような恵まれない子供たちにとっ
て，プログラムは貧困の世代間伝達を打破したのである．

図5.6　ジャマイカの早期児童刺激策は所得の長期にわたる
改善に帰結した

出所：Gertler and others 2014 に基づく．
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（Bodrova and Leong 2007）やモンテッソーリ
教育法などの教室用カリキュラムは自己規制の向
上に直接焦点を当てており，「社会的なごっこ遊
び」，当番制，子供自身による活動計画などに大
きな力点を置いている．次のような若干の証拠が
ある．このようなアプローチは子供の実行機能
改善に有効で，第 1 学年に向けて読みと語彙に
関して持続的な効果をもつ可能性がある（Blair 
and Raver 2012）．教室用カリキュラムを補完
するプログラム――アメリカのヘッド・スタート
REDI（研究に基づき発育に関する知識に溢れた）
プログラムで用いられている PATHS( 代替的思
考促進戦略 ) など――は，子供が感情や自己制御
の能力および対人問題解決に関する理解力を構
築する方法を教員に教えている（Bierman and 
others 2008）．
　子供が成長し進級していくのに伴って，学習，
創造性，柔軟性，そして規律を促進し，認知と非
認知両方のスキルを強化する範囲は，認知スキル
と並んで社会情緒的な能力を促進するカリキュラ
ムによって拡大するだろう．

結論
　経験は幼児期に始まって生物学的・文化的なメ
カニズムに重要な作用を及ぼして，貧困下に暮ら
す子供の認知的・社会情緒的なスキルの軌道が，
人生の極めて早期に裕福な子供の軌道から乖離す
る原因となる．本章では，育児が子供の早期環境
を形成するに当たって果たす重要な役割を説明し
た．
　伝統的な介入策は一般的に幼児がいる家計の資
源不足だけでなく，子供の発育に関する情報不足
を軽減する．最も成功しているプログラムの多く
は，このような伝統的介入策を超えて，親子の最
適な相互作用に必要なツールを親に供与してい
る．プログラムは，地元コミュニティのメンバー
を訓練して親が幼児と相互作用している習慣的な
方法を変更することを目的に，親に対して心理社
会的な支援を提供する．このプログラムはコミュ
ニティ内で広くもたれている児童発達に関する暗
黙の理論の変更も目的にしており，効果的な親子

の相互作用のために子供と親に対して，新スキル
を学び練習する機会を提供している．数少ない高
質の研究結果は，そのような注意深く設計された
介入策は貧困の下に生まれた人々に，生涯にわた
り利益をもたらすことができることを示してい
る．親が経験する状況に介入策を適応させ，有効
な育児に対する心理的・文化的な障壁――各人が
生きている状況から生じてくる――を理解して取
り組むには，神経生物学や行動科学の洞察を盛り
込むべく，さらなる実験と試験が必要である．

注
1． アメリカで非常に不遇な子供たちを対象にし

た有名な 2 つの就学前プログラム――Perry 
Preschool Project と Abecedarian Project
――は，早期環境を豊かにするという大きな
効果を証明した（例えば Gunha and others 
2006 を参照）．

 両プログラムとも無作為の割当を通じて，ま
た，子供の成人期への移行を追跡した研究に
よって評価された．この 2 つのプログラムが
示したところによれば，このような介入策に
幼児期に参加してから成人になった人々は，
参加しなかった制御グループの人々よりも強
力な非認知スキル（認知とは関連のないスキ
ル）を身に付けていた．両プログラムの参加
者にみられる早期の IQ 上昇は中学生になる
までには消えたものの，非認知スキルは持続
し，所得の上昇，対人関係の安定化，犯罪行
為の減少など，成人期の成果との間に相関関
係があった．両プログラムとも非常に恵まれ
ない子供を対象にしたものである．同じよう
な成果が第 3 章で検討したモントリオール・
プログラムでも得られている（Algan and 
others 2013）．これは行動問題を抱える「高
リスク」の 7 – 9 歳児の非認知スキルの養育
と信頼水準に焦点を当てていた．

2． 育児慣行に関するデータは複数指数クラス
ター調査（MICS）から収集した．これは途
上国を代表している国際的に比較可能な家計
調査で，子供の健康と開発に関して保護やリ
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スクの要因にかかわる情報を提供している
（UNICEF 2006）．国際比較に加えて，国内
における富の水準別にみた育児慣行に関する
さらなるデータと研究が必要である．
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　金融にかかわる決定はむずかしい．それは典型
的には，所得・現金（流動性）のニーズ・金利な
どに関して将来的に大きな不確実性を伴ってい
る．人々がこのような決定を実際にどのように
行っているかについては，近年，多くのことがわ
かってきている．大抵の場合，金融に関する意思
決定は衝動的な判断や感情，誘惑，損失回避，先
延ばしなどから影響を受けている．

　第 1 章で検討した研究は，意思決定における
体系的なバイアスを明らかにしている．つまり，
個人がするつもりだと言ったことやしたいと言っ
たことと，実際にすることとの間には体系的な乖
離があるということだ．このようなバイアスのす
べては特に本章の主題である金融の意思決定に当
てはまる．困難な決断に直面した際，人々は単純
化に努める（ショートカットやヒューリスティク
スないし経験則を使う傾向が強い）．金融商品や
ツールの提示され方も人々の決定を形作り得る

（フレーミングの効果）．選好は不確実性や曖昧性
に対する激しい回避（損失回避）にも影響され得
る．感情や即座に得られる満足の欲求（現在バイ
アス）はしばしば前途の見通しに勝る．金融に関
する決定を慎重に行おうとする場合でも，決定環
境が複雑なためしばしば道に迷う．
　市場としては，人々がこのようなバイアスを克
服するのを助けるコミットメント装置や他の仕組

みを提供することができるだけでなく，いっそう
悪化させることもできる．一般的には，借り手が
自分のバイアスについて知識や経験が不足してい
る時，あるいは理解不足を過小評価している時，
市場はこのような問題の解決に向けた新しい戦略
に対して弱いか機能が十分でないだろう．加え
て，金融機関は署名しようとしている契約条件に
ついて，顧客に誤って伝えたり，十分伝えなかっ
たりする．
　このようなバイアスの結果は，貧困下に，ない
しはその間際にいる人々にとっては甚大であり得
る．というのは，失敗に対処する余地などないか
らである．また，国には人々を金融の損失に対
して保護する制度的な能力やセーフティネット
がない可能性があるため，貧困層は金融に関す
る決定についてはより注意深くする必要がある

（Mullainathan and Shafir 2009）．貧困という
ものは多種多様な行為の将来的な費用便益に関す
る不確実性も高めて，切迫した現在の資源不足に
対する注視をいっそう激化させる．そしてさら
に，しばしば多数の重要な日々の決定に圧倒され
ている人々にとっては，意思決定をさらに複雑な
ものにする（第 4 章参照）．
　このような諸事情を考えると，適切な制度環境
――機能の良い金融市場や健全な規制環境へのア
クセス――を提供しても，人々の決定を改善する
のに十分ではない恐れがあろう．途上国では，金
融にかかわる意思決定に対する行動上の制約に取
り組むためには，もっと積極的な政策が必要かも
しれない．例えば，新しい保険手段へのアクセス
を供与しても，人々がそれを曖昧であると感じた
り，あるいはそれを提供する機関を信頼しなかっ
たりする場合，人々を利用に向けて誘導するのに
十分ではないだろう．
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金融の意思決定におけるバイアスの結果
は，貧困下にいる，ないしはその間際に
いる人々にとっては甚大であり得る．と
いうのは，失敗に対処する余地などない
からである．
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　本章では，人々の金融にかかわる決定を牽引す
る行動要因に対して，政策当局が制度をより応答
的にするための方法を提案したい．本章では，貯
蓄や正式な信用源へのアクセスと依存を増やすな
どの政策目標を設計および実施するためのより良
い方法についても検討する．さらに，金融決定に
かかわる行動上の制約に取り組むのに役立つこと
がわかっている介入策の実例も提示する．

金融における人間的な意思決定者
　人々は金融の意思決定において合理的だろう
か？　この問題はユージン・ファーマとロバー
ト・シラーが 2013 年のノーベル賞授賞講演で示
した意見相違にみられるように，経済学者を二分
している 1．世界中で典型的な前提は，人々は意
思決定の前にすべての費用便益を注意深く検討す
るというものだ．本章では，このような前提では
説明が容易ではない金融行為の実例を提示する．
このような金融行為のパターンは，人々がどのよ
うに決定を行うのかに関する心理学の発見によっ
て説明可能である．
　以下の議論では，途上国の人々の様式化された
事例を使って一連の洞察を示し，その後に，各事
象を支持する実証的な証拠と示唆される政策上の
含意を続けて示す．

損失の方が利益よりも大きく見える
　スレシュはインド農村部の農民で現金作物を栽
培している．彼が耕作している農地は代々相続さ
れてきており，彼の家系は収益率が控え目で低リ
スクで知られた作物を栽培・販売するという歴史
を確立している．過去 2 – 3 年，スレシュは他の
農民がずっと儲かる違った作物を売っていること
に気付いていた．しかし，新しい作物は決定的に
降雨に依存しているため大きなリスクがある．隣
町で会計士をしているスレシュの従兄弟もスレ
シュにとっては新作物に投資する方が，長期的に
はもっと儲かるということを確認している．そこ
で，スレシュは自分の農地の一部を試しに新しい
作物に振り向けた．不幸なことに，翌年，旱魃が
この地域を襲い，新しい作物はあまり出来が良く

なかった．スレシュはこの損失を肝に銘じて，新
しい作物栽培をあきらめた．彼はもっと学習して
より高い成長を獲得する可能性を見過ごすことに
なったのである．
　インドネシアのジャカルタ市という都市部に
住んでいるノビは株式市場への投資を決心した．
金融ウェブサイトで自分の投資の価値を綿密に
チェックし，その価値の乱高下を心配している．
利益が損失を上回ってはいるものの，損失の方が
ずっと心配だったため，しばらくしてからほとん
どの資金を株式市場から引き揚げた．大幅に下落
した若干の株は保有しているが，それは価格が
戻ったら売れるだろうと期待してのことだ．
　スレシュとノビの 2 人にとっては，当座の損
失という否定的な経験が長期的な利益という肯定
的な効果の可能性よりも，彼らの意思決定により
大きな影響を与えたということである．その結
果，彼等は経済的には最適以下といえる選択をし
たのである．
　人間の意思決定に関する多数の実験的研究が証
明しているところによれば，人々は金融予想の結
果を，現状などのある基準点との比較でみた損得
で解釈しているため，決定の際には潜在的な利
益よりも潜在的な損失により大きなウェイトを
置く（Kahneman and Tversky 1979; Wakker 
2010）2．このことは人々を，平均すれば長期的
には儲かる――ただし，ある特定の時点では損失
の可能性がある――投資機会を避けるように導
く．金融に関する決定における損失の重要性は保
有ポートフォリオに関するデータではっきりと観
察できる．すなわち，リスクとリターンに関する
伝統的な見方で規定される水準との比較で，人々
のリスク資産への投資はあまりにも少なすぎる．
多くの人々はリスク資産への投資をまったくして
いない（Guiso and Sodini 2013 によるレビュー
の章を参照）．このようなパターンは損失回避と
上下変動に関して近視眼的・短期的な点に注目す
ることで説明可能である（Benartzi and Thaler 
1995; Gneezy and Potters 1997）．乱高下する
株式市場では，1 年間という投資視野でさえ（ノ
ビの事例におけるような日々の上下変動を観察す
るのでなく），大幅な損失につながるかもしれな
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いことを考えて，投資家はリスクが最小限のポー
トフォリオを好むのである．
　加えて，人々は損が出ている投資の売却をため
らう（Barber and Odean 2013 によるレビュー
参照）．このような投資を抱えておくことによっ
て実損を回避することができ，将来的に価格が上
昇すれば損益が釣り合うことを期待している．そ
れと比較して，人々はしばしば利益を実現するこ
とにあまりに熱心である．「敗者」にしがみつき，

「勝者」を売り払うというパターンは，投資の質
に関する学習の基本原理――利益は潜在的に良い
投資を意味し，損失は悪い投資を意味する――に
違反している．悪い投資を処分し，良い投資を保
持することによって，収益率は長期的に高くなる
が，多くの人々はこの教訓にしたがっていない．
というのは，損失の実現化をあまりに嫌悪してい
るからだ．
　ラテンアメリカ 6 カ国からの証拠が示唆して
いるところによれば，損失を過大評価する一方，
利益を過少評価する傾向は著しい厚生上の損失に
つながり得る．現実の金銭的な支払いによる実験
的な調査で，皮相的な（経済的に不適切な）得失
のフレーミングから強く影響を受けているほど，
投資家は経済的厚生にかかわる一般的な指数でみ
た成績が悪かった（Cardenas and Carpenter 
2013）．

　損失に直面する際のリスク許容度を高め，投資
の近視眼を削減する政策は有益であろう．それが
損失を目立たなくするフレームを提供すると同時
に，長期的な利益に関する情報がより顕著になる
だろう（Keys and Schwartz 2007）．例えば，
金融にかかわる決断をしている人には，長期にわ
たって，あるいは各種のリスクに関して成績の乱
高下を示している総合的な情報を提供するとよい
だろう．それによって短期的な損失は長期的な利
益よりも「目に見えにくくなる」（Gneezy and 
Potters 1997; Thaler and others 1997）．

現在バイアス：現在を重視しすぎる
　ソーニャはウガンダの首都カンパラで教員をし
ており，毎月定額の積み立てをする近隣地区の貯
蓄制度に加入していた．この積立額を深く考えも
せずに受け入れていた．勤務先の学校が今度は全
教職向けに，地元銀行における補助金付きの貯蓄
勘定という商品を提供し始めている．ソーニャ
は銀行勘定にいくら貯蓄するかを決める必要が
出てきた．この制度が提示された際，ソーニャ
は 2 – 3 週間中に貯金について決心するつもりで
あった．しかし，1 年半後，彼女は決断のための
時間をいまだに割いていない．
　リンダも同じような問題に直面している．最
近，彼女は南アフリカの首都ヨハネスブルクで住
宅を購入したことから，保険をかけることを検討
している．家や貴重品に保険がかかっていれば安
心できる．保険の詳細を検討する時間ができて，
多種多様な商品があることに気が付いた．また，
総合保険の月当たり保険料はかなり多額で毎月の
予算に食い込む．なかには貴重品について書類を
提出しなければならない保険商品もあり，それに
はさらに時間がかかる．そこで，あまりあわてず
に，どうすべきかについてじっくり考える時間を
取ることに決めた．
　金融の決定にはむずかしいトレードオフが必要
になる．ソーニャのような人々は貯金して将来の
ために備えておきたいと思っていても，現在の消
費ニーズが大きくのしかかっている．躊躇して決
定を先延ばしにできるかもしれないが，貯金を積
み上げられる時間を失うことになる．同様に，リ
ンダのような人は安全の利益や慎重な金銭感覚の
長期的な利点を高く評価しているが，保険をかけ
るプロセスにいったん着手すると，このような一
般的なメリットを見失って，コストや多数の選択
肢，煩雑な細部に嫌気がさす．結局は無保険のま
まにとどまっているかもしれない．
　貯蓄や投資，保険は重要な開発目標である．し
かし，適切な金融商品が利用可能で，人々に可処
分所得がある――すなわち，基本的な需給条件が
満たされている――にもかかわらず，人々はそれ
らを確保するのにしばしば気が遠くなるような障
害に直面している．金融商品の過少使用の原因と

人々には自分の総合的な財務状況を検討
しないで，金融決定を狭いフレームに入
れる傾向がある．
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して，行動ファイナンス理論の文献で指摘されて
いる主な傾向は現在バイアスである．このため意
思決定者は良い経験（消費）を現在に，悪い経験

（貯蓄額に関するむずかしい決定）は将来に移す
ため，過剰消費と先送りにつながってしまうこと
になる．また，次のことも示唆している．すなわ
ち，将来的なさまざまな支払いは忍耐強く比較考
量するものの，同じような選択でも現在のことと
なると気が短くなる．このパターンにしたがうと
自分の選好を逆転させて――たとえ慎重に計画を
立てていても――，自分の金融プランを成功裡に
実施することが妨げられることがある（Laibson 
1997; O'Donoghue and Rabin 1999）．誘惑と
いうのは時間不整合性の極端な形である．すなわ
ち，人々はある物ないし支払いを評価するが，そ
れは過去や将来の状況においてではなく，唯一，
消費の瞬間においてか，あるいは衝動的に実施
するだけである（Banerjee and Mullainathan 
2010）．
　実証データが示唆するところによると，短気や
延期，誘惑に牽引された行動や決定は経済的に
は適切である．著しい短気と延期の共存に関す
る驚くべき実証事例は，シカゴ大学のビジネス
専攻学生に関する調査結果にみられる（Reuben, 
Sapienza, and Zingales 2007）．学生は調査へ
の参加について支払いを受けることになっていた
が，調査直後に支払いを受領するか，それとも 2
週間後にもっと多額の支払いを受けるかのいずれ
かを選択することができた．多くの学生は即座の
支払いを選択したが，これは性急さを強く求める
ことを示している．ところが，多くは実験から 4
週間が過ぎても，小切手を現金化していなかっ
た．行動に移すのが遅い人のなかにはようやく
30 週間後に現金化した者もいた．当初，即金に
ついて強い選好を示した人々も，小切手の現金化
を遅らせる可能性が高かったということである．
この発見は意図と行為の乖離として解釈できるだ
ろう．
　個人レベルでは，性急さと低貯蓄や軽率なファ
イナンス計画との間には強い相関関係がある

（Moffitt and others 2011; Sutter and others 
2013）．貯蓄の反対側は借入である．特に高価

な借入方法はクレジット・カードで回転信用残
高を維持しておくことである 3．高価なクレジッ
ト・カード借入は時間的に不整合で，現在バイア
スへの強い選好と関係していることがわかってい
る（Meier and Sprenger 2010）．これは人々が
高価な手数料負担を計画していたわけではないの
に，行動面で悪循環にはまり込んでいるというこ
とを示唆している．
　時間には心理学用語として「距離」の側面が
ある．心理学の研究が示すところによると，決
定を長期（「長距離」）にわたって一般的に検討
する場合と，それを今ないし近々（「短距離」）
に実施するために詳細を詮索しようとしてい
る場合とでは，違った仕方で解釈する（Trope 
and Liberman 2003; Trope, Liberman, and 
Wakslak 2007; Fiedler 2007; Liberman and 
Trope 2008）．短距離は具体的な下位の特徴（詳
細）や実現可能性，コストなどに注目することを
意味し，長距離は抽象的な上位の特徴（総論）や
望ましさ，利益などに焦点を当てる（利益などに
注目する）ことを意味する．保険と貯蓄は長期的
に有益ではあるが（距離が長い），即座の決定と
即座の金銭的なコストを必要とする（距離が短
い）．そのため，このような重要な金融関連の決
定については計画と実行の乖離がいっそう悪化し
てしまう．
　情報提供という伝統的なツールではこのような
問題の克服には役立たないかもしれない．人々は
単純に自分を落ち着かなくさせる，あるいは不愉
快にするような情報は回避するからである．この
ような効果を無視した政策措置は逆効果になるだ
ろう．例えば，補完的な支援や個人的なカウンセ
リングなしに人々に貯蓄残高が少なすぎると知ら
せても，有効ではない，あるいはかえって意気を
阻喪させる可能性があろう（Caplin and Leahy 
2003; Carpena and others 2013）．
　ここでみた金融関連の決定にかかわる行動上の
障害は，低所得国では高所得国におけるよりも
ずっと大きく有害な影響をもたらす公算が大きい
であろう．ある 1 時点における行動や選択は意
思力――筋肉にたとえることができる――とい
う心理的な資源から影響を受けている．それは



132 世界開発報告 2015

自由意志の作用によって消耗し，補充するには時
間と資源を必要とする（Baumeister and others 
1998; Baumeister, Vohs, and Tice 2007）．重
要なことに，開発政策の観点からすると，貧困の
切迫した要求のせいで，貧困層が意思力を発揮
し補充するのはいっそうむずかしくなっており

（Spears 2011）4，時間的非整合性と自己抑制の
効果を悪化させている．
　自動積立貯蓄，定額退職積立，デフォルト保険
などの複雑な金融商品は先進国では一般的では
あるが，途上国の貧困層はそのような商品に典
型的にはアクセスできない（Collins and others 
2009）．その結果としての現金ベースの経済は，
誘惑や延期，その他の貯蓄回避行動に極めて脆弱
である．この側面は特に途上国では政策介入の推
進にとって強力な論拠となっている．それは人々
が意思力不足を克服するのを助けたり，将来の
自分自身に備えた貯蓄向けに現在の選好に課税
する特別制度を提供したりするためだ（Ashraf, 
Karlan, and Yin 2006; Bauer, Chytilová, and 
Morduch 2012; Ganl and McShane 2012）．

認知的負荷と狭いフレーミング
　イクラムはモロッコのタンジェ市の小企業オー
ナーで，地元の零細金融業者とは昔から付き合い
があり，借入・返済を何回も繰り返してきてい
る．稼ぎは多くはなく，最近の予想外の病気で医
療費がかさんだため，手元現金では支払えなく
なった．そこで信頼できる零細金融業者を訪ねて
借入を申し込んだところ，業者の方は問題のない
信用履歴に基づいてローン供与に同意した．しか
し，ストレスが非常に大きかったこの時期に，イ
クラムは他の財務責任の一部を故意にではなく
怠ってしまった．家賃を期限まで支払わず，電気
代の支払いも忘れてしまった．イクラムが入院治
療を受けていたため連絡がつかなかった家主は，
立退命令の手続きに着手した．電気は代金未払い
を受けて供給停止になった．意図せざる怠慢のせ
いで，イクラムの金銭的な負担と，そうでなくて
も苦しい状況がいっそう悪化してしまったのであ
る．
　人間が注意や心的なことに割り当てられる資源

には限度がある．貧困は高い認知的な税を賦課す
る状況につながるため，資源はたちまち枯渇す
る．その結果としての行動は金融コストの増加に
つながり，それがストレスをさらに押し上げ，貧
困の悪循環を作動させることがある（第 4 章参
照）．
　意思力や注意力は限りのある認知資源である．
それが深刻な不足状態にある時には，金融に関す
る決定はこの資源に大きな負担をかけ，たちまち
使い切ってしまう．知識資源を酷使すると決定の
質が悪化する．というのは，その決定は感情的な
衝動と狭い短期的なことへの注視に牽引されてい
るからだ（Baumeiser, Vohs, and Tice 2007; 
Shah, Mullaninathan, and Shafir 2012）．加え
て，そのような状況下では，バスに乗って銀行に
出かけるという面倒な行動などの些細な状況要因
が，しばしば慎重な金融選択にとって回避でき
ない障害になる（Bertrand, Mullainathan, and 
Shafir 2004; Mullainathan and Shafir 2009）．
　人々には自分の総合的な財務状況を検討しない
で，金融に関する決定を狭いフレームに入れる
傾向もある（Thaler 1990; Choi, Laibson, and 
Madrian 2009; Rabin and Weizsäcker 2009; 
Soman and Ahn 2010; Hastings and Shapiro 
2012）．フレームが狭いと，人々は資金をメンタ
ル・カテゴリーのなかに細分化する．例えば，食
料購入用の資金を授業料支払い用の資金とは識別
できるものとして処理して，財務状況全体を無視
する．イクラムの例では，結婚式のような家族催
事ためにいくらかの資金をとっておく，というこ
とが考えられるだろう．しかし，最近の厳しい時
期にあっても，この資金に「結婚式」という札
を心の中で貼り付けていたため，医療費や住居
費，その他のことなどの，札とは無関係な経費の
支払いに使うことなど考えもしなかった．お金が
完全に代替可能なものとして取り扱われていない
場合についての詳細な研究によれば，人々は低
利の貯金を保有する一方で，ずっと高利の借入
を行っていることがしばしばである（Gross and 
Souleles 2000, 2002; Stango and Zinman 
2009）．ただし，自分の財源について全体論的な
見方をしていれば，自分の貯金を使って高価な
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ローンを返済することによって，高い信用コスト
を回避することができたであろう．
　人々が資金をどのようにカテゴリー化するか
は，この資金をなぜ，どのようにして受領したの
か，この資金の流通に関する社会的規則や儀礼，
社会的・文化的に支持されているメンタル・モデ
ルに依存する．例えば，アメリカの生命保険はか
つてメンタル・カテゴリーの甚だしい違反である
と考えられていた――人間の命は比較できないほ
ど神聖であり，金銭の世界は不敬である．19 世
紀を通じて，生命保険は受け入れられるように
なったが，それは生命保険そのものが一種の神
聖な儀礼に変化したからこそであった．すなわ
ち，慎重な計画が「良い死」の一環となり，新し
い「心の会計」にかかわる社会的な基盤が確立し
たのである．同じことが子供向け生命保険につい
ても当てはまる．かつては大きな疑いの目でみら
れていたが，やがては子供が家族に提供してくれ
る愛情や好意を評価する方法になったのである．
より一般的には Zelizer（2020, 100）が次のよ
うに述べている．「心の会計は『社会学的な会計』
のモデルなしには，十分理解することはできな
い」．
　人々に自分の財務に関して全体像を提供するこ
とが，途上国では有益な政策目標になるだろう．
加えて，来るべき支払いや貯蓄に関するタイム
リーなリマインダーも，本章の後の政策的な解決
策に関する節で検討するように，財務面での成果
を改善するのに著しい影響力をもち得る．

助言同士の関係の社会心理学
　ビクトルはブエノスアイレスに住んでいる家族
にとって唯一の稼ぎ手である．もし自分が怪我で
もして働けなくなったら，一体どうなるだろうか
と心配している．将来のために貯蓄・投資もした
い．地元銀行の支店を訪問して助言者に面談した
ところ，多種多様な生命保険や投資の商品を紹介
してくれた。ビクトルは金融問題に関しては多大
な理解も興味ももっていなかったが，銀行の助言
者のアドバイスにしたがって，保守的な貯蓄部分
を有する一般的な保険商品を購入した．
　金融アドバイスは多種多様なインセンティブと

情報を有する大勢の人々によって提供されてい
る．したがって，金融アドバイスにかかわる方針
を策定するためには，アドバイスをする当人の自
己利益，アドバイスを受ける人から収集される

（および同人に提供される）情報の内容と質，専
門家ではない被助言者が決定に至るのにこの情報
とアドバイスをどのように利用するのか，などを
考慮に入れることが必要となる．
　開示規制は助言者が推奨する商品に逆効果をも
たらすことがある．というのは，助言者は推奨を
情報開示が厳格化された商品から，手数料が不透
明な他の商品にシフトすることができるからだ

（Anagol, Cole, and Sarkar 2013）． 特 に， た
とえ金融機関は基本的で手頃な価格の透明な商品
の提供が義務化されていても，それに関して十分
な情報を提供しない可能性があろう．その代わり
に隠れた複雑な手数料やコストを伴う，より不
透明な代替商品を提供するかもしれない（Giné, 
Martinez Cuellar, and Mazer 2014）．
　情報開示規制に対する助言者の反応を分析した
心理学研究が示すところによれば，利害衝突が回
避不可能な場合（例えば助言者が歩合制の場合），
助言者はいっそうバイアスのかかったアドバイス
をする（Sah and Loewenstein 2013）．この発
見が支持しているのは，金融アドバイスが必要不
可欠な市場では，独立したバイアスのない仲介業
者の参入を可能にする制度的な枠組みを整備する
ことの重要性である．
　助言者が，顧客向けに可能な限り最善のアドバ
イスを提供することを目的にしていても，助言者
は顧客のリスク許容度を誤解して，その結果とし
て不適切な商品を推奨するかもしれない．リスク
に対する他人の態度にかかわる判断が，ほとんど
すべての金融に関する商品や決定にとっては極め
て重要である．しかし，リスク回避的な人を実際
よりもリスク回避的でないと判断し，リスクをと
ることを好む人を実際よりもそうではないと判断
する傾向があることについては，十分な裏付け研
究がある（Hsee and Weber 1997; Faro and 
Rottenstreich 2006）．
　顧客のリスク選好にかかわる評価における助言
者の問題は，フレーミング効果によっていっそ



134 世界開発報告 2015

う複雑になる．リスクを説明する形式が異なる
と，典型的には顧客のリスクに対する態度もそれ
ぞれ異なってくる．このような形式のうち，どれ
が長期的な収益率が最大化するという意味で，最
善の決定につながるのだろうか？　一部の研究で
はコンピュータによるシミュレーション手法が開
発されている．それによると，意思決定者はどれ
を選択するのかを決定する前に，多種多様な投資
のリスクと変動性を「体験」できる（Goldstein, 
Johnson, and Sharpe 2008; Donkers and 
others 2013; Kaufmann, Weber, and Haisley 
2013）．得られている証拠は，このような手法は
長期的に最も安定した決定につながる（したがっ
て，「買い持ち」の戦略につながって，収益率
を押し上げる）ことを示している（Kaufmann, 
Weber, and Haisley 2013）．悪い結果を経験し
た後でさえ，意思決定者は他の表示形式に基づく
決定をした時よりも，シミュレーション手法に助
けられた決定に基づく投資戦略に執着している．
　このような洞察と証拠は，顧客のリスク許容
度に関する測定や意志伝達と金融商品の説明は，
助言者が規則を設計，実施，および執行するに
当たって，重要な配慮事項となることを示唆し
ている．
　このような発見は金融アドバイスにかかわる規
制の制定を明確に示唆しているものの，もっと深
いレベルでは，関連のある助言において消費者保
護に向けた純粋な論拠を提示しているのかどうか
という疑問が出てくる．次のような推察も可能で
あろう．すなわち，顧客は利己的な助言者の動機
を想定しているので，助言者が提供するアドバイ
スを彼らのインセンティブの観点から解釈してい
る．しかし，実証研究が示すところでは，顧客は
往々にして盲目的にアドバイスにしたがってお
り，決定問題に関する自分自身の思考を文字通り
停止している（Engelmann and others 2009）．
顧客は各助言の間の関係における戦略的な側面
を理解ないし認識さえしていないのかもしれな
い．利益相反に関する開示ルールの変更は，実
験的な助言環境下で投資家の行動を変えなかっ
た（Ismayilove and Potters 2013; Sah and 
Loewenstei 2013 に所載されている収束証拠を

参照）．したがって，金融アドバイスの規制に関
しては慎重さが正当化される．

家計の金融に関する決定の質を改善するため
の政策

　本節では金融に関する決定を改善するといわれ
ている政策を数例提示する．最初に選択肢を表示
する方法（フレーミング）を示し，その上で人々
が提供される選択肢を実際に変更するようになる
政策をいくつか説明する．

選択肢を有効にフレーミングする
　決定や金融面での成果はしばしば説明を注意深
く選択することによって（金融に関して人が良い
決定するのを助けることを目的とする制度の場
合），あるいは，情報の提供方法にかかわる要件
を規定することによって（規制当局の場合），実
質的にコストなしに改善できる．フレーミング
の介入策に関して 2 つの重要な洞察がある．第
1 に，前述したバイアスに取り組むさまざまな代
替策――情報の経済的な趣旨には影響しない――
を，金融にかかわる意思決定者に対して提示する
ことができる．第 2 に，金融商品は単純で明快
な形か，または複雑で不透明な形かのいずれかで
説明することができ，それは決定がどのようにな
されるかに直接的な影響を及ぼす．
　多くの研究がフレーミング効果の力を例証して
いる．例えば，アメリカにおける給料日借入に
関する研究では，返済の表示が金額なのか金利
なのかという実験で，フレーミングの有効性が
証明されている（図 6.1）（Bertland and Morse 
2011）．このような非常に単純な情報のフレーミ
ングの変更で，高価な反復的借入を著しく削減す
ることができた．研究によって次の重要なポイ
ントが明らかになったということである．それ
は，金融の専門家や経済学者の視点からみて最も
情報に溢れ，したがって最も有益と思える情報形
式は，非専門家が良い決定を下すのに必ずしも役
立つとは限らないということだ．金利は意思決定
者にとって混乱を招く懸念があり，返済義務の規
模と頻度を覆い隠す可能性がある．同じような効
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果は特に条件付き確率に関係している時には，利
率か頻度かについても観察される（Gigerenzer 
and others 2007）．例えば，「成功した投資の件
数は 150％増加した」という主張は，「成功した
投資の件数は 1,000 件当たり 2 件から同 5 件に
増加した」という主張とは非常に異なる情報を発
信している．
　商品ないし投資は典型的にはグループないしカ
テゴリーで消費者に提示される．カテゴリー化は
恣意的でも選択に強い影響を及ぼし得る．例え
ば，人々は投資額をカテゴリーの性格によらず
に，各カテゴリーにわたって等分にする傾向が
ある．したがって，北アメリカ（カナダとアメ
リカ）と南アメリカ（アルゼンチン・ブラジル・
チリ・ウルグアイ・ベネズエラを含む）からの 2
つのカテゴリーの株式を提示された場合，人々は
アルゼンチン・ブラジル・カナダ・チリ・アメ
リカ・ウルグアイ・ベネズエラから 5 つのカテ
ゴリーの株式を提示された場合よりも，アメリ
カ株への投資を大きくするだろう．このような効
果はさまざまな研究で証明されており，それに
はベテランのマネジャーや市場環境に大きな利
害関係を有している人々が関与しているものも
含 ま れ る（Bardolet, Fox, and Lovallo 2011; 
Sonnemann and others 2013）．
　効果的なフレーミングにかかわるもう 1 つの
実例は，提示される代替策の数に関連した選択肢
の簡素化である．ほとんどの商品について，代
理人や助言者，銀行などは意思決定者に対して，

限定された一連の代替策しか提示しない．仮に
人々に無限の容量があるなら，情報が多い方が
意志決定者にとっては常により良いことになる
だろう．ただし，ある程度の探索コストは所与
として，自分が検討してみたいと思う代替策の
件数を自由に選択できるということを前提にす
る．しかし実際には，人々は代替策の数の多さに
圧倒され，通常は結局のところ決定を延期した
り，単純な発見的手法や経験則を使うことになっ
たりする（Johnson and others 2012; Drexler, 
Fischer, and Scholar 2014）．したがって，代
替策の数を削減することが有効な介入策となる．
選択肢のセットが小さいほど先送りの厳しさは軽
減される，ということがわかっている（Tversky 
and Shafir 1992）．南アフリカにおける消費者
信用の研究は，金利とローン金額の組み合わせに
ついて顧客に対する提案数が少ないほど，より多
くのローンが成約に至っていることを見出してい
る（Bertrand and others 2010）．このような
単純なフレーミング操作の効果はローン金利の
2.3％の削減に等しかった．同様に，現在のメキ
シコについての研究（進行中）のなかで，Giné, 
Martinez, Cuellar, and Mazer は次のようなこ
とを発見している．すなわち，手数料・料金・収
益率などの細かい内訳ではなく，貯蓄の利率や
ローンの費用にかかわる簡潔で要約的な情報を提
示された時の方が，最適なローンや貯蓄の商品を
特定する回答者の能力が著しく改善する．
　規制の観点からすると，人々は代替策のフレー

図6.1　情報を簡素化すれば給料日ローンの利用を削減するのに役立つ
返済情報の提示方法の単純な変更は，金融に関する行動に有意義な影響を与え得る．この研究では，給料日借入者は返済
が年利表示かあるいはドル金額表示かどちらかのの情報を提供された．ドル金額情報を提示した方は給料日貸金業者から
の反復的な借入の著しい削減につながった．

出所：Bertland and Morse 2011.
注：APR= 年利率．
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返済の表示方法：

標準的な APR（％）

累積手数料（ドル金額）

ローンの利用率（％）
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ミングに極めて敏感であり，典型的には，「中立
的な」ないし「自然な」フレームなど存在しな
い，ということを念頭に置いておくことが重要
である．保険商品は 8 種類提示すべきだろうか，
それとも 9 種類にすべきだろうか？　それは 2
つのカテゴリーで提示すべきか，それとも 3 つ
にすべきか？　そのため政策当局は多種多様な提
示形式がもっている行動面での影響を考慮に入れ
て，消費者利益を最大化する形式を選択する必要
がある．ここで検討した証拠が示すところによれ
ば，多くの場合に，最適な形式というのは，情報
が多い方が常に少ないよりも良いという古典的な
見方とは違うだろう．

デフォルトを変更する
　行動ファイナンス理論の文献のなかではっきり
と確立している発見の１つに，デフォルトの力に
関するものがある（Madrian and Shea 2001）．
デフォルト（省略時選択）は金融選択の管理にお
いては偏在する．例えば，新入社員は年金拠出
金・医療保険・税優遇貯蓄制度・その他などに関
して選択が要請され，多数の用紙をわたされる．
法的規制で特定制度への加入が義務的である場合
を除けば，自然なデフォルトは昔から非加入・非
拠出であった．にもかかわらず，このデフォルト
の前提が最善の政策ではない状況もなかにはあ
る．多くの状況下で，積極的な拠出は純所得が多
い（すべて妥当な市場割引率で割り引かれてい
る）ということを示唆している．これは雇用者が
同額の拠出を補助する，あるいは政府が税の優遇
措置を供与するすべての制度に関して特に当ては
まる．したがって，積極的な拠出というデフォル
トはしばしば所得が多いということを意味する．
著しく少ないけれども即座の支払いという強い理
由がある人々にとって，典型的には四角に印を付
けることで十分だ．
　各種の研究は，非常に儲かる制度への非参加
は，大部分が実施を先延ばしにする性向と受動性
に牽引されている．例えば，アメリカの大企業
における従業員向けの 401(k) 年金プランについ
て，自動的な加入への変更がもつ効果を検証した
研究は，参加と拠出額の両方が雇用者が提供する

デフォルトに強く牽引されていることを見出して
いる（Madrian and Shea 2001; Beshears and 
others 2008）．デフォルトの効果は前述したフ
レーミングの介入策と組み合わさると，しばしば
増幅することがある．退職貯蓄プランの複雑な選
択を現状とあらかじめ選定されているデフォルト
代替策の間の単純な二者択一に還元すると，プ
ランへの参加が激しく増加する（Beshears and 
others 2013）．
　人々は前述の通り，将来の結果の間でトレード
オフが必要になるような決定の方が容易だと感
じることが多い．将来におけるさまざまな預金
金利の選択は，短期的な視点で特に関心のある
こととは無縁だし，現在のための金融決定に即
座に影響することはない．賢明な介入策はこの
ような洞察を利用して，人々が将来に向けて自分
自身のデフォルトを選ぶようにさせる．SMarT

（Save More Tomorrow：「明日はもっと貯金し
よう」）として知られているこの方法では，従業
員は将来の給与増加から貯金の増額を規定してお
く（Thaler and Benartzi 2004; Benartzi and 
Thaler 2013）．現在の支払いは考慮する必要が
ない．そして，可処分所得の削減（損失として受
け止められるので決定の際には重視される）は経
験しない．将来の増加はデフォルトによって自動
的に発生し，当人が受動的にとどまる限り貯蓄の
累増を可能にする（図 6.2）．
　デフォルトの変更が有効である理由は，おそら
くデフォルトの選択が容易なことにある．提供さ
れた選択肢にしたがわないという選択をすれば認
知コストを伴う．人々は立ち止まって思案しなけ
ればならず，これまで考えたこともない選択肢に
ついて自分の選好を決定する必要があるだろう

（Stutzer, Goette, and Zehnder 2011）．また，
裏書効果もあるだろう．すなわち，人々はデフォ
ルトを物知りの当事者から出てきた一種のアド
バイスと解釈する（Madrian and Shea 2001; 
Atkinson and others 2013）．両方の場合，心
理的に深い知識に基づく形でデフォルトの設定を
目指す政策は，強い選好をもっている人々に対し
てはほとんど影響を与えないだろう．しかし，そ
の同じデフォルトは決定を慎重に思案しない人々
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に対して相当な影響を及ぼすだろう．

零細金融をもっと効果的にする
　得られている豊富な証拠は，所得の限られた家
計にとっては，金融サービスへのアクセスが貧困
や不平等を削減するのに重要な要因となっている
ことを示している（Karlan and Morduch 2010; 
World Bank 2008; Imai and Azam 2012; 
Mullainathan and Shafir 2013）．さらに，膨大
な量の証拠は次のことを示している．すなわち，
零細金融機関（MFI）は市場による通常の守備範
囲を超越して，貧困層が所得の急変に円滑に対
処することを可能にしている（Armendáriz and 
Morduch 2010 所載のレビューを参照）．
　ほとんど資産をもっていない顧客を相手にし
ている MFI は，貧困層向けに無担保ローンを供
与している．MFI は借り手グループ内における
スクリーニングやモニタリング，契約履行を頼
りにしているが，返済率は総じて高い（Giné, 
Krishnaswamy, and Ponce 2011）．しかし最
近の研究では，高い返済率に対する強い影響力
として社会的要因が注目されている．借り手グ

ループのメンバー間における社会規範に基づく忠
誠心の絆に加えて，債務不履行の場合の恥辱の
懸念を背景に，大きなリスク・テイキングが回
避され，グループ・ベースの返済が奨励されて
いる（Bauer, Chytilová, and Morduch 2012; 
Cassar, Crowley, and Wydick 2007）．これと
は対照的に，無関係な人々の債務不履行に関す
る情報に接触すると，人々の返済意欲は減殺さ
れ（Guiso, Sapienza, and Zingales 2013），支
払い能力のある借り手は，もし貸し手は財務的に
強固ではないと感じれば，有害行動をとる傾向
が強まるかもしれない（Trautmann and Vlahu 
2013）．このような発見は次のことを示唆してい
る．つまり，貸し手の意見に加えてグループ・メ
ンバー間の信頼と信用が，零細金融が成功するた
めの重要な基盤となっており，情報共有メカニズ
ムの設計はこの洞察を念頭に置くことを指針にす
べきであろう．

ナッジとリマインダーを使う
　行動ファイナンスに関する研究で繰り返し得ら
れる洞察は，社会的なナッジ（一押し）やリマイ

図6.2　デフォルトの選択肢を変更すれば貯蓄率を改善することができる
「明日はもっと貯金しよう」（SMarT）プランは，従業員が将来的な昇給分の一定割合を退職貯蓄向けに積み立てることを
可能にするものである．自動的な給与天引きを通じて将来的な貯蓄増加を公約することによって，参加者は現在の可処分
所得を犠牲にすることなく貯金を増やすことができた．

出所：Thaler and Benartzi 2004．

助言前

SMarT プラン参加者 SMarT プラン非参加者

1 回目の昇給 2 回目の昇給 3 回目の昇給 4 回目の昇給
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ンダー（備忘通知）など心理的な制約を考慮した
り，あるいは除去したりする単純な介入策が金融
行動を改善するのに大いに役立つということであ
る．リマインダーが，注意が失われないようにす
るという点で特に有効である．
　ボリビア，ペルー，およびフィリピンにおける
一連の実験的な研究が示すところによると，貯金
することを思い出させる単純でタイムリーなテキ
スト・メッセージが，以前に設定された目標に
そって貯蓄率を改善する（Karlan, Morten, and 
Zinman 2012）．このような研究の発見は，テ
レビのような耐久消費財を購入するための貯蓄な
ど，具体的な目標を強調したリマインダーは一般
的なリマインダーの 2 倍も有効であることを見
出している．これは次のことを示唆する．すなわ
ち，人々は意図した目的に応じてお金の取り扱い
方を変えており，ただ一般に貯蓄を増やすという
よりも，具体的な購入に向けた貯蓄ならより積極
的になる公算が大きい．同様に，ローン返済が遅
延した場合の手数料についてリマインダーを出す
と，同リマインダーから 2 年間はタイムリーな
返済行動が著しく改善したことが示されている

（Stango and Zinman 2011）．

　所得や支出を心のなかで別々の勘定に区分して
おくという人間の傾向は，政策のためのツールに
転換することができる．インドの従業員に関する
最近の研究で，貯蓄率が非常に低い労働者の間で，
支出と貯蓄に関して別個の口座を設定するのに単
純なナッジ（一押し）が使われた（Soman and 
Cheema 2011）．週給を 2 つの別の封筒――1 つ
は「消費用」，もう 1 つは「貯蓄用」というラベ
ル貼を付――に人為的に配分した．「貯蓄用」か
らの支出に関して強制的な制限はなかったもの
の，この単純な操作を受けて，一括した報酬とい

う通常の方法と比べて貯蓄の改善につながった．
　このような事例から得られる政策上の教訓は明
瞭である．それは，政策当局としては各人の行動
制約要因を解決することはできないかもしれない
が，確かにその制約要因を認識した上で，それを
考慮に入れた政策を設計することはできるという
ことだ．これは政策策定における大がかりな変
更や予算の増額さえ必要としないということであ
り，将来にとって明るい材料である．むしろ，検
討した事例では，金融行動の改善に役立つ，単純
で，しばしば割安なナッジの潜在的な役割が強調
されている．

公約を通じて誘惑と戦う
　自己抑制の欠如が貯蓄不足の第一の要因であ
り，途上国のほとんどの人々にとっては標準的な
貯蓄プランの欠如で問題がいっそう悪化してい
る．人々には将来にかかわる重要な金融決定を先
延ばしにする傾向があるものの，その同じ人々は
困難な金融選択――決断の時が将来になる限り―
―の重要性を認識していることが多い．多分，政
策当局は，人々が一定の貯蓄目標を公約して，厳
しい罰なしにその未達を可能にするような商品を
設計・提供することができるだろう．
　そのような公約タイプの最も基本的な形は，回
転型貯蓄信用講（ROSCA）の経験に由来してい
る．そのような近隣地区型の貯蓄制度は途上国で
は非常に人気があり，人々は多額の頭金支払いを
必要とする財への投資が可能となる．ROSCA の
仕組みは拠出と資金の流動的な性格を軸にしてい
る．ROSCA の各会員が固定的な月額を中枢の共
同資金に拠出する．無作為に選ばれた人が共同の
資金を取得する．貯蓄を公的な措置にすることに
よって，このような制度は ROSCA の他の会員
からの社会的圧力の価値を活用して，会員自身が
望む貯蓄水準を公約させている（Ardener and 
Burman 1996）．この取り決めは零細金融にお
けるグループ貸付モデルに似ている．ROSCA の
ような伝統的な貯蓄取り決めは金融市場へのアク
セスがない地域では，貯蓄の機会だけでなく，文
化的・社会的な環境を受けて，各人の厳格な貯蓄
スケジュールの実施が困難ないし不可能な状況

典型的には，「中立的な」ないし「自然
な」フレームなど存在しない．政策当局
は多種多様な提示形式がもっている行動
面での影響を考慮に入れて，消費者利益
を最大化する形式を選択する必要がある．
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下では，コミットメント装置をも提供することに
なっている．
　途上国からの証拠は，貯蓄需要には膨大なも
のがあり，コミットメント装置は行動に対して
強力で肯定的な影響を与える可能性が大きいこ
とを示している．フィリピンで 6 カ月間は引き
出せないという貯蓄勘定が提供された際，その
勘定に対する需要が増加し，採用率は 30％近く
に達した（Ashraf, Karlan, and Yin 2006）．1
年後，この勘定が提供されて採用した人々の貯
蓄増加額は，そのような勘定が提供されなかっ
た制御グループよりも 82％も多くなった．最近
のケニアでの研究は，鍵付き金庫，南京錠，あ
るいは通帳の提供は，人々の健康商品への投資
を 66 – 75％増加させることを見出した（Dupas 
and Robinson 2013）．
　マラウイの農民の間における研究では，普通の
貯蓄勘定と公約型の貯蓄勘定へのアクセスを無作
為に区分した．結果によると，公約型勘定への需
要が高いことが示され，そのような勘定からは相
対的に大きな厚生上の利益があったということ
を示唆する証拠――収穫量を初めとする農業の
成果や家計支出という形で――が得られている

（Brune and others 2013）．図 6.3 は無作為評
価において，農民が公約型貯蓄装置へのアクセス
を得るにしたがって，小自作農の現金作物農場の
規模が拡大したことを示したものである．実験で
は生産性改善（社会的ネットワークからの借入に

抵抗すること，貯蓄の蓄えによってより高いリス
クをとるのを可能にすること，純粋な自己規制問
題を公約することなど）の正確な経路は特定され
ていないものの，地元農民による採用・利用率が
高いことを考えると，公約の仕組みには金融への
アクセスの拡張に伴って農場に増益をもたらす潜
在力があろう．ただし，強制的なコミットメント
装置に関する 1 つの心配は，少なくとも当初は
既存の社会的・文化的な資源蓄積のための仕組み
を締め出す公算があるということだ．

金融教育を簡素化し対象を絞る
　金融教育プログラムは開発の改革にとってます
ます必須の部分になりつつある．従来のプログラ
ムは基礎的な知識の提供に焦点を置いていたが，
より最近の試みは，金融に関連のある行動を変更
する際の心理的な障壁の除去にも努めている．
　金融教育の領域で最も重要な発見は簡素化とい
うことである．認知能力や計算能力には限りがあ
るため，人々は意思決定を行う際に認知を節約し
て い る（Datta and Mullainathan 2012）． ド
ミニカ共和国の会社オーナーに関する研究で，研
究者は本格的な金融教育モジュールの利益と単純
な経験則に基づいたモジュールの利益を比較す
ることによって，簡素化の利益をテストしてみ
た（Drexler, Fischer, and Schoar 2014）． よ
り簡潔な訓練が知識と行動に著しい効果を与えた
のに対して，伝統的な金融教育の効果はごく限定

図6.3　公約型貯蓄勘定は農業の投資と利益を改善することができる
マラウイの小規模な現金作物自作農家は正式な貯蓄勘定を提供された．無作為に選ばれた一部の農家には公約型の貯蓄勘
定も提供された．公約型勘定へのアクセスが可能になった農家は，植え付けシーズンのためにより多くの貯蓄をすること
ができ，次期の収穫からはより多くの農業利益を得た．

出所：Brune and others 2013．
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的であった．このような結果が示唆しているの
は，金融教育政策は事前に金融の訓練を受けてい
ない貧困層においては，重要な発見的問題解決法

（ヒューリスティクス）を強調するように設計す
ることができるということだ．
　金融決定にかかわるもう 1 つの重要な心理的
側面は，顕著性ないし関連性ということである．
もし金融教育が一般的なものではなく，具体的に
各自のニーズを対象にしているなら，人々はそれ
に注目する可能性が高いだろう．インドの零細金
融に関する研究で，研究者が金融に関する目標を
設定するのを補佐し，金融カウンセリングを個別
化したところ，両方の介入策は貯蓄と予算編成の
行動に関して著しい改善につながることがわかっ
た（Carpena and others 2013）．対照的に，こ
の研究では次のこともわかった．すなわち，目標
設定もカウンセリングもない金融教育では，非公
式 / 公式の貯蓄・銀行口座開設・保険やその他
の金融商品の購入などに関して何のインパクトも
なかった．

情緒的な説得を活用する
　人々はしばしば注意深い思考ではなく，情緒に
基づいて重要な選択を行っている．経済学者と心
理学者は，昔から二重プロセス決定モデルを研究
してきている．このモデルでは，意思決定は基本
的に「ホット」で迅速な情緒システムとより熟慮
的で「クール」な認知システムの間における交渉

（Metcalfe and Mischel 1999），あるいは直観
的な反応と熟慮的な反応（迅速な思考と緩慢な思
考）という 2 つのシステム間の相互作用のプロセ
ス（Kahneman 2003）とされている．従来の研
究が明確に示しているのは，内的な交渉プロセス
は外的なアピールによって影響され得るというこ

とだ．最も自明な事例は広告の分野でみられる．
それは顧客を引き付けるために情緒的なアピール
を頼りにしている．そのようなアピールはしばし
ば論理的なメッセージよりも深い反響を呼ぶ．仮
に広告が商業的な目的の面で説得力があるとすれ
ば，おそらくメディアの力を使って福祉を向上さ
せる選択に影響を及ぼすこともできるだろう．そ
のようなメッセージを伝達するのに最も広範囲に
わたり影響力のあるメディアはテレビである．
　スポットライト 2 で検討したように，視聴者
が自己同一化できる配役が登場するテレビの娯楽
番組は，出生率や健康診断の需要など重要な社会
的成果に影響を及ぼすことがわかっている．南ア
フリカの最近の研究が示すところによると，テレ
ビ番組は金融に関する決定を改善するために活用
することもできる（Berg and Zia 2013）．全国
でテレビ放送されている大衆向けの連続メロドラ
マに債務管理に関するメッセージが組み込まれ
た．著者はこの効果を研究して，内容固有の金融
知識に関する著しい改善，公式の生産的な目的で
の借入可能性の増大，高価な商店クレジットによ
る借入の削減，ギャンブル癖の低下などを発見し
たが，これらのメッセージはすべてがメロドラマ
の筋書きのなかで伝えられた（図 6.4）．研究で
は，主役が発したメッセージの順守を特定するた
めに，定量分析ツールと定性分析ツールを組み合
わせたものが活用された．この研究の発見によれ
ば，脇役が発した金融メッセージはほとんどが無
視された．このような結果の相違が示唆している
のは次のことである．すなわち，情緒的な結び付
きは教育的なメッセージの保持にとって重要な経
路であり，消費者という大きな集団を対象にした
娯楽メディアにおいてさえ，このような結び付き
の構築は可能である．

異時点間の選好を早期段階で形成する
　若年期に形成された習慣や選好は大人になって
も付いて回る傾向があり，社会経済的な決定をど
のように行うのかに甚大な影響をもち得る．注目
すべき事例として，アメリカで長期にわたって実
施された実験がある．幼児がある部屋に招かれ
た．幼児にはマシュマロが与えられ，食べてもよ

意思決定について心理学の知識に裏付け
られた理解があると，政策当局が金融に
関する政策の意図した効果と現実の効果
の一致を改善するのを後押しし，個人が
自分の金融目標を達成するのを助けるこ
とができる．



141CHAPTER 6　家計のファイナンス

いということが伝えられた．ただし，次のよう
な落とし穴があった：マシュマロをすぐに食べ
る誘惑に抗して 2 – 3 分我慢すれば，さらに 2 つ
のマシュマロが褒美としてもらえる！　誘惑に
勝った子もいれば負けた子もいた（1 人の小さな
女の子はマシュマロをなめてすぐに元に戻した
――文字通りお菓子を食べてもなくならなかっ
た）．研究者はこのような子供たちが大人になる
までを追跡して，忍耐と自己規制を示した子供た
ちの方が教育および社会経済の面でよりよい成
果を達成したことを発見した（Mischel, Shoda, 
and Rodriguez 1989）．他の研究でも次の点が
確認されている．すなわち，若者の間における
誘惑を抑制し，満足を遅らせることができる能
力は，生涯にわたる学術的，経済的，および社
会的な成果に関して重要な決定要因になってい
る（Duckworth and Seligman 2005; Moffitt 
and others 2011; Golsteyn, Grönqvist, and 
Lindahl, 近刊 ; Sutter and others 2013）5．
　金融にかかわる政策や商品は大人の行動を制約
する要因として形成することができるかもしれな
いが，補完的な政策目標は，そのような選好を
若年期に改善しておくことになるだろう．多く
の研究では意思力と自己規制は筋肉に似ている
と主張されている．つまり，回復するには時間

と資源を必要とするし，繰り返し練習することで
強くなる（Baumeister and Heatherton 1996; 
Baumeister and others 1998; Muraven and 
Baumeister 2000; Baumeister, Vohs, and 
Tice 2007）．確かに，発達心理学や教育におけ
る研究は，認知制御は就学前の幼児期における介
入策を通じて，子供の時に行使したり改善したり
することができることを示している（第 5 章参
照）．訓練すれば，教室で学んだ概念を吸収，想
起，および応用するなどのスキルを通じて，学習
能力を改善することができる．
　ブラジルの高校生に関する最近の研究が示すと
ころによれば，責任ある異時点間の選択（信用
で買うよりも購入のために貯蓄する，比較購買す
る，価格交渉する，経費を追跡しておくなど）を
練習するという反復的な指示や機会を提供する金
融教育は，生徒の金融に対する選好や成果に対し
て重要な影響を与えることができる（Bruhn and 
others 2013）．約 900 校，2 万人の高校生を対
象にした研究では次のことが発見された．すなわ
ち，金融に関する知識・態度，貯蓄率，支出行動
にかかわる著しい改善，および金融の自律性と貯
蓄する意図にかかわる指数で測定すると，異時点
間の金融選好について重要な改善がみられた．

100 20 30 40 50

図6.4　大衆メディアは金融に関する決定を改善することができる
債務管理とギャンブルに関する金融教育上のメッセージが，南アフリカの 2 カ月間にわたる大衆向け連続メロドラマの筋
書きに織り込まれた．メッセージをこのような方法で提供したおかげで，金融リテラシーの向上と金融に関する決定の改
善につながった．

出所：Berg and Zia 2013．

内容固有の金融リテラシーに
かかわるテストの得点

公式銀行からの借入

投資目的の借入

商店クレジットを使った
家族員

ギャンブルを行った
家族員

％

金融メッセージのないドラマを視聴 金融メッセージの入ったドラマを視聴
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結論
　本章では金融の意思決定に対する社会的・行動
的な影響力について，重要な洞察を提示した．損
失回避や現在バイアス，認知負荷，アドバイスの
社会心理などが，金融の決定をむずかしくしてい
る．このような傾向に取り組む政策介入には，デ
フォルト・オプションを変更する，零細金融にか
かわる社会的ネットワークを使う，ナッジやリマ
インダーを活用する，コミットメント装置を提供
する，情緒的な説得方法を用いるなどがある．証
拠が示すところによれば，意思決定に関する心理
学の知識に裏付けられた理解は，金融の政策当局
がある政策について意図した効果と現実の効果の
一致を改善するのを後押しし，個人が自分の金融
目標を達成するのを助けることを可能にする．

注
1． http://www.nobelprize.org/nobel_prizes/

economic-sciences/laureates/2013/ を 参
照．

2． 実 証 的 推 定 値 に 関 し て は 以 下 を 参 照
Abdellaoui, Bleichrodt, and Paraschive 
(2007, table1)．

3． アメリカの証拠に関しては Ausubel (1991); 
Stango and Zinman (2009) を参照．

4． Shah, Mullaninathan, and Shafir (2012) も
参照．

5． 現在の過大評価に関するセクションでの議論
も参照．
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　2008 年にコロンビアのある銀行は問題に直面
していることに気付いた．融資担当者はどの支店
でも新規顧客の登録と貸付の回収を，月の最後の
2 週間――月次の業績ボーナスが計算される直前
――に先送りしていたのである．週次目標が設定
されていて，それが未達の場合には月次ボーナス
は減額されることになっていたにもかかわらずに
そうしていた．このような慣行のせいで，キャッ
シュ・フローの管理がむずかしくなっていただけ
でなく，融資担当者のストレスが倍加していた．

　銀行は努力と報奨の間の時差を減らし，報奨を
より目立つようにするという実験を行った．融資
担当者が月の前半に目標を達成すれば，映画鑑賞
券やレストラン割引券などの小さな週次賞品を出
し，目標に関して週次リマインダーを送付するこ
とにした．このような変更を実施した支店では，
月前半における新規ローンの契約が 18％増加す
ると同時に，月次の新規ローンの件数も信用の質
も不変のままであった．融資担当者は従来はも
らっていなかったボーナスを獲得すると同時に―
―月収が 25％も増加した――，ストレスの減少
を申告した（Cadena and others 2011）．
　このような銀行員は稼ぎを増やすために，なぜ
毎週のリマインダーを必要としたのだろうか？

　本章では次のような主張をしている．すなわ
ち，これまでの章で説明した多数の認知的，心理
的，および社会的な障壁が，従業員が仕事にどれ
だけの努力を払うか，あるいは企業家や農民が新
技術にいくら投資するのかに影響を及ぼす．生産
性の上昇が生活水準の向上にとって重要であり，
その生産性の上昇は，生産要素――人的資本，実
物資本，および技術――を増やす，または既存要
素にかかわる利用を改善する，のいずれかによっ
て生じる．本章では後者に焦点を当てる．低所得
環境下では，労働の生産性は農業部門でも非農業
部門でも低い傾向にある（Caselli 2005）．それ
は他の分野で効果的であることが判明している慣
行を，企業や農業が採用した場合でも同じである

（Bloom and others 2010）．公共サービスを提
供している人々の勤労意欲が不十分であるという
ことも途上国では一般的であり，過去 10 年間に
ははっきりと裏付けられている．それは学校教師
の無断欠勤から医師の間の怠慢までと広範囲にわ
たってみられる 1．
　勤労意欲を高めるために，官民両部門の雇用者
は典型的には金銭的なインセンティブ――業績
給・ボーナス・解雇の脅しなど――に向かってい
る．このような戦略の背景にあるのは，努力は主
としてこの種のインセンティブに反応するという
前提である．同様に，企業家や農民の間における
生産的投資の欠如に取り組むため，政策当局は補
助金（慎重な費用便益計算が投資決定の背景に
あるとの前提に立って），あるいは訓練サービス

（労働者は技術の利点に関する情報に無知である
との前提に立って）を頼りにしている．
　このような前提は確かに金銭的インセンティブ
と努力や，収益配分と投資の重要な関係をとらえ
ているかもしれないが，最近の証拠ではこのよ
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職場における動機付けや行動を理解する
ためには，個々人が直面する認知的・心
理的な障壁や，職場環境が作り出すフ
レームを検証すべくズーム・インするだ
けでなく，ズーム・アウトして仕事が行
われるより広範な社会的状況を検証する
必要もある．
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うな問題について追加的な診断が示唆されてい
る．本報告書のこれまでの各章で示されていたよ
うに，他の認知的，心理的，および社会的な障壁
――時には観察がいっそう困難――も，従業員や
企業家，農民の生産性を阻害したり，金銭的イン
センティブの有効性を形成したりすることができ
る．個人は，もっと一生懸命に働いたり投資を増
やしたりする意図を具体的な行動に転換する必要
があるという挑戦に直面するかもしれない．注意
を要する多数の競合する要請があるため，個人は
生産性や所得を改善する機会を看過する懸念があ
る．人々は仕事に意味を求め，雇用主による従業
員の処遇を気にするかもしれない．自分の仲間が
どうしているかも気にするだろう．
　動機付けや行動にかかわるこのような側面を理
解するためには，個々人が直面する認知的・心理
的な障壁や，職場環境が作り出すフレームを検証
すべくズーム・インするだけでなく，ズーム・ア
ウトして仕事が行われるより広範な社会的状況を
検証する必要もある（スポットライト 4 参照）．
本章では多種多様な認知的，心理的，および社会
的な要因が，従業員が仕事に対して払う努力，採
用，中小企業の業績，農業における技術の採用な
どにおいて果たす役割に関する証拠をレビューす
る．結論として，生産性を改善するための介入策
の設計において有益な一般的な教訓をいくつか導
きたい．

従業員の間の努力を改善する
　従業員の努力にかかわる動機付けを最大化する
ために，雇用者は給与を産出に結び付けた――生
産が多ければ稼ぎも多くなるという――契約を設
計することができる．最近得られた証拠は，これ
は有益な出発点ではあるが，このような金銭的な
動機付けは十分でないことが時々あることを示唆
している．人々は今日よりも明日はもっと努力す
るというが，このような先延ばしは，コロンビア
の銀行員が示したように，業績給の契約であって
も生じ得る．人々は課題がどのようなフレームに
入れられているのかや，自分たちと雇用者との関
係がどう考えられているのか――例えば公正な処

遇を受けているかなど――にも敏感である．何が
十分な努力になるのかについては，周辺で働いて
いる人々の姿に倣うだろう．

先送りを克服する
　例えばインドでは，データ入力事務は主として
歩合制による週給である．出勤すれば小額の報酬
と，後は入力した正確な出来高ごとの金額がもら
える．しかし，この種の契約はマイソール市に所
在する大手データ入力企業で働く労働者の勤労意
欲を，依然として期待ほど掻き立てるには至って
いない．報奨あるいはニーズがより目立つように
なるまでは，一生懸命働こうという気にはなら
ないようである．例えば，週の初めと比べると，
産出は給料日には 8％増加していた．これは歩合
の 24％増加に等しい生産性の上昇になる（Kaur, 
Kremer, and Mullainathan, 近刊）．産出は重要
な祭事の前の週――典型的には支出の増加をもた
らす時期――には 15％増加している．
　労働者はこのような時にだけ努力を増やしたい
と考えているということであろうが，アンケート
調査に対する回答が示唆しているところによる
と，労働者はもっと一生懸命に働こうという意図
はあるにもかかわらず，それを行動に移すのに苦
労している．3 分の 2 以上が「自分で期待してい
たほど懸命に働かないことが時々ある」との所説
に同意している．同様に，ほぼ 4 分の 3 が次の
意見にもやはり同意している．「無断欠勤を禁止
するルールがあった方がいい．というのは，もっ
と頻繁に出勤する後押しになるからだ」．
　実地実験において，より一生懸命働くという労
働者の公約を助ける代替的な契約が提示された．
週ごとの正確な入力件数について，自分自身で目
標を設定できるように変更された．目標に届いた
ら通常の歩合が支給され，もし目標に届かなけれ
ばもっと低い歩合が支給されることになる．
　みずから設定した目標を達成できない場合，歩
合が低くなるリスクが高まるにもかかわらず，3
分の 1 以上がこの種の公約契約を選択した．結
果として産出が 6％増加した．これは通常の歩合
を 18％引き上げたのに等しい効果である．給料
日直前に努力を倍加する傾向を最も強く示した労
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働者は公約契約を選択する割合が 50％以上高く，
産出の増加率も 28％とずっと高くなった．
　これは賃金率を一律に引き上げるよりも確かに
費用効果的な代替策ではあるものの，公約契約の
効果が持続するのかどうか疑問に思う人もいるだ
ろう．例えば，効果があったのは単に制度が奇抜
だったからではないか？　先送りする傾向のある
労働者は自己診断して，適切な種類の契約を選択
するだろうか？　このようなデータ入力事務員は
週給で，実験が 13 カ月にわたって実施されたこ
とから，制度に関して学び，行動を調整するのに
十分な時間を持つことができた．このような契約
の需要は長期にわたって持続した．給料日が近付
くと生産性を上げる傾向が強い労働者は，長期的
にも公約契約を締結する割合が高くなった．これ
は労働者が次の点に気が付いたということを示唆
している．それは，追加的な動機付けが必要であ
り，それがあれば生産性改善に役立つ選択肢を採
用することができるということだ．

課題のフレーミングと報酬
　豊富な証拠がやはり示唆しているところによ
れば，従業員の生産性は単に金銭的な報酬だけ
でなく，自分たちの仕事の価値をどう考えてい
るのかや，従業員としての処遇をどう感じてい
るのかなどにも依存している．つまり，生産性
というのは自分たちの仕事や報酬が，どのよう
にフレームされているかに依存する．金銭的な
動機付けも仕事の報酬が潜在的な利益ではなく
機会の逸失としてフレームされている場合や，
仕事の環境が競争的な場合には，違った形で機
能する可能性があろう．

課題の意義と従業員の価値
　ほとんどの契約は不完全である．契約は，労働
者に割り当てられたすべての課題，各課題につい
て期待されている業績，雇用と報酬に関するあら
ゆる不測事態の含意などについて，明細に規定し
ているわけではない．そのような明示的な契約の
条件は検証や執行を行うのが困難で，労働者の
業績を監視するコストはひどく高価になるだろ
う．加えて労働者は，外的な報奨に基づくのでは

なく，課題を遂行することから一定の内在的な意
欲，生来の喜び，満足感を得て就業している可能
性もある．このことは，業績と報酬の間の明示的
な連動の必要性を不要にすることができる．
　従業員がある組織に初めて入った時には，通常
はどんなに短時間でも，新しい職場での立場につ
いて学ぶために，何らかの研修あるいはオリエン
テーションを受ける．実地実験から得られた若干
の証拠は，雇用関係のこの段階で作られたフレー
ムが後の生産性に影響を与えることがあることを
示している．例えば，職務の重要性を強調したこ
とは，アメリカのある大学の資金調達者の行動
を促した．資金調達者のなかには，研修の最初
に，自分たちの仕事が奨学金をもらった学生の生
活にどんなに大きな違いをもたらしたかに関する
感動的な物語を読んだ者もいれば，資金調達を通
じて修得したスキルがいかに自分たちの将来の
キャリアに有用かを述べた物語を読んだ者もいた

（Grant 2008）．感動的な物語を読んだグループ
の募金額は他のグループを 69％も上回った．
　インドでは，大手のソフトウェア会社のある部
門が，新入社員のオリエンテーションをさまざま
な形で実験したところ，彼らの個人としての価
値を強調すると，離職が著しく減少し，同社の
サービスを使っている顧客会社の満足度が改善
したことがわかった（Cable, Gino, and Staats 
2013）．１つのグループはスキル研修と会社に関
する一般的な事実に焦点を置いた標準的なオリエ
ンテーションを受けた．もう 1 つのグループは
同じ研修を受けた上で，さらに１時間の追加的な
活動を行った．それは新入社員のユニークな属性
に焦点を当てた内省とグループ作業で，それが個
人の幸福感と職場における好成績につながり，現
在の仕事においてそのような行動を模倣できるよ
うな方法を考えることが奨励された．研修期間
中，彼らはスウェットシャツを着て，名前が書い
てあるバッジを付けた．第 3 のグループにおい
ては，追加的な 1 時間は組織アイデンティティ
に焦点が当てられた．年長の労働者が企業の価値
観や，それがなぜ成功しているのかを論じた．労
働者は労働者が誇りに感じる企業の性格を考えて
議論するよう指示された．スウェットシャツと
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バッジには社名が書かれていただけであった．
　6 カ月後，標準的なオリエンテーションと組
織アイデンティティを強調するという変更を加
えたオリエンテーションを受けた従業員の離職
率は，個人のアイデンティティが強調された従
業員よりもそれぞれ 216％，300％高かった．
最良の従業員が離職する確率が最も高くなる事
例かもしれないが（例えば，仮に他の企業から
の引き合いが非常に強ければ），それでは離職率
の大きな差は説明できない．実績研修を受けた
従業員の顧客はそうでない従業員の顧客よりも
高い満足度を示した．

職場における互恵性
　多数の実地実験がやはり示しているところによ
れば，報奨や報酬は自分たちがどういう扱いを受
けているかという従業員の感じ方を変えることが
でき，それが次には生産性に影響を与え得ること
ができる．このような発見は仕事を一種の贈り物
の交換と考えるモデルと整合的である．労働者
は雇用者の寛容と思われる行為に対しては努力
を増やすことによって報い，不公正だと考える
処遇を罰する（Akerlof and Yellen 1990; Fehr, 
Kirchsteiger, and Riedl 1993）．
　中国のある家庭用電化製品メーカーが，平均
週給の 20％に相当する臨時ボーナスを支給した．
これは労働者の業績に連動したものではなかっ
た．このボーナスのおかげで時間当たり生産性が
3 – 5％向上した（Hossain and List 2012）．こ
の改善はボーナス支給後も数週間にわたって持
続し，統計的には並行して実施されていたもう 1
つのインセンティブ制度と識別できなかった．後
者では，同じボーナスをもらうためには，4 週間
連続して一定の生産目標を達成しなければならな
かった．
　同じようなことがタンザニアでもみられた．低
所得国で働いたアメリカ人医師の伝記をギフトと
して研究チームからもらった――感謝のメッセー
ジが書き込まれていた――医療従事者は，その後
も長期間にわたって医療手順の順守を改善し続け
た（Brock, Lange, and Leonard 2014）．ギフ
トを送るプロセスが重要であり，時とともに示差

的な効果を生み出したのである．ギフトがただち
に無条件で配られた時には，受領から 3 週間以
内に大きな反応を引き起こした．それは手順順守
にかかわる標準偏差の 0.25 倍に相当した．しか
し，10 週間後，平均すると，パフォーマンスは
ギフトをもらわなかった医療従事者の水準にまで
戻ってしまった．ギフトが観察された成績を条件
とするようになると，手順順守の改善にかかわる
即効的な効果は小さくなり――無条件ギフトの場
合の約 60％相当――，それもやはり長期的には
消滅した．
　もう 1 つの別の方法がこのような 2 つの方法
を凌駕した．それは本を約束はしたが配本は後日
にする方法であった．これは約束の時点でただち
に反応を引き起こした――無条件ギフトの場合の
効果の約 64％相当――だけでなく，ギフトが引
き渡された時にさらに大きい追加的な効果があ
り，しかもそれが 1 カ月経っても持続した．10
カ月後，このような医療従事者は手順の順守につ
いて高い値を示し，それは無条件ギフトの即効的
な効果と同程度であった．
　中国とタンザニアにおけるこのような経験は次
のことを例証している．ギフトに反応した生産性
の改善は数週間にわたって持続し得るが，そのよ
うな効果が持続する程度は実証的な問題であっ
て，雇用関係の性格・職務の種類・外部労働市場
の賃金など多くの要因に依存している．金銭ギフ
トに反応するもっと一過性の生産性改善は，カナ
ダの植林業者とアメリカの寄付金集めや図書館
のデータ入力作業のために数日間だけ採用され
た臨時雇いの間でも観察されている（Bellemare 
and Shearer 2009; Gneezy and List 2006）．
　互恵性を生み出すというのはギフトの予想外の
性格かもしれない．フリーランスのデータ入力労
働者に関するオンラインの実験的な採用では――
時給 3 ドル未満の場合の要件が列挙されていた
――，労働者は 3 つの賃金体系のなかから 1 つ
を選ばなければならなかった．第 1 のグループ
は単純に時給 3 ドル，第 2 グループは同 4 ドル
で採用された．第 3 グループは時給 3 ドルで採
用されたが，仕事開始直前に雇用者の予算が予想
外に増えたおかげで，時給 4 ドルがもらえるこ
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とがわかった（これを 3+1 グループと呼ぼう）．
仕事が終わってみると，時給 3 ドル・グループ
と 4 ドル・グループの成績はまったく同一で
あった．高賃金は高生産性を生み出さなかった
のである．しかし，3+1 グループは 20％多い項
目を正確に入力していた（Gilchrist, Luca, and 
Malhorta 2013）（図 7.1）．
　時とともに従業員は，所得の増加を報酬のなか
の恒久的な部分として考え始めるだろう――期待
の尺度を調整するということである．この点に関
する若干の証拠が，紅茶プランテーションに影響
を与えた南インドにおける賃金平等改革の評価に
もみられる．茶葉を摘む労働者は固定的な日当
と一定の最下限を超過した部分に相当する歩合が

もらえる（Jayaraman, Ray, and De Vericourt 
2014）．組合と紅茶プランテーションが契約更改
――州法で義務化された最低賃金に沿って日当
が 30％引き上げられた――を交渉してから 1 カ
月後，同じプランテーションの前年水準や契約が
更改されなかったプランテーションの水準と比べ
て，産出が 34 – 37％も増加した．しかし，4 カ
月後になると，この生産性改善幅は 10％にまで
低下した．
　仮に被雇用者が雇用者の気前よさに努力の増大
で報いるとすれば，その逆はどの程度正しいの
だろうか？　被雇用者は不公正な処遇という認
識，あるいは期待外れの報酬に反応して，努力を
削減するのだろうか？　高所得環境下での証拠の
なかには，このような反応があり得るということ
を示唆しているものがある．ニュージャージー州
の警察官が拘束力のある調停で要求した賃金をも
らえなかった約 20 年間に，犯罪件数が増加する
一方で検挙率は低下した（Mas 2006）．要求し
た賃金と実際に受領した賃金の格差が大きくなる
ほど，警察官が職務で払う努力が減少した．同様
に，イリノイ州のタイヤ工場の工員は賃金で譲歩
し，スト破りと一緒に働かなければならなかった
際，欠陥タイヤが生産されて，同社のタイヤが
死亡者 270 名と負傷者 800 名を超える犠牲者を
出した事故の原因となった（Krueger and Mas 
2004）．
　このような期待外れは公的医療システムの場合
には非常に悪い効果を及ぼし得る．アメリカでは
他の多くの諸国と同じく，公立病院システムにお
ける看護師の賃金は中央集権化された給与規則に
よって設定されている．地域的な差異は非常に限
定的である．つまり，看護師の給与が民間部門で
一般的な賃金に近い地域や時期もあれば，そこか
ら乖離していることもある．公立病院システムに
関する 9 年間に及ぶデータの分析によると，看
護師の給与が他の労働市場で支配的な賃金より大
幅に低かった状況では，外部賃金の 10％上昇と
心臓発作で入院した患者の死亡率の 15％の上昇
との間には相関関係がみられた（Propper and 
Van Reenen 2010）．それとは対照的に，中央
集権的な賃金と外部賃金の格差がわずかな地域で
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図7.1　予期せぬ賃上げは生産性の配当を引き出すことがで
きる

あるオンライン実験で，データ入力労働者は 3 つの相異
なる賃金率を提示された．2 つのグループは時給 3 ドル
ないし 4 ドルを提示された．第 3 のグループは時給 3 ド
ルを提示されたが，そのオファーを受諾してから，予算
の予期せぬ増加のため実際には 4 ドルの時給がもらえる
と告げられた．この最後のグループは他のグループと比
べて 20％多い項目を正確に入力した．

出所：Gilchrist, Luca, and Malhorta 2013．
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は，外部賃金の変化は患者の生存に影響しなかっ
た．
　このようなすべて事例の趣旨は，職場に贈答の
方針を導入する，あるいは賃金上昇を規制すると
いったことにあるわけではない．このような証拠
はむしろ次のようなことを示唆している．すなわ
ち，労働者の努力は自分たちがどのように補償さ
れているかという期待に敏感であり，少なくとも
一時的にはこのような期待を超越して生産性を改
善することがあり得る．ある状況下では，公衆衛
生キャンペーンと並行した場合や，景気循環効果
のせいで特に忙しい時期などには，一回限りの産
出増加が必要かもしれない．そのような時期に労
働者の期待を凌駕すれば生産性に大きな成果をも
たらし得る．

損失か利益かというフレーム
　これまでの章で検討したように，人々は時とし
て潜在的な損失を潜在的な利益よりも重視するこ
とがある．この傾向は金銭的インセンティブに反
応した人々の努力水準にも影響し得る．例えば，
中国では，あるハイテク製造業の工場における実
験でこの傾向が探求された．ある労働者はグルー
プの産出が一定の目標に到達したら，ボーナスが
支給されると言われた（ボーナスは利益としてフ
レームされた）．他の労働者はボーナスが支給さ
れるが，もし目標に届かなければ撤回されると云
われた（ボーナスは損失としてフレームされた）．
両種類のボーナスとも労働生産性を押し上げたも
のの，総生産性は損失のフレーミングの方が 1％
高くなった（Hossain and List 2012）．これは
僅差のようにみえるかもしれないが，それが契約
の言葉使いの相違だけから生じたという点に留意
することが重要である．
　同様の結果は工場外でも生じるのだろうか？　
特に低所得国への非常に重要な適用において，こ
の報酬の再フレーミングは，多くの地域で低パ
フォーマンスに関して給与カットや解雇の脅しで
罰せられたりすることがない医療従事者や教員の
ような公務員の成績を改善することができるのだ
ろうか？
　低所得環境下における多数の研究では，利益と

してフレームされた標準的な業績給のボーナスに
対する反応として，生徒の得点や医療サービスの
量の著しい増加が明らかにされている（Glewwe, 
Ilias, and Kremer 2010; Muralidharan and 
Sundaraman 2011; Basinga and others 
2011）．アメリカのシカゴに近い低所得の近隣地
区では，標準的な利益フレームのボーナスが不首
尾に終わっていたのに，代替的な損失フレーム
の使用が改善をもたらした（Fryer and others 
2012）．このようなシカゴの学校教員には学校年
度末に標準的なボーナスが支給された．このボー
ナスは生徒が達成した得点の増加によって決定さ
れる．もう 1 つの教員グループでは管理者が平
均的なボーナスと推定した金額（4,000 ドル）が
年度初めに支給される．仮に生徒の成績が平均を
上回れば年度末に追加的な支給を受ける．もし平
均を下回れば年度初めに受給したものと受給すべ
き最終的なボーナスの差額を返済しなければなら
ない．
　このような損失フレームの操作は本当に重要で
あった．損失フレームのボーナスが適用された教
員が教えた生徒の数学の点数は，何のボーナスも
なく通常の給与しかもらっていない教員の生徒の
点数よりも標準偏差の0.2 – 0.4相当分だけ高かっ
た．

競争的な職場環境
　最近の実地実験がやはり示唆しているのは，職
場の組織――特にそれが競争的か否か――が生産
性に独立的な影響をもたらす可能性があるという
ことだ．人々は通常孤立して働いているわけでは
なく，自分を同種の仕事をしている他人と比べる
傾向があり，それは人々の勤労意欲を駆り立てた
り，あるいは意欲を阻喪させたりする強力な方法
になり得る．ランキングや社会的比較を考えてみ
るとよい．従業員は企業あるいは組織における自
分の相対的な成績を知ることができる．もし当人
が競争で勝っているのであれば，さらに努力する
だろう．あるいはややつむじ曲がりであるが，も
し自分は相対的に高い能力をもっているのに，実
際にテストされるのを嫌うのであれば，努力を減
らすかもしれない．努力を減らすことによって，
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その人は自己像を維持して，相対的な成績不振の
理由は本当は一生懸命やっていないからだと，み
ずからに言い聞かせることができる．既存の実証
的証拠は両方の可能性と整合的であるが，これは
実験と現地の状況に適応することの重要性を示す
ものである（第 11 章）．
　かつてドイツのある企業が給与小切手に生産性
の分布について，従業員の順位を書き込み始めた
ところ生産性が 7％上昇した．ただし，企業の方
はこのランキングを使って賃金を調整はしなかっ
た（Blanes i Vidal and Nossol 2011）．同様に，
オランダのある小売チェーンで小売店グループが
売上増加を目指して競争するトーナメントを実施
したところ，勝利者が金銭的な報奨を得たか否か
にかかわりなく売上が増加した（Delfgaauw and 
others 2013）．
　ジンバブエでは，美容師の間では表彰が業績給

よりも有効であることがわかった．美容師は，顧
客に女性用のコンドームを販売する要請を公衆衛
生機関から受けた．コンドーム 1 箱売るごとに
星を 1 つもらえることになっていた――星は店
舗内のポスターに貼付される――美容師は，手数
料をもらっていた美容師の 2 倍以上のコンドー
ムを販売した．近隣地域で星を獲得する店舗数が
増加するのに伴って，このインパクトはますます
強くなった．一方，コンドーム 1 つ当たり 90％
の手数料をもらっていた美容師は，平均すると，
何ももらわずに，基本的にボランティアとしてコ
ンドームを販売していた美容師を凌駕したわけで
はなかった（Ashraf, Bandiera, and Jack, 近刊）

（図 7.2）．
　しかし，ザンビアにおけるもう 1 つの別の実
地実験では，研修に競争の要素を導入したとこ
ろ，コミュニティの医療従事者として準備してい
た研修生の間では逆効果になった．自分の試験
の点数でみた相対的ランキングが公表されると
わかった場合，成績が標準偏差の 3 分の 1 相当
以上低下したのである（Ashraf, Bandiera, and 
Lee 2014a）．この効果は以前の点数が低かった
研修生の間でより顕著であった．同じように，ア
メリカのある企業が発見したところによると，家
具販売員の間におけるランキングに関するフィー
ドバックを止めたところ，むしろ販売実績が
11％も増加した（Barankay 2012）．

職場における社会的関係を考慮する
　職場の仲間も個人の努力に対して，社会規範を
作用させることによって強い影響を与えることが
できる．その作用が意図的なものか否かは関係な
い．もし他人が怠けているのを見れば同僚も同じ
ようにするだろう．たとえそれが自分の所得低下
を意味するとしてもである．逆に，もし他人が一
生懸命働いていたら，人々ももっと懸命に働くよ
うになるだろう．これはチーム編成に関して意味
のあることであろう．
　例えば，インドのデータ入力の実験は，仲間は
意図と行為とのギャップを埋める橋渡しをするの
に役立つかもしれないということを示唆してい
る．自分の所得は自分自身の産出次第ではあった

報奨なし 金銭的報奨 高い金額の
金銭的報奨

表彰

図7.2　表彰は金銭的インセンティブ以上にパフォーマンスを
改善することができる

ザンビアの公衆衛生キャンペーンでは，美容師に女性用
コンドームを顧客に販売してもらう実験においていくつ
かの方法が用いられた．ボランティアとして課題に取り
組んだ美容師もいれば，コンドームを 1 箱売るごとに
10％ないし 90％の手数料がもらえる美容師もいた．第
4 のグループは星がもらえて，それが店内に掲示されて
いるポスターに貼付された．この第 4 グループは他のグ
ループの 4 倍にも達するコンドームを販売した．

出所：Ashraf, Bandiera, and Jack, 近刊．
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が，平均以上の生産性を示す同僚の近くに持ち
場が割り当てられた従業員は産出が 5％増加した

（Kanur, Kremer, and Mullainathan 2010）．
その主因は効率性よりも労働時間を増やしたこと
にあった．平均以上の仲間の近くに座っている
と，このような労働者は前述した公約契約を選択
する可能性も低かった．
　生産性の高い労働者に近いと効率性の上昇にも
つながり得る．例えば，アメリカの全国的なスー
パーマーケット・チェーンのレジ係は，主として
生産性に敏感ではない固定給によって報酬を得て
いた（Mas and Moretti 2009）．しかし，自分
よりもっと生産的な労働者と同じシフトで働いて
いると，そのレジ係の生産性も改善した．このよ
うな生産性の改善は，より生産的な労働者を目に
することができたレジ係だけの間で生じた．ま
た，その効果は距離が遠くなるにしたがって減退
した．つまり，レジ係は身の周りで見られること
合わせて，自分の努力を実際に調節していたので
ある．生産性の劣る労働者は類似の否定的な効果
は及ぼさなかったことから，スーパーマーケット
としては一定時点におけるチームとしてのスキル
多様性を最大化する形でシフトの再編成をしてお
けば，同数のアイテムを少ない時間で販売するこ
とができただろう．
　しかし，常にそのように行くとは限らないかも
しれない．この種の生産性の波及効果は特定の仲
間にとってだけ重要なことが時としてある．各
人は歩合を通じて報酬を得ているにもかかわら
ず，イギリスの果樹園で働いている農民は，自
分の友人であるチーム・メンバーの生産性にほ
ぼしたがって果物を採集していた（Bandiera, 
Barankay, and Rasul 2010）．自分のチームに
友人がいない時と比べると，友人よりも総じて生
産性の高い労働者の果物採集量は減少し，友人が
いるチームに割り振られた時の所得の約 10％を
犠牲にした．同様に，友人より生産性が低い労働
者は友人で構成されるチームに割り振られると，
10％の所得増加を経験した．

生産性の高い労働者を採用する
　仮に仕事上の努力が職務や報酬のフレーミン
グ，また，労働者の間の社会的関係から影響を受
けることがあり，さらに，労働者自身が大きな異
質性を示しているならば，このような要因は求職
する労働者の種類に採用段階で影響を及ぼすであ
ろうか？　例えば，公共部門の仕事など向社会的
な利益を有する仕事の高賃金は，自分のキャリア
向上だけを気にかけ，向社会的な性向をほとん
ど，あるいは，まったく示さない求職者を引き付
けることができるだろうか？
　多くの室内実験は，金銭的な動機付けは外部的
な報奨に基づかない職務の遂行から，本来的なや
る気，生来の喜び，あるいは満足感を締め出して
しまうことを示している 2．しかし，2 つの最近
の実地実験の発見では，公共部門職の募集運動の
際に金銭的な同期を強調しても，公共心のない求
職者が引き付けられることはなかった．2011 年
にメキシコ政府は，紛争の影響を受けた辺境のコ
ミュニティにおいて，コミュニティのニーズを特
定し連邦政府に直接報告するコミュニティ開発担
当官の設置を通じて，国家の存在感を高めるプロ
グラムを開始した． 政府は担当官を採用する際
に，実験的にいくつかの月給案を示した．3,750
ペソの地域もあれば 5,000 ペソの地域もあった

（プログラム対象地域における賃金分布でみて，
それぞれ 65 番目と 80 番目の百分位層に対応す
る）．
　高賃金の求人は有資格の求職者を引き付けた

（Dal Bó, Finan, and Rossi 2013）．彼らのそれ
までの所得は 22％高く，求職時点でただちに採
用される可能性が 50％以上の人の場合，前職で
はホワイト・カラー職に就いていた確率がほぼ
30％であった．彼らは認知テストでも高い得点
を示した．しかし，このような資格の上昇は向社
会的な意欲を犠牲にしたものではなかった．高賃
金は標準的な公共サービス意欲指数で測定して，
公共サービスに向いている求職者も引き付けた．
例えば，このような求職者は政策策定を魅力的で
あると感じており，社会正義にかかわる強い信念
を報告している．
　ザンビアでは，研究者は政府と協働して，新し
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いコミュニティ医療従事者の候補者選びに関して
2 つの方法がテストされた．唯一の相違は，求人
広告ポスターにおける強調が，キャリア面での利
益か，それとも社会的な利益かという点であっ
た．一部の地域ではポスターは求職者に次のよう
に呼びかけていた．すなわち，「ザンビアの医療
システムを支える高度に訓練されたメンバーに
なって，医療分野の専門家と相互交流し，将来的
には準医師や看護師，環境衛生技師などのような
キャリアの機会を活用してください」．他の地域
では次のように呼びかけられていた．「コミュニ
ティで最も重要な問題について学んで，病気を防
止し，家族や隣人の健康を促進するのに必要なス
キルを修得し，地方の保健当局や保健所と緊密に
協働し，コミュニティにおいて尊敬されるリー
ダーになって下さい」．
　メキシコの事例におけるように，キャリア関連
のインセンティブを強調しても，それでは社会的
意欲の低い求職者を引き付けることはできなかっ
た（Ashraf, Bandiera, and Lee 2014b）．しか
し，過去の学業面での達成度でみて十分な有資格
の候補者を引き付けたことは確かである．また，
この方法で採用された労働者は雇用されると良い
成績を示した．キャリア面でのインセンティブを
通じて採用された労働者は，家庭訪問（環境検査
や健康相談，病人の医療機関への紹介など）の回
数が 29％，コミュニティ集会の開催数が 100％
多かった．また，仕事の社会的利益を強調した
メッセージを通じて採用された労働者と比較し
て，離職率は決して高くなかった。

小企業の業績を改善する
　従業員の仕事のパフォーマンスに影響する障
壁の多くは，自営業者の意思決定にも影響して
いる．自営業者は世界の労働力のほぼ 60％を占
めており 3，低所得国においてさえ自営業者は非
農業労働力の 3 分の 1 を占めている（de Mel, 
McKenzie, and Woodruff 2010）．意図と行為
の乖離および潜在的な機会の無視は，自営業者に
とってはより大きく感じられるかもしれない．と
いうのは，彼らは努力水準に関心のある雇用者と

契約を結んでいないし，期待されることを規定し
た明示的な仕事の取り決めもないからだ．低所得
国では特定の市場――特に保険や信用の市場――
はほぼ存在していないので，自営業者にとっては
損失に対処する余地がより狭くなっているかもし
れない．
　例えば，ガーナでは小規模企業に支援を供与す
るのに 2 つの相異なる方法がテストされ，それ
が示唆するところによれば，意図を行為に転換す
ることに伴う困難が儲かる投資を行うことを阻害
していた．現物支援――機械設備という形であっ
た――を受けた企業家は，支援をまったく受け
なかった企業家を 24％上回る利益を生み出した

（Fafchamps and others2014）．しかし，現金
形態で支援を受けた企業者は増益できなかった．
補助金は家計のニーズや親類からの要求を部分的
に賄うだけにとどまった．他の分野――意図を行
為に転換することを必要とする貯蓄のような――
においても困難に直面していた企業家の場合，格
差は特に大きかった．
　仮に自営業者にとって損失が利益よりも大きく
見えてくるなら，人々は損失を避けるだけでな
く，潜在的な利益も無視し，したがって所得を増
やす機会を見過ごしてしまうだろう．アメリカや
スイスのような高所得国におけるタクシー運転手
やバイク・メッセンジャーは，所得や労働時間の
目標を念頭に置いて働いているという証拠があ
る．長時間働くことによって，乗客 1 人ないし
メッセージ 1 件当たりで受け取れる報酬の一時
的な増加を目指したりすることはない．そうでは
なく，彼らは労働時間を減らすか，または 1 時
間当たりの努力を減らしている（Camerer and 
others 1997; Fehr and Goette 2007）．
　このような現象は低所得国でも発生してい
る．ケニアの自転車タクシー運転手は，日々の
現金のニーズを充足するのにちょうど十分なだ
けしか働いていないようである．その額は病気
などの事態の急変や授業料のような予測可能な
経費などの両方に応じて変動する（Dupas and 
Robinson 2014）．その結果，彼らは潜在的な
所得の 5 – 8％を見過ごしている．インドの漁師
も漁獲にかかわる最近の価値増加に反応して漁
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を減らしている（Giné, Martinez-Bravo, and 
Vidal-Fernandez 2010）．
　ケニアでは小企業のオーナーは業績を引き上げ
る機会も見逃している．このような企業は典型的
には，果物・野菜の販売，小売店，レストラン，
洋裁店，理髪店などのベンチャーであり，取引は
ほぼすべてが現金で行われている．取引を完了さ
せるには釣銭を渡さなければならない．それゆえ
オーナーは毎日小銭で十分な現金を持参する必要
がある．しかし，大半のオーナーが前週について
報告しているところでは売上の逸失があった．と
いうのは，釣り銭がないので周辺の商人から小銭
を借りようと 1 時間半も時間を浪費したからだ

（Beaman, Magruder, and Robinson 2014）．
　問題を指摘したところ，たとえ間接的にでも，
状況が確かに改善した．オーナーに小銭の管理
方法について 2 – 3 週間にわたって週に一回尋ね
ただけで，逸失売上の回数の 32％の削減につな
がった．小銭管理の不適切さに起因する逸失利益
の計算について 2 – 3 分かけるだけで，同じよう
な削減につながり，それが結果として 12％の増
益につながった．
　大企業のマネジャーでさえ，生産性を改善する
のに自明と思われることを見過ごすことがある．
例えば，インドの多数の大きな繊維工場には山の
ようなゴミや道具，その他の邪魔物があり，それ
が生産現場で労働者の流れを遅らせ，ラベルが未
貼付で未分類の紡糸在庫を生み出し，品質劣化の
確率を高めていた（Bloom and others 2013）．
企業が儲かっていたことから，多くのマネジャー
は品質管理プロセスの必要性があるとは考えな
かった．
　なぜこのような企業は好機に気付かなかったの
かという疑問が湧くかもしれない．なぜ市場から
追放されなかったのだろうか？　このような疑問
に取り組んだ実証研究はほとんどないものの，憶
測することは可能であろう．このような企業の多
くはほとんど競争に直面していない公算があろ
う．あるいは，顧客は小さな店を選ぶ場合，価格
よりもオーナーとの関係により大きな重きを置い
ているのかもしれない．会社を経営し，生産や販
売などすべての決定を 1 人で行うことは，個人

の「容量」ないし認知資源にとっては厳しく，事
業改善に振り向けられる注意力が奪われてしまっ
ている，ということもあり得るだろう．

　このような好機の看過は情報やビジネス研修で
直接的に取り組むことができるものの，理想的な
プログラムでは多忙な企業家の有限な容量を考慮
に入れている．例えば，ドミニカ共和国のプログ
ラムでは，経験則に基づいた会計科目が開講され
ていた．基本的な発見的解決法が教えられていた
が，それは 2 つの引き出し――会社の収益と個
人の所得のために 1 つずつ――と，引き出し相
互間の振替については借用証（IOU）のシステ
ムを使うというものであった．この戦略は会計の
基本を教える科目よりも成功していた．経験則に
基づく研修を受けた零細企業家は財務管理手法
を改善し――売上が不振の時期にあっても 30％
も改善した――，個人的な貯蓄も 6％増加した．
それとは対照的に，標準的な研修パッケージで
はこのような改善はまったく達成できなかった

（Drexler, Fischer, and Schoar 2014）．
　企業家は主として独りで仕事をしているもの
の，彼らの生産的な潜在力の増大を狙った介入
策を設計する場合，社会的ネットワーク内にお
ける関係を活用することも可能であろう．例え
ばニカラグアでは，企業補助金プログラムへの
アクセスは無作為に配分されており，ある村で
コミュニティ指導者が受益者として同じプログ
ラムを受領したのに，違う村ではそうではなかっ
た．このプログラムは事業開発計画の策定を条
件とする 200 ドルの補助金，技術援助，専門家
による追跡訪問，コミュニティ内で開催される
事業スキルに関する研修会への参加勧奨などで
構成されていた．
　補助金は，指導者がプログラムに参加しなった
村の受益者の場合，収益を大幅に増やすことはな

意図と行為の乖離および潜在的な機会の
無視は自営業者にとってはより大きく感
じられるかもしれない．というのは，期
待されることを規定した明示的な仕事の
取り決めがないからだ．
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かった．しかし，指導者 3 – 4 人がプログラムに
参加した村では，生計について農業への依存度が
大きく低下し始めた．村の指導者たちもプログラ
ムに参加した場合，受益者の非農業雇用からの所
得は 160％以上，家畜群の価値は 94％増加した
のに，農業賃金は 60％減少した．社会的相互作
用もこのようなインパクトと整合的に増大した．
事業補助金の受益者は自分の事業に関してコミュ
ニティのだれかに話していたと報告する可能性が
4 倍も高かった（Macours and Vakis 2014）．

農業における技術採用を増やす
　マクロとミクロ両方の経済データは，農業の
労働生産性にかかわる国別格差は経済全体の労
働生産性の格差よりも大きいことを示唆してい
る 4．このような農業生産性の格差の背景にある
一因は，肥料の利用や節減耕起などの単純な技術
の採用率が低いことにあるかもしれない．例え
ば，2011 年にサハラ以南アフリカの耕地では，
農民の肥料の平均使用量は 1 ヘクタール当たり
13.2 キログラムだったのに対して，OECD 加
盟国では 118.3 キログラムとなっていた（WDI
データベース）．
　この過少投資の多くは保険や信用など特定の市
場の未発展で説明できる．例えばガーナでは，降
雨に連動した保険を提供ところ，農民は 24％も
高い農薬を散布し，土地造成への支出も 14％増
加した（Karlan and others 2014）．にもかか
わらず，金銭的なインセンティブが従業員や自営
業者の生産性を決定するのとちょうど同じく，投
資収益率の期待分布も農民が新技術を採用するか
否かを決定する際に考慮に入れる 1 つの要因に
すぎないであろう．

先送りと注意不足に取り組む
　農民にとって 1 つの潜在的に重要な要因は意
図を行動に移す必要性である．というのは，作物
サイクルは特定の時期に特定の投資を必要とする
からである．このようなタイムリーな投資を怠れ
ば，農業所得がシーズン全体にわたって捨てられ
てしまう．

　例えば，トウモロコシ用の特定の肥料は，トウ
モロコシが膝の高さになって追肥する際に使う必
要がある．それは植え付けからほぼ 2 カ月後で
あり，収穫からは約 4 カ月後にもなる．農民が
この時期に肥料をまけば，ケニア西部州の実験的
データによれば，所得を 11 – 17％増やすことが
できる（Duflo, Kremer, and Robinson 2008）．
しかし，この地域で標本にした農民のうち施肥し
たと回答した農民の割合は 30％弱にとどまった．
肥料を使用しなかった理由は資金不足にあったと
説明している．ただし，少量の肥料を購入して，
一度に一部の農地にまくことはできた．仮に金融
資源が本当に重要な制約であるとすれば，1 つの
政策対応は農民向けに肥料のコストを下げるべく
補助金を供与することであろう．
　しかし，資金不足が肥料利用にとって主たる障
害ではない可能性があろう．問題は収穫時に得ら
れる所得と肥料ニーズの時差にあるのかもしれな
い．農家の所得は典型的には変動し，収穫後に増
えて，その後は先細りとなり，しかも，所得は家
計の内外における他の多くの要求とも競合しなけ
ればならない．もう 1 つの障害は肥料を購入す
るのに必要な努力――金銭と認知の両方にかかわ
るもの――であろう．この地域のほとんどの農民
は最寄り町の中心街に行くには 30 分歩き，そこ
についてから購入する種類と量を決定しなければ
ならない．
　この分野における最近の介入策で，この種の
障害を克服する方法に関する実験が行われた

（図 7.3）．非政府組織（NGO）が無料の配送
と収穫時に肥料を事前購入する機会を提示する
と，肥料の利用は 64％増加した．それはシーズ
ンの後の方で肥料が必要な時に供与された 50％
の補助金と統計的に区別がつかない改善であっ
た．このような結果は無料配送が動因ではなかっ
た．NGO が一部の農民にシーズンの終りの方で
NGO 自身による無料配送を提示したが，肥料使
用は著しい改善を見せることはなかった（Duflo, 
Kremer, and Robinson 2011）．加えて，肥料
利用の増加は NGO が介入策の提供を停止した
ら，その後のシーズンに消滅した．これが示唆し
ているのは，農民は十分な現金があってもシーズ
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ン初めに肥料購入を公約するのは困難だというこ
とである．
　このような介入策は生産的技術の採用を増やす
のに補助金という代替策を示唆しているものの，
始めるに際してどの程度であれば次善であるのか
は未知である．試しの実演でも，農民が施肥し始
めてからの収益について，相当に大きな格差があ
ることが示されている．仮に事前支払いの選択肢
を通じて肥料の購入を促された農民が，除草など
農業生産サイクルの他の部分にかかわる意図を行
動に移すのがむずかしいようであれば，介入策は
施肥で得をする人々の間だけでしか購入を増やす
のに役立たなかったということになる．しかし，
このような結果は新技術採用を増やすのに，すべ
ての場合において補助金が必要となるわけではな
いことを示唆している．所得のタイミングと採用
決定のタイミングの潜在的な乖離に注意を払え
ば，それは決定を容易にするのに役立つ戦略を策
定するための手がかりが得られるだろう．
　特に常に多くの課題をやり繰りしなければなら
ない農民にとって，潜在的な利益の無視は深刻で
あろう．海草の養殖を考えてみよう．海草は最も

単純な生命体――藻類――の１つかもしれない
が，養殖は極めて複雑である．養殖業者は海草の
房（あるいは莢 ( さや )）を海面下に沈めたロー
プに取り付ける．この区画をどこに設定するか，
ロープの長さをどうするか，ロープの間隔をどう
するか，どんな種類の海草を使うか，莢の間隔，
どれだけ固く莢をロープに縛り付けるか，海草を
いつ収穫するかなどを決定しなければならない

（図 7.4）．養殖業者は養殖の特定の側面の重要性
にかかわる前提は実験も可能であろうが，そもそ
も自分が決定しているのだということに気付かね
ばならない．
　例えば，インドネシアの海草養殖業者は，莢の
間隔が海草の栽培量を決定する，ということには
問題なく気付き，ロープに結び付ける間隔は正確
に算定した．しかし，莢の長さも重要だというこ
とには気付かなかった．自分が使っている莢の
長ささえ知らなかった．業者は平均すると 18 年
間もの経験を有し，年数回の作物サイクルで収穫
し，したがって，実地学習の機会がたくさんあっ
たにもかかわらず，そのことを知らなかった．

（Hanna, Mullainathan, and Schwartzstein 

図7.3　購入のタイミングを変更するのは，投資改善のための補助金と同じくらい効果的である
ケニア農村部のある地域の農民は典型的には，手元現金が最も多い収穫直後ではなく，散布直前に肥料を購入する．農民
の 26％は介入がなくても肥料を購入した．収穫直後に無料の宅配を提供したところ，肥料購入は肥料散布の直前に提供
された無償の配送の場合よりもずっと大幅に増加した．その影響は施肥する時に 50％の補助金を供与するのに匹敵する．

出所：Duflo, Kremer, and Robinson 2011．
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施肥期
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2014）．自分の区画で無作為に制御された実験が
長さと間隔両方の重要性を証明していた――少な
くともデータを分析していた研究者にとっては―
―にもかかわらず，業者は実験区画における収量
を単に眺めることによって，長さと収量の関係に
気付くことがなかった．研究者から業者自身の区
画における実験のデータ――莢の大きさと収量の
関係を明示していた――を提示されて初めて，業
者は生産方法を変更して，莢の長さを調整した．

社会的ネットワークの力を利用する
　農民 / 養殖業者が気付かないという事態を克服
する 1 つの方法は，当人が生産のどの側面を無
視しているかにかかわず，各自に無視できないよ

うな個人向けデータを提供することであろうが，
これは実施が高価に付くサービスかもしれない．
代替策は，農民は自らがすべきことに関する情報
については仲間を頼りにしている，という事実
を利用することであろう．インドの「緑の革命」
時代における高収量種の採用にまつわる証拠は，
友人や隣人が採用に関して一定の役割を果たし
たことを示している（Foster and Rosenzweig 
1995; Munshi 2004）．同様に，ガーナのパイ
ナップル栽培者は肥料の使用を自分のネットワー
ク内の他人がしているのに合わせて調整している

（Conley and Udry 2010）．
　ウガンダでは，この種のつながりが綿花栽培に
関する情報の普及に一定の役割を果たした．実地

図7.4　決定に気付かないと生産性の足を引っ張る
海草の養殖は多くの決定を必要とする（①から⑨で実例が示されている）．インドネシアのベテラン養殖業者でさえ，研究
者が非常に目立つように個別的な形で，欠落していた情報を提示するまで，作柄にとってある重要な要因――莢の長さ―
―を看過していた．

区画の場所

莢の間隔

深度

ロープの間隔

ロープの長さ

収穫の時期

海草の種類

莢の長さ

取り付けの固さ

水流の方向

出所：Hanna, Mullainathan, and Schwartzstein 2014．
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実験では女性の綿花農民に適切な栽培法を教える
のに，2 つの異なった方法がテストされた．男女
両方の綿花農民が標準的な訓練プログラムに出席
した村もなかにはあった．他の村では，訓練プロ
グラムは女性を対象に社会的ネットワーク化に焦
点が絞られた．各女性には無作為にそれまで知ら
なかった人がパートナーとして割り当てられた．
みんなはゲームを行い，綿花栽培法を記憶してい
た人には報奨が与えられた．また，パートナーの
写真とシーズンを通して互いに相談することを促
すリマインダーを受領した．こうして各女性農民
は自分の社会的ネットワークのなかで少なくとも
1 人の新しいつながりを獲得した．
　この追加的なつながりは標準的な訓練で提
供されたものより貴重であることが判明した

（Vasilaky and Leonard 2013）．生産量が多い
方ではなかった農民にとって，収量が 1 エーカー
当たり 98 キログラム，すなわち 60％以上も増
加したのに，標準的な訓練を受けた人は 67 キロ
グラム（42％）の増加にとどまった．ネットワー
ク化を行う介入策は，ペアのうち当初は収量が低
かった女性に対して，より大きなインパクトを与
えたようである．
　マラウイにおける実地実験に基づく発見も同じ
ような結果を映している．推奨を受けている仲間
の農民を通じて実施された農業指導活動は，政府
の指導担当者だけを通じて実施された類似の活
動よりも，新技術の認識と採用を改善した（Ben 
Yishay and Mobarak 2014）．

政策設計でこのような洞察を利用する
　本章でレビューした証拠は，生産性問題の診断
やその効果的な解決策の設計に関して，一般的な
教訓をいくつか示唆している．第 1 に，従業員
が仕事に払う努力に影響するものには，仕事の非
金銭的な側面にかかわるものが多数ある．例え
ば，努力と報奨の間にタイム・ラグがあると，従
業員は努力を先送りして特定の時期にだけ集中し
ようとするかもしれない．処遇が寛大か不公正か
という感じ方に応じて，従業員は業績を増減す
る．仕事の価値や職場環境が競争的か否かに関す

る当人の考えなども影響する．生産がチームワー
クに直接的には依存していない場合でさえ，仲間
は重要な参照グループとして作用し，従業員の生
産性にインパクトを与えることがある．
　このような報酬とは異なる属性の多くは変更し
ても割高ではない．従業員の金銭的な報酬に影響
しないし，新しい技術も必要ではない．例えば，
好成績を表彰するのは，職務の意義や組織内にお
ける当人の重要性を強調するのと同じく，実質的
にコストがかからないだろう．

　同様に，自営業者や農業労働者にとっては，
投資収益率を超越する要因が生産性を向上させ
る慣行や技術の採用に影響し得る．各種要請が
競合しているため，適時に適った投資をするの
に十分な貯蓄をするのが困難である．そして，
そのような傾向を補填できるような制度――信
用や保険の市場など――が欠如していることか
ら，低所得国ではこのような傾向の影響はいっ
そう悪化する．自営業者は本当に多数の決定を
しなければならないため，好機に気付いていな
い可能性が高くなる．
　世界中の実地実験から出てきた第 2 の教訓は，
介入策の内容だけでなくそれを実施するプロセス
も重要だということである．業績ベース契約，補
助金，および訓練などは，従業員や企業家，農民
の生産性の低さに取り組むのに有望な手法ではあ
るが，そのようなアプローチの設計が大いに重要
である．例えば，ケニアにおける肥料の割引は農
民の手元現金が多くなる収穫直後に配布された場
合には，数カ月後に肥料が必要となる時期におけ
るよりも，農民の購入を増やすのに有効であっ
た．マラウイやウガンダでは，新しい農業技術に
関する情報は，農業指導員などといった標準的な
経路を通じるよりも仲間から届いた時にインパク
トが大きくなっている．ドミニカ共和国では，財
務研修は単純な経験則に転換された時の方がより
効果的であった．

介入策の内容だけでなく，それを実施す
るプロセスも重要である．設計は極めて
重要だ．

海草の種類
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　第 3 に，人々はそれぞれ違う．意図と行為の
乖離や他の仲間がしていることに影響される度
合いはグループごとに異なり，職務と報酬の解
釈も人ごとに，さらには職務ごとに著しく異な
る可能性が大きいであろう．インドのデータ入
力作業員やケニアのトウモロコシ農家の 3 分の
1 近くは，提示されたコミットメント装置に反
応した．その他の人々にはおそらく違った介入
策が必要であろう．
　このようなプロセス――ある介入策の実施に
かかわる詳細――と異質性の両方の重要性は，
ある人々にとって最も有効な介入策を発見する
には本質的に実験的なアプローチが必要であろ
うということを示唆している．それには多数の
アプローチを同時に，または順番にテストする
ことが含まれる（第 11 章）．しかし，このよう
な新しい設計のなかには低コストのものがある
し，そうでなくてもむずかしく，手に負えない
問題に対して大きな成果を生む潜在性があるこ
とから，発見するために必要な実験は正当化さ
れるべきであろう．

注
1． 教員の無断欠勤については Chaudhury and 

others 2006 を参照．医師の怠慢については
次を参照：Leonard and Masatu 2005; Das 
and Hammer 2007; Das and others 2012．

2． 例 え ば 次 を 参 照：Gneezy and Rustichini 
2000; Heyman and Ariely 2004．

3． International Income Distribution 
Database (I2D2) に基づく WDR チームの
推定．

4． 例えば 90 番目と 10 番目の百分位層に属す
る諸国相互間の農業労働生産性には 45 – 50
倍の格差がある．これに対して経済全体の
労働生産性の格差は 22 倍にとどまってい
る（Caselli 2005; Gollin, Lagakos, and 
Waugh 2014）．
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職場を理解するために民族誌学を使う*

アフリカの公益会社における形式主義的な手
続きを形成している社会的・文化的な状況を
理解する

　1990 年代初めに当時は高成長企業であった
トーゴ水道局のことを研究していた学者たちが発
見したのは，ほとんどの従業員は手続きに関して
膨大なマニュアルが存在する事実を歓迎していた
ということである（Henry 1991）．このような
詳細な手続きのおかげで，同僚間の関係や上司と
部下の間の関係が改善したということに関して，
従業員は経営陣と意見の一致をみていた．
　それから間もなくして，カメルーン電力会社の
最高経営責任者は職員のエンパワメントの欠如と
いう積年の問題に取り組むため，同じような手
続きを起草すべきであると決心した（d'Iribarme 
and Henry 2007）．不安を感じた従業員は自分
たちがしようとしていることに関して許可を取得
するために，頻繁に上司を訪れていた．この状況
に取り組むため，10 冊以上の大きなバインダー
で構成された立派なマニュアルが，わずか 2 – 3
カ月で作成された．そのマニュアルには全員がす
べきこととそれをどうやってすべきかが書かれて
いた（尋ねるべき詳細な質問，良い行動のルー
ル，管理チェックのための手続きと内容など）．
　外国人専門家のなかには次のように不思議に思
う向きもあった．彼らの考えではこのような手続
きは実質的にミクロ管理に等しい．しかし，従業
員は詳細なマニュアルを強く支持した．ある管理
者の説明では，「マニュアルのおかげで従業員は
安心していられた」．詳細な手続きは大きな組織

のなかで包括的な枠組みを提供してくれる．それ
はもっと小さな組織においては，上司との個別的
な合意を通じて生じるものに類似している．最終
的に，アフリカの他の公益会社もこれにならって
同じようなマニュアルを採択した．観察者の感想
は，詳細な手続きが書き込まれているマニュアル
は職場のパフォーマンスを改善したようである，
というものであった．
　このようなマニュアルは――他の環境下では詮
索的であるとみなされるかもしれない――，なぜ
会社にとって貴重なのであろうか？　本報告で
主張しているように，置かれている環境が重要
だからである．マニュアルは西および中央アフ
リカでトンチンと呼ばれていた多くのコミュニ
ティの伝統的な協会で使われていた成文のルール
に相当する（Henry, Tchenté, and Guillerme-
Dieumegard 1991）．それは同じような詳細さ
で，遅刻への対処から冗談を言う権利や食事の組
織化に至るまでのすべてについて，順守されるべ
き行動を規定している．
　カメルーンとトーゴでは，世界のどこでも同じ
であるが，集団的企業の成功は個人的利害と集団
的目標の間の緊張を管理することにかかってい
る．このような葛藤を管理するために特定の文化
的な知識に裏付けられた戦略の観察が，企業マ
ニュアルの策定に役立った．現場の調査によっ
て，従業員は自分の周辺にいる人々の基本的な
意図と利害を，絶えず，巧妙に探り出している
ことがわかった（Smith 2008; Godong 2011）．
人々は強欲と「私利に導かれた不誠実」を恐れて

* このスポットライトは Agence Française de Dévelopment が作成した背景論文に基づく．
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いた．逆に，各人が「真の友」として行動してい
るかどうかをみるために審査された．その状況で
は，真の友としての行動は相互支援義務への参加
を意味した．拒否は基本的な性格の悪さの証とみ
なされかねない．企業としての決定は相互援助の
義務，それともルールの公平無私な適用のいずれ
によって動機付けられているのか，多くの人々は
疑問に思っていた．仕事上の状況は関与している
当事者間の個人的な関係に照らして再検討され
た．と同時に，人々は疑念を招くような形で行動
することを恐れていた．「人々は『嫌な奴がいる』
とだれかが言うのを恐れていた」とディレクター
は説明した．「自分の頭ないし家族の上にトラブ
ルが舞い落ちてくるのではないかと考えていた」．

　手続きを定式化し，規則的な監査によって取り
締まるというアプローチは，各人がすることは自
分自身の個人的な利害，友人の利害，あるいは悪
意ではなく，会社が期待することによって動機付
けられたものであるということで，他人を安心さ
せる方法であるとみられていた．正式な手続きは
人々を安心させ，責任感を強めたのである．
　この短い話は注意深い民族誌学的な観察の価
値を示している．民族誌学者の Clifford Geertz 
(1994) の言葉では，従業員が自分の対人関係や
組織の手続きをどのように解釈しているかを理
解するためには，「厚い記述」――あるいは決定
や行動を取り巻く社会的・文化的な状況の詳細
な理解――が必要であった（d’Iribarne 2002; 
Booth and Cammack 2013）．
　厚い記述は貴重ではあるものの限界がある．一
部の形式による厚い記述がもつ危険は，政治的・
経済的な力が文化的な意味に加えて，個人の選択
や行動を形成する方法を置き去りにできるという
ところにある（Asad 1993）．厚い記述に対する
アプローチは時として個人の生活を，ほとんど文
学作品に登場する人物のように抽象化することが

ある（Clifford and Marcus 1986）．しかし，適
切に使いこなせば，民族誌学は社会的および文化
的な環境が意思決定や選択，対人関係をどのよう
に形成してきたかを理解するための強力なツール
になり得る．
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　毎日，人々は病気にかかり，病気の状態が継
続し，機会を逸して死ぬことさえある 1．毎年，
760 万人の 5 歳未満児が回避可能な原因で亡く
なっている（Liu and others 2012）．このよう
な死亡の大きな割合を占めている諸国では，最
も有効な介入策は，そのどれもがほとんどの家
計やコミュニティにとって手が届いてしかるべ
き予防措置ないし健康維持措置であり，それは
母乳養育や予防接種，介助分娩，経口補水療法，
水衛生措置（大規模なインフラ投資を必要とし
ない），殺虫剤処理済み蚊帳などである（Jones 
and others 2003）．

　健康の成果は行動経済学や関連分野から得られ
た次のような洞察を適用することによって改善す
ることが可能である．それは，人々の注意力には
限界がある，顕著なものに基づいて行動を起こす

（第 1 章），人々は社会的承認や社会規範順守を
本来的に高く評価する（第 2 章），そして人々は
ある状況を解釈できるフレーム（あるいはメンタ
ル・モデル）を数多くもっている（第 3 章）と
いう洞察である．

心理的バイアスや社会的影響力に直面して健
康に関する行動を変更する

　健康を改善する方法があると人々に言うこと
が，行動を変えさせるのに十分であることはほと
んどない．一般的には，健康増進キャンペーンが
成功するためには，情報を提供するだけでなく，
人々を感情的に関与させて活動させるか，社会規
範を変更させる必要がある．広まるメッセージは
次のようなものでなければならない．すなわち，
もしあなたがそうすれば，単に何らかのことがあ
なたにとって良いというだけでなく，他の人はあ
なたを支援し，いや賞賛さえする．成功している
キャンペーンには，情報やパフォーマンス，問
題解決，社会的支援，資料，メディア（Briscoe 
and Aboud 2012）のうちの多く，あるいはほ
とんどが取り込まれている．キャンペーンでは
人々に対して次のことを伝えるべきである．すな
わち，行動は健康を改善する（情報），行動を例
示し手本を示す（パフォーマンス），その採用に
かかわる障壁を削減する（問題解決），採用を選
択した人々を支援するためのシステムを創設する

（社会的支援），採用に着手するのに必要な資料を
提供する（資料），対面式・印刷物・ラジオ・テ
レビ・他の手法を通じて支援の背景を提示する

（メディア）．
　このような要素を統合したキャンペーンの実
例がバングラデシュで実施された．2006 年には
都市部住民の 75％以上と農村部住民の 60％が，
事前の公衆衛生キャンペーンによって，経口補
水塩（ORS）を利用した（Larson, Saha, and 
Narzul 2009）．しかし加えて，公衆衛生担当官
は人々が ORS とともに亜鉛（広く入手可能で安
価であった）を使うことを望んでいた．そこで，
幼児向けのサプリメントとして亜鉛の利用を増加

C
H
A
P
TE
R8 健康

健康を改善する方法があると人々に言う
ことが，行動を変えさせるのに十分であ
ることはほとんどない．成功する健康増
進キャンペーンというのは，情報提供に
とどまるものではなく，社会規範を変革
するものでなければならない．
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させるために一大キャンペーンが導入された．こ
うすると深刻な下痢の場合でも生存率が大幅に高
まる．担当官たちが展開したキャンペーンに含ま
れたものには，ブランドもの人力車への公式掲示
に加えて，ダイレクト・マーケティング（彩色し
た夕食皿の配布），コミュニティの関与や社会的
支援（中庭での会議），役割演技（劇・ラジオド
ラマ・テレビシリーズでの）があった．このキャ
ンペーンの結果として，亜鉛利用に関する知識が
ほぼゼロから 75％以上にまで増加した．

マスメディアの利用を高める
　マスメディアに関する 3 つの事例が，個人の
信念と健康に関する行動を変更させるという二重
の挑戦を例証している．その事例とは母乳養育，
喫煙，HIV 検査にかかわるものである．
　母乳養育は幼児の健康を改善するのに最も安
価な戦略の 1 つである．多くのマスメディア・
キャンペーンが母乳養育を奨励している．先進
国における 7 つのキャンペーンに関する評価は，
キャンペーンによって貧しい女性の間では母乳養
育を始める割合が上昇したことを見出している

（Dyson, McCormick, and Renfrew 2006）．途
上国のメディア・キャンペーンについては体系的
な評価がないが，入手可能な情報が示唆するとこ
ろによると，キャンペーンは，女性とその社会
的ネットワークとの直接的で積極的な相互作用
を取り込む形で地元の努力と組み合わさった場
合には機能し得る（Renfrew and others 2012; 
Naugle and Hornik 2014）．
　マスメディア・キャンペーンは喫煙率を引き下
げるためにしばしば行われている．そのような
キャンペーンはアメリカを中心に先進国では広く
研究・評価されている．そこでは州ごとにキャン
ペーンが異なることが，影響を測定するのに利用
されている．このようなキャンペーンは若者の喫
煙開始を阻止したり，すでに禁煙した人々を支援
したりすることにおいて最も有効である（例え
ば，Bala and others 2013）．メッセージを伝達
するために教員や親などといったコミュニティの
メンバーを使って，長期間（少なくとも 12 カ月）
にわたってキャンペーンを展開すると成功の可能

性は高まる．しかし，レビューでは次のような証
拠は見つかっていない．すなわち，キャンペーン
を受けて，喫煙者が禁煙したり，喫煙にかかわる
社会規範が変化したりすることはない．
　同様に，HIV 検査を奨励する 20 件以上のマス
メディア・キャンペーンのレビューは，キャン
ペーンが終了した後では長期にわたる効果はな
かったことを見出している（Vidanapathirana 
and others 2005）．しかし多くの場合，短期的
な効果はあった．HIV 検査の場合，短期的な効
果でさえ社会的に重要である．健康にかかわるあ
らゆる種類のマスメディア・キャンペーンを評価
した公表文献のレビューは，このような発見と同
じことを繰り返し述べている．キャンペーンが実
質的に肯定的な行動を促進し，否定的な行動を防
止する効果を発揮するのは，キャンペーンが望
ましい行動変化を後押しする地元の努力と組み
合わさっている場合だけであった（Wakefield, 
Loken, and Hornik 2010）．ほとんどのキャン
ペーンは期間が短すぎるし，一部は逆効果にさえ
なっている．例えば，最近のアメリカの若者を対
象とした反麻薬キャンペーンは，それがありふれ
ていると示唆することによって，知らないうちに
麻薬利用をかえって増やしたかもしれない．十
代の若者はこのメッセージを仲間の間では許容
されているという意味に解釈した（Wakefield, 
Loken, and Hornik 2010）．健康情報は無視さ
れたが，社会規範に関する情報はそうではなかっ
たのである．

　健康に関するマスメディア・キャンペーンは，
病気に関する誤ったメンタル・モデル自体の変更
には役立たないようである．というのは，メッ
セージがモデルそのものを通じてろ過されている

政策立案者は，人々が自動的に考え，暗
黙裡のメンタル・モデルに基づいて世の
中を解釈し，社会から影響を受けて考え
るということを理解すれば，健康面での
成果改善に向けて，長足の進歩を遂げる
ことができる
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からだ．例えば，インドの貧しい女性の 3 分の
1 以上は，下痢の子供が水分摂取を増やすと病気
がかえって悪化すると信じている．下痢は漏水と
解釈するモデルにしたがっているのである．水分
の増加は漏水の増加であるから悪いに違いない

（Datta and Mullainathan 2014）．そのような
メンタル・モデルの下では，ORS は子供が下痢
を克服する助けになるというメッセージは，「馬
の耳に念仏」になるであろう．というのは，その
モデルにしたがえば，ORS は水漏れを減らすど
ころか増やすだけだからだ．

　メンタル・モデルに取り組む 1 つの機会は，
社会のなかで「道徳的な」あるいは「貴重な」メ
ンバーとして有名な人と，誤解されている病気な
いし恥辱を受けている個人とを並置することで得
られるかもしれない．例えば，著名人の医学診断
に関することをメディアに適用することは，健康
診断を増やし，行動変化に対する関心を刺激す
ることができる（Ayers and others 2014）．例
えば，2011 年に，ブラジルの元大統領ルーラ・
ダ・シルバ氏は自分の喉頭ガンのことを公然と議
論し，自分の長年にわたる喫煙習慣が原因だと指
摘した．自分の病気にかかわる率直な議論とその
発症における自分自身の役割は，メディアで広い
範囲にわたって取り込まれた（写真 8.1）．彼の
発表を受けて，禁煙に対する関心が未曾有の水準
に達し，ブラジルでは反喫煙法が制定された．図
8.1 はある興味深い指標――禁煙に関するグーグ
ル検索数――を示したものである．ブラジルで
は，このような検索は，メディアがシルバ氏の診
断を扱うのを止めてからかなりの時間が経過して
も――発表から 4 週間後になっても――71％も
高い水準を維持していた．Ayers によれば，「シ
ルバ氏の公表された癌診断は悲劇ではあるが，ブ
ラジルの歴史上，潜在的に最大の禁煙促進事件に

写真8.1　ブラジルの元大統領ルーラ・ダ・シルバ氏の喉頭
ガンとの戦いは，メディアで広く扱われた

出所：Ricardo Stuckert / Instituto Lula．
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図8.1　仮に著名人が病気にかかるとすると，大衆はそれを予防する方法をもっと真剣に考えるようになるかもしれない
ブラジルのルーラ・ダ・シルバ元大統領が自分の喉頭ガンを公に議論して以降――みずから喫煙が原因だとした――，ブ
ラジルの人々は喫煙に関する情報に対してずっと受容的になった．

出所：Ayers and others 2014．
注：青色線はブラジルのシルバ元大統領の癌診断にかかわる時期の前後に行われた，それに関連した毎日のインターネット検索の
時系列を示す．緑色線は以前の年の同時期における時系列を示す．検索件数は相対的検索件数（RSV）――REV ＝ 100 は検索が最
多であった日――，RSV=50 はその半分だった日を示す．
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なる可能性があろう」（Price 2013）．

医療ケアの質にかかわる社会的学習
　人々は医療ケアの質に関しては互いから学ぶ．
典型的には，仮にある人が新しい医師を訪ねて
治ったとすれば，噂が広まって，医師の評判は高
まる．しかし，その人が新しい医師を訪ねて，欲
しい薬（例えば抗生物質やステロイドなど）がも
らえなかったら，どうなるだろうか？　時に家庭
側はこの事件を，医師は患者にとって最善のこと
がわかっていて可能な限り最善のケアを提供する
という決意をしているわけではない，医師は患者
の要求に応答的ではない，必要な医薬品を在庫と
して保有していない，などを示唆する証拠として
受け止めるだろう．人々が互いから学ぶと，みん
なが正しい信念をもてる，あるいはみんなが間違
うようになる．仮にある人がある医師から別の医
師を訪問するよう紹介状をもらったとすれば，そ
の家庭は紹介する側の医師を避けて，紹介される
側の医師だけを訪問しなさいというシグナルとし
て受け止めるだろう（Leonard, Adelman, and 
Essam 2009）．このような行動をとると，紹介
という慣習と健康面の成果の間の基本的な関係を
学ぶことが阻害される．自分の患者を紹介する医
師を避けてしまえば，このような医療従事者が患
者の紹介を拒否する医師より実際には優秀である
ということはわからない．
　アフリカの農村家計に関する多数の研究から得
られた証拠によれば（Leonard 2014 にレビュー
がある），人々は自分の病気を最も適切な医療従
事者に診察してもらおうとする．新しい選択肢
あるいは新しい医師が利用可能になった場合に
は，特に他人の経験談を聞くことに対する関心が
強くなる．親密なコミュニティのだれかが最近そ
の医師を訪問して，良好な成果があったとなれ
ば，その医師を訪問する可能性が高くなるだろう

（Leonard, Adelman, and Essam 2009）．未知
のことに直面した際に期待を修正するという単純
なプロセスにしたがうことによって，タンザニア
の家計は医療専門家によって客観的に測定され
ている通りに，時とともにより良い決定をして，
より良い医師を訪問している（Leonard, Mliga, 

and Haile Mariam 2002）．しかし，社会的学
習のプロセスは，有益な時でさえ，非常に遅いこ
とがある．例えば，コミュニティが自分たちの地
域の新しい医師たちがする助言の良し悪しを学ぶ
には 3 – 4 年を要した（Leonard 2007）．
　自分たちの健康を改善する方法に関する情報

（しばしば無視されている）とは違って，家計が
選択できる施設の能力と質の現実的な評価に基づ
く，家計が最善の入手可能なケアを探すのに役立
つ情報は，家計がすでにその情報を探しているこ
とから極めて有用である可能性が大きい．より良
い情報は，家計がより良い決断をより速やかにす
るのを後押しすることができる．

健康に関する行動を変えるための心理的・社
会的なアプローチ

　情報を受領した後でも，人々はいつもそれに基
づいて行動を起こすとは限らない．前述した亜鉛
キャンペーンは，75％のバングラデシュ人を教
育することに成功したものの，プログラムから 2
年後，亜鉛が使用されたのは指示された患者のわ
ずか 35％にとどまった．健康のための行動に関
しては多くのモデルがあるものの 2，ほとんどに
共通する前提は，人々は採用にかかわる利益と障
壁を，採用しなかった場合の悪い結果にかかわる
感情やその深刻度と慎重に比較考量するというも
のである．つまり，標準的なモデルが前提にして
いるのは，人々は自動的ではなく熟慮的に考える
ということである．しかし，第 1 章でみたよう
に，実際にはその逆が正しい．
　結核の検査を受けることを考えている人を想像
してみよう．その人には感染の機会があったこと
と，それが重病であることがわかっている．しか
し同時に，検査を受けるためには早退して，診療
所で行列に並ばなければならないであろう．医療
ケアに関する決定を人々はどのように行っている
のかに関する研究で，首尾一貫して発見されてい
ることによれば，人々は利益と障壁を考慮する
傾向にある一方，感情や深刻度は無視している

（Zimmerman and Vernberg 1994; Carpenter 
2010）．つまり，人々は小さな障害のために予防
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医療をしばしば無視する．自分が非常に罹病しや
すく，重態に陥る可能性があるにもかかわらずに
そのように行動する．人々は問題をあまりに狭い
フレームに入れている．
　予防的ケアをより一層行う方向に人々を誘導す
るのは困難であるが，人々の考え方を深く理解す
ることが役に立つ．例えば 1 つの可能な措置は，
予防的ケアをもっと目立つものにするのに必要と
される厳格な措置を取ることによって，あるいは
小さな物質的なインセンティブを供与することに
よって，望ましい行動に対する障壁を削減するこ
とである．選択構造を変えるために，ナッジや他
の行動にかかわる手段を使うことによって，行為
の利益を人々が測定する方法を変えることも可能
であろう（Thaler and Sunstein 2008）．加え
て，人が抱いている信念を変えることによって行
動を変更させることが可能かもしれない．それは
ある医療措置の私的な費用便益とは無関係な信念
であり，そのようなものとしては，他人が行動を
承認してくれるだろうという信念，他人が行動を
起こすだろうという信念，行動を実行する自分の
能力に対する信念（自己効力感）などがある．さ
らに，人々は支援，補強，フィードバック，ある
いはリマインダーが得られることがわかっていれ
ば，もっと進んで行動を実施するだろう．
　以下に続く議論では，最初の 2 つの方法――
人々が意思決定を行う方法を認識する形で助言を
提示することと，行動を変えることに関わる障壁
を削減すること――に関していくつかの事例を提
示する．次の 2 つの方法――行動に関するコミュ
ニティ・レベルのモデルと，支援・補強・フィー
ドバックの利用――は後の最終仕上げと習慣形成
に関する節で取り上げる．

予防接種とHIV検査に関する情報をフレーミング
する

　次の 2 つの所説の間には大きな差がある：「イ
ンフルエンザの予防接種をしておけば，それにか
かる可能性が低くなる」対「インフルエンザの予
防接種をしておかないと，それにかかる可能性が
高くなる」．ただし，ともに同じ情報を含んでい
る．利益のフレームでみたメッセージと損失のフ

レームでみたメッセージを比較した 94 件の研究
をレビューしたものにおいては，前者では，同じ
客観的な情報を有する後者と比較して，予防的行
動（予防接種など）の採用が一貫して改善されて
きた（Gallagher and Updegraff 2012）．興味
深いことに，2 つのメッセージのうちどちらか一
方を耳にした人々は，予防的ケアを受けたいと言
う可能性が同じように高いが，最初のメッセージ
を聞いた人々は最後までやり通して，予防接種を
受ける公算が大きい．一般的には，同じ情報は実
際の行動を改善するためにいろいろな形で提示す
ることが可能である．
　第 1 章では，テスト機関が慣例として大学宛
てに送付していた無料のテスト結果報告書の数を
3 通から 4 通に引き上げたことが，どのようにし
て精選された大学に進学する低所得層の生徒の人
数を増加させる効果をもったのかを説明した．よ
り一般的には，多くのプログラム選択はデフォル
ト条件を伴っていて，人々は尋ねられれば何かを
選ぶことができる（オプト・イン）か，自動的に
就学する一方で撤回が許容されている（オプト・
アウト）．予防的サービスの利用がすべて，ない
しはほとんどの人々にとって良いことだと考えら
れる場合や，それで利益がない人々にとってもコ
ストが小さい場合，できるだけオプト・アウト権
のある予防的サービスを提供する方が良い．デ
フォルトはほとんどの人々にとって良い行動に設
定すべきである．医療ケアはオプト・アウト権の
ある活動事例に溢れている．例えば，医師は良い
ことだと思えば許可を得ずに，患者の脈拍数と体
温を測る．外科手術の同意書は医師の勧告をデ
フォルトとして提示することを企図したものであ
り，患者は代替策を望むなら自分で発見すること
が強いられる．
　デフォルト行動の数を増やすことの潜在性は
どのようなものであろうか？　HIV 検査はオプ
ト・インからオプト・アウトへの変更が広く研
究されてきた分野の 1 つである．2004 年，世界
保健機関（WHO）はオプト・アウトのアプロー
チは，特定の人々（特に結核患者を含む）にとっ
ては倫理的に受け入れ可能であると宣言するこ
とによって，HIV の相談・検査にかかわるアプ



171CHAPTER 8　健康

ローチの変更に着手した．オプト・イ
ンとオプト・アウトのプログラムを比
較して一般的にわかったのは，検査率
が上昇したということであったが，ど
ちらのプログラムでも検査率が低いと
いうことも明らかになった（例えば
Baisley and others 2012 を参照）．最
も多く言われる理由は，相談や検査を
行う医療サービスにはインフラやイン
センティブ，統治などの面で不足があ
る と い う こ と だ（Roura and others 
2013）．さらに，一部の研究は，検査
率の上昇は HIV/ エイズの検知増加に
はつながらなかったことを見出してい
る．これが示唆しているのは，新しい
デフォルトを理由に検査を受けた追加
的な人々は，HIV/ エイズのリスクにさ
らされていなかったということである．
　オプト・アウトのデフォルトは医療
システムがそれを提供できるならば，
予防的サービスの利用を増大させる公
算が高い．しかし，検査をオプト・ア
ウトしなかった HIV 陰性患者の場合の
ように，このような改善はこのサービ
スがさほど有益でない人々を参加させ
る，というコストを払いながら生じる
のかもしれない．

意味の源泉としての価格
　新しい行動を採用する際に最も自明な障壁はコ
ストであるため，価格の引き下げが採用を改善
する最善の方法であろう．しかし，価格には交
換価値以外にも多くの意味がある．Kremer and 
Glennerster (2011) のレビューによれば，ゼロ
ないしそれに近い価格は特別な限度を意味する．
人々はゼロ（ないしほぼゼロ）の価格なら多くの
健康関連商品を喜んで採用するが，ゼロを少しで
も上回ると採用に対してほぼ完全に消極的である

（図 8.2 参照）．この効果は駆虫薬や蚊帳，水消毒
薬，石鹸などについての研究で証明されている．
　価格には人々に対して少なくとも 2 つの異な
る合図が含まれているようである．第 1 に，価

格が低いことは物事をより入手しやすくする．し
かし，無料というのは何か特別なことを意味す
る．価格がゼロに向かって低下する際，無料は社
会規範――われわれは全員がこれをすべきである
――を伝えている．無料であれば人々はその価値
が不確かな時に製品を実験することができるし，
無料であることは感情的な影響力をもち得る（人
は何か無料のものを手に入れる機会を獲得すると
興奮する）．無料の蚊帳をもらった家庭は補助金
付きの蚊帳を購入した家庭とは違った使い方をす
るかもしれず，価格に込められた社会的合図にお
そらく呼応して，子供向けに使用する可能性が高
くなるであろう（Hoffmann 2009）．多分，家
計は無料で入手できる新技術を短期間は採用する
が，その価値を経験した後になると，自分のため
に喜んでプラスの価格を支払うようになるだろ
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図8.2　健康関連商品の採用はほんのわずかな手数料に反応して急減する

予防的医療グッズの価格は利用を促進するため政策的に低く設定され
ているが，提供者に収入の流れをもたらすことも必要である．しかし，
仮に利用が重要ならば，価格をゼロにまで完全に引き下げることが道
理に適っている．一連の評価が発見したところによると，価格がほん
の少しでもゼロを超えて上昇すると，健康関連商品を買うという選択
をする人数は大幅に減少する．

出所：Abdul Latif Jameel Poverty Action Lab 2011．
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う．以上は Dupas (2014) の説明である．一方，
Shampanier, Mazar, and Ariely (2007) は次の
ように指摘している．すなわち，無料オプション
の価値をプラス価格のものと比較して注意深く考
えるよう要請されたら，人々は無料のものをあま
り採用しなくなるだろう．この発見は無料のもの
に対する即座の反応は必ずしも完全に合理的では
ないということを示唆している．それは少なくと
も場合によっては，自動的な反応に基づいてお
り，道理を尽くした反応ではないことがあるだろ
う．
　しかし，物事が無料の場合，人々は製品を過剰
消費ないし浪費する可能性があろう．プラス価格
はその製品の対象を最大の善をもたらすところに
絞る助けになる．また，治療薬のためなら，喜ん
で支払う価格水準は高いだろう（Ashraf, Jack, 
and Kamenic 2013）．
　無料ないし最低限の価格設定の認知作用は途上
国については新しい研究分野であり，多くは今後
十年間で学ぶことになるだろう．しかし，政策当
局としては，無料という言葉に含まれている興奮
を，ゼロという価格を提供する代価を負担するこ
となく，どのように合図するかについて，すでに
考え始めてもかまわないだろう．もし財が健康に
とって重要で正の外部性をもち，財に対する需要
がそうでなければ低く，また浪費が大きな懸念で
ないならば，価格をゼロにまで削減することは，
喚起できる情緒的な反応のために検討されるべき
であろう．例えば，予防接種はこのような条件を
充足する．
　対照的に，浪費が大きな懸念であれば，価格は
ゼロ以上に維持して，財に対する需要を増やすた
めには社会規範に訴えるべきである．プラスの価
格というのは対象を絞るためのメカニズムであ
る．適切な人々が財やサービスを確実に買うのを
後押しする．割引券や賞品，祝賀会，メディアな
どすべてを使えば，たとえ価格がゼロでなくて
も，社会規範を作ったり強化したり，あるいは，
情緒的な反応を生み出すことができる．

条件付き現金給付と公約メカニズム
　場合によっては，財とサービスは無料であるに

もかかわらず，それでも人々はそれを利用しよう
としない．出産前サービスなど多くの予防的サー
ビスは無料で提供されているのに利用は過少な状
態に陥っている．利用を増やすための詳しい裏付
けがある 1 つの方法は，条件付き現金給付を実
施することであろう．例えば，女性は出産前に診
療所に行けば支払いが受けられるが，行かなけれ
ば没収されるというものである．表面的には，こ
のようなプログラムは行動を改善するために標準
的な経済的な動機付け以外のものを使っている
ようには見えないが，もっと広く考えてみると，
奨励プログラムのなかには興味深い行動を明ら
かにしているものもある．Banerjee and others 
(2010) はあるプログラムを検証した．女性は自
分の子供に予防接種を受けさせるためのインセン
ティブとして，無償でヒラマメと皿をもらったの
である．大勢の親は少なくとも 1 回は予防注射
をしてもらおうと子供を連れて行ったが，全て
の回に行くことはなかった．インセンティブは完
全予防接種の比率引き上げに貢献した．つまり，
人々がサービスを高く評価している時であっても

（多くの親は子供が部分的にでも予防接種を確実
に受けるようにした），お金は人々が全コースの
行為を完遂することに関心を向ける助けになる．
　コミットメント装置は人々が行動を変えると
いう意図を完遂するのに役立つ．フィリピンの
喫煙者にかかわる事例で（Gine, Karlan, and 
Zinman 2010），人々はもし禁煙しなかったら
没収される勘定に自発的に自分のお金を預託し
た．この実験に参加したことは喫煙者が喫煙を止
める（そして再開しない）ことを実際に後押しし
た．無作為に選ばれてこの機会を付与された人々
が（1 年後に測定してみて）禁煙した確率は 3％
高かった．機会を与えられた人の 11％は自分の
お金を預託し，その 34％は意図を実行に移した．

人々にケアを求めない理由を尋ねるのは有益では
ない

　自分を良くすると思われるケアを無視する理由
を尋ねるのは，政策策定にとって有益ではないだ
ろう．人々が言うこととすることを一致させると
いう点で，研究にはしばしば大きな予測能力が
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ある．しかし，これは当てにならない．という
のは，人々は自分の信念を適応させて自分の行
動に合致させるからだ（Harrison, Mullen, and 
Green 1992）．つまり，研究では人々は特定の
行動を確かに選んだことを教えてくれるが，その
理由は教えてくれない．このような研究は，行為
よりも意図の説明や予測に関して，より有効に機
能する．したがって，知識（K）・態度（A）・実
施（P）に関する調査（いわゆる KAP 研究）は，
行動を変化させる明示的な方法を特定することに
は失敗している．

完遂と習慣形成を改善する
　既述の通り，時に人は予防的行為を採用する意
図を形成するが，完遂しない．変化を意図しても
行動が習慣化する前に，自分の善意を実行するた
めのエネルギーとそのことへの関心を維持するこ
とが困難になる．行動にかかわる介入策の鍵は，
順守の長期的な利益を短期的に際立つようにする
ところにある．人々には遠くの利益に関する情報
は不要なことがしばしばである．即座に利益を実
感する必要がある．即座の利益がいかに順守の改
善に資することができるかという好例は，アフリ
カにおける HIV/ エイズの治療である．アクセス
や教育，情報などにかかわる著しい追加的な困難
にもかかわらず，Mills and others (2006) が発
見したところによると，アフリカの患者の間では
アメリカのような先進国の患者と比べて，抗レト
ロウィルス療法（ART）順守のベースラインが
ずっと高い．というのは，アフリカの患者は初め
て治療を受けた時には病状がずっと進行してい
たため，ART の利益をより即座に感じたからだ．
順守は利益が日々という基準で目立っている時に
は容易である．

医療法の順守を高めるためにリマインダーを用
いる

　医療ケア界で最も急拡大しているツールは，従
来なら接触が困難であった人々と規則的にコミュ
ニケーションするために使われている携帯電話で
あろう．多くの状況下でリマインダー――今では

テキスト・メッセージングを通じて送付が容易
になっている――を用いることから肯定的な経
験が得られている．人々に診察予定を思い出して
もらうのに携帯電話技術を用いることの有効性
に関しては，先進国には確固とした証拠がある

（Tomlinson and others 2013）．
　途上国における証拠はもっと入り混じってい
る．それは技術が有効ではないからではなく，慎
重に評価された研究がほとんどないからだ．途上
国における既存の証拠を体系的にレビューしたも
のは実施と規模拡大を勧告している一方，さまざ
まな状況下で何が最善の機能を示すかについてほ
とんど証拠がないと警告している（Cole-Lewis 
and Kershaw 2010）．携帯のメッセージは次の
ような場合に有効性が高まる公算が大きいことを
示唆している．すなわち，追跡がある場合，メッ
セージが受け手に合うように調整されている場
合，頻度・言葉づかい・内容が患者にとって非常
に適切な場合などである．人口の大部分宛てにテ
キスト・メッセージを送り付けて，自分の健康を
改善するのに自分ができるすべてのことを想起さ
せるのは，資源の浪費に終わる可能性が大きいだ
ろう．メッセージが目立つものでもないし調整も
されていないからだ．まさに Pop-Eleches and 
others (2011) の発見によれば，HIV/ エイズの
ための ART 順守に関する毎日のメッセージは有
効性をもたないのに，毎週のメッセージは効果的
である．これは人々は服薬（毎日行う）を忘れて
いるわけではなく，それほど頻繁ではない勇気付
けのメッセージを必要としている，ということを
示唆している（図 8.3 参照）．

コミュニティ・レベルの反応を引き起こす
　患者は医療従事者との経験が肯定的であった場
合，あるいは自分のコミュニティから肯定的な反
応を得たならば，新しい健康習慣を採用する可能
性が高くなる（Peltzer and others 2002）．医
療関係者との良い経験によって，患者は最後まで
やり遂げた時，即座に満足感が得られる．それは
コミュニティ規範の順守から得られる満足感に類
似している．後者の場合，コミュニティからの
フィードバックが利益になる．つまり，順守や採



174 世界開発報告 2015

用について即座の利益がない時でさえ，コミュニ
ティからの補強はコミュニティ・レベルでの採用
を奨励することで生み出すことが可能である．
　世界の健康問題にとって最大の原因の 1 つで
ある屋外排泄を考えてみよう．世界全体で 25 億
人の衛生設備は不十分であり，12 億人が屋外で
排泄している．衛生設備の欠如は，特に貧しい
幼児や若い子供を中心に，貧困層に対して膨大
な疾病負荷をもたらしている．毎年，150 万人
以上の 5 歳未満児が，不適切な安全性を欠く水，
貧弱な衛生設備，非衛生的な慣習などに起因す
る下痢で亡くなっている（UNICEF and WHO 
2009）．Spears, Ghosh, and Cumming (2013)
が検討した新しい証拠は，屋外排泄を発育不全に
結び付けるものであった．正常な養分吸収が削減

されることによって，下痢症は身体の成長や認知
発達を阻害することにつながる．
　屋外排泄を終わらせるための伝統的な手法
は，病気の伝染に関する情報をコミュニティに対
して提供し，トイレの建設に補助金を与えるこ
とであった．コミュニティ主導型統合衛生管理

（CLTS）3 という代替的アプローチは，屋外排泄
のないコミュニティに対する需要を生み出し，コ
ミュニティ自体から衛生製品の供給増加を誘発す
ることが目的であった．衛生問題に関する集団的
な認識を高めることによってそれを行った．まと
め役がコミュニティに派遣されて議論を始めた．
それは公共の場所で開催され，「恥の散歩」が盛
り込まれており，その間に各グループはかつて屋
外排泄に使われていた場所を歩いて訪れ，若干の
糞を集めてご飯茶わんの隣の地面に置き，ハエが
糞とご飯の間を往復するのを眺めていた．その上
で，まとめ役はコミュニティ住民に「ご飯を食べ
たいですか？」と尋ねた．人々はハエが飛び回る
のは知っていたが，食べ物と糞が隣同士にあるイ
メージが感情的な反応（嫌気）を引き起こし，行
動を変えようという自分自身の意図が忘れられな
くなった．屋外排泄の停止を達成する支援策が限
定的ななかで，プログラムは，独自の実行計画を
策定しようという村人の希望に刺激を与えた．結
局，屋外排泄がなくなったコミュニティは地方政
府から表彰を受けることとなった．
　最近まで，CLTS の成功に関して入手可能な
証拠といえば，小規模介入策にかかわるものし
かなかった．2007 年，インド農村部やインドネ
シアの地方および国家の政府は 4，国際衛生プロ
グラムからの技術援助を得て，初めての大規模
な CLTS プログラム――実験的に評価を受ける
予定――の実施に着手した（Cameron, Shah, 
and Olivia 2013）．無作為に選ばれて処置を受
けるコミュニティもあれば，制御グループとして
無作為に選ばれて，評価期間中は処置を受けない
コミュニティもあった．図 8.4 に示されているよ
うに，CLTS プログラムのおかげで，インドネシ
アとインドでは制御されていた村との比較で屋
外排泄が非常な高水準から，それぞれ 7％および
11％削減された．追加的な発見は，CLTS はト

出所：Pop-Eleches and others 2011．
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図8.3　テキスト・メッセージによるリマインダーは，人命を救
助する服薬順守を改善することができる
ケニアにおける HIV/ エイズ患者に関する研究によれば，
テキスト・メッセージによるリマインダーでは , 抗レト
ロウィルス療法の順守を改善した．リマインダーは特に
貯蓄など他の行動に関しても使われてきたが，すべての
リマインダーが同じように機能するわけではない．人々
は毎日到着するリマインダーに顔を背けることもあるよ
うだ．
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イレ建設のための資源を補完することができるも
のの，おそらく代替することはできないことを示
唆している．インドでは CLTS プログラムはト
イレ建設補助金と組み合わされたことで，トイレ
建設に対する影響――20％ポイント――はイン
ドネシアにおけるよりも大きくなった．要約すれ
ば，処置グループと制御グループにおける結末の
比較は，屋外排泄が減少する一方，トイレ建設が
増加したことを示している．このような 2 カ国
において衛生にかかわる社会規範を変えるプログ
ラムは，屋外排泄を終わらせるのに重要ではあっ
たが十分ではなかったということである．

他人のために適切な処置をするよう医療従事
者をはげます

　健康というのは，患者，医師，看護師，他の専
門家，コミュニティの医療従事者，そして家族
員などによって共同で創造されるものである 5．
Ashraf (2013) は次のように指摘している：「健
康というのは人々に引き渡せるものではない．そ
れは医療システムと相互作用することによって，
自分で作り出さなければならない状態のことであ
る．…医療従事者と受益者が健康を共創するので
ある」（120 – 23）．健康を生み出すことにおいて
重要な要素は，患者が医療従事者に対してもつ信
頼――ケアを求める，処方された治療をやり通
す，自分にとって良いことに関するメッセージを
理解するという信頼など――である．そのような
信頼は低質のケアしか提供しないシステムにおい
ては不可能である．
　なぜ医療関係者は時に低質なケアを提供するの
だろうか？　良質なケアを提供するために，物質
的なインセンティブだけに焦点を絞るのでは十分
ではない．実証研究では多くの追加的な要因が指
摘されている．たとえ最良の訓練を受けていて
も，医療従事者は他の全ての人と同じようなバイ
アスに苦しんでいる．すべてのあり得る徴候や状
況，診断，治療を考えることはできない．仕事を
するには簡略化したルールや経験則を用いなけれ
ばならず，そのような経験則は体系的な誤りにつ
ながり得る（Croskerry 2002）．次のようなバイ

出所：Patil and others 2014; Cameron, Shah, and Olivia 2013．
注：インドネシアでの研究は調査以前の 2 年間に建設されたト
イレの存在を測定している．
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図8.4　屋外排泄を終わらせるのに，社会規範を変えるのは
重要であるが十分ではない

コミュニティ主導型統合衛生管理（CLTS）は，屋外排泄
を排除するためにコミュニティを関与させる方法である．
屋外排泄がもつ意味に対して，集団的な恥辱と嫌悪を引
き起こすことを試みている．

無作為の制御された実験において，インドのマディヤ・
プラデシュ州とインドネシアの東ジャワ州で大規模に実
施された CLTS の有効性が検証された．

プログラムのおかげでトイレ建設が増加し，特にインドで
は大きな効果があった．同国では CLTS プログラムにト
イレ建設向け補助金が組み合わされていたためであった．

CLTS なし CLTS 介入あり



176 世界開発報告 2015

アスの多くはこれまでの章で検討してきた．それ
は，アンカリング，経験則の入手可能性と代表
性，フレーミング効果，自信過剰バイアス，確証
バイアスなどである．加えて，バイアスのなかに
は医療ケアや医療従事者と患者との関係について
より具体的なものもある．例えば，最初の診断に
反する新しい証拠が出てきたにもかかわらず，診
断の変更がその維持よりもむずかしく感じる時
に，「診断モーメンタム」が生じる．医療従事者
が患者の病状について患者のせいにして他の原因
を探求しない時に，「根本的な帰属の誤り」が起
こる．医療従事者が証拠によって支持されていな
いにもかかわらず，病気の一因は性の差であると
いう前提を置く場合に，「ジェンダー・バイアス」
が生じる．医療従事者が違う診断を示唆する証拠
があるにもかかわらず，可能な限り最良の結果を
もたらす診断を選ぶ（基本的に最良を期待する）
場合に，「成果バイアス」が生じる．医療従事者
は「早期閉鎖」に病んでおり，もっともらしい診
断がつき次第，確信がもてる前に，病例の慎重な
検討を終わりにしてしまう．
　医療関係者は「本能的バイアス」も患ってい
る．患者が引き起こす好悪の感情のせいで，医療
関係者は特定の結果をあまりに早期に排除してし
まう（Croskerry 2002）．このバイアスは患者が
恥辱を受ける病気にかかっている時や，恥辱を受
けているグループに所属している場合には，特に
発生する可能性が高い．そのような患者は最初か
らケアを求める公算が低いものの，仮にケアを
求めても必要とする種類のケアが受けられる可
能性は低い．このバイアスは時期尚早の診断と
いう意味で巧妙であったり，逆に陰険であった
りする．最悪の形としては次のようなものがあ
る．それは，医療システムが全人口が苦しんで
いる疾病に低い優先度しか与えない（Gauri and 
Lieberman 2006; Lieberman 2009），医療従事
者がサービスの提供を拒否する，患者は生命を危
うくする健康問題についてさえ治療を求めるのを
躊躇するなどである．
　つまり，知識と行動の間には乖離があると
い う こ と だ． タ ン ザ ニ ア に お け る 最 近 の 研
究（Leonard, Masatu, and Vialou 2007; 

Leonard and Masatu 2010）は，患者を診察
する際，ほぼ半分の医師は患者に触れなかった
ので，患者の体温や呼吸数，脈拍数などもわか
らなかったことを見出している．調査では，医
師はなすべきことのほとんどがわかっていて，
調査チームに対してすべての適切な措置を実演
することにさえ積極的であったことが明らかに
なっている．医師たちはすべきであるとわかっ
ていることをしないことに決めていたのである．
インドのデリー市で Das and Hammer (2007)
は，最も高い資格を有する医師のなかには自分
の知識をフル活用する可能性が最も低い人もい
たことを発見した．つまり，最高の資格をもっ
ている医師が最善の医療を提供していなかった
ということである．他の多くの研究でも，知識
水準は高いかもしれないが，医師はすでにもっ
ている知識を使っていないことが見出されて
いる（Das and others 2012）．その結果，注
目点は，能力から「知識と実践」の乖離――
能力と実行との相違――へと移ってきている

（Rowe and others 2005; Das, Hammer, and 
Leonard 2008; Das and others 2012）．その
ようなギャップの存在を考えると，訓練向けの
支出を増加させても質は改善しないため，医師
に既知のことを実践に移させる方法に焦点を当
てるべき時が来ている．

規定の順守を求めるリマインダー
　多くの場合，医療従事者にパフォーマンスに
関する社会的期待を単に想起させるだけで，パ
フォーマンスを改善することができる．医療従事
者に最善慣行を想起させるために仲間が訪問し
た．その影響に関する約 100 件もの研究から得
られた証拠によると，このような訪問は確かにイ
ンパクトを与えたが，それは質を改善するために
金銭的なインセンティブを導入したからではな
かった（Jamtvedt and others 2007）．例えば，
タンザニア都市部の臨床医は訪問してきた仲間が
単にケアの改善を要請しただけで，努力を大幅に
増やした（Brock, Lange, and Leonard, 近刊）．
その研究においては，新しい情報，インセンティ
ブの変更，あるいは物質的な見返り，といったも
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のは無かった．医療従事者はすでに質を改善する
能力をもっているため，新たな期待を設定した
り，既存の期待を思い出させたりする仲間の訪問
には反応するだろう．成功しているコミュニティ
の医療従事者プログラムに関する文献のレビュー
が下した結論はまさに，持続的な成功のためには
支持的な監督（ルールや規則の執行ではなく，期
待を伝えるリマインダーを提供する医療仲間との
規則的な接触）が必要であろうというものであっ
た（Jackiewicz and Tulenko 2012）．近隣地区
のために働き，向社会的な選好によって動機付け
られている可能性が高いはずのコミュニティ医療
従事者にとってさえ，職業にかかわる行動規範を
保持するには仲間や監督者（隣人ではない）にさ
らされることが必要なのである．

採用や品質保証における職業とサービスの規範
　自分の行為が患者の福祉や仲間の間における自
分の評判に与えるインパクトを医療従事者に想起
してもらえれば，サービスの質を改善することが
できる．ほとんどの医療関係者は仲間が規定し
た規範に対して応答的であり，それが彼らが抱
いている種類の職業意識なのである（Freidson 
2001; Akerlof and Kranton 2005）．質が低い
状況下で，政策当局としてはどのようにしたら職
業規範を作り出す，あるいは作動させることがで
きるだろうか？　リーダーシップが，パフォーマ
ンスの悪い医療サービスをすべてのレベルにお
いて意欲に溢れた関係者による高質なサービス
に転換したという事例があり，文献はそのような
事例で溢れている（例えば以下を参照：Tendler 
1997; Wasi 2000; Hall and Lamont 2009; 
Wibulpolprasert and others 2011）．成功物語
では，転換は可能ではあるが，すべての場所で機
能する解決策の要素を摘出することはできない，
という事実が指摘されている．
　サービスの質ないし量を改善するために医療従
事者に報奨を支払うプログラム（業績支払いない
し結果ベースの融資）が，最近注目を浴びている
が，これはルワンダで裏付けられた成功に一因が
ある（Basinga and others 2011）．その研究の
なかで医療従事者は，ファイナンスが投入ベース

（必要なもの向けの支払い）から報奨ベース（例
えば，介助分娩や予防接種，健康児健診などに関
して一定の目標を達成した時にはスタッフにボー
ナスを支給する）に変更された際には劇的な反応
を示した．これは金銭的な動機が解決策であっ
て，行動にかかわる介入策は重要でない，という
ことを示唆しているのかもしれない．しかし，ル
ワンダのような業績給による奨励プログラムを注
意深く検討してみると，プログラムは金銭的イン
センティブを使っているだけでなく，自律性や説
明責任，努力のチームベースでの表彰，外部の仲
間との接触なども拡充していることが明らかであ
る．このような側面すべてが職業規範を活性化さ
せることによって，質を高めることができるだろ
う．

　増加している証拠は，医療従事者は表彰や贈り
物という形での社会的な合図にうまく反応して
いることを示唆している（この点に関しては第 7
章参照）．医療従事者は本やペンなどのささやか
なプレゼントをもらった際には，自分たちが提供
するケアの質を改善することによって反応するだ
ろう――それがかなり長期間にわたる場合もある

（Currie, Lin, and Meng 2013; Brock, Lange, 
and Leonard, 近刊）．加えて，医療従事者は職
場に掲示される星のような賞や名目的な賞品に
よる表彰，祝賀のプレートに反応する（Ashraf, 
Bandiera, and Jack, 近刊）．プレゼントや記念
品に対するこのような反応は標準的な経済モデル
ではほとんど意味をなさないが，パート 1 で説
明した状況下では容易に理解できる．より幅広い
見方からすれば，贈り物は社会的な結び付きやつ
ながりをもっと目立つようにし，贈答のフレーム
を活性化し，社会的承認を合図する方法として理
解することができる．

情報や知識の増大は有益なことも十分なこ
ともほとんどないが，単に医療従事者に社
会的期待を想起させるだけで，彼らのパ
フォーマンスを改善することができる
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結論
　人々が自動的に考え，暗黙裡のメンタル・モデ
ルに基づいて世の中を解釈し，社会的に考えると
いうことを理解すれば，政策当局は健康面での成
果改善に向けて，長足の進歩を遂げることができ
るだろう．人々は情報を高く評価することもあれ
ば（例えば治療ケアを求めている場合），情報提
供は健康の足を引っ張っている当人の行動を変化
させるには十分でないこともある．社会的期待や
社会的承認をより際立たせるフレーミング効果
は，人々が予防的ケアを求め，その処置を順守す
る――他の場合なら，個人的な利益が個人的な費
用を凌駕していても，そうできない――ことを奨
励できる場合もある．人々は意図と行為の乖離に
苦しむことがあり，それは医療従事者でも同じで
ある．コミットメント装置やリマインダーはこの
ような乖離を狭めることができる．社会的期待や
職業基準に訴えれば，医療従事者の行動は著しい
改善につながり得るだろう．医療関係者が患者の
最善の利益のために行動すれば，患者の方も気が
付き，その同じ関係者が提供する助言への信頼を
高める可能性が大きい．そして，それがいっそう
の健康の成果改善につながるであろう 6．

注
1．  本章は特に以下のような多数の最近のレ

ビュー論文の恩恵を受けている：Frederick, 
Loewenstein, and O'Donoghue 2002; 
DellaVigna 2009; Dupas 2011; Kremer 
and Glennerster 2011; Lawless, Nayga, 
and Drichoutis 2013; Kessler and Zhang, 
近刊．

2． 健康に関する行動のモデルにおける要素の
サーベイに関しては Noar and Zimmerman 
2005 を参照．それには次が含まれるだろう：
Health Belief Model, Theory of Reasoned 
Action, Theory of Planned Behavior, 
Social Cognition Theory, Transtheoretical 
Model．

3． Kamal Kar が 2000 年にバングラデシュで
CLTS を開発した．それ以降，CLTS は 60

カ国以上で使われており，少なくとも 20 カ
国では国家政策になっている．

4． このプログラムは第三国であるタンザニアで
も打ち出されたが，その結果はまだ入手可能
になっていない．

5． 共創された健康が経済面でもつ意味を認識す
ることが，アフリカにおける伝統的医学のユ
ニークな特徴の 1 つとして指摘されている

（Leonard and Graff Zivin 2005）．このよう
な土着の制度が健康のための行動への最初の
介入を代表しているのかもしれない．

6． 本章は次の手法を用いた体系的な文献レ
ビ ュ ー に 基 づ い て い る．2013 年 10 月，
われわれは次のデータベースに基づいて
キ ー ワ ー ド 検 索 を 実 施 し た：Academic 
Search Premier, Econlit, PsycINFO, 
PsycARTICLES, PsyAbstracts． 検 索 対 象
は 1990 年以降に公表された学術論文に限定
した．われわれは次のカテゴリーに関係する
用語――社会規範・現在バイアス・現状維持
バイアス・信頼 / 信念など――が，次の病気
と交差した状況を表す表現を検索した：肺
炎・麻疹・下痢・マラリア・結核・HIV/ エ
イズ・喫煙・肥満．HIV/ エイズ・喫煙・肥
満はヒット数が多かったため，この 3 種類
の疾病にかかわる証拠は行動介入策にかかわ
る Cochrane Review（医療技術の世界的な
評価を実施しているイギリスで生まれたプロ
ジェクト）に基づいている．抽出した論文の
摘要を審査し，次のような基準を満たす論文
だけを採用した．第 1 に，英語で書かれた研
究で，人間を対象とする研究だけが含まれる．
第 2 に，5 つの疾病の 1 つと直接関係してお
らず，キーワードのカテゴリーの 1 つが除外
されている研究．この制限は次の事実を考慮
したものである．すなわち，キーワード検索
で特定された論文のなかには，われわれが関
心をもっている行動上のバイアスではなく，
違った概念を示すためにキーワードを使って
いるものがある．他の論文では違った疾病に
焦点が当てられていたが，例えば，ついでに
副作用として，関心のある疾病に言及されて
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いた．第 3 の選定基準としては，研究には介
入策の評価（無作為の制御された試行，前後
比較研究，自然実験など），あるいは実験室
実験ないし実地経済実験などが含まれていな
ければならない．最後に，インタビューによ
る定性データやさまざまな介入策に関する意
見しか含んでいない研究も除外した．
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　新世界に渡ったイギリス人植民者は，ニュー
ファンドランドの気候は温暖で，ニュー・イング
ランドは暖かく，バージニアは南部スペインのよ
うだろうと信じていた．彼らの思い込みは，緯度
が同じなら地球上の気候はほとんど同じであろ
う，という一見では常識的な意見に基づいてい
た．

　驚くべきは，それとは反対のことを示唆する証
拠が累増したにもかかわらず，そのような見方
が持続したことだ．植民が始まってから 13 年後
の 1620 年になっても，バージニア州ジェームズ
タウン市の住人は，依然としてオリーブの木を初
めとする熱帯植物を輸入しようとしていた．それ
はおそらくアンドルー・ホワイト神父が次のよう
に鼓舞したからであろう．「土壌はイタリアのあ
らゆる果物――イチジク・ザクロ・オレンジ・オ
リーブなど――に適応できるだろう」．ジョン・
スミス船長――彼が著した本と地図は，アメリカ
大陸のイギリス植民地化を推進した――は，世界
のすべての裕福な地域の作物はニュー・イングラ
ンドでも栽培可能であろうと予測した．初期の失
敗にもかかわらず，ニューファンドランドへの植
民者の到着は継続した．投資家や植民者はニュー
ファンドランドの冬がなぜ異常に寒いのかについ
て，ますます複雑な説明に訴えた．それには性格

の良い人がいないというものさえあった．「人は
自分自身が実に嫌な奴だと考えるほどへそ曲がり
だ」とある作家は嘲笑した（Kupperman 1982, 
1283 に引用されている）．
　やがてイギリス人植民者は北アメリカの気候に
関するメンタル・モデルを調整した．科学的デー
タは個人的な経験と組み合わさって否定できなく
なった．しかし，失われたお金と命の両方の点
で，調整は遅くて高価であった．気候に関するメ
ンタル・モデルというのは簡単には変化しないの
である．
　気候変動への対応はわれわれの時代にとって決
定的な挑戦の 1 つである．人間の活動が地球の
気候を変えつつあり，その結果は破滅的，いや破
局的な可能性さえあることを示す膨大な科学的証
拠がある 1．気候変動とそのリスクに関する証拠
は，2014 年の『気候変動に関する政府間パネル
評価報告書』の技術的な要約に書き込まれている

（Stocker and others 2013; Field and others 
2014）．この報告書は気候変動に関する科学的知
識をレビューしたものとしては最も権威があると
広く考えられている．簡潔に言い換えれば，近代
文明の歴史のなかで地表がこれほど熱くなったこ
とはない．氷河はすでに消滅しつつあり，グリー
ンランドの氷塊は溶けてきている．どれだけの炭
素が大気中に放出されるかに応じて，海水面は今
世紀中に著しく上昇し，沿岸都市を浸水する可能
性があり，低い島嶼を水没させるだろう．気温は
上昇し，上下変動が大きくなる公算が大きいだろ
う．降水パターンも変化し，雨が多く強くなる地
域もあれば，厳しく長い旱魃に見舞われる地域も
出てくるだろう．
　気候変動の原因は明確である．温室効果ガス

（二酸化炭素やメタン，窒素酸化物など）の水準

C
H
A
P
TE
R9 気候変動

心理的・社会的な洞察の重要な役割は，
温室効果ガス排出を抑制するために，炭
素価格設定などの有効な経済的ツールと
して知られているものについて，人々に
支持を，政府に採用を確信させる方法を
発見することにある．
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が高すぎるのである．二酸化炭素は化石燃料の燃
焼と森林伐採から発散されるが，メタンと窒素酸
化物――二酸化炭素よりも強力な温室効果ガス―
―は農業（作物の栽培と草食家畜や穀物食家畜の
飼育）から発散される．過去 80 万年間で大気圏
の温室効果ガス濃度がこれほど高かったことはな
い．このような現象が天候パターンの変化，氷
解，すでに目にも見える海水面の上昇，海水酸性
度の上昇など他の多くの要因を説明している．
　気候変動は人間の福利に影響する多種多様な
リスクを生み出す（Stocker and others 2013; 
Field and others 2014）．このようなリスクの
可能性と強度は大気に付加される追加的な温室効
果ガスの量と，個人や組織がリスクを緩和した
り，それに適応したりするためにとる措置の程度
に依存するだろう．気候変動はグローバルな脅威
ではあるが，途上国にとっては特に極めて危険で
ある．というのは，そのインパクトにさらされて
いると同時に，それに対処する準備ができていな
いからだ（World Bank 2012）．
　『世界開発報告 2010』（World Bank 2009）
は，気候変動への対応を極めて緊急を要する困難
な挑戦にしている 3 つの惰性要因を指摘してい
る．第 1 に，環境そのものに惰性がある．仮に
温室効果ガス排出が向こう 100 年間にわたって
安定化したとしても，生物学的・地球物理学的な
フィードバック・ループが，気温および海水面の
上昇や，他の気候変化を数世紀にわたって持続さ
せるだろう――千年にわたる場合さえあろう．第
2 に，現在の研究開発の流れだけでなく実物資本
にも体現されている惰性が，排出削減のコストに
劇的な影響を及ぼす．世界中の火力発電所や高炭
素エネルギー源を使う他の機械を撤収，更新，そ
して置換するには，膨大な投資と著しい社会的お
よび技術的な調整が必要となるだろう．
　第 3 に，個人や組織の行動に惰性がある．先
進国では人々は特定の種類の自動車を運転するこ
と，快適な室内温度の下で生活し仕事をするこ
と，メタンを発散する動物を飼育・摂食すること
に慣れてしまっている．途上国でも多くの人々が

「高炭素行動」に従事しているか，またはそうす
ることを熱望している．さらに，世界中の農民は

変動する気候に適さない作物を栽培し，家計は脆
弱な地帯に定住し，建築業者はエネルギー効率を
最適化するように企図されていない建築法を使っ
ている．最後に，多くの諸国で政党は支持を確保
するのに燃料補助金を頼りにしており，政府はエ
ネルギー政策の変更が経済ないし税収に対しても
たらす結果を恐れている．
　本章では，個人や組織の行動という最後のカテ
ゴリーの惰性に関連した考えを提示したい．ほと
んどの場合，自動的な思考，認知的錯覚，メンタ
ル・モデル，社会規範などが，どのように行動の
要因になっているかに焦点を当てている．気候変
動に十分に取り組むためには，炭素排出への課
税，炭素削減にかかわる財産権，再分配的移転，
経済的なインセンティブに関するその他の変更が
必要であろう．しかし，本章では経済的なインセ
ンティブがすべてではなく，行動の惰性は心理的
およびイデオロギー的な原因からも生じるという
ことを議論する．同時に，本章では，行動を変え
るとともに，実物資本に体現されている惰性を克
服するために必要になるであろうさまざまな政策
――炭素価格，キャップ・アンド・トレード制度，
排出削減のための金銭移転など――への支持を確
保するために，社会規範や他のコミュニケーショ
ン戦略を喚起できるか否かの展望を検討する．換
言すれば，心理的および社会的な洞察の重要な役
割は，温室効果ガス排出を抑制するために，炭素
価格設定などの有効な経済的ツールとして知られ
ているものについて，人々に支持を，政府に採用
を確信させる方法を発見することにある．

認知に対する障害は気候変動に関する行動を
阻害する

バイアスは人々が複雑な情報をどう処理するかに
影響する

　気候というのは，通常はある地域で長期間にわ
たって支配的な気象条件として理解されている．
それは気象変数――平均気温や降雨の時期による
変動性などを含む――にかかわる変動の長期的な
パターンのことである． 気候変動とその社会経
済的な影響を把握するためには，自動的で連想的
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な思考から熟慮的で分析的な思考に移ることが必
要である．気候変動を特定するためのパラダイム
上の時間枠――30 年間という窓――は，個人的
な記憶や会話ではなく，長期的なデータ・セット
やコンピュータ ･ モデル手法によって，もっとは
るかに簡単に検証できる．分析的思考はむずかし
く注意は高価なため，人々は気候変動とそのリス
クに関する証拠を評価するために知的ショート
カットを使う傾向がある．
　典型的には，気候変動に関する人々の考え方は
利用可能性ヒューリスティックにしたがう（Marx 
and Weber 2012）．この用語は，人々がある事
象の判断を，その事象の例の中で記憶から取り出
す，あるいは新たに構築することが容易なものに
よって行うという傾向を指す．多くの研究が，最
近の温暖な気象パターンは気候変動にかかわる信
念に影響を与えているということについて，強
固な証拠を提示している．調査実施の 1 週間前
に，現地の気温が正常水準を華氏 3.1 度上回るご
とに，地球は温暖化しつつあるという「強固な証
拠」があることに同意するアメリカ人の割合が
1％ポイント上昇した――この科学的証拠の値の
評価に対する影響度は年齢や教育水準のものと同
程度であるが，支持政党やイデオロギーの影響度
よりは低かった（Egan and Mullin 2012）．人々
は通常は年月の経過とともに体系的に自分の意見
を更新したりすることはなく，最近経験したこと
に基づいて意見を述べる．最終的には，個人的な
経験の記憶が気候変動にかかわる信頼できる指標
になり得るが，気候体系の惰性や人々が抱いてい
る信念の性格を考えると，この調整は遅れる可能
性が大きいだろう．気候のメンタル・モデルを調
整するには，最高気温が歴史的な最高水準を標準
偏差の分だけ，あるいはそれより高くなるとい
う事象が 3 年連続する必要があるという前提で，
Szafran, Williams, and Roth (2013) がアメリ
カの 1946 – 2005 年の測候所データに基づいて
シミュレーションを行い，過半数の人々がメンタ
ル・モデルを調整するには 86 年を要すると算定
した．これは気候変動による混乱を阻止すること
を目指す政策にとってはあまりに遅すぎる．
　一般的に言えば，気候変動を把握するのは挑戦

的である．というのは，数学と大気化学の両方の
複雑な側面を理解する必要があるからだ．それに
は確率，温室効果ガスのフローと大気中の既存ス
トックの間の相違を認識すること，フィードバッ
ク・ループとタイム・ラグを考慮することなどが
含まれている．予防医学の場合と同じく，リス
キーな行動がもたらす即座で直接的な効果はしば
しば目に見えない．この点を考慮して，科学コ
ミュニケーションに関する文献レビューは次のよ
うに強調している．「レポートや発表による単な
る情報の伝達だけでは不十分である」，気候に関
する双方向の透明なシミュレーションの方がもっ
と貴重であろう（Sterman 2011, 821）．

文化的な世界観と社会的ネットワークが意見を知
識で裏付ける

　重大なことに，人々は科学情報を自分の文化的
な世界観に照らして解釈し，情報を社会的ネット
ワークや好きなメディアを経路して入手し，複
雑な情報を理解するために信頼できるメッセン
ジャー（使者）に依存している．多数の研究が，
多くの人々は気候変動の証拠を自分の世界観や社
会的ネットワークに照らして解釈していること
を示している．社会の階層制や平等性に対する
各個人の支持水準の方が，実際の気温の変化よ
りも，過去 2 – 3 年間における気温の変化に対す
る認識を予言するものとして，より優れている

【162】．それは Goebbert and others (2012) が
証明している通りであり，世界観がどのように
リスク認知に影響するかについて Douglas and 
Wildavsky (1983) が開発した説明に依拠してい
る．
　人々は推理力を主に世界を理解するためでな
く，自分が属する集団との連帯を表現するため
に使っているということかもしれない．Kahn, 
Jenkins-Smith, and Braman (2011) と Kahan 
and others (2012) はそう主張して，「表出的合
理性」という説明を提示している．気候変動に関
して何もしないという態度を説明してくれるの
は，それが複雑な問題であり，より適切に説明さ
れた情報がもっと多ければ，懸念が高まり，行動
を引き起こすだろうということである．著者たち
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が「科学コミュニケーション命題」と呼んで
いるその見方によると，リスク認知は数的お
よび科学的な能力の増加に伴って増加する．
図 9.1 のパネル a はこの予想を図示したも
のである．リスク認知は「気候変動が人間の
健康や安全，繁栄にどの程度のリスクをもた
らすと思うか？」，という質問に対する回答
に基づいている．この研究では数的および科
学的な能力を測定する際に，一連の標準的な
質問を使用している．著者たちは次の 2 つ
の標準的な側面とともに政治的な世界観を評
価している．それは個人主義（政府は個人の
選択に影響を与えることは回避すべきである
とする信念）と平等主義（平等性と非差別に
対する支持）である．
　彼らが発見したのは，気候変動のリスクの
認知は科学的・数的能力の増大に伴って実際
には低下するということである（図 9.1 のパ
ネル b）．その低下は個人主義を支持し平等
主義に反対する人々（著者たちは「階層的個
人主義者」と呼んでいる）の間で，リスク認
知が低下していることが原因である．彼らの
主張では，人々は科学的知識を防衛的に使っ
て，自分の主義に反するように説得する取り
組みを特定して抵抗しているのかもしれな
い．
　気候変動に関する科学コミュニケーション
に対する人々の反応の仕方は，メッセージが
集団のアイデンティティを誘発し，刺激を与
える言葉を使うかどうかや，どうやってそう
するかに依存するようである．例えば，「税
金」という言葉が使われると，人々は環境面
での利益が少ない安価な選択肢に集中する
が，「相殺」という用語にはそういった効果
はないようである．さらに，人々がまったく
同じ製品あるいはサービスの間で選択を行う
場合，二酸化炭素排出に対する課徴金が税金
あるいは相殺のどちらでフレームされるか
は，ある政治団体に対する選好を変化させ
る．一方で，そうはならない政治団体もある

（Hardisty, Johnson, and Weber 2010）．
　これは次のことを意味するだろう．より多

a.				科学的コミュニケーション命題に基づく予想

標
準
偏
差

リスクの認知が高い

リスクの認知が低い

科学的・
数的能力が低い

科学的・
数的能力が高い

平等主義的
共同体主義的

階層的
個人主義的

図9.1　世界観は気候変動がもたらすリスク認知に影響し得る
科学コミュニケーション命題（パネル a）の予想では，気候変動に関
するリスクの認知は科学的能力や数的理解力の向上に伴って増加する
が，実際にはリスクの認知は不変にとどまっているか，または低下さ
えしている（パネル b）．とりわけ特定の文化的な世界観を抱いてい
る人々についてはそういえる．個人主義は政府は個人の選択に影響を
与えることを回避すべきであるという信念を指し，共同体主義はそれ
とは正反対のものである．平等主義は平等と非差別に対する支持，階
層制はそれとは正反対のものを指す．

b.			実際の反応

リスクの認知が高い

リスクの認知が低い

科学的・
数的能力が低い

科学的・
数的能力が高い

出所：Kahan and others 2012．
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くの情報がどれほどきれいに提示されても，政治
化した環境下では気候変動に関する意見を動かす
ことはできないだろう．まさに，最近の実験的な
調査は――関連した形ではあるが別の話題につい
て――，情報や科学的な実証データ，画像，個人
的な話の提示のどれもが，麻疹，耳下腺炎，およ
び風疹の予防接種は安全だということを人々に納
得させるのに失敗したことを発見している．予
防接種の安全性に関して以前から心配していた
親は，4 種類の介入策のどれかを受領した後では
いっそう子供に予防接種を受けさせようとはし
なくなった（Nyhan and others 2014）．同様
に，最近の研究観察によると，アメリカでは，政
治的に保守的な人は環境に優しいというラベルが
貼ってあるからといって，より高価なエネルギー
効率の良い電球を，このラベルのないまったく同
じ製品と比べて購入する可能性は高くないであろ
う（Gromet, Kunreuther, and Larrick 2013）．
一般的には，科学コミュニケーションは潜在的な
ブーメラン効果に留意しなければならない．それ
は，人々の社会的グループへの愛着を脅かすこと
によって，敵対的な反応が引き起こされるという
ものだ（Dillard and Shen 2005）．あるいは，
人々が共通の社会的行動であると信じているもの
に対する支持が低水準に止まっていることを明ら
かにすることが，予想外のもっと悪い結末をもた
らす（Schultz and others 2007）．
　メディアが社会問題をどのように描くかも強力
な効果を及ぼす．別の領域における利他的な政策
に対する支持にフレームがどのように影響するか
を評価するため，Iyengar (1990) はメディアの
説明が反貧困政策の支持に影響を及ぼした事例を
示している．例えば，通常は特定の個人に焦点を
当てたエピソードで構成される貧困の番組では，
人々は貧困は自分の責任だと感じるが，反貧困政
策にかかわるテーマ主体の番組であれば，人々は
貧困の主たる責任は政府にあると考えるようにな
る．同様に，人間活動が気候変動の責任であると
述べると，それに取り組む行動に対する支持が劇
的に増大する（Pew Research Center 2009）．
繰り返しになるが，この種の研究は示唆に富んで
はいるものの，予備的なものにすぎず，規範的な

フレームが気候変動にかかわる行動に対する支持
にどう影響するかを理解するにはいっそうの研
究が必要である 2．特定の聴衆に対してはフレー
ムを調整する必要がある，という事例の可能性も
あろう．例えば，学生は炭素排出ベースで提示さ
れたエネルギー消費に関するメッセージに反応す
るが（Spence and others 2014），中流家庭は
エネルギー消費の金銭的なコストを強調したメッ
セージに敏感であろう（Simcock and others 
2014）．
　気候変動に関するコミュニケーションは地元の
物語に依拠することができる．ブラジル，イン
ド，メラネシア，およびサヘル地帯の一部では，
一部の住民は天気というのは人間の善行に対する
報奨，あるいは悪行に対する罰であると信じてい
る．このような報奨と罰は神を通じてもたらされ
ると考えられ，カラハリ・サン人，イヌイット
族，シベリア原住民など他の集団も，宗教的な結
び付きなしに同じような信念を共有している．天
気に対する人間の影響力にかかわるこのような物
語は，人類が引き起こした気候変動にかかわる現
代の物語を提供し，多種多様な状況下における市
民や科学者の間の対話に裏付けを与えるための基
盤を形成できるだろう（Rudiak-Gould 2013）．

自動的な認知過程は人々が確率をどう解釈するか
に影響する

　特定の場所ないし風景との強い結び付きや注意
を払う戦略が，人々が気候変動を評価する助けに
なる時がある．例えば，ブルキナファソの中央高
原に住む長老や自給自足農民は，自分たちの地域
では過去 20 年間に，「大雨」があまり頻繁でな
くなる一方，乾燥する期間がより一般的になって
いる，と正しく認識していた．ある長老は次のよ
うに語った．

今はかつてのようではない．旱魃だ．独立
前，10 月までには雨が降ることを当てにし
て，サイクルの長い雑穀を栽培し，収穫し
て畑の穀物倉庫に放置しておくことができ
た．それ以降，十分な水がなくなったため，
その種の雑穀は育てられない．この場所か
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らは消え去った．今や雨が少ないので違う
作物を栽培している（West, Roncoli, and 
Ouattara 2008, 296）．

　この事例と場所では，農民は訓練を受けて，気
候の変動に適応することができた．しかし，その
ような対応は一律というには程遠い状態にある．
ジンバブエの農民が季節的な雨の予測が変化した
際にトウモロコシから雑穀に変えたかどうかを調
べた研究のなかで，Grothmann and Patt (2005)
は降雨の予報が平年を大幅に上回る，あるいは大
幅に下回る，などのように極端になっていない限
り，農民はこのことを無視しているということを
見出している．図 9.2 はこの傾向を図示したもの
である．特に農民の D レンジの季節雨予想は B
レンジの予想と区別がつかなかった．農民は両方
の事例においてトウモロコシと雑穀の両作物とも
栽培可能である点に着目した．しかし農民は，雑
穀は B レンジ内であれば降雨がほとんどどんな
量であってもうまく育つが，D レンジではわず
かの部分でしか育たないという事実には注目しな
かった．トウモロコシについては逆である．一部
の農民は B レンジと D レンジは等しいとも感じ
ていた．というのは，予想は確実ではなく，かも
しれないとかあり得るといった表現が用いられて

いる推定を表したものにすぎないからだ．
　第 1 章で検討したように，認知過程には自動
的システムと熟慮的システムという，2 つのはっ
きり異なる「システム」が関係している．人
間は確率を処理する時には両方を頼りにする．
Tversky and Kahneman (1982) が示したこと
によると，「町のタクシーの 15％はブルー・キャ
ブ会社が運営している」という事実などの，頻度
に関する背景情報をほとんどの人々は無視してい
るものの，特定のケースに関する情報や，「町の
タクシー事故の 15％はブルー・キャブ会社が関
与している」という事実など，物語自体の一部に
なっている情報には気付く．その理由としては，
自動的システム（システム 1）は因果状況に極め
て敏感で，タクシー事故に関する情報を処理する
時には利用されるが，相対的な頻度に関する簡素
な所説向けには使われないということがあげられ
る．
　研究者はこの洞察を使って，人々が気候変動に
関する予測の意味を理解するのを手助けした．ス
ター選手の怪我がアルゼンチン対ジンバブエの
サッカー試合の勝敗にどう影響するかという類推
によって，エルニーニョ現象が雨季の確率にどう
影響するかをジンバブエの農民は把握することが
できた（Suarez and Patt 2004）．まだ生れて

図9.2　ジンバブエの農民にとって，降雨の予想が慣れ親しんでいる作物栽培の成否に及ぼす影響を予測するのは困難であった
研究集会シリーズのなかで，ジンバブエの自給自足農民は季節的な降雨の予報を受けて，どんな作物を栽培しているかという質
問を受けた．農民の答えでは，予報が D レンジ内にある時にはトウモロコシと回答し，予報が B レンジであっても，成功の可能
性が高いにもかかわらず雑穀に変更しなかった．

降雨予報（mm）

平年以下 300 625平年並み 平年以上0

トウモロコ
シと雑穀は
成功の可能
性小

雑穀は成功の可能
性大，トウモロコ
シは成功の可能性
小

トウモロコシと雑穀は
成功の可能性大

トウモロコシは成功の可
能性大，雑穀は成功の可
能性小

トウモロコシと雑穀は
成功の可能性小

雑穀の成功範囲 トウモロコシの成功範囲

出所 Grothmann and Patt 2005．
注：mm= ミリメートル．
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いない子供の性別を予想するというおなじみの課
題と比較することが，ウガンダの農民にとって政
府発表の天気予報の背景を成している確率分布
を理解するのに役立った（Orlove and Kabugo 
2005）．具体的なイメージやおなじみの経験との
比較によって，相対度数や条件付き確率などと
いった概念も吸収しやすくなる．

将来ははるか彼方にあり，リスクは情緒的である
　気候変動にかかわる行動にとっての重要な障害
は，人間は現在に集中的に注目し，気候変動に関
するリスクなどのはるか彼方の将来のことと考え
られる懸念事項は割り引くという事実にある（第
6 章の現在バイアスと心理的な「距離」に関する
議論を参照）．しかし，研究で指摘されているこ
とによれば，人々が未来志向型の行動を遂行する
度合いは認知過程だけでなく，情緒過程にも依存
する．さらに，リスクは種々の活動について一定
ではなく状況に応じて異なる．人々はリスクを確
率ではなく感覚として処理する（Loewenstein 
and others 2001）．リスク認識や政策に対する
支持は経験・感情・イメージ・価値観などに強く
影響されるため（Loewenstein 2006），気候変
動のメッセージ発信は，もっと頻繁に感情に訴え
た方がより効果的であろう．

　しかし，あまりに悲観的にすぎると，人々の
自己効力感を引き下げ，行動する意欲を殺ぐこ
とになる．人々は問題を処理するのに利用可能
な「心配事を受け入れる有限の器」をもってい
る．例えば，気候変動を「非常に深刻な」問題で
あると考えていたアメリカ人の割合は，金融危
機の間に 47％という 2 年間にわたる安定的な水
準から 35％に低下した（Pew Research Center 

2009）．適応という領域で，アルゼンチンの農民
に関する研究は，地球温暖化に関する心配の増大
を意味する措置は，アルゼンチンの政治情勢に関
する懸念を減らしたことを示している（Hansen, 
Marx, and Weber 2004）．関連して，地球温暖
化を懸念していたアルゼンチンの農民は，自分た
ちの生産の慣行（保険や灌漑など）について，い
くつかの側面を変更する可能性があるだろうが，
1 つ以上の変更を行うことはほとんどなかった．
あたかも農民は心のなかで，1 つの行動で問題に
取り組んだとでも考えているのか，気候変動の心
配を捨てさることに熱心なようであった（Weber 
1997）．
　気候変動を巡る漠然としていて定量化がむずか
しいリスクそのものも挑戦課題である．未知の
規模のリスク（漠然としたリスク）に直面した
際，人々は決断を下すのを回避する傾向がある

（Ellsberg 1961; Shogren 2012）． し か し， 一
部の人にとっては，漠然性は予防的措置をとる可
能性を高め得る．最近のフレームを伴う実地実験
では，コスタリカのコーヒー農家の間における高
水準のリスク回避が裏付けられた．この研究では
次の点も発見された．すなわち，曖昧性に関して
はっきりとわかる選好をもっている農民の間で
は，漠然とした気候変動のリスクに直面した際，
適応しないよりもリスクに適応することを選択
した人が 2 倍に達した（Alpizar, Carlsson, and 
Naranjo 2011）．言い換えると，リスクが未知
だという事実のおかげで，リスクが既知の同じよ
うな状況下の時よりも多くの適応措置を誘発した
ということである．
　気候変動を解決不可能なグローバル規模の悲劇
だとする一般的なフレーミングも，不確実性と自
信の欠如の要因になっており，一緒になって現場
における行動の意欲を殺いでいるのかもしれな
い．Ostrom (2014, 107) は次のように主張して
いる：「『問題』があまりにもしばしばグローバル
な問題としてフレームされている．したがって地
元の政治家や市民は，正しい方向に向かうための
重要な歩みを始めることで，地元レベルでできる
ことがあるということに気付かない」．温室効果
ガス排出を緩和するという真にグローバルな規模

コミュニケーション戦略は現地のメンタ
ル・モデルに依拠することができる．気候
予測の公表はもっと直観的なものにすると
よい．仕組みとしては政策当局や企業の間
における協調性や社会的ネットワークを活
用することができるだろう．
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の挑戦に立ち向かうためには，そのような措置が
多数必要なことは確かであるが，地元の行動は気
候変動リスクに対する脆弱性の削減に相当な潜在
力をもっている．

映画や娯楽教育は意見を変えさせ得るが効果は長
続きしない

　忙しい人々に一見では縁遠いグローバルな話題
に関心をもってもらうことを期待して，気候変動
運動家のなかには芸術や映像を頼りにし始めた人
もいる．これは有益かもしれない．『デイ・アフ
ター・トゥモロー』という映画の公開と時を同じ
くして，ある実験が実施された．この映画はロサ
ンゼルスやニューヨークを含むアメリカの主要都
市を襲った，破局的な嵐の影響と後遺症を描いた
ものである．その嵐は気候変動によって引き起こ
され，最終的には氷河時代をもたらす．この映画
は気候変動に関する人々の考えに著しい影響を与
えた．ただし，映画で示された気候変動は科学的
には虚偽であった．調査した観客の 49％は，映
画を見たことで地球温暖化に関する心配が高まっ
たとし，心配が減ったとしたのはわずか 1％にと
どまった（Leiserowitz 2004）．
　より一般的には，物語式のコミュニケーショ
ン構造は，特に「英雄」といった人物を通じて，
人々のリスク認識や政策選好に影響を与えること
にも重要な役割を演じることができる．2013 年
の研究で，物語風の構造――背景，配役（英雄と
悪漢），筋書き，道徳などすべてがそろった――
で提示された気候変動の情報にさらされた回答者
は，英雄と英雄の好む政策的な解決策を好意的に
見る傾向が強かった（Jones 2014）．3 つの注意
深く構成された物語がいずれか 1 つの特定の世
界観――平等主義，階層制，個人主義――にア
ピールするようそれぞれ企図されていた．制御グ
ループは客観的な事実を箇条書きにしたリストを
受領しただけであった．物語風構造にさらされた
人々は物語からより多くの情報を修得し，英雄な
いし悪漢として描かれたグループに関して感情的
な結論を，制御グループの回答者よりもうまく引
き出すことができた．このような結果は次のこと
を示唆している．すなわち，価値観，文化的な象

徴主義，個人ないし集団の「英雄」との強い結び
付きなどを公然と言明した方が，主流のメディア
で現在使われている客観的で科学的なコミュニ
ケーション戦略よりも，気候にかかわるメッセー
ジとしてはより効果的なのかもしれない．

　しかし，そのような映画を見たことの効果がど
れくらい長続きするかや，高まった人々の懸念が
行動に転換されるかは不透明である．『愚かな時
代』という気候変動を扱ったドキュメンタリー映
画を見たイギリス人を対象とした最近の研究で
は，人々は映画を見た直後，主体感と行動意欲の
高まりに加えて，気候変動にかかわる懸念の増大
を申告した．ところが数週間後に再度尋ねてみる
と，このような効果は消え去っていた（Howell 
2014）．
　映画やメディア・キャンペーンがもっている 1
つの問題は，人々はそれを政治的主体や社会的団
体としてではなく，しばしば個々人として経験す
ることだ．「組織的に動員された世論だけが重要
である」とは，気候変動にかかわる法制の政治史
家 Skocpol (2013, 118) の指摘である．同氏の
主張では，必要なのは「潜在意識」に訴えるメッ
セージを送ることではなく，ネットワークや組織
を重視することであり，それこそが「本物」の政
治なのである．

人々は自己利益に奉仕する形で公正さを理解する
　気候に関する国際交渉は集団行動（Bernauer 
2013 にうまく要約されている）に関連した有名
な問題によって阻害されている．すべての国が炭
素排出を削減するために国際合意を欲しているか
もしれないが，それよりも更に望んでいるのは他
のすべての国が合意を順守して，必要な経済的犠
牲を払うものの，自国はそうしないということで

エネルギー消費を削減するのに社会的な規
範や比較を利用することができる．情報
キャンペーンはより効果的で明確なものに
することができる．デフォルト設定はもっ
と幅広く利用することができる．
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ある．これを認識して，なかには気候変動を緩和
する措置を取るのではなく，それに適応すること
だけに焦点を置く決定を下す国もあるだろう．適
応策に支出される財源は自国に利益をもたらす
が，緩和策に支出される財源は，もし他の諸国が
取引について約束を守らなければ，ほとんど自
国の利益にはならない．国際合意にとっての第 2
の障壁は，炭素排出削減による費用便益の分配が
平等ではない点にある．貧しい国やコミュニティ
は気候不順の影響に総じて脆弱であるとともに，
低炭素経済への過渡期には著しい費用も負担す
る．最後に，各国が互いに簡単に調整できないの
とちょうど同じく，政治家は世代が異なると有効
な調整がむずかしくなる．現在犠牲を払ったとし
ても，将来の政治指導者は方針を変更するかもし
れない．
　さらに，各国は公正さに関して実際的な暫定合
意，あるいは少なくとも重なり合うコンセンサス
について収斂している必要がある．公正原則は国
や社会的グループの間で激しい競争と論争の的に
なっている．気候変動の緩和と適応にかかわる負
担を配分するには多くの方法がある．また，この
ような配分の基礎を成す配分の公正さに関する
原則がいくつかある．その原則は，「排出が多い
人々や国は温室効果ガス削減のために最大の貢献
をすべきである」（汚染者負担）というものから，
排出権にかかわる 1 人当たり基準での厳格な平
等主義や，所得水準に連動した拠出金，各国とも
等しい率での削減などに至るまでさまざまであ
る．つまり，気候にかかわる行動を促進する公正
さについて，共通意見を発見することが重大な障
害になっているのである（例えば Gardiner and 
others 2010 を参照）．
　加えて，公正さの国際基準を規定する努力は，
自己利益に一致する公正原則を選定する人間の
一般的な傾向（自己奉仕バイアス）によって複
雑になっている．気候変動に関する政府間パネ
ル（IPCC）が後援した研修会への参加者に対す
る調査に依拠して，Lange and others (2010)
は，交渉者が承認する配分的公正さの原則と自分
の国の利益との間には強い相関関係があることを
示している．これをもう 1 歩進めて，Kriss and 

others (2011) は次のことを示している．すなわ
ち，中国とアメリカの学生は環境面での挑戦に向
けた負担を，匿名の 2 カ国間でどう配分するか
については合意できるが，その国が中国とアメリ
カであると指定されるや，まったく相対立する意
見を主張する．言い換えれば，人々は公平原則に
関して合意できるかもしれないが，社会的忠誠心
やメンタル・モデルが道徳的な論理に影響を及ぼ
す．もう会うこともない同国人に対してほとんど
の人がもっている忠誠心の背景には，どのような
心理的・社会的な要因が横たわっているのだろう
か？　これはさらに研究が必要とされる興味をそ
そる話題である．1 つの可能性は，同国人の利益
を優先させるのが社会規範となっているというこ
とであろう．換言すると，人々は同国人を優先す
るが，それは論理的な選択からではなく，周辺の
ほとんどの人々がしていることで，自分もそうす
べきだと思うからである（Baron, Ritove, and 
Greene 2013 １）．

民主的な法制は条件付き協力を促進できる
　第 2 章では，ほとんどの人は条件付き協力者
であると主張した．地球温暖化の文脈では，これ
は，人々は他の人も同じことをするということが
保証されるなら，気候変動に取り組むべく喜ん
で行動を起こすということを意味する．Hauser 
and others (2014) は室内実験を実施した．人々
は「将来世代」のプレーヤーのために，気候変動
と戦うべく貢献するというものである．結果とし
て，悲観的なことに，ほとんどの人が将来世代の
ために公共資源を保全する用意があったとして
も，人口のなかでその資源を保全しない少数の
人々によってやはり荒廃させられ得る．より楽観
的なこととして，拘束力のある民主的な投票とい
う形の条件付き協力が違いをもたらし得る．民主
主義の原則を導入することによって，寄与的な大
多数は「利己的な」小数派に保全を強制できる．
さらにもっと興味深いことに，プレーヤーは自分
の善行が他人によって報いられることが保証され
れば，共有資源に対する貢献を増やす．換言すれ
ば，貢献が増えるのは，民主的な投票が条件付き
協力者を仲間に引き入れるからである．図 9.3 が
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示しているように，投票にかかわる措置は室
内実験の資源プールの持続性を激増させた．
このことが意味しているのは，人々はより大
きな善のために確かに犠牲を払う用意ができ
ており，条件付き協力を取り込むように制度
を工夫すると良いということだ．
　条件付き協力は国際法や国際機関によって
も促進され得る．国際法の多種多様な領域で
みられるように，法典の執行メカニズムがた
とえ脆弱であっても，それが社会的意義を表
明し，それに集中している時には行動に影
響を与えることができる（Sunstein 1996）．
仮に国際的な気候変動にかかわる合意がまっ
たく無効であるとすれば，多くの諸国は調印
を躊躇することはないだろう．多くの諸国が
確かに調印を回避しているということは，そ
の国々が順守しないことは潜在的に高くつく
と考えていることを示唆している（Bernauer 
2013）．国際的な多国間および二国間の合意
は，市民社会や法廷などの国内主体を動員す
ることに対して中心的な役割を果たすこと
ができ，それが今度は国家に対するコスト
を賦課するかもしれない（Simmons 2009; 
Gauri 2011; Bernauer 2013）．参加はそれ自体
が選択に影響を及ぼすかもしれない．Spilker の
発見（2012）によれば，多くの国際機関に加盟
している途上国は，時間的傾向と一連の経済的・
政治的な変数を制御すると，温室効果ガスの排出
水準が低くなっている．ただし，そのような分析
においては選択と因果関係の問題が解明されてい
ない．この分野の研究は暫定的かつ示唆的なもの
にすぎないが，興味深い．

保全を動機付けるための心理的・社会的な洞察
社会規範を喚起すると消費を削減できる
　エネルギー消費を減らし，エネルギーを保全す
る慣行や技術の採用を奨励するために，社会規範
を活用するという先駆的な取り組みがいくつか
あった．アメリカでオーパワー（Opower）とい
うエネルギー会社とのパートナーシップで運営さ
れた一連の大規模なプログラムでは，住居用のエ

ネルギーを利用している顧客宛てに「家庭エネル
ギー報告書」が送付され，（エネルギー消費に関
する簡単な情報に加えて）近隣地区と比較したエ
ネルギー利用に関するフィードバックが提供さ
れた．平均すると，この介入策のおかげで，エ
ネルギー消費は 2％減少した――実質的に電力料
金を短期的に約 11 – 20％引き上げたのに等しい
効果であった（Allcot 2011）．他の多くのプロ
ジェクトでも同程度の効果が見出された（例え
ば次を参照：Ayres, Raseman, and Shih 2013; 
Dolan and Metcalfe 2013）．
　このような介入策は即座のエネルギー保全や短
期的な行動変化をもたらすものの，消費者の保全
に向けた当初の努力は時間とともに減少する傾向
にある．オーパワー社のエネルギー保全プログラ
ムに関して最も長期にわたる研究サイトは，例
えば，消費者の当初の努力は 2 週間も経たない
うちに減退し始めたことを示している（Allcott 
and Rogers 2014）．しかし，介入策が反復され，
報告書が配布され続けるのに伴って，顧客は新た

室内実験において，人々は将来世代のプレーヤーに代わって共有資
源に対して貢献した．少数者の決定のせいで，持続できた資源プー
ルはほとんどないという結果になった．決定を下す際に拘束力のあ
る投票が使われた場合には，すべての資源プールが持続した（パネ
ル a）．投票ルールのおかげで貢献する人が増加した．というのは，
ルールが条件付き協力者に対して，他人も貢献するだろうというこ
とを保証したからだ（パネル b）．

出所：Hauser and others 2014．

投票なし

投票あり

%

%

図9.3　民主的なルールは高水準の資源持続可能性を達成できる
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b．貢献した人
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な消費習慣を発展させる，あるいは実物資本の新
たな在庫を取得する（例えば，エネルギー効率の
良い電球をもっと購入する）ようである．長期に
わたる影響が持続する．全体として，介入策は節
電 1 キロワット時当たり 1.4 – 1.8 セントのコス
トがかかった．一般に使われているエネルギー保
全プログラムは，典型的には 1 キロワット時当
たり 1.6 – 3.3 セントのコストがかかる（Allcott 
and Rogers 2014）．同じような介入策は，住居
用の水利用に関する社会規範の変更を中心とした
介入策の影響は，住民がメッセージを受け取っ
てから 2 年以上経っていても探知できたことを
見 出 し て い る（Ferraro, Miranda, and Price 
2011）．スポットライト 5 では，ボゴタ市が水
供給危機の時期に，どのように社会規範を利用し
て消費を削減したかが詳述されている．
　社会規範は，人々が環境リスクに適応するのを
動機付けることにも使えるだろう．実験室内のシ
ミュレーションで，人々は地震のリスクに晒され
る程度を削減するために，自宅を改築することを
要請された．実験が終わると，各自には自宅の価
値と家の改築に投資しなかったお金にかかわる受
取利息（修理代と損害額は控除されている）が支
払われた．地震リスクを削減するための補修が費
用効果的であったかどうかはだれにもわからな
かったが，各自は他人が行った選択を観察するこ
とができた．被験者の半分は補修が費用効果的な
世界にいて，他の半分はそうではなかった．個人
の決定にかかわる重要な動因は，隣人が実施した
投資の平均水準であった．投資は 100％有効で
あると告げられたプレーヤーでさえ，隣人の真似
をして投資を削減した．それは既述の通り，おそ
らく，簡素な確率は物語よりも訴える力が弱い
からであろう．また，隣人の行動はたちまちに
して筋書きに役立つ（Kunreuther, Meyer, and 
Michel-Kerjan 2013）．これは個人をより適合
的な行動に押しやるために，オピニオン・リー
ダーが使われているということを示唆している．
　社会規範ベースの政策介入は費用効果的で，永
続的なインパクトをもち得るようではあるもの
の，その設計については慎重に注意を払うことが
極めて重要である．第 1 に，該当する社会規範

を特定する必要がある．環境保全プログラムに参
加したホテルの客に関する研究から得られた証拠
は，社会規範にアピールするメッセージ（「大半
の客はタオルを再利用している」など）は，保全
行動を奨励する点で環境保護に焦点を当てたメッ
セージよりも効果的であることを示唆している．
最も効果的なメッセージというのは（49％の再
利用という結果をもたらした），現実に最も近
い状況に言及しているものである（「この部屋に
いる大半の客はタオルの再利用している」など）

（Goldstein, Cialdini, and Griskevicius 2008）．
　社会規範に関するメッセージは意図せざる結末
をもたらすこともあり得る．それは望ましい行動
だけでなく望ましくない行動も常態化し得る．望
ましくない行動の削減を目的とした情報キャン
ペーンは，特定の望ましくない行動が実際には広
まっているという事実に，時として図らずも注意
を引くことがある（Cialdini 2003）．ある環境
の下で，アリゾナ州の化石の森国立公園への訪問
者は実証的な情報を受け取った（「過去の訪問者
の多くが公園から化石化した木材を持ち帰り，化
石の森の状況を変化させた」）．訪問者は，より多
くの化石化した木材を持ち帰る可能性が大きかっ
たが，通常のメッセージ（「化石化した木材を公
園から持ち去らないで下さい」）は窃盗の削減に
役立った（Cialdini and others 2003）．
　特定の社会規範を表すメッセージの利用は，
ブーメラン効果をもたらすことが示されている．
すなわち，近隣地区の平均的なエネルギー利用に
関するメッセージは，エネルギー消費が高水準の
家計の間ではエネルギー節約につながったが，消
費がそうでなくても低水準の家計の間では消費を
増加させた．標準的な期待に関するメッセージを
付加すれば，このブーメラン効果を排除できる
ことがわかってきている（Schultz and others 
2007）．さらに，社会規範と金銭的インセンティ
ブの間には重要な補完性があるかもしれない．水
消費に関連した社会的な比較のメッセージは，介
入策以前には大量の水を消費するといった価格に
まったく敏感でない利用者の間では，消費削減
に最も有効であることが判明していた（Ferraro 
and Price 2013）．
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　最も有効なものにするという目的に関して，こ
のような介入策は注意深い対象の絞り込みからも
利益を享受できる．例えば家庭向け電力報告書な
どの手段を通じたエネルギー保全に対象を絞った
仲間同士の比較は，政治的な保守派よりも政治的
な自由派に送付した方が 2 – 4 倍も効果的である

（Costa and Kahn 2013）．環境にかかわる社会
規範が無効な状況の下で，気候変動の危険性に関
連した健康を基にしたメッセージに焦点を当てれ
ば，有益な代替策を提供することができよう．
　状況によっては，もし可能なら私的情報を公的
情報で補完することが有益であろう．アメリカの
学生寮にいる大学生向けに，リアル・タイムでの
電気器具によるエネルギー利用を仲間と比較した
私的情報を提供したところ，エネルギー消費の削
減には効果がなかった．しかし，公表済みの個
人別保全格付けをもらった学生は，冷暖房用の利
用を著しく削減し，電力消費の 20％減少につな
がった（Delmas and Lessem 2012）．
　最後に，省エネ技術への投資にかかわる行動
面での「障壁」は，個人だけなく企業にも当て
はまる．体系的な文献レビューは，OECD 諸国
における企業のエネルギー効率化への投資は非
常に高い収益率を必要とすることを見出してい
る．それは同様のリスクのある他の投資よりも高
い（Centre for Sustainable Energy 2012）．レ
ビューでは，この発見が，多くの企業におけるエ
ネルギー効率にとっての組織的な規範や顕著さが
欠けていることに帰せられている．企業を動機付
けるために，それはエネルギー効率と気候変動政
策を短期的なコスト決定ではなく，戦略的な利益
としてリフレーミングすることを唱導している．

心理的・社会的な洞察は情報キャンペーンや指標
をもっと有効にできる

　情報開示は金融や健康，環境などを含む多くの
さまざまな分野で，有用な政策手段であるとし
ばしば考えられている．情報を基にしたエネル
ギー保全実験にかかわる最近のメタ分析で，介入
策の有効性が定量化された．それは 1975 – 2012
年における公表された実地試験 156 件と被験者
52 万 5,479 人からの証拠を評価したものである

（Delmas, Fischlein, and Asensio 2013）．わかっ
たことによると，平均電力消費は研究では 7.4％
削減されたとされているが，この効果は研究の厳
密さが強化されるに伴って減少してもいる．エネ
ルギー効率にかかわるラベル表示についての最近
の研究で，多種多様な情報の相対的重要性を分解
する試みがなされた．省エネの経済的価値に関す
る単純な情報が，エネルギー効率の良い技術への
投資の指針として最も重要であることがわかっ
た．エネルギー利用や炭素排出に関する情報にも
追加的なインパクトがあったが小規模なものにと
ど ま っ て い た（Newell and Siikamäki 2013）．
しかし，そのような介入策の有効性に関する証
拠はまちまちである（Kallbekken, Sælen, and 
Hermansen 2013）．
　情報開示は人々の行動に著しいインパクトを与
え得るものの，その情報がどのように伝達されて
いるかを考えておくことが重要である．もし情報
があまりに抽象的ないし漠然としている，詳細で
複雑にすぎる，あるいはフレームの仕方が悪い
と，その情報開示には行動変化をもたらす効果が
ないかもしれない．人々の注意力は稀少資源で
あるため，生き生きした斬新な情報提示方法で
あれば，抽象的な，あるいはおなじみのやり方
では不可能な形で，注目を集めることができる

（Sunstein 2013）．慎重な設計なしでは，情報開
示は無力で混乱を招くばかりか，潜在的には誤解
を招き逆効果になりかねない．例えば，「1 ガロ
ン当たりのマイル数」という広く使われている燃
費効率の指標は，総じて十分理解されておらず，
最も非効率な自動車を別の自動車に変えることに
よる燃料やコストの節約を過小評価することにつ
ながっている（Larrick and Soll 2008）．
　人々はリスクや不確実性がある状況下では，決
定を行うのにしばしば苦闘する．さまざまな行動
のリスクと利益を理解している場合でさえ，人々
はどうやって前進するのかに関する情報も提供
されていれば，その情報に基づいて行動に移す
可能性が大きい（Nickerson and Rogers 2010; 
Milkman and others 2011）．したがって，具体
的な行動計画が発見できれば，社会的成果をもた
らすことに大きな影響を与え得る．それは人々が
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さまざまな選択肢に伴うリスクや利益を理解して
いる時でさえ，複雑あるいはあいまいな情報が何
もしないという態度につながり得るのと同じであ
る．
　実際には，一部の情報キャンペーンは気候変動
を間接的にのみフレームしたらよいだろう．最近
の大規模な無作為の制御された実験は，エネル
ギー消費の健康に関連のあることへの影響を強調
したメッセージは，潜在的なコスト節約に焦点を
置いた類似のメッセージよりもエネルギー保全
の動機付けに有効であったことを見出している

（Asensio and Delmas 2014）．社会規範と人々
の順守度合いの両方が社会的状況に応じて異なる
という事実を考えれば，そのような政策の有効性
と具体的な特徴はさまざまなものになるだろう．
同様に，燃料補助金を社会移転で置き換える取り
組みは――効率性ないし公平性のための改革とし
て提示されることが多い――，温室効果ガス排出
にも大きな影響をもたらすだろう（Stocker and 
others 2013; Field and others 2014）．IPCC
の緩和に関する第 3 作業部会は「多数の目的を
統合して」，「相乗利益」を生み出す政策を強調す
ることの政治的な重要性を指摘している．
　会社の炭素開示を義務化した上で会社の排出を

ベンチマーク化する政策は，社会的な動機付け
に相乗りすることができる．炭素情報公開プロ
ジェクト（CDP）とそれに関連した気候変動パ
フォーマンス先進企業（CPLI）は，そのような
形で機能している．この種の公然たる圧力は有効
であろう．CDP への参加は株主行動主義と組み
合わさって，もし外部のビジネス環境が気候変動
配慮的になっていれば，株主価値を増大させ得る

（Kim and Lyon 2011）．
　なぜ企業が炭素情報公開イニシアティブへの参

加を選択するのかは興味深い研究分野であり，社
会規範の確立・出現と密接に関係している研究分
野でもある．国際連合グローバル・コンパクトへ
の参加を選択したヨーロッパとラテンアメリカの
企業 394 社を分析した最近の研究では，その制
度と利害関係者に及ぼした 3 つの行動――威圧
的行動，規範的行動，模倣的行動――の影響力が
検討されている．威圧的行動――この場合は政府
規制――は企業の参加に関して，実効的な圧力を
ほとんどかけていなかった．むしろ，最も強い
効果があったのは学界からの規範的な圧力に加
えて，ニューヨーク証券取引所に上場されてい
る仲間の会社を見習うように強いる模倣的な圧
力であった（Perez-Batres, Miller, and Pisani 
2011）．この種の圧力が社会的持続性に向けた新
しい規範をすでに牽引しつつあるのかもしれな
い．
　社会規範は政策当局者自身に対して作用してお
り，彼らは自分の支持者だけでなく互いにも感応
的なようである．隣の管轄区で行われていること
が，多くの政策領域でみられるように，自分たち
の政策選択に影響する．それに含まれている分
野として，予防接種の実施，ワシントン・コン
センサスの政策，炭素税などがある（Gauri and 
Khaleghian 2002; Dobbin, Simmons, and 
Garrett 2007; Krause 2011）．国や会社，地方
自治体が相対的なパフォーマンスを気にかけてい
るという洞察は，政治的支持を生み出すための手
段にすることができる．これは「指標による統
治」として知られるようになったことの実例であ
る．より良い統治政策を引き出すために，指標を
使って新しい形の仲間の間の圧力を生み出すとい
うものである 3．マクロ・レベルでは国民総生産
という指標の代替物は，各国にコアな資源在庫の
管理に関してより明確な経済指標を提供する．フ
ランス政府に委託された広範囲にわたる報告書の
なかで，Stiglitz, Sen, and Fitoussi (2009) は福
祉指標と環境持続可能性をよりうまく織り込んだ
指標を開発することを目標に，多種多様な考えら
れ得る経済指標を検討した．仮に主要国がおそら
く OECD などの機関を通じて，標準的な経済統
計の一環として報告を開始するという集団的な決

気候変動はあまりにも大きな問題である
ため，それに取り組むためには多くの調
整されたアプローチが必要であろう．心
理的・社会的・文化的な洞察も注目すべ
き貢献ができるだろう．
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定を行えば，広く採用される可能性がずっと高ま
るだろう．このような統計がひとたびより簡単に
入手可能となれば，仲間の間での比較がそれに後
続するだろう．

デフォルトを設定する
　デフォルト・ルールは先送りと惰性を克服する
助けになり，社会的目標を促進する一方，人々
の選択の自由を保持する．「グリーン・デフォル
ト」は多くの政策的介入でテストされてきてお
り，それには電力供給業者の選定，エネルギー節
約，食料廃棄物の削減などが含まれている．次の
3 つの関連したメカニズムが，デフォルト・ルー
ルの有効性に貢献しているようである：それは，
人々の惰性と先送りする傾向，デフォルト・ルー
ルの知覚された暗黙の承認，変化の評価基準とす
べき参照点の確立である（Sunstein and Reisch 
2013）．
　 例 え ば， ド イ ツ 南 部 で は Energiedienst 
GmbH という電力会社は 3 つの別個の料金体系
を提示している．それは，デフォルトの「緑」料
金（以前に比べて 8％引き下げ），安いが緑でな
い料金，緑だが高い料金の 3 つである．ほとん
ど全員（消費者の 94％）がデフォルト料金に
とどまり，安い料金に移したのはわずか 4.3％，
緑の料金に変更したのは 1％未満，残りは他の
業 者 に 変 更 し た（Pichert and Katsikopoulos 
2008）．ドイツ人の多くは緑のエネルギーへの選
好を述べているものの，この種のエネルギー供給
業者を実際に選択している消費者の割合の全国平
均は，「緑」料金がデフォルトになっていなかっ
た状況下では，長い期間にわたって 1％未満で
あった．つまり，デフォルトは社会的選択に強力
な効果を発揮したようである．
　同じような結果がアメリカでも報告されてい
る．アメリカでは時間制料金プログラム（スマー
トなエネルギー利用を奨励）に加入している消
費者が多い．これがオプト・インではなくオプ
ト・アウトのベースで提示されているからだ．オ
プト・アウト型アプローチを使って勧誘された顧
客の間では加入率が 84％だったのに対して，勧
誘がオプト・インのベースで行われた時にプログ

ラムに加入した顧客は 11％にとどまった（U.S. 
Department of Energy 2013）．
　そのような政策的介入を行うに当たっては，ど
のデフォルトを選択すべきかという問題が生じ
る．過度に野心的なデフォルトを選択すれば，オ
プト・アウト率の上昇につながりかねない．暖房
向けのサーモスタットのデフォルト設定にかかわ
る無作為の制御された実験は，デフォルト設定の
比較的小さな引下げ（1℃）は，デフォルト設定
の大きな引下げ（2℃）よりも選択された平均設
定の大幅な低下につながったことを見出している

（Brown and others 2013）．
　特定の決定に直面した人々が積極的な選択をし
ないという選択をした時に，デフォルトは結末を
改善するために利用することができる．デフォル
トの力は人々の行動はほとんどの場合に積極的な
選択によって決定されるものではない，という事
実から生じている．ブラジルにおける 8 カ月間
の義務的な電力割当に関する研究からの証拠が示
すところでは，同政策は電力使用の持続的な削減
につながり，割当期間が終わってから 10 年経っ
ても消費は 14％減少したままであった．家電製
品保有状況と消費習慣に関する家計調査データ
は，習慣が電力消費の持続的な減少の主因だとい
うことを示唆している（Costa 2013）．

結論
　Dan Ariely (2010, 251) は次のように指摘し
ている：「もしわれわれが一般的な無関心を引き
起こす典型的な問題をねつ造しようとすれば」，
それはおそらく気候変動になるだろう．というの
は，気候変動はいくつかの認知的錯覚という意味
を含んでいるからだ．気候はゆっくり変化する
が，人間の気候に関する判断は自分が最近認知し
たものに基づいている．イデオロギー的・社会的
な忠誠心は，気候変動に関するコミュニケーショ
ンがどのように受け止められるかに影響する．
人々は季節的な降雨や他の気候関連の変数に関す
る予測など，確率で提示された情報を無視ないし
過小評価する傾向がある．人間というのは将来よ
りも現在のことをずっと心配している．ところ
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が，気候変動に伴う最悪のインパクトの多くは，
今から何年も経ってから発生する．そのようなリ
スクのなかには曖昧にとどまっているものもあれ
ば，未知に直面して行動を回避する人々もいる．
気候変動に対応する負担をどう分担するかを決定
するに際して，個人や組織は通常は自己利益に奉
仕する公平原則を採用する．
　と同時に，気候変動についての行動で有望なア
プローチは，心理的・社会的な洞察にも頼ってい
る．コミュニケーション戦略には地元のメンタ
ル・モデルや物語を盛り込むことができる．気候
予測の公表はもっと直観的なものにすればよいだ
ろう．制度は条件付き協力や社会的ネットワーク
を活用すべく工夫すべきだろう．社会的な規範や
比較を使えばエネルギー消費を削減することがで
きる．情報キャンペーンはより効果的かつ明瞭に
すべきだ．デフォルトの設定はもっと幅広く使う
ことができる．気候変動はあまりにも大きな問題
であるため，それに取り組むためには多くの調整
されたアプローチが必要であろう．心理的，社会
的，および文化的な洞察も価値のある重要な貢献
ができるだろう．

注
1． 人工的な（人間に起因する）気候変動（ACC）

にかかわる科学的コンセンサスの推移に関
する 2013 年の研究では，2001 – 11 年の間
に「グローバルな気候変動」ないし「地球温
暖化」を研究したもので，査読付きの論文
11,944 本が分析されている．ACC について
態度を明確にしている摘要のうち，97％は
科学的なコンセンサスに同意している．それ
には尋ねられた際にそう答えた著者の 97％
が含まれる．著者たちは次のように結論付け
ている：「［ACC を］否定している論文の数
は公表された研究のうちわずかなシェアを占
めるにすぎず，その割合は時とともにわずか
ながらも逓減している」（Cook and others 
2013, 1）．明らかに，気候変動の発生とその
潜在的な脅威に関する誤解が膨大な証拠に反
して持続していることについては，もっと多

くのことが作用しており，心理的，論理的，
文化的，および政治的な要因が関係している
可能性が大きい（Norgaard 2009）．

2． 多くの研究（特に Small, Loewenstein, and 
Slovic 2005）において，確かに，人々は特定
の個人が苦しんでいるのを見せられた時には
寛大になる公算が大きく，Iyengar (1990) に
よる発見と矛盾しているように思われたこと
が見出されている．個人の寛容を動機付ける
フレームは公的措置に対する支持を動機付け
るものとははっきり異なっているのかもしれ
ない．

3． この概念に関する詳細については Davis and 
others 2012 を参照．
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コロンビアで水保全を推進する

　すべての介入策の背後には，人間の動機と行動
に関する前提が横たわっている．コロンビアの
ボゴタ市に水を供給しているトンネルの一部が
1997 年に倒壊して水不足が引き起こされた際，
市政府は公式に非常事態を宣言し，危機の脅威を
住民に警告するためのコミュニケーション・プロ
グラムに着手した．もし現在の水利用が削減され
なければ，全市の 70％に当たる地域が水なしに
陥るだろう．
　市の戦略は，もし人々が状況について知識があ
るなら，行動を調整して使用を削減するだろうと
いう前提に基づいていた――だれだって水なし状
態では困るからだ．しかし，前提は間違ってい
た．事実，市の戦略は水消費を増やした．多くの
人が行動を変えなかったのである．というのは，
自分たちの行動が重要だとは考えなかったし，ど
のような措置が最も重要なのかもわからなかっ
た．なかには水の備蓄さえ開始する者もいた．
　前提の誤りに気付いて市政府は戦略を変更し

た（Guillot 2014）．第 1 に，政府は使い過ぎの
懸念がある時に人々に節水行動を促した．サン・
ラファエル像――トンネル倒壊後に市が依存して
いた緊急の貯水池の名前――の写真をあしらった
ステッカーが市の全域で配布された．特定の世帯
や事務所，学校が最も頻繁に使う蛇口のそばにそ
のステッカーを貼るよう人々は要請を受けた．ス
テッカーによって常時節水する必要性が目立つよ

うになった．市の水消費量が同国の主要新聞に毎
日発表された．その報道が非常事態に関する公開
議論の一部となった．
　第 2 に，市政府は人々に家庭の節水に最も有
効な方法を教えるために，魅力的で愉快なキャン
ペーンを打ち出した．キャンペーンは覚えやすい
標語を工夫し，4,000 人もの若者ボランティアを
動員して，街全体を歩き回って人々に非常事態の
ことを知らせるとともに，水消費を削減するのに
有効な戦略を教えた（Formar Ciudad［市開発
計画］, 1995 – 97）．市長自身が妻と一緒にシャ
ワーを浴びるというテレビ広告に出演して，石鹸
で体を洗っている間は蛇口を止めたらいいと説
明し，2 人一緒にシャワーを浴びることを提案し
た．カトリック神父が明確な要請を受けて，自分
のコミュニティの人々に協調的な努力を呼びかけ
たが，それは宗教心の篤い国においてはとりわけ
効果的であった．
　第 3 に，市政府はだれが協力したかと，だれ
が協力しなかったかに関する情報を公表した．水
道会社の最高経営責任者は著しい節水を達成した
家計に，サン・ラファエルのポスターを賞として
みずから授与した．それには「ここではわれわれ
は貴重な液体を使用するのに理性的なプランにし
たがっている」と銘記されていた．このような賞
はメディアで目立っていた．3 カ月後，貯水池で
第 2 のトンネルが潰れた時，市は過剰消費が最
高水準に達している「浪費家」に対して制裁を加
えた．制裁は軽度のものであったものの――浪費
家は節水研修に参加し，追加的な断水日に従わな
ければならなかった――，非常に目立つ主体を対
象にしていたため効果があった．洗車業者は全部

条件付き協力に依拠した戦略の変更は，
保全という新しい社会規範を生み出す助
けとなった．

Spotlight 5
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まとめても水浪費の主要な源泉ではなかったもの
の，第一義的な標的とされた．
　新戦略の背後にある前提は，もし市が水へのア
クセスの維持という公益の達成を人々に保証する
のに役立つ社会的な報奨と罰の範囲を拡大するな
らば，節水は改善するだろうというものであった

（条件付き協力の力学――それが市の修正した戦
略の成功を下支えした公算がある――に関する詳
しい議論については第 2 章参照）．この時は，前
提は正しかった．戦略の変更は節水という社会規
範を作るのに役立った．キャンペーン開始から 8
週間目には，市全体の節水は最も楽観的だった技
術的な予測さえ大幅に上回った．加えて，トンネ
ルが修復され非常事態への対処が終わってから
も，水利用の削減は長い期間にわたって持続した

（図 S5.1 参照）．
　ボゴタにかかわるこの事例研究は，条件付き協
力を考慮に入れた介入策が政策目標を達成するの
に，どのように有益かを示す実世界の実例を示し
ている．
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図S5.1　ボゴタにおける1997年の水供給危機の物語

1997 年 1 月，コロンビアの首都ボゴタと新鮮な水道水
の供給を接続するトンネルが一部崩落して，同市は小さ
な非常事態用の貯水池を頼りにすることとなった．

非常事態が宣言された．

アンタナス・モックス市長は市民の間の保全規範を変更
する措置を打ち出した．

新聞での日次発表が公開議論の土台になるとともに，市
民の保全努力に向けた個人的な経験が掲載された．市長
はテレビ広告のなかで妻と 2 人でシャワーを浴びて，節
水戦略を実演した．

市全体の節水は 8 週間後に
13.8％減でピークに達した．

第 2 のトンネルが崩壊した後で断水が実施されていた
10 年間以上にわたり，1 人当たりの水使用は危機以前の
水準を下回っていた．これが示唆しているのは，節水を
巡る新しい社会規範が時とともに持続しているというこ
とである．

最初は市民が水を
備蓄したため水消
費が増加した．や
がて，市の戦略に
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　専門家，政策当局，および開発実務家は，本報
告書の他の箇所で説明されているバイアス，知的
ショートカット（ヒューリスティクス / 発見的解
決策 / 経験則），社会的・文化的な影響力も受け
やすい．開発実務家の決定はしばしば他の人々の
生活に大きな影響を及ぼすため，このようなバイ
アスや影響力を確認して正す仕組みを整備してお
くことがとりわけ重要である．開発の分野に携わ
る献身的で善意のある実務家――政府の政策立案
者や国際機関の官吏，技術コンサルタント，最前
線にいる官民および非営利部門出身の実務家など
を含む――は，仮に彼らの選択がかすかに，ある
いは無意識的にでも，彼らの社会的環境，彼らが
貧困層について抱いているメンタル・モデル，彼
らの認知容量の限度に影響されているとすれば，
まさに彼らが支援しようとしている人々を助けら
れないどころか，意図せずに傷付けているかもし
れない．彼ら自身も自動的思考を頼りにし，意思
決定の罠に陥っているかもしれない．

　多分，最も差し迫った懸念は，開発専門家は政
策の受益者が実際に生活している状況や，彼らの
生活を形作っている信念と態度を理解しているの
かどうかである．状況を深く理解していれば，現
地の状況により正確に「適合」し，したがって，
成功の確率がより高い政策が生まれる．この前提
を検証するために，『世界開発報告 2015』チー
ム（WDR 2015 チーム）は，データを収集して，
世界銀行職員がいくつかの指標にわたって貧困層

の信念や態度をどのように認識しているのかを検
証し，その成果を途上国の人々を代表する標本の
実際の信念や態度と比較した．
　世界銀行の職員は他の人とは違う世界観をもっ
ていると言っても，おそらく議論を呼ぶことはな
いだろう．世界銀行職員は世界の大きな割合の
人々よりも，高度な教育を受けており，相対的に
裕福である．しかし，開発の目標は貧困を終わら
せることであるにもかかわらず，開発専門家は貧
困がどのように心的傾向を形成するかについて予
測することは必ずしも得意ではなく，このことは
興味深い点である．例えば，世界銀行スタッフ
の 42％は，ケニアのナイロビ市に暮らす貧困層
のほとんどは「予防接種は不妊症の原因になり得
るためリスキーである」という所説に同意するだ
ろうと予測した．ところが，ナイロビ市で標本に
なった貧困層の間で実際にこの所説に同意したの
はわずか 11％にとどまった．ケニア全体として
予防接種率は 80％超となっている．また，世界
銀行の職員の回答には各国事務所職員と本部職員
との間や，貧困に関して直接的に働いているス
タッフと他の問題に関して仕事をしているスタッ
フの間で大差はなかった．この発見は，共有して
いるメンタル・モデル――貧困に直接的にさらさ
れたことによって加減されていない――が存在し
ていることを示唆している．この乖離は開発専門
家の側における単なる知識不足ではなく，貧困が
貧困層の心的傾向をどうやって形成するかに関す
る，誤った一連のメンタル・モデルを象徴してい
る．これは極めて重要である．というのは，開発
専門家がどう貧困層を認識するかが，開発政策が
どう策定，実施，そして評価されるかに影響する
からだ．
　本章では，本報告書全体を通じて議論してい

C
H
A
P
TE
R10 開発専門家のバイアス

開発専門家は多数の認知バイアスにさら
されやすく，社会的傾向や社会的環境か
ら影響を受けており，選択する時には深
く沁み込んだ心的傾向を用いている．
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る 3 つの主要な洞察に照らして，開発専門家の
有効性を危うくしかねない種類の自動的な思考に
注目する．次のような主張がなされている．すな
わち，開発専門家は多数の認知バイアスにさらさ
れやすく，社会的傾向や社会的環境から影響を受
けており，選択する時には深く沁み込んだ心的傾
向を用いている．本章では，次の 4 種類の挑戦
的な課題とそれに影響する関連した決定の罠をレ
ビューする．複雑性に直面してショートカット

（ヒューリスティック）を使うこと，確証バイア
スと動機付けられた推論，埋没コスト（サンク・
コスト）・バイアス，そして状況と社会環境がグ
ループの意思決定に及ぼす影響である．開発機関
が直面する挑戦は，このような問題を軽減するた
めに，どのようにしてより良い意思決定手続きや
政策プロセスを発展させるかにある．このような
決定を支援する環境を改善すれば，単に推論の誤
りを排除することによって政策成果に直接的な影
響を与えることができる．

複雑性
　開発というのは複雑で，厄介な，紛争に溢れた
プロセスである．その複雑性が開発専門家の下す
決断の種類から影響を受ける．決定が複雑になる
ほど，決定はより一層むずかしくなる．しかし，
自分が専門の知識をもっている分野の決定でさ
え，意思決定環境の複雑さに影響され得る．意見
の数が増えるにしたがって，人々の相異なる選択
肢を正確に評価する能力は低下する．
　この点は Redelmeier and Shafir (1995) によ
るある実験で例証されている．家庭医に対して健
康状態の概要を示した質問状が送付された．質問
状では，ある患者が慢性的な腰痛を患っており，
医師は患者に新しい薬を投与するかどうかを決定
するよう要請された．標本の半数の医師が診た患
者において，それまでに行われた薬による治療は
すべて失敗していた．問題は大体次のように説明
されていた（一部の言葉は簡潔にするため言い換
えられており，項目見出しは強調のため追加され
ている）．

股関節置換手術を検討してもらうために，あ
なたは患者を顧問外科医に紹介する．患者は
この計画に同意する．しかし，患者を送り
出す前に，あなたはまだ試していない薬（イ
ブプロフェン）が 1 つあることに気付いた．
あなたの課題は次の 2 つの代替案のどちら
かを選ぶことだ．

1. イブプロフェン＋紹介．外科医に紹介し
て，イブプロフェンの投与も開始する．

2. 紹介だけ．外科医に紹介して，新たな薬
の投与は開始しない．

残りの半数の医師は１つの面だけ異なるシナ
リオを聞かされた．医師は患者を顧問外科医
に紹介する前に，患者がまだ試していない薬
治療が 2 つある（イブプロフェンとピロキ
シカム）ことに気付いた．このバージョンに
おける回答者の課題は次の 3 つの代案のな
かから選択することであった．

1. イブプロフェン＋紹介．上記に同じ．
2. ピロキシカム＋紹介．外科医に紹介して，

ピロキシカムの投与も開始する．
3. 紹介だけ．上記に同じ．

　「紹介だけ」という最も単純な選択肢を選ぶ医
師が多かった．しかも基本的なバージョンではな
く，第 2 のより複雑なバージョンにおいてであ
る（72％対 53％）．問題の複雑さを引き上げる
と，医師は有効かもしれない薬を完全に飛び越す
可能性が高くなる．これが高度な教育を受けて経
験豊かな，患者の健康に献身的な専門家にも起
こったのである．開発プロジェクトを設計・実施
する開発専門家も非常に複雑な問題に取り組んで
いる．その非常な複雑さが一連の特殊な挑戦を生
み出している（Ramalingam 2013）．
　多くの状況は数通りの選択肢だけでなく，その
選択肢を理解するための方法もたくさん提供して
いる．政策の選択肢がどのようにフレームされて
いるかは，行動に大きな効果を及ぼす．これはフ
レーミング効果として知られている（第 1 およ
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び第 3 章を参照）．フレーミング効果について最
も有名な実演の 1 つが Tversky and Kahneman 
(1981) によって行われた．学生に対するある流
行病の脅威を 2 つの違うフレームで示し，その
都度，2 つの選択肢を提供した．第 1 のフレーム
では，回答者は確実に人口の 3 分の 1 を救済で
きるか，あるいはギャンブルをするかである――
全員を救済できる確率が 33％，だれも救済でき
ない確率が 66％となっている．第 2 のフレーム
では，学生は人口の 3 分の 2 が確実に死ぬ政策
か，あるいはギャンブルをするかの間で選択でき
る――だれも死なない確率が 33％，全員が死ぬ
確率が 66％となっている．第 1 と第 2 の条件は
結果を違うフレーム――1 つは利益，もう 1 つは
損失のフレーム――に入れているものの，政策選
択はまったく同じである．しかし，フレームは学
生が行った選択に影響を及ぼした．利益のフレー
ムで提示された回答者は確実性を選び，損失のフ
レームで提示された人はギャンブルをすることを
選好した．WDR 2015 チームは世界銀行職員に
対して研究を繰り返し，同じ効果を発見した．利
益のフレームの場合，世銀スタッフの 75％は確
実性を選んだ．損失のフレームの場合，それはわ
ずか 34％にとどまった．政策選択は同じである
という事実にもかかわらず，それがどうフレーム
されているかでまったく異なる反応がもたらされ
たのである．
　複雑な挑戦に直面して，開発機関は標準的な管
理ツールの広範な適用――Scott (1998) が「薄
い簡略化」と呼ぶプロセス――を通じて，ある程
度の統一性と秩序を持ち込もうとしている．この
アプローチは本章の後の方で検討するように，そ
れ自身が逆方向の誤りを持ち込む懸念がある．
　複雑性に建設的に取り組むための 1 つの有望
な戦略が，Weick (1984) の研究から出てきて
いる．彼は見るからに手に負えない問題を別々
の問題に分解し，それによって一連の漸増的な

「小さな勝利」を生み出すことを提案している．
Argyris (1991) はこの洞察を拡張して，組織向
けに，一種の学習の重要性を強調している．そこ
では使われた手段だけではなく，追求された目的
と活用された戦略も批判的に再検討される．その

努力は成功だけでなく，失敗も学習に帰結する．
より最近の Andrews, Pritchett, and Woolcock 
(2013) による研究は，そのようなアプローチを
開発運営にもっと体系的に組み込むことを提案し
ている．より高い次元の抽象性で問題に取り組
む，あるいは解決策がない問題（例えば訓練が不
十分な教員）として定義するのではなく，問題識
別について協調したプロセスを追求するよう意思
決定者は急き立てられている．最も基本的な措置
は問題を正しく識別することである．そうすれ
ば，開発専門家は相手方と一緒に漸進的に仕事を
することができる．問題が定義できれば，それが
特定の一連の目標に到達するための合意された拘
束性のある制約になり，同時に，初期においてあ
る程度の進展を許容する管理可能な挑戦課題にも
なる（例えば教室における学生の学習を高める）．

確証バイアス
　開発専門家がプロジェクトを初めとする開発問
題に関与する際には，学問分野や文化，イデオロ
ギーの面でみずからの実績を持ち込むため，確証
バイアスに陥りやすくなる．確証バイアスとは従
来から抱いている信念を支持するための情報の選
別的な収集（あるいはそれに対する不当なウェイ
ト付与）（Nickerson 1998）や，そのような信
念を支持しない情報の無視（ないし割引）を指
す．それは人々が注意を単一の仮説に限定し，代
替案を積極的に検討しようとしない場合に生じ
る（Fischhoff and Beyth-Marom 1983）．ひと
たび特定の仮説が受け入れられると，人々はそれ
を支持してくれる情報を選別的に探索する（特に
Wason 1960, 1977; Wetherick 1962 を参照）．
確証バイアスは他人を説得したり，議論に勝っ
たりする目的のために，理屈をこねるという人
間の根本的な傾向からも発生する（Mercier and 
Sperber 2011）．
　最近の研究は，文化的・政治的な考え方は人々
がデータをどのように解釈するかに影響すること
を示している．Kahan and others (2013) は回
答者に同一データについて 2 つのバージョンを
示している．1 つは肌用クリームの効能に関する
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研究，もう 1 つは銃規制法の有効性に関する研
究という状況のフレームにそれぞれ入っている．
回答者はこの 2 つのフレームのうちのいずれか
に無作為に割り振られる．この研究では回答者の
文化的・イデオロギー的な考え方に加えて，数的
能力も評価される．著者の発見によれば，肌用ク
リームの場合，予想通りかもしれないが，データ
によって支持された正答を特定できる可能性は数
的能力の増大に伴って高まるが，文化的・政治的
な考え方によっては影響されない．しかし，銃規
制の場合，答えが自分の文化的な意見と一致して
いる時にはそうでない時よりも，回答者は正答す
る確率が高くなっている．さらに，銃規制法のフ
レーミングにおける答えがイデオロギーと整合し
ている場合，数的能力も役立つが（正答する確
率を押し上げることによって），答えがイデオロ
ギーと整合しない場合，数的能力は最低限のイン
パクトしかもたない．社会的・政治的なアイデン
ティティにとって重要な話題について，人々は動
機付けられた推論，つまり自分の好きな結論に到
着する傾向を発揮する．
　この種の文化的な認知が，Kahan and others 
(2013) による研究で使われた一般大衆だけでな
く，開発専門家にも影響するのかどうかをみるた
めに，WDR 2015 チームは世界銀行職員を調査
するという形で非常に似通った検証を実施した 1．
チームは肌用クリーム（の中立的な）フレームは
そのまま用いたが，銃規制法のフレームを最低賃
金法制が貧困率に及ぼす影響に関するフレームで
置き換えた．これは開発経済学者の間では議論を
呼んでいる話題であり，この問題に関する彼らの
意見はより広範な学問上・政治上のアイデンティ
ティと関係があるようだ．
　各国事務所とワシントン本部の両方に駐在して
いる専門職レベルの世界銀行職員で構成される標
本が用いられた．チームは，回答者は最低賃金法
制のデータ解釈に関しては，肌用クリームのデー
タ解釈の場合よりも著しく不正確であることを
発見した（図 10.1）．ただし，示されたデータは
いずれのシナリオにおいても同一であった．正確
性の相違は認知能力や年功の相違では説明できな
い．しかし，Kahan and others (2013) による

研究の場合と同様に，イデオロギーと正確さとの
間には関係があるという証拠がある．回答者は次
のような所説のうちどちらを支持するかを質問さ
れた．「所得はもっと平等でなければならない」，
あるいは「個人的な努力のインセンティブとして
もっと大きな所得格差が必要だ」．所得の平等を
支持している回答者は，最低賃金法制が貧困率を
低下させるということを示された時よりも，最低
賃金法制が貧困率を押し上げるということを示し
たデータを提示された時の方が，著しく不正確で
あった．この研究が実証しているのは，イデオロ
ギー上の考えが高度な教育を受けた開発専門家の
推論に影響しているということだ．ほとんどの

正
し
い
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択
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た
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合
（
％
）

図10.1　開発専門家はデータをどう主観的に解釈しているか

同一のデータ・セットが世界銀行職員に提示された．た
だし，フレームは異なる．1 つのフレームでは，職員は
2 つの肌用クリームのうちどちらが発疹を抑えるのに有
効かという質問を受けた．もう 1 つのフレームでは，最
低賃金法制は貧困を削減するかどうかと質問された．デー
タはまったく同一であったにもかかわらず，世銀職員は
肌用クリームよりも最低賃金法制のデータを検討した時
に，著しく不正確であった．最低賃金法制が貧困を削減
するか否かに関する意見は，文化的・政治的な考えと関
係している傾向がある．所得平等を支持している回答者
は提示されたデータが自分の考え方と矛盾している（お
よび最低賃金法制が貧困率を押し上げることを示してい
る）場合，データが自分の考え方に合致している（およ
び最低賃金法制が貧困率を押し下げることを示している）
場合よりも，著しく不正確であった．

肌用クリーム
の事例

最低賃金の
事例

出所：WDR 2015 チームによる世界銀行職員の調査．
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人々と同じく，彼らはなぜ証拠が自分のイデオロ
ギー上の公約を支持してくれるのかについて，理
由を思い付く傾向にある．
　確証バイアスを克服するにはどうしたらよいだ
ろうか？　最善の方法の１つは人々を反対意見に
さらして，自分の意見を擁護するよう要請するこ
とであろうが，議論を強要する社会的環境が欠如
しているなかでは，人々は通常は自分の従来から
の直観を拠り所にする．社会的環境はより効果的
な議論をし，特に他人がする議論を批判的に評価
するよう人々を動機付けることができる．議論好
きで熟慮的な環境を生み出すことによって，組織
は確証バイアスを削減できる．重要なのは，この
ようなプロセスは人々を異なる見方をもっている
人々に対峙させるのを必要としていることだ．類
似の意見を共有している人々の間における議論で
は，Schkade, Sunstein, and Hastie (2010) が
示したように，人々の自らの立場がさらに極端に
なりかねない．そのような状況下では，他人の話
を聞くと，自分が抱いているバイアスが確認され
るだけだ．違った意見をもった人々と対峙しなけ
れば，一貫してバイアスのかかった意思決定につ
ながり得る（ボックス 10.1）．

　要するに，意見は異なっても真実に対して共通
の利益をもつ人々の間におけるグループによる熟
慮は，確証バイアスを制御して「効率的な認知
的分業」を生み出すことができる（Mercier and 
Sperber 2011）．このような環境下では，人々
は自分自身の立場のために最善の議論を行うだけ
でなく，他人の意見も批判的に評価するべく動機
付けられている．集団は個人よりも一貫した合
理的な決定を行うという多くの実験的証拠があ
り，「バイアスや認知的限界，社会的配慮によっ
て影響される可能性」が小さい（Charness and 

Sutter 2012, 158）．複雑な推論課題を解くよう
に要請されたグループの正答率は 80％に達した
が，独りで同じ課題を解くよう尋ねられた個人の
正答率は 10％にとどまった（Evans 1989）．こ
れとは対照的に，個人ベースで人々のバイアスを
解く努力はいくつかの障害にぶつかる．それに
は，重要な思考スキルが領域固有であるように思
われ，その思考スキルはバイアスを解く努力のな
かで提示される特定の事例を超えて一般化でき
ないという問題が含まれる（Willingham 2007; 
Lilienfeld, Ammirati, and Landfeld 2009）．そ
れどころか，自分自身の意見に反した結論に至っ
ている研究を読むように要請された際，人々は非
常に多くの欠陥や反論を発見して，自分の当初の
態度が弱体化するどころか強化される時がある

（Lord, Ross, and Lepper 1979）．
　レッド・チーミングというのは，近代的な軍
事計画の標準的な特徴となっている確証バイア
スと戦うためのアプローチである．レッド・チー
ミングでは，外部チームが特定の作戦上の環境
という状況において，パートナーないし敵方の
視点をとることを目標にして，司令官の計画・
手続き・能力・前提に挑戦する．このようなプ
ロセスは一部の軍事組織では制度化されている
2．チームは前提に挑戦することに特化している．
目標は「集団思考」を回避し，既存の計画や手
続きの弱点を発見し，注意が状況に向けられて
いるのを確保することにある．これは次のよう
な発想に依拠している．人々は互いに挑戦し合
うことを奨励する社会的環境に置かれた時に，
より有効な議論ができる．
　開発という環境では，敵方はいないかもしれな
いが，多種多様な利害関係者が存在しており，そ
れぞれが一連の相異なるメンタル・モデルと潜在
的にさまざまな目標やインテンシブをもって集
まっている．明示的に議論を好む仕方で計画をレ
ビューするチームを制度化すれば，資源が浪費さ
れる前に計画をより効果的にできる機会が増え
る．レッド・チームは制度的には政策当局者自身
とは明確に別のものであり，それがより多くの率
直さと批判のための余地を生む．このアプローチ
はすでに軍事計画を超越して，特に脆弱性分析を

開発専門家の決定はしばしば他人の生活
に大きな効果を持ち得るため，彼らのバ
イアスと盲点をチェックし是正する仕組
みを整備しておくことがとりわけ重要で
ある．
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中心に一般政府が利用するところとなっている．
レッド・チーミングは他者視点取得の文化と，利
害関係者評価の一環として独立的な敵対的分析を
奨励するものである．
　このアプローチは，広くは Fishkin (2009) の
長年の研究に似ている．彼は市民が対立する問題
に関してより大きな一致に（たとえコンセンサス
ではないにしても）に近付くのを助けるために，
公開の熟慮フォーラムを活用しようとしてきてい

る．このフォーラムでは，移民や地域的貿易協定
などの議論の多い問題に関して，当初はさまざま
な意見を有する市民が無作為にグループ分けされ
て，さまざまな政治的立場を支持する実証データ
に関して，指導的な研究者から発表を聞かされ
る．参加者は発表者に質問して，相互に議論する
ことを通じてより細かい点を探求するよう奨励さ
れる．Fishkin のアプローチは十数カ国の状況で
さまざまな政策問題に関して実施されて，市民が

ボックス10.1　ホーム・チームのアドバンテージ：なぜ専門家は一貫してバイアスを抱いているのか？

　最良の訓練を受け，最も経験豊かな，一見では公平な専

門家でさえ，系統的にバイアスのある決定を下すことがあ

る．他の職業領域にとって重要な意味を持っている，主要

なスポーツ・リーグにかかわる包括的な実証分析において，

Moskowiz and Wertheim (2011) が発見したところによれ

ば，特に決定的な瞬間（例えば接戦を演じているチャンピ

オン・ゲームの終盤）を中心に，そのようなスポーツのす

べてにおいて，審判は一貫してホーム・チームにえこひい

きする．そのような試合の審判は最良であり，また重要な

ことに，自分たちはあらゆる状況下で義務を果たすのに

まったく不偏不党であると心から信じているにもかかわら

ず，ホーム・チームを明らかに優遇する決定を下す．例え

ば，サッカーの試合が終わった時点で，審判は怪我や交代

で失われた時間に対応する数分間を追加する裁量権を有し

ている．審判は常に，ホーム・チームが負けている時は追

加時間を長めに，勝っている時は短めに設定する．同様に，

選手権を争う野球の試合の最終回になると，特定の投球が

ストライクなのかボールなのかにかかわるぎりぎりの判定

は，ホーム・チームが有利になるように行われる．換言す

れば，最良の専門家でさえ圧力を受けて，明白に偏った決

定を行うことがある．どうしてなのか？　このプロセスは

公的政策でも作用するのだろうか？　もしそうなら，どう

したらよいだろうか？

　概念的には独立的な専門家が決定的な瞬間に一貫して

偏った決定を下している．Moskowiz and Wertheim (2011)

の結論は，なぜならば，自分と最も親しい人々の情熱をな

だめたい――特に怒りを回避するために――からだ，とい

うものだ．言い換えると，ホーム・チームのアドバンテー

ジは，ホーム・チームの選手が自分たちの環境の特徴にな

じみがあることや，大勢の声の大きいサポーターが送って

くれる声援に応えて選手が払う追加的な努力に由来するわ

けではなく，その同じサポーターが偏りのない審判に対し

て圧力をかけて，自分たちを有利にするような，立派だが

重大な結果をもたらす判定を求めることに原因がある．だ

れも周囲にいる人々の不興を買いたいとは思わない．

　Barth, Capiro, and Levine (2013) の主張では，このよう

な力学は公的ファイナンスについて有能で経験豊富な官吏

が，2008 年のグローバルな金融危機を十分に予期も対処

もできなかった主因である．この場合の「ホーム・チーム」

は民間部門の銀行とそれに関連する金融業界である――時

とともに，そうなった．その上級役員は官民両部門（例え

ばアメリカ連邦準備とゴールドマン・サックス）の最高ポ

ジションの間にある「回転ドア」を出入りしている．社交

界や専門職の集まりで，官吏が最も頻繁に遭遇する人々は，

民間部門からのそうような人々である．そのような上級役

員は，その意見が際立っており，このような官吏に最も近

い人々である．金融規制官の職業上の誠実性や能力に疑い

を差し挟む必要もなく，公益――および，特に自分の取引

が自分の預金や住宅ローンを保有している銀行の安全性と

支払い能力に依存している一般市民――は，実質的に永久

に「アウェイ・チーム」になってしまい，だれも自己利益

を十分に主張したり保護したりしていなかった．圧力が激

化した時――システムが崩壊し始めた時――，重大な警告

を与えられ続けたのはホーム・チームだけであった．

　このような種類の問題は個人向けに「訓練」や「能力構

築」を強化することによっては，十分に取り組むことはで

きない．というのは，この調査が否応なく示すところに

よれば，「超一流」の人でさえ，「ホーム・チーム」がどん

な姿になるにせよ，えこひいきするからだ．少なくともプ

ロ・スポーツにおける部分的な解決策は即時再生の導入と

なってきており，審判の客観的な意思決定を改善するため

に実証的に見せられている．自分たちの行動が即時に公開

の吟味――しばしば多数の角度から――にさらされること

を認識している場合，審判のホーム・チーム・バイアスは

著しく減少した．本章では後ほど，開発専門家が多くの角

度から話題を眺めることを学び，他の人の場合と同じく，

互いを検証・観察して，深く沁み込んだバイアスを露呈・

緩和するというアプローチを提示する．
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より知識と道理に基づいた意見に到達し，競合す
る政策上の視点の間における分極の度合いを削減
するのを後押しするために使われてきている．
　このようなアプローチは，開発機関における
標準的な仲間の間でのレビューのプロセスとは
異なっていることに留意されたい．ほとんど場
合，コンセプト・ノート，評価書類，あるいは
プログラム評価を作成する人々がレビュー者を
指名することが認められ，したがって，プロセ
ス全体が確証バイアスにさらされている．著者
は自分の研究のレビューをする人として，同じ
考えの好意的な同僚を必然的に選ぶことになる．
その人が類似のレンズを通して研究を評価する
可能性が高いだけでなく，やがて役割が逆転す
る可能性も大きい．確証バイアスのリスクは，
評価プロセスに「二重盲」の仲間レビュー者を
少なくとも 1 人含めることによって，削減する
ことができる．それは「十分な知識を有してい
る」レビュー者の適切な集団のなかから無作為
に抽出された人で，その人のアイデンティティ
は匿名のままとされ，（原則として）自分の方も
評価する著者の名前は知らない．
　最後の関連のある選択肢は，明確に述べられた
変化の理論から出てくる介入案がもたらすと思わ
れる影響に関して，より強力な実証的な論拠を事
前に要求することであろう．そのようなプロセス
においては，さまざまな方向を示している証拠を
統合する――必要なら調整する――真剣な取り
組みが必要とされるだろう（Ravallion 2011 参
照）．開発担当部署や世界銀行のような開発機関
は，この領域では学術的な発見――それが確かに
存在する場合には――とより確固とした討論に従
事することによって，十分な注意を払うべきであ
る．しかし，このアプローチは，推進が許容され
る提案は選り抜きの研究によって，公式かつ明白
に立証された提案だけであるということを示唆す
るものであってはならない．研究の対外的な正統
性に関する疑問に加えて，このアプローチは開発
プロジェクトを強い影響力をもつ研究の遂行が容
易な分野へと押しやるバイアスをもつ．革新も窒
息させ（それが及ぼす初期のインパクトは定義に
よって不確実である），ほとんどの開発業務が行

われる状況のなかで，開発が機能するのに不合理
な基準を設定する．このアプローチは次のことを
示唆するものであってもならない．「何が機能す
るか」（あるいは，新奇な文脈か大きな規模で機
能しそうであるか）を決定する際に，特定の方法
論が本来的に他のものに優先する．

埋没費用バイアス
　政策当局は埋没費用バイアスによっても影響さ
れ得る．これは一たび資源の初期投資を行うと，
人々がそのプロジェクトを継続しようとする傾向
のことである（Arkes and Blumer 1985）．プロ
ジェクトの停止は過去の努力や資源がむだになっ
たと認めることになってしまう．つまり，このバ
イアスは浪費したように思われてはならない，と
いう文化的な説諭から生じている可能性がある

（ただし，逆説的になるが，疑わしいプロジェク
トの継続は不必要なコストを負うことになる）．
浪費的に見えることを気にしない子供や人間以外
の動物などの主体が，埋没費用バイアスを示すこ
とはない（Arkes and Ayton 1999）．エンジニ
アリングの分野における事例は，「手順の無視」
に対する段階的な公約をとりわけうまく例証して
おり，そこでは人々は引き続きプロジェクトを支
持し，そうする主因として埋没費用を引き合いに
出している（Keil, Truex, and Mixon 1995）．
この種の研究に含まれている意義は，政策当局は
すでに行動に移されている政策に特に反応しやす
いということであろう．リスク・テイキングにつ
いて政治的に説明責任が問われるということが，
特に新しい考えの実験・試行を躊躇することを中
心とする埋没費用効果の一部を説明している．
　WDR 2015 チームは，世界銀行スタッフの埋
没費用バイアスを調査してみた．対象者は無作為
に次のようなシナリオで，ある課題を管理する
チーム・リーダーの役割を果たすこととなった．
それは小さな国の森林に焦点を当てて 5 年間に
わたり土地を管理し，生物多様性を保全する総額
5 億ドルのプログラムであった．同プログラム
はこれまで 4 年間にわたり運用されてきている．
新しい地方政府が政権の座に就いて，森の中の主
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要河川に水力発電所を建設するため大がかり
な移住が必要になると発表した．しかし，政
府は目標間の矛盾にもかかわらず，依然とし
て当初のプロジェクトを完成させたいと考え
ていた．シナリオ間の相違は，プロジェクト
向けにすでに充当されていた資金の割合に
あった．例えば，あるシナリオでは，スタッ
フはわずか 30％（1 億 5,000 万ドル）しか
支出されていないと告げられたのに対して，
別のシナリオでは 70％（3 億 5,000 万ドル）
が支出されていると言われた．スタッフは 4
つのシナリオのうち 1 つについてしか状況
を知らない．世銀スタッフは追加的な資金を
注ぎ込んで，不運なプロジェクトを継続した
いかを問う質問を受けた．
　課題はむしろ単純で，決定を下すのに必
要な情報すべてが提供されていないことは
明らかである．さまざまな水準の埋没費用
に無作為に割り振られたグループ間の相違
が強調されていた．埋没コストが増加する
のに伴って，スタッフの継続しようという
傾向も強まった．データの示すところによれば，
残余資金を充当する可能性の上昇には統計的に
有意な線形トレンドがある．スタッフは破棄さ
れようとしているプロジェクトに同僚が残余資
金を充当し続ける可能性が大きいとも感じてい
た（図 10.2）．個々のスタッフによる，自分の
選択についての発言と，他のスタッフがどう行
動するかについての発言の間の乖離は，消滅寸
前のプロジェクトに支出する資金に関する社会
規範の存在と整合的である．
　組織は埋没費用効果をどうやって軽減するのだ
ろうか？　基本原理は消滅寸前のプロジェクトを
切り捨てるのは資源の浪費であるという判断を回
避することである．人々がなぜ資源を「浪費」し
たかを正当化できる場合には，埋没費用の罠に
陥る可能性は小さくなる（Soman and Cheema 
2001）．あるプロジェクトを切り捨てることは，
そうすることでキャリア上困った事態に陥ること
がない場合や，プロジェクトを終了させる基準が
明瞭で公開されている場合には，正当化するのが
容易になり得る．開発機関にとって，開発は複雑

である，多くのプロジェクトが失敗に終わってい
る，学習は投資と同じくらい重要であるといった
認識からは重要な示唆が得られる．

前後の状況が判断や意思決定に及ぼす影響
　自分たちが奉仕する対象である人々に関して，
政策当局者自身が抱いているバイアスも重要であ
る．対象グループに向けて適切な政策を設計する
際，政策当局はこのグループについて，何らかの
前提を置かなければならない．ある基本的なレベ
ルでは，グループの識字率が低いのか高いのかが
わかっていれば，政策を設計するための指針にな
る（例えば，道路の安全標識はグループ内に読み
方を知らないドライバーがいるなら，文字ではな
くて数字や絵を使った方がいいなど）．あまり直
観的な話ではなくなるが，移転支払いに反応して
貧困層の労働供給がどう変化するかがわかってい
れば，貧困との戦いにおいて福祉指向型と労働指
向型のいずれのアプローチを選択するのかを決め
るのに有益である．より根本的には，ある政策姿

他人が資金支出に賛成する可能性
自分が資金支出に賛成する可能性

埋没費用（対予算比％）

図10.2　埋没費用に関する世界銀行職員の見方
世界銀行のスタッフに，消滅しようとしているプロジェクトに残余
資金を充当するかと質問した．埋没費用の増大に伴って，追加的な
資金を充当する可能性が大きくなるという結果が出た．また，自分
よりも同僚の方が追加的な資金の充当を支持する公算が大きいと感
じていた．それは末期状態のプロジェクトに資金を支出するという
社会規範の存在と整合的である．

出所：WDR 2015 チームによる世界銀行職員の調査．

資
金
支
出
の
割
合
（
％
）
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勢をとるに当たって，政策当局は人々の間に存在
している意思決定が行われる環境に関してある程
度の知識をもっていなければならない．知識，あ
るいはその知識の客観的な解釈がなければ，社会
的な状況や文化的なメンタル・モデルに不当に影
響された思考だけでなく，自動的な思考が支配す
ることになるだろう．
　この点で，貧困と戦う政策の設計と実施は以
下の 3 つの点で困難であろう．第 1 に，ほとん
どの政策当局者は貧しかった経験がなく，した
がって，貧困あるいは欠乏の心理的・社会的な
状況を個人的に経験したこともない（第 4 章参
照）．その結果，彼らの意思決定プロセスは貧困
のなかで生活している人々のものとは異なる可能
性がある．この相違の実例は開発専門家が他の裕
福な人々と同じく，時間とお金の間のトレード
オフをどのように考えているかにみられる．貧
困層はそのようなトレードオフをするとなると，
Mullaninathan and Shafir (2013) が主張して
いるように，しばしばより伝統的に合理的な行動
を示す．45 分車を走らせれば 150 ドルの買い物
について 50 ドル節約できるという選択肢を提示
されたら，貧しい人はその選択肢を採用するだろ
う．その人はもっと高価な物についても 50 ドル
節約する選択肢を採用するだろう．しかし，裕福
な人は基本的な価格が高くなるのに伴って，50
ドル節約しようという意欲が薄れる傾向にある．
取引は常に同じである――45 分かければ 50 ド
ルの節約――にもかかわらず，割引率は低下す
る．富裕層は割引率に反応するのに対して，貧困
層は金銭的な節約の絶対額に反応するのである．
　WDR 2015 チームはこの実験を世界銀行の職
員についても繰り返した．この実験では回答者は
3 つの相異なるヒントの１つを無作為に割り振ら
れた．各ヒントにおいて基本的な条件は「45 分
車を走らせれば 50 ドルの節約」ということで同
一であった．しかし，唯一違う情報は物（この場
合は時計）の価格であった．時計の値段が上がる
と（つまり割引率が低下すると），世界銀行の職
員がその店にまで出かけると回答する公算は著し
く低下した．世界銀行の職員と彼らが生活を改善
するために頑張っている相手の人々とでは，時間

とお金の評価が異なる．ケニアのナイロビ市でこ
の質問を受けたどの所得層も，物（この場合は携
帯電話）の価格が上昇したからといって，回答を
変更することはなかった（スポットライト 3 を
参照）．
　第 2 に，最も善意で感情移入の激しい政策当
局者でさえ，特定の言語・前提・規範・資源を使
用している組織や専門職コミュニティに属する人
の代表者である．これらは政策当局者にはあまり
にあたりまえすぎるため，それが部外者や自分た
ちが表面上は奉仕しようとしている人々にとっ
て，いかに奇妙であるかに気付いていない．開発
に関するイニシアティブや論議は，例えば，「参
加」，「エンパワメント」，「説明責任」などといっ
た美徳を信奉する語句で溢れている．しかし，開
発実務家が明言しているように，このような概念
は大体において援助機関や都市部エリート層の
感覚を反映したものであり（Gauri, Woolcock, 
and Desai 2013），彼らは限定的な形で使う傾
向にある．これらは，秩序と変化に関する支配的
なシステムが，例えば，ガーナあるいはインド
ネシアの農村部のある村で経験されている仕方と
は違う可能性があろう（Barron, Diprose, and 
Woolcock 2011）．専門職の間でさえ，学術的
な研究者は，開発政策は「証拠ベース」でなけれ
ばならないということを所与としており，そして
それを基に，特定の介入策の「有効性」を評価す
る際に「厳格な評価」を実施することの重要性を
巡って議論の形成を進めている．それとは対照的
にベテラン実務家は，証拠のことを，どの政策が
政治的に支持可能かつ実施可能になるか，した
がって，これらの後者の基準を基にどの政策が

「有効」と考えられるかを決定する多くの要因の
1 つとみなす傾向にある（ボックス 10.2）．
　第 3 に，開発に携わる政策当局や専門家は，
貧困層が使っているメンタル・モデルや心的傾向
になじみがない．政策当局者は貧困層とは違う場
所に住み，子供を違う学校に通わせ，医療を違う
病院で受け，違う交通手段で移動し，自分たちの
政治課題と政治的キャリアを支持することができ
る可能性が高い人々と社会的に交わるとともに，
彼らの発言に耳を傾けるのに，ずっと強いインセ
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ンティブを有している．この問題に対する 1 つ
の建設的な対応は「貧村に入り込む」計画であっ
た．上級官吏が 1 週間にわたって有権者と一緒
に働き，彼らの家で食事をしながら，貧困層の生
活をしてみるというものである．遭遇する具体的
な問題をじかに経験するにはうまいやり方である

（Patel, Isa, and Vagneron, 2007）．より広い
意味では，社会における不平等拡大を考えると，
多種多様な職業の人々が互いに出会うことはもち
ろん，同じ「道徳の宇宙」に住んでいる可能性
さえ低く（Skocpol 1991; World Bank 2005），
限界化されたグループの選好や抱負はいっそう限
界的なものになっている．結果として生まれた富
裕層と貧困層の間の心的傾向の相違は，非常に具
体的な形でおのずと表面化してくることがある

（ボックス 10.3）．
　開発専門家は通常は地元の状況を途上国の「そ
こに」所在する何かとして解釈している．それ
は政策当局者や実務家が有効であろうとするな
ら，「理解」しているべき何かである．地元の状
況を真剣に受け止めることは決定的に重要である

（Rao and Walton 2004）．開発専門家は開発計
画の策定がゼロからでは始まらない，ということ
を常に銘記しておかなければならない．どんな人
間集団にも，一般的な挑戦や機会に対処するため
に，何らかの種類のシステムがすでに備わってい
る．開発プロジェクトの導入はそのような一般的

なシステムの一貫性，有効性，および正当性など
を強化，あるいは崩壊させることができる．
　開発専門家のメンタル・モデルと，その「介入
策」の「受益者」の間のギャップを埋めるにはど
うしたらよいだろうか？　民間部門からの教訓が
有益であろう．ハイテク部門を考えてみよう．そ
こでは専門家が「典型的な」消費者向けに複雑な
製品を創作することを試みている．この産業のデ
ザイナーは非常に特殊な訓練を受けていて，常に
製品デザインの世界に浸っているため，世界を見
るレンズは普通のユーザーのものとはしばしば
違っている．通常のユーザーにはデザインのプロ
セスを導く理論的な原則やその際に必要とされる
トレードオフが欠如している．さらに，デザイ
ナーは新製品のために数え切れない時間を費やす
一方，ユーザーはある特定のニーズを満足させよ
うとした時に初めてそれに出会う．その結果は，
さもなければ極めて有能な製品やプログラム（テ
レビを操作する遠隔操作装置の上にすべてのボタ
ンがあるなど）が，著しい過少利用に陥るか，あ
るいは，最悪の場合，無益，欲求不満に陥る経験
に直面して自暴自棄になるかのどちらかである．
　この挑戦に対処する 1 つの方法はソフトウェ
ア業界ではドッグフーディング（事前に自分で試
してみること）として知られている．この表現は

「犬さえ食わないものは出すな！（自分で犬の餌
を食べてみろ！）」という口語表現に由来してい

ボックス10.2　開発専門家と地元住民との間における価値観の衝突：レソトの農業改革

　レソトにおける農業近代化プログラムのイニシアティブ

は，開発専門家と地元住民の価値観が著しく乖離している

という実例を提供している．この内陸国で，開発専門家は

同国の草原地帯を潜在的に採取可能な数少ない天然資源の

1 つとして，また，放牧家畜の群れを「新しい」近代的な

経済による転換に対して成熟した「伝統的な」慣行とみな

した．計画官は，草原地帯利用の管理や余剰家畜の新たな

販売先の変更，より生産的な品種などへの切り替えが必要

であると信じていた．これは経済的な視点からは十分に明

白なことのように思われる．しかし，より「商業的な精神

が強い」農民が排他的に利用するために土地を塀で囲んで

から 1 年も経たないうちに，その塀が切断され，門扉は盗

まれ，土地はだれもが自由に放牧できるようになった．さ

らに，協会マネジャーの事務所が焼き払われ，プログラム

担当官は身の危険を感じたと言われている．何が起こった

のだろうか？

　開発専門家の多種多様な農業慣行の「価値観」に関する

メンタル・モデルは，レソト経済のユニークで決定的に重

要な特徴を考慮に入れていなかった．計画官は家畜を単な

る商品としてみていた．しかし，コミュニティの人々は非

常に違った見方をしていた．放牧家畜は近代的で高度に貨

幣化した経済からは除外されていた．家畜は独自の本質的

な価値を有し，それは非常に異なる一連のルール――「牛

の神秘」と言われることもある――のなかに沁みわたって

いて，牛の所有は現金の所有よりも優先度が高かった．

出所：Ferguson 1994．



214 世界開発報告 2015

　本報告書向けの調査の一環として，世界銀行内の開発専

門家と主要途上国の首都（インドネシアのジャカルタ市，

ケニアのナイロビ市，ペルーのリマ市）における富の分布

で，ボトム・中間・トップという分類の各層に属する個人

からデータを収集した．このデータは貧困という状況にか

かわる開発専門家の考え方とボトムの 3 分の 1 層の見方と

の間には，大きなギャップがあることを露呈している．以

下の 3 つの図において，この相違は開発にとって決定的に

重要な次の 3 つの別個の分野ではっきりと見ることができ

る：ボトムの 3 分の 1 の層が自分の生活をコントロールで

きていると思っているか否か（図 B10.3.1 のパネル a），生

活上の問題に対処する際にどれだけ無力だと感じているか

（パネル b），医療サービスに関する知識（例えば予防接種

に対する態度）（パネル c）．

　パネルの a と b は，このような質問への貧困層（ボトム

3 分の 1 の層）の回答に関する開発専門家の予想と，貧困

層の実際の回答との間には大きな齟齬があることを示して

いる．開発専門家の予想では，貧困層の各個人は自己認識

という点において彼ら自身とは非常に異なっているが，実

際には異なっていない．すべての場合について，所得分布

のボトム・中間・トップという各 3 分の 1 層による回答は

似通っている．しかし，開発専門家は貧困層と他の層との

間には大きな相違があり，みずからは貧困層よりもトップ

層に近いと信じている．

　もう 1 つの分野では，開発専門家の想像では，貧困層

は予防接種について実際よりもずっと著しく懐疑的であ

る（パネル c）．各事例において，貧困層の回答は他の所得

層のものに非常に近い．この発見が示唆しているのは，開

発専門家が貧困層は自律性や責任感，抱負，知識などの点

で，実際よりも劣っているという前提を置いているという

ことである．このような貧困という環境に関する思い込み

が政策選択を形作る．このような思い込みを現実に照らし

てチェックすることが重要である．

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

a.			将来のコントロール

自分
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図B10.3.1　世界銀行職員は貧困層の意見をどう予想したか

質問：将来自分に起こることは大体が自分次第である．

ボックス10.3　開発専門家にとって貧困層の意見を正確に予測するのは困難であろう
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出所：WDR 2015 チームによる調査データ．
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b.			生活問題への対処における無力感

質問：生活問題への対処について無力だと感じる．
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c.			予防接種の危険性

質問：予防接種は不妊症の原因となり得るためリスキーである．
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る．これは製品を市場に出す前に問題を探し出す
べく，自分でそれを使ってみる（「ドッグ・フー
ドを食べる」）という慣行を指す．このアプロー
チは次のような信念に基づいている．すなわち，
製品（ドッグ・フード，アイパッド，電動歯ブラ
シなど）は顧客が操作あるいは消費できると期待
する以前に，すべての社員がそうできるほど十分
に良く，ユーザーに十分優しくあるべきだ．ドッ
グ・フーディングのプロセスを駆り立てている重
要な発想は次のようなものだ．それは，ある製品
のデザイナーはその製品がいかにユーザーに優し
いかについて盲目になっていることが多いもの
の，他の社員――正確には典型的なユーザーとは
いえないが――が少なくとも新鮮な目をこの製品
に注いでくれることから，したがって，問題，非
直観的な措置，他の障害の発見がいっそう容易に
なるというものだ．顧客がまったく自分と同じで
あるという前提を置くのは極めて容易だ．ドッ
グ・フーディングは暗黙裡の（しばしば間違っ
た）前提を表面化させ，それを事実に照らして
チェックし，予想外の使途を発見し，日常的な顧
客ニーズにより良く資するデザイン修正の機会
を発見するのに役立つ．ドッグ・フーディング
は，開発関係者を，自分の一般的で抽象的な知識
を，地元の，あるいは「状況に応じた」実際的な
知識との間で調整することを強要する．これが成
功する製品を生み出す確率を引き上げる．このア
プローチは大規模な実施の前に試験的な実施や実
験をすることの重要さと関係がある．理想として
は，それにはデザイナー自身または一部のユー
ザーも参加して，製品（あるいは政策）の有効性
と効率性が最大化することを確保すべきである．
第 11 章では，この試験的実施や実験のプロセス
をより詳しく検討する．
　ドッグ・フーディングに似た活動が公的部門に
すでにいくつか存在している 3．政府は環境政策
や「緑の製品」を試験する手段として「緑の公共
調達」を活用することができる．自分自身の組織
内で政策や製品を実験することによって，政府は
規則が広範な官民両方の市場にどのように影響す
るかに関して，より知識に基づいた決定を行うこ
とができるだろう（OECD 2003 参照）．イギリ

スの行動洞察チームが雇用センターのサービスを
改善する努力に着手した際，チーム・メンバーは
利用者の経験をより良く実感するために，セン
ターそのものを巡回した．しかし時折，組織と
しては顧客ないし利用者のところに出かけて行っ
て，特定の状況下でどう行動するかを理解するこ
とが必要になる．そのような場合にフォーカス・
グループは，適切に構成されていると，政策立案
者にとっては通常では遭遇しない経験上の世界に
アクセスできる有用な調査ツールとなる．政策立
案者やデザイナーは実際に作動している他人のメ
ンタル・モデルを目の当たりにして，人々の選好
や態度，期待，能力などをより深く理解すること
ができ，その過程において手頃なコストで有益な
洞察が得られる．「専門家」を「利用者」と直接
的に接触させれば，両当事者は他者がどのよう
に，また，なぜ，そのように行動するかについて
実際的な知識を得ることができる．

結論
　本章では良い人がなぜ悪い決定をするのかを説
明しようとしてきた．より具体的に言えば，開発
専門家は勤勉かつ誠実で，技術的には有能で経験
が豊かであるにもかかわらず，彼らが重大な過ち
を犯し得る 4 つの相異なる理由を詳しく探求し
てきた．主に自分たちや同職者が仕事をしている
組織が抱いている至上命題や，最も頻繁に関係し
ている主要な準拠集団――および，そこからの承
認の切望（あるいは非難の回避）――が理由で，
そのような専門家は自分たちがそのために働いて
いる人々に対してバイアスを抱きながらも，成果
に一貫して貢献することができる．
　この意味で，開発の専門家は，その他のどこの
分野の専門家とも同じく，特定のグループを他の
グループよりも優遇する決定を下す可能性があ
る．開発という文脈では――そこでは知識，地
位，そして権力の格差がおびただしい――，多く
の場合にこのことが意味するのは，弱者グループ
は自分たちの声を聞いてもらう，自分たちの懸念
に配慮してもらう，そして自分たちの抱負を実現
してもらうのに，追加的な障害に直面するという
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ことだ．このようなバイアスは完全に排除するこ
とはできないものの，それらの圧力や結末，それ
らを下支えする仕組みとインセンティブを意識し
ていることが，それに取り組むことに向けた第一
歩である．

　第 2 のステップは，それに対抗するのに役立
ちそうな措置を整備することである．本章では，
開発専門家の側にある悪い意思決定の原因とし
て，複雑性，確証バイアス，埋没費用バイアス，
状況が判断や意思決定に及ぼす影響という 4 つ
を特定した．この１つ１つは少なくとも部分的に
は，組織的な措置を通じて対処することができ
る．
　本レポートで示したように，行動の決定要因は
しばしば微妙で探知が困難なため，より良い探知
方法が必要であり，まずは適切な質問をすること
から始めるべきである（第 11 章参照）．このこ
とは，地元経済の社会的・政治的な分析におい
て，より広範な投資のための重要な領域を提示す
るだろう．政治的・社会的な分析は，変化しつつ
ある環境の異質性の性格をよく理解するために行
われる
　確証バイアスの場合，互いの意見は一致しない
ものの，最善の政策やプログラムを特定すること
に共通の利害を有する社会的な環境に人々をさら
すことが極めて重要である．これは主要な決定を
レッド・チーミングすることを通じて可能であ
る．つまり，政策の背景にある重要な前提や議論
を決定的で敵対的なプロセスにさらすということ
である．他のアプローチは二重盲の仲間の間での
レビューや学術界のより徹底した関与という形式
を用いる．
　埋没費用バイアスについては，取り消された
プログラムやプロジェクトの解釈を変えること
が鍵である．それには，開発では「失敗」が不

可避な場合も時々あることを認識して，それか
ら隠れるのではなく学ぶことを人々に奨励する
ことが含まれる．それどころか，多くの場合，
明らかな徒労が本当に根本的に欠陥のある戦略
の結末である（どのように頑張っても，あるい
は変更を加えても直らず，したがって放棄すべ
きである）のか，それとも根本的には健全な戦
略の結末である（成功するためには勇気を持っ
て専念することを必要とするような深く沁み込
んでいる問題――持参金制度や児童婚など――
である）のかは，不明瞭なことが多い．重要な
のは，開発専門家が失敗でさえ学習し適応する
機会である，と認識することだ．予想されたこ
とであり，学習する機会であるとして扱われる
失敗が増えれば，失敗しそうなプロジェクトを
放棄することがそれだけ容易になる．
　最後に，本章では，状況に十分な注意を払わな
いと，重要な決定がどのようにして偏向され得る
かも示した．開発専門家の意思決定プロセス，言
葉，規範，メンタル・モデルは，外国人か同国人
かにかかわらず，顧客や相手方のものとは異な
る．このような相違に取り組むには，開発専門家
は自分たちが助けようとしている人たちの心的傾
向を理解するために，より体系的な努力に従事す
ることができるだろう．プロジェクトやプログラ
ムの設計に関して，開発専門家は「自分自身の
ドッグ・フードを食べる」べきである．すなわ
ち，自分が設計したプログラムやプロジェクトを
じかに経験するようにすべきでる．
　仮にこのような 4 つの誤り――およびこれま
での章で検討してきた他の多数の誤り――の広が
りと影響が，本報告書が示唆しているように重要
だとするならば，開発機関は「今払うか後で払う
か」という厳しい選択を迫られる．開発機関は，
このような誤りを最小化するために，事前に熟慮
を行った戦略的な投資を実施することができる．
あるいは出現してくる多種多様な法的，倫理的，
政治的，財務的，および広報的な予期せぬ出来事
や大失敗には事後的に対処することもできる（選
択を無視すること自体も選択の一種である）．良
い社会科学，苦労して手に入れた経験，基本的な
職業倫理，日常的な常識などが示唆しているの

開発の目標は貧困を終わらせるというこ
とにあるが，開発専門家は貧困がどのよ
うに心的傾向を形成するかの予測につい
て，常に優れているとは限らない．
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は，「予防は事後的な治療に勝る」というのが，
世界銀行の中心的な課題や使命を実現するのに，
ずっと好ましい行動手順であるということだ．

注
1. WDR チームは世界銀行のすべての部門の総

勢 4,797 人の職員（コンサルタントは除く）
に対して，認識の測定を企図した調査への参
加を勧奨した．この標本はワシントンD.C.に
ある世界銀行の本部と世界中の各国事務所で
働いている職員を代表している．最終的な回
答者数は 1,850 人（本部 900 人，各国事務
所 950 人，回答率は 38.6％）で，これは代
表性に必要な 1,079 人を大きく上回ってい
る．

2. ア メ リ カ の 軍 部（University of Foreign 
Military and Cultural Studies 2012） と イ
ギリスの政府（United kingdom, Ministry 
of Defense 2013）はともにレッド・チー
ミングに関する指針をもっている．IBM は
コンサルティング・サービスの一環として
レッド・チームを外部委託している――基本
的に他人の情報技術インフラに侵入するた
めだ．それは「虎チーム」と命名され，こ
のチームは模倣すべき手本とみられている．
Grayman, Ostfeld, and Salomons (2006)
は，配水システムのなかで水質モニターのた
めの立地を決定するのにレッド・チームを
使ったと述べている．

3. ローマ皇帝たちは橋の信頼性を確保するため
に同じようなテクニックを使ったと伝えられ
ている：ある橋の工事が終わると，その建設
に携わった人々は数日間にわたりその下で眠
ることが義務付けられていた．この慣行は次
の点を確実にするためのものであった．それ
は，工事の担当者全員が，単に立派に見える
とか，期限通りに完成させるとかではなく，
実際に信頼できる形で機能するインフラを建
設するのに，最大限のインセンティブをもっ
ているということだ．
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　あらゆる政策の背後には，なぜ人はそのように
行動するのかに関しての前提が横たわっている．
例えば，肥料に補助金を与える政策は次のような
ことを前提にしている．それは，農民は価格が高
すぎると思っているということ，農民は補助金が
実施されれば価格低下を容易に実感できるという
こと，農民は肥料の使用で利益を享受でき，その
利益のことは認識しているということ，ある程度
の自己資金を喜んでその時に投資して農業サイク
ルが終わる時に果実を手にするということに関連
するリスクを引き受けるということ，そして製品
を購入する時間的な余裕があることなどだ．しか
し，前提はしばしば不正確で，間違った前提に基
づく解決策は効果のない政策につながりかねな
い．

　例えば第 7 章でみたように，農民は肥料に投
資するという意図を，肥料購入が必要な時に具体
的な行動に移すのが困難かもしれない．意図と行
動の乖離は，農民には収穫後なら手元現金はある
のに，作付けシーズンのなかで 2 – 3 カ月後まで
肥料は不要であるという事実から生じ得る．ケニ
アでは，農民は収穫期に肥料の前払いをして，次
の作付けシーズンに配布してもらえるようにし
た．このやり方は施肥する時期に 50％の補助金
を供与するとの同じくらい効果的であることが判
明した（Duflo, Kremer, and Robinson 2011）．
マラウイでは，農民が収穫利益の一部を拘束性の

ある貯蓄勘定へ預け入れることができるように
なったおかげで，作物向けの投資が増加し，そ
の後の収穫による収入が著しく増加した（Brune 
and others 2013）．
　人々が自動的に考える，社会から影響を受けて
考える，そしてメンタル・モデルで考えるという
ことを認識していれば，政策当局はある特定の政
策問題を分析するのに使える一連の前提を拡張さ
せ，介入のサイクルや開発の有効性を改善する
ために次の 3 つの方法を提案することができる．
第 1 に，問題の定義や診断にもっと集中して，
その段階でより認知的・金銭的な投資を行えば，
より良い設計の介入策につながり得る．例えば，
大学進学のための奨学金申請用紙の書き方を理解
するのに時間を取られることが障害で，低所得層
では大学進学率が押し下げられているのかもしれ
ない．このことは，学生やその家族が申請用紙を
記入するのを手助けする戦略につながり，高価で
もあまり効果のない情報キャンペーンへの投資
を節約することができるだろう（Bettinger and 
others 2012）．
　 第 2 に， 実 施 段 階 で 試 行 を 盛 り 込 み 失 敗
を 許 容 す る 実 験 的 な ア プ ロ ー チ を 採 用 す れ
ば，費用効果的な介入策の特定に役立つだろう

（Glennerster and Takavarasha 2013; Duflo 
and Kremer 2005）．本レポートを通じて引用さ
れている研究の多くで指摘されているように，製
品の配布プロセスは配布される製品そのものと同
じくらい重要であり，どのような状況がどの人々
にとって重要なのかを予想するのはむずかしい．
例えばケニアでは，毎週のテキスト・メッセージ
によるリマインダーの方が毎日のリマインダーよ
りも HIV/ エイズ治療にとって決定的に重要な薬
物療法の順守の改善につながった，そしてこの
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問題の定義や診断により一層集中して，
その段階でもっと認知と金銭の資源をよ
り多く支出すれば，より良い設計の介入
策につながり得る．
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ことは，だれも予想できなかった（Pop-Eleches 
and others 2011）（第 8 章参照）．ザンビアで，
女性用コンドームの販売業者を動機付けるのに金
銭的なインセンティブは効果がないということ
を学ぶためには，実験が必要であった（Ashraf, 
Bandiera, and Jack, 近刊）（第 7 章参照）．
　第 3 に，開発実務家自身が，仕事のなかで認
知的制約に直面し，社会規範を順守し，メンタ
ル・モデルを使っている．そのため開発機関は，
より良い診断と実験を促進して，証拠が途中段階
にある適応策や将来的な介入策の設計にフィード
バックされていくようにするためには，インセン
ティブ体系や予算編成プロセス，機関の文化など
を変更する必要があるかもしれない．開発実務家
はしばしば素早く行動しなければならず，した
がって，注意深い「診断」を省略せざるを得ない
と感じており，ただちに「最善慣行」を適用す
る．それどころか介入サイクルは，典型的には問
題を適切に特定し，決定要因を診断し，プログラ
ムと状況の間の適合性を評価する，ないしは途中
段階で必要な変更を行うのに必要とされるデータ
の収集と分析の実施を許すような時間も余裕も与
えてくれない．スポットライト 3 と第 10 章で実
証したように，開発実務家の心的傾向はプログラ
ム設計の対象者である低所得層の間で支配的なも

のとは著しく異なり得る．多くの場合に，開発実
務家は問題とその潜在的な解決策についてあらか
じめ考えをもっているため，自分の前提を明示せ
ずに，また現実の問題とその原因を診断せずに，
どうすべきかわかっていると考えてしまうかもし
れない．多くの開発実務家は，所与の状況下で何
が機能するかはわからないということに同意する
であろうが，彼らが属している組織の環境はその
ように認めてしまうことを許さないかもしれない

（Pritchett, Samji, and Hammer 2013）．
　主題を深く探求すれば，観察されたある行動の
背景を成している原因のより良い理解と，効果的
に介入する方法の特定につながるかもしれない．
複雑で反復的なプロセスのなかで（図 11.1），有
効な介入策が設計できるようになる前に，問題は
再定義と再診断が行われる必要があり，また多く
の介入策は同時並行的な実験――その一部は失敗
に帰すだろう――が必要であろう．
　本章は Datta and Mullainathan (2014) によ
る業績に依拠している．彼らの業績は行動科学か
らの洞察を意識し，それを活用する形で，開発の
プログラムや政策をどう設計するかを検討した
ものであり，アプローチは全米中の低所得層向け
の介入策を設計するために適用されてきている

（CFED and ideas42 2013）．

出所：WDR 2015 チーム．

図11.1　行動を理解し有効な介入策を特定するのは，複雑で双方向的なプロセスである
意思決定にかかわる心理的・社会的な側面を織り込んだアプローチでは，介入サイクルが違ってみえる．より多くの資源が，
設計だけでなく，定義と診断に充当される．実施期間中にはいくつかの介入策がテストされる．それぞれが選択と行動に関し
て相異なる前提に基づいている．介入策の 1 つは適合化され，定義・診断・設計・実施・テストといった新しいラウンドに
織り込まれる．洗練化のプロセスは介入策が規模拡大された後も継続する．
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　ある挑戦課題に対する解決策を発見するプロセ
スのなかで，診断とプログラムがどのように変移
し得るかをみるために，ケニア農村部における清
潔な水へのアクセスを確保する問題と，子供の下
痢発症を回避する多種多様な方法の有効性を検証
する一連の実地実験を考察してみよう（Ahuja, 
Kremer, and Zwane 2010）．清潔な水へのアク
セスの欠如が問題として診断されたため，早期介
入策は家庭用の水源である自然発生型湧き水にお
けるインフラ――周辺の環境から汚染に弱かった
――の改善が目的となった．特に水源をコンクリ
で囲んで，水が地面から浸透するのではなくパイ
プの中を流れるようにした．これで源泉における
水質は著しく改善したものの，家庭用の水質に対
する効果は控えめなものにとどまった．というの
は，水は輸送や貯蔵の段階で容易に再汚染されて
しまったからだ（Kremer and others 2011）．
　つまり，問題は単なる清潔な水へのアクセスに
とどまらない．そうではなく，それは家庭内にお
ける不十分な水処理の問題として再定義すること
ができた．再度繰り返された実験が証明したとこ
ろによると，塩素の無料宅配や地元の商店で償還
可能な割引券の提供によって，水処理剤の採用率
は最初は非常に高くなったが，結局，持続的な結
果を生み出すことができなかった．水源から帰宅
したら水を塩素消毒することを覚えておく必要が
あり，製品購入のために商店まで引き続き出かけ
る必要もあった．
　このような結果を受けて，次には問題について
もう 1 つの診断が示唆された．それは，家庭は
時とともに水処理剤の使用を維持することが困難
になったということだ．この洞察は，水源の近く
に無償の塩素ディスペンサーを設置することにつ
ながった．これで水消毒が目立つ（人々が水のこ
とを考えるちょうどその時にディスペンサーがリ
マインダーとして機能した）とともに，便利に
なった（店を往復する必要がなくなり，塩素が活
性化するのに必要な撹拌や待機時間が歩いている
間に自動的に生じた）．また，水処理が公的な活
動になった．これが水処理を増やし，下痢の発
生を回避するのに最も費用効果的な方法である
ことが判明した（Abdul Latif Jameel Poverty 

Action Lab 2012）．
　この事例や他の章が証明しているように，環境
は特殊な形で重要である．政策やプログラムの設
計や実施に関して一見では細かいことでも，人々
の選択や行為に不当な影響を与え得る．挑戦は同
じようにみえても，背景となっている原因が異な
る場合がある．一国で機能するあるアプローチは
別の国では必ずしも機能しないことがある．それ
どころか，開発の挑戦課題における心理的・社会
的な視点が政策にもたらすことの証拠は，今よう
やくわかりつつあるといえる．
　本報告書は具体的な介入策を唱導するものでは
ない．そうではなく，問題の性格（急性，慢性，
最後の１マイルなど）や，環境・制度の面にかか
わる状況の種類（所得水準の高低，能力の高低な
ど）とは関係なく，解決策に至るプロセスを変更
する必要があることを主張する．
　本章では図 11.1 で提起されたより複雑でより
反復的な介入サイクルについて，次のようなその
構成要素を検討する：(1) 心理的・社会的な障害
の診断と再診断，(2) 介入策の設計，(3) 実施期
間中の実験，(4) 過去の措置からの学習と将来的
な介入策の適合化．

心理的・社会的な障害を診断する
　問題ないし障害を特定することが解決策の設計
に先立たなければならない，というのは言うまで
もないことであろうが，この診断のプロセスにど
う対処すべきかについてはあまりはっきりしてい
ない．例えば，人々の物質的資源や情報の欠如を
測定するのは比較的単純であり，無数の家計調査
がこの種の障害に関するデータを提供している．
それとは対照的に，心理的バイアス，認知的な負
担，社会規範，メンタル・モデルなどの存在を特
定するには，もっと徹底した探索が必要であろ
う．
　例えば，厚い記述やその他の形の民族誌学（ス
ポットライト 4）を，意思決定が行われる環境を
理解するために使うことができる．伝統的な人類
学では，民族誌学的な実地調査は広範囲にわたる
参加者観察やインタビュー，調査などで構成され
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ている．開発実務家が具体的な行動の動因に関す
る自分の仮説を洗練させるのを助けるだけでな
く，新たに出現してくる行動をモニターするため
に，より問題主導型の民族誌学的なアプローチを
使うことができる．例えば，デンマークでは，屋
内喫煙の禁止を受けて喫煙者は建物のドアのすぐ
外の場所に移動した．コペンハーゲン空港にとっ
てはこれが問題を引き起こした．というのは，副
流煙がドアや空気孔を通じて容易に建物内に還流
したからである．単に入口付近に禁煙ゾーンを設
定しても助けにはならなかった．しかし，注意深
い「実地調査」――空港で喫煙している人の習慣
を綿密に観察して地図を作成した――が解決策の
発見に大きく貢献し，入口付近での喫煙が 50％
以上削減された． 喫煙者は建物内部からやって
きて，出口を通りながらタバコに手を延ばす傾向
があったことから，点灯したタバコの絵と喫煙
ゾーンまでの距離を示したステッカーを，ドア直
前の床の上に貼り付けた．喫煙者を引き付ける傾
向がみられるベンチやゴミ箱は，空港の玄関から
ずっと離れた喫煙専用に指定された領域に設置さ
れた（iNudgeyou 2014）．このような「厚い記
述」と並んで，意思決定が行われる状況を特徴
付けるのに有用なもう 1 つの方法は「現実直視」
である（ボックス 11.1）
　アンケート調査など多くの定量的方法も，介入
サイクルのこの段階では有益である．多数の測定
手法があり，それが気づかいバイアス（回答者は
質問者が聞きたがっていると考えられる回答を示
す）を削減し，回答者自身が気付いていない心理
的なパターンを測定するのに資するだろう（ボッ
クス 11.2）．
　最後に，第 10 章で検討したドッグ・フーディ
ングのテクニックほど啓発的なものはないだろ
う．この慣行では，社員自身は自分が設計した製
品を使って，製品を市場に投入する前に問題点を
発見する．政策立案者は問題を直接に診断すべ
く，自分自身のプログラムに参加したり，あるい
は既存のサービスにアクセスしたりすればよいだ
ろう．

介入策を設計する
　重要な障害が特定されると，課題はそのような
洞察を盛り込んだ介入策を設計することになる．
ある介入策の診断局面では，多くの障害が相対的
な重要性はわからないまま露呈することが時々あ
る．1 つ 1 つの障害が，検討中のより大きな問題
に取り組むことに対して，それぞれ違う設計を示
唆する．
　家庭用水の例を再び検討してみよう．表 11.1
は家庭用水処理を妨害しかねない多くの多種多様
な障害と，それを克服するための介入策を列挙し
たものである．塩素の利点がわかっていて，それ
を購入する余裕はあるのに単に失念しただけの
人々に向けて設計された介入策は，自分の仲間グ
ループのだれかが使用するのを見届けたら，よう
やく自分でも製品を使うつもりでいた人々向けに
設計された介入策とは若干違ってみえるだろう．
　表 11.2 は広範囲にわたる問題を通じて有効
な介入策を特定するために，実験的に評価され

出所：www.reality-check-approach.com．

ボックス11.1　現実直視のアプローチを通じてプログラム受
益者の視点をとる

　貧困下で生活している人々の日々の経験や認識，抱負は測定

されていないことが多いものの，実は動的である．だとすれば

開発専門家は，常に最新の状況を把握していなければならな

い，という挑戦に直面していることになる．現実直視アプロー

チと呼ばれるイマージョン・プログラムが，貧困層の意思決

定方法を理解するために，ドナー，政府，および非政府組織

（NGO）によって使われてきている．社会科学者が数日間にわ

たり日夜を貧困家庭で過ごすが，これは重要な訪問者としてで

はなく普通の人としてである．観察し，関係・信頼・尊敬を築

くことが目的である．この定性的なアプローチのおかげで，よ

り定量的な調査で見過ごされていた重要な発見がいくつかあっ

た．例えば，バングラデシュとネパールでは，政府の医療従事

者は無償医療を人々に提供することについて日々忙しいと感じ

ていた．医療従事者は知っていたが，そのような人々は病気で

もないのに医薬品をねだって他人に転売したり，あるいは自分

の家畜用に薬を欲しがったりしていた．北ガーナでは，研究者

は，1 年の内で特定の時期になると，熱波が人々が蚊帳の中に

入るのを期待することを不合理なものにしていることを見出し

た．
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てきていた設計や関連した介入策のリストを示
したものである（Richburg-Hayes and others 
2014）．この増勢傾向をたどっている業績に照ら
して，設計の科学が台頭しつつあり，そこでは，
心理学や社会学は重要な役割をはたすことがで
きるという主張が行われてきている（Datta and 
Mullainathan 2014）．
　障害の診断に有用な定量的・定性的分析の多く
は，設計局面においても助けになり得る――特
に，より大規模なテストが可能となるように選
択肢を絞り込むのに役立つ．ザンビアにおける 2
つの事例がこのアプローチを例証している．「マ
マ・キット」は妊婦に提供されるパッケージで，
清潔で安全な出産を確実にするのに必要なすべて
の物資が入っている．そのキットは典型的には医
療施設における分娩を奨励するために使われる．
女性との半構造的面接と地元の卸売価格の調査に
基づいて，母親が望ましいと考え提供可能と思わ

れるものが内容物として決定される．ママ・キッ
トの中身を最適化するための事前の定性的作業の
おかげで成果が上がっている．最終的に，無作為
の制御された試行が発見したところでは，ママ・
キットのおかげで医療施設における分娩の割合が
44％増加した（IDinsight 2014a）．
　同様に，ザンビアの政府は補助金付きの反マラ
リア蚊帳が実際に使用されることを確かなものに
するために，コミュニティの医療従事者による家
庭訪問の実験をさまざまな頻度でただちに開始し
た（IDinsight 2014b）．固定的な配送所を通じ
て蚊帳をもらった家計は無作為に 5 つのグルー
プに分割され，蚊帳が配布されてからさまざまな
間隔（1 – 3 日，5 – 7 日，10 – 12 日，15 – 17 日，
6 週間後など）で，コミュニティの医療従事者に
よる家庭訪問を受けた．自己取り付けと保持の割
合を 5 グループ相互間で比較する．このような
家庭訪問によって，蚊帳は最初の 10 日間のうち

ボックス11.2　心理的・社会的な障害を発見するのに役立つ測定テクニック

機密情報を引き出すためのテクニック

• 個人距離を導入．時として，答えが最もうまく引き出せ

るのは，間接的に尋ねられる質問を通じてである．例え

ば，官吏に賄賂を受け取ったことがあるかと尋ねるので

はなく，研究者は貴殿の地位にいる人は典型的には賄賂

を受け取るものだろうかと聞けばよい．架空の人に関す

る挿話ないし仮説的な状況を通じて情報を引き出せば，

回答者は自分の個人的な懸念から感情的に距離を置いて

はいるが，社会の期待に沿った答えを明らかにする形で

状況を考えることができる．

• 無作為性の適用を許容．例えば，是か非かの回答を要求

する微妙な質問を受けた時，回答者は密かにコインを

投げてみて，表が出ればイエスと答え，裏が出れば正直

に答えることが許されるとすればいい．そうすれば当人

は正直に答えることができるし，しかも研究者は潜在的

に恥ずかしい行動に従事している人々の割合を知ること

ができる．ただし，その特定の人物の具体的な行動を

知ることはできない．リスト実験（Blair and Imai 2012; 

Droitcour and others 2011; Holbrook and Krosnick2009; 

Karlan and Zinman 2012）は，タブーの行動に従事して

いる，あるいは何の抵抗も感じずに認められることはで

きない意見をもっている人々の割合を測定するもう 1 つ

の方法である．回答者は無作為に 2 つの答えのうちの１

つに振り分けられ，自分が賛成する，あるいは自分に当

てはまる項目数を報告するよう要請される．リストは微

妙な項目ないし話題が存在するという点だけが異なる．

態度や社会規範の測定

• 潜在的連合テスト．このテストは概念（家庭やキャリ

アなど）と属性（男性や女性など）との間の自動的な

連 想 を 測 定 す る（Greenwald, McGhee, and Schwartz 

1998; Banaji 2001; Beaman and others 2009; Bnaji and 

Greenwald 2013）．これは管理が容易で，識字能力がな

い人々に対しても適合させることがきる．実演テストを

https://implicit.harvard.edu/implicit/ でみることができる．

• 社会規範を特定する．家計調査や民族誌学研究における

質問事項は，予期される行動や規定されている行動に関

する認識を発見することができる．例えば，「あなたの

隣人 10 人のうち，何人がもっぱら母乳養育しています

か？」といった質問は，人々が他人にしていて欲しいこ

とを明らかにする助けになる．「仮にあなたが自分の子供

をもっぱら母乳養育すると決めたとして，あなたはだれ

かが反対するのを心配しますか？」といった質問は，社

会規範が適用される関連ネットワークを明らかにする助

けになる．



225CHAPTER 11　適応的設計と適応的介入策

に設置された，10 日過ぎても吊されなかった蚊
帳はまったく吊されない公算が高い，そして配布
から 2 カ月間程度は維持が安定していた，とい
うことが明らかになった．このような結果を受け
て，政府としては最適な訪問頻度の設計に関して
明確な道筋を付けることができた．また，家庭訪
問して蚊帳を吊すのに最適な時間を配布から 10
日後と規定する指針を策定した．
　メカニズム実験は候補となる政策を実験向けに
絞り込むのに有用なテクニックである．そのよう
な実験が低所得層の住む近隣地区における肥満
問題に取り組む戦略を設計する際に，どのよう
に利用できるかを考えてみよう（Ludwig. Kling, 
and Mullainathan 2011）．政策当局が「食の砂
漠」――食べ物は豊富にあるが，健康的なものが
１つもない近隣地区――を懸念していると仮定し
てみよう．1 つの可能な政策オプションは，八百
屋がこのような地域に立地するインセンティブを
供与するという実験をしてみることであろう．し
かし，それは非常に高価な介入策になりかねな
い．代替的な実験設計としては，低所得世帯を標
本にして，そのうちの一部を無作為に選んで毎週
新鮮な果物や野菜の無償宅配を受けさせる．この
方がずっと安価な実験であり，より高価な別の実

験を試す前に貴重な情報が得られるだろう．例え
ば，仮に人々が無料の農産物をまったく消費しな
いとすれば，次のように質問する価値がある．た
とえ価格に大幅な補助金が含まれていても，人々
はもっと積極的な措置をとって，地元の商店で果
物や野菜を購入するか？　もし人々が確かに農産
物を消費していたのに，体重が減らなかったので
あれば，政策当局はおそらく低所得地域の肥満問
題を解決する際の優先課題として，食の砂漠問題
に焦点を当てるべきではないのだろう．

実施中に実験する
　実務家には，実施する前にすべての可能な定性
的・定量的な検討をする時間的な余裕がないこと
もある．ただちに行動することが必要とされるか
もしれない．そのような場合，実施の局面で実験
をはめ込むことがやはり重要である．実施プロセ
ス中の実験でも依然として心理的・社会的な予想
をテストし，また，特定の介入サイクル内におけ
るインパクトを最適化することができる．加え
て，別の実験からの証拠を利用するのは準備段階
では非常に有益ではあるが，実施されている政策
介入そのものから出てくる証拠を生み出したり，

出所：WDR 2015 チーム．

表 11.1　多種多様な障害は介入策に関してもさまざまな設計を必要とする（事例研究：家庭用水の塩素消毒）

介入策の設計
瓶詰の無償
宅配

地元商店で
償還可能割
引券

詳細な
指示書 貯水の改善

説得メッ
セージ

社会的ネッ
トワークか
らの推進者
を活用

集水点に塩
素ディスペ
ンサーを
設置

潜在的な障害

塩素の使い方がわからな
い

塩素販売店に出かけるこ
とをぐずぐずと先延ばし
にしている

健康への影響が後になっ
て顕現するため塩素の使
用を躊躇している

塩素消毒を失念する

同じコミュニティの他人
がすることに影響される

製品がおそらく高すぎる
のだろう

清潔な水の重要性を納得
していない人々が一部に
いる
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表 11.2　心理的・社会的な知識に基づく設計の有効性については，多数の実験的な証拠が積み上がりつつある

種類 証拠の強さ 例

リマインダー 6 領域に登場する
論文 73 本

貯金を促す規則的なテキスト・メッセージのリマインダーを受けて，貯金残高が
6％増加した（Karlan and others 2010）．

社会的影響力 8 領域すべてに登
場する論文 69 本

自家保有者は自宅の電力消費量を隣人たちと比較して，素晴らしい・良好・平均以
下と評価している郵便物を受領した．これを受けて，エネルギー価格が 11 – 20%
上昇した場合に相当する電力消費の削減がもたらされた（Allcott 2011）．

フィードバック 5 領域に登場する
論文 60 本

実地実験は歩道脇リサイクリングのプログラムへの参加について，個人別のフィー
ドバックを提供した．フィードバックを受けた家計の参加率は 7％ポイント上昇
したが，制御グループ・メンバーの参加率はまったく上昇しなかった（Schultz 
1999）．

経路および面倒をも
たらす要因

8 領域に登場する
論文 43 本

連邦学資援助無料応募要項（FAFSA）の記入方法にかかわる個人向けの支援提供を
背景に，無作為に管理された試行プログラムの対象グループ（高校 3 年生）の間
では，大学進学者が制御グループとの比較で 2 年間連続して 29％もの増加をみせ
た（Bettinger and others 2012）．

ミクロ・インセン
ティブ

5 領域に登場する
論文 41 本

読書に対する小さなインセンティブは好成績取得に対するインセンティブよりも
成績に強い効果を与え得る（Fryer Jr. 2010）．

アイデンティティの合
図とアイデンティティ
のプライミング

5 領域に登場する
論文 31 本

数学のテストで女子の絵が現れた時，女子生徒は自分のジェンダーを想起させら
れて，テストの成績が落ちた（Shih, Pittinsky, and Ambady 1999）．

社会的証明 5 領域に登場する
論文 26 本

「高投票率」のメッセージを伝える電話の呼びかけ――多くの人が投票しており，
その人数は増加する可能性が大きいことを強調――は，「低投票率」のメッセージ
――前回の投票率は低く，今回はもっと低くなりそうだということを強調――よ
りも，有権者の投票を増やすのにより効果的であった（Gerber and Rogers 2009）．

物理的環境の合図 5 領域に登場する
論文 25 本

人々は低い幅広のコップを使っている時には，高い細長いコップを使っている時
に比べて，より多くのジュースを注ぎ消費した．カフェテリアは展示をもっと目
立つ形にすることによって果物の注目度を引き上げれば，あるいは健康に悪いも
のよりも手が届きやすくすれば，果物消費を増やすことができる（Wansink and 
van Ittersum 2003）．

アンカリング 3 領域に登場する
論文 24 本

ニューヨーク市では，タクシーのクレジット・カード・システムが 30％，25％，
あるいは 20％のチップを自動的に示唆した．このことによって乗客は 20％はチッ
プとして低いと考えるようになった．ただし，それは従来の平均の 2 倍であった．
クレジット・カード・システムが設置されて以降，平均的なチップは 22％に上昇
した（Grynbaum 2009）．

デフォルト・ルール
と自動化

7 領域に登場する
論文 18 本

貯蓄プランへの加入を自動的なものにしたことによって，参加と継続が激増した
（Thaler and Benartzi 2004）．

損失回避 7 領域に登場する
論文 12 本

無作為に制御した実験で，標本の半数は無料のカップをもらったが，他の半数は
何ももらわなかった．両グループはそれぞれカップを売るか，買うかの選択肢を
与えられた．ただし，決定された値段が受け入れ可能であることが条件とされた．
無料のカップをもらった人々は，潜在的な購入者が喜んで支払う値段の 2 倍以上
の価格でないと売らないと言い張った（Kahneman, Knetsch, and Thaler 1990）．

公的 / 私的な公約 4 領域に登場する
論文 11 本

ある課題を遂行すると約束した時，人々はしばしば完遂している．人々は自分の
ことを首尾一貫していると考えており，わざわざこの態度を公私両面で維持しよ
うとする（Bryan, Karlan, and Nelson 2010）．

出所：Richburg-Hayes and others 2014．
注：8 領域は次を対象範囲とする：慈善寄付，消費者信用，エネルギー・環境，健康，マーケティング，栄養，投票，職場の生産性．
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それを利用したりすることに代替するものではな
い．
　例えば，実施細目の重要性をテストする 1 つ
の方法は，多種多様な実施モードを実験すること
であろう．2009 年にケニア政府は最終的に，1
万 8,000 人の教師を雇用する全国的な契約教師
プログラムを発表した．実験地域では，一部の学
校が無作為に選ばれて政府プログラムの一環とし
て契約教師を受け入れた．一方，他の学校は地元
NGO による調整の下で契約教師を受け入れた．
評価においては，NGO による実施が多種多様な
状況にわたって，生徒のテストの点数改善に貢献
したが，政府による実施には何の効果もなかった

（Bold and others 2013）．
　前述した農民向けのコミットメント装置に関す
る一連の実験も，規模を拡大する前に政策をどの
ように適応させたらよいかを学ぶのに，実験的
な実施を繰り返し使う方法を示している．ケニ
アにおける第 1 の一連の実地実験は，肥料への
投資は収益率が高いにもかかわらず驚くほど低
水準にとどまっていることを示している（Duflo, 
Kremer, and Robinson 2007, 2008, 2011）．
心理的・社会的なものも市場関連のものも含めて
いくつかの要因が指摘されているが，それがこの
謎を説明するのに役立つだろう．信用制約や情報
制約，注意散漫，意図と行為の乖離などが要因で
ある．第 2 の一連の実験では，さまざまな介入
策をいくつか同時に実施することによって，これ
らの提起された理論をテストした．その結果，農
民が肥料購入を公約する（手元現金をもっている
時に支払うことによって）方法を提供する介入策
が最も成功したことがわかった．同じような公
約向けの商品がマラウイのタバコ生産者に対し
てテストされ，多くの肯定的な結果が得られた

（Brune and others 2013）．その後，このよう
な発見はルワンダで規模が拡大されて，世界銀行
により評価を受けた．それは典型的な自給自足農
民に対する政府介入策という状況に対するもので
あった（Kondylis, Jones, and Stein 2013）．
　このような事例が示しているように，介入サイ
クルについてより適応的で実証的に機敏なアプ
ローチは，開発成果を改善するための効果的な方

法を特定するのに役立つ．このようなより心理
的・社会的な知識に基づいた実験的なアプローチ
を，NGO との実施実験を超えた規模で体系的に
実施することに成功した人はいただろうか？　イ
ギリスの行動洞察チームは心理的・社会的な洞察
を政府の政策やサービス提供に取り入れることを
任務としており，実験を通じて代替政策をテスト
している（Haynes, Goldacre, and Torgerson 
2012）（ボックス 11.3）．

結論：学習と適応
　このような事例や本報告書を通じた無数の他の
事例で示されているように，有効な解決策を発見
するためには継続的な研究開発（R&D）が必要
である．時間と資源の制約がより体系的な診断や
実験的な実施を採用する努力を邪魔する可能性が
あるものの，最大の挑戦は開発機関そのものの内
部にある心理的・社会的な障害を克服することか
もしない．開発の実務担当者が自分自身の自動的
思考，メンタル・モデル，自分自身の選択に対す
る社会的影響力を説明できることを確かなものに
するための措置が必要である．そのためには研究
開発のプロセスを再考する必要があるかもしれな
い．
　第 1 に，R&D は即座の利益や即座の改善を生
むためのものではない．将来的に不確実な利益を
もたらすものである．時間に追われたリスク回避
的な組織は即座で確実な結果を求めており，した
がって R&D については過少投資になっているだ
ろう．それにはコミットメント装置やリスク緩和
措置が必要である．そうすれば，適切な診断や実
験的な実施のために必要とされる時間と資源を確
保しておくことができる．長年の間に，開発実務
家は資金調達や政治経済学，技術的な不確実性な
どに関するリスクについては慣れ親しんできてい
る．しかし，別の種類のリスク――新しい製品や
サービス，提供方式の開発と実施――に対しては
もっと注意を払う必要がある．しかし，政府や開
発主体が採用する高水準の政策だけではなく，そ
のような政策がどのように実施・提供されるかも
重要である．開発介入策を設計する科学が台頭し
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つつあるのとちょうど同じく，開発におけるサー
ビス提供の技術と科学も台頭してくる可能性があ
ろう．

　第 2 に，R&D には失敗が伴う．埋没費用を払
い続けたり，あるいは自分自身のバイアスを確認
してくれる証拠に対してだけ注意を払ったりす
る（確証バイアス）傾向があると，開発実務家は
失敗を認めたり，それから学んだりすることが阻
害される．しかし，有効で，証拠に基づく診断や
介入戦略が出現するのは，実験し，失敗し，その
ような失敗から学ぶことを通じてであることが多
い．
　最適水準の診断，リスク・テイキング，失敗な
どを取り込むメカニズムを創設するのは組織上の

挑戦である．理想としては，開発実務家は介入サ
イクルに沿ってずっと，学習と実験の質に説明責
任を負うべきだろう．それは介入開始前に定義さ
れたプランの順守――革新を損ない，途中での修
正を阻害し，失敗の恐れを掻き立てる状況――だ
けにとどまるものではない．
　本報告書における発見は，開発プロジェクトに
最終利用者・実施者・開発実務家自身の意思決定
や行動における心理的および社会的な要因とい
う，非常に大きく複雑な不確実性の種をもたら
す．この不確実性は開発の実践にとって克服不可
能なものではない．それどころか，本書の 1 つ
の目的は，この話題に関連の有る最も必要不可欠
な科学的研究のいくつかを統合化することにあ
る．本書が挑戦に立ち向かう用意がある開発実務
家を激励できることを期待している．
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Spotlight 6
なぜ政府は個人の選択を左右するのか？

　すべての人々が時折――富裕層も貧困層も―
―，自分の福祉を増進するわけでもない選択を行
うことがある．注意深い熟慮の後でも過ちは生じ
得るものの，人々は自動的に考えている時には特
に，自己の長期的な利害を反映していない選択を
しがちである．自動思考というのは，選択の次元
や結末に関して知識を十分には集中しないという
ことを意味する．人は習慣に囚われる，惰性に流
される，そういう意図ではないにもかかわらず繰
り返し先延ばしにすることがある．メンタル・モ
デルは人々が受け取り，注意を払う情報を濾過し
て，人々の解釈を形作る．社会的圧力や社会規範
は行動に対して，税金あるいは補助金のように機
能することができ，選択を容易にしたり，あるい
は困難にしたりする（Sunstein 1996）；社会規
範は内部化されている場合，認識・感情・生理的
な反応さえ形作る．

心理的・社会的な洞察を使って自由と福祉を
増進する

　本レポートでは，このような現象が広範囲にわ
たっており，選択や行動，福祉，重要な開発成果
に著しい影響を及ぼしている，という証拠が提示
されている．開発の主体――開発専門家や非政府
組織，政府，国際機関など――は，この知識を踏
まえてどうすべきであろうか？　この知識を使っ
て自由と福祉の両方を促進することが必須である
理由が 3 つある．
　第 1 に，そうすれば，人々が自分の目標を達
成するのを助けることになる．貯金や服薬を促す
リマインダーは，そうでなければ生活に埋没して
いる人々が自分で設定した目的を達成するのを助

ける．市場で過少供給に陥っているコミットメン
ト契約は，有益な行動の採用決定を補強すること
ができる．社会的移転のタイミングを入学金支払
いのタイミングに一致させたり，あるいは現金が
手元にある収獲時に肥料を購入しやすくしたりす
れば，忘れやすい人や意思力が弱い人（つまりわ
れわれ全員）が意図と行為の乖離を克服する助け
になるだろう．経済学と心理学の境界で作用して
いる多くの開発政策は，このような形で理解する
ことができる．個人の自由に関する偉大な擁護者
であるジョン・スチュアート・ミルは，保護と情
報の両方を提供することにおいて政府の正当な役
割を認めている．彼は次のように述べている．

事故を警戒するのが公的当局の正当な職務で
ある．もし官吏あるいはその他の人がある人
が橋を渡ろうとしているのを見たら――そ
の橋は安全でないことが突き止められてお
り，危険を警告するための時間がなかった場
合――，その人を捕まえて，引き返させるか
もしれない．これが自由の真の侵害になるこ
とはない．というのは，自由は人がしたいこ
とをすることに存立しているが，その人は川
に落ちることを欲してはいないからだ（Mill 
1859, 95）．

　その人が川に落ちることを望んでいないのと
ちょうど同じく，われわれのほとんどは重要な機
会のことを忘れたり，先延ばしにしたり，あるい
は見過ごしたりしたいとは思っていない．
　第 2 に，意思決定はしばしば最もアクセスが
容易で顕著な情報だけに基づいていて，微妙な社
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会的な圧力に影響され，メンタル・モデルを受け
入れているため，人々の選好や目先の目的は自分
自身の利害を常に増進させるとは限らない．人々
は熟慮のための時間と余裕をもっともっていれ
ば，自分の最高の抱負と整合的な形で違った選択
をするかもしれない．人々は自己の利益を増進す
る選択を常に行うという前提――政策分析にとっ
てはしばしば根本的なベンチマーク――は間違っ
ている．しかし，もし意思決定者が時として確か
に援助を必要とするなら，選択の形成を目的とす
る政策介入のためにはどのような指針が使われる
べきなのであろうか？　開発主体は最も重要な自
由に焦点を当てるべきである．開発という文脈で
は，これには貧困，病気，そして圧政からの自由
が含まれる．
　前述したミルのように，古い説では自由は「自
分が欲求することができること」とされており，
その欲求に対する唯一の正当な制約は対人危害だ
けであると主張されていた．より現代的な説で
は，意義の大きい欲求と小さい欲求に区別され
る．自己の考え方や感じ方を話のなかで表現し，
長く健康的な生活をする自由は高く評価されてい
る．これとは対照的に，貯蓄プランへの加入を忘
れる「自由」はさほど重要ではない．われわれの
ほとんどは本当に危険な医薬品を薬局で購入する
自由を重んじることはなく，われわれが買える医
薬品の種類に政府が少なくとも何らかの制限を課
すことを望んでいる．
　哲学者の Charles Taylor (1985) は 2 つの国
を比べている．1 つでは良心の自由が制限されて
いる．もう 1 つでは良心の自由は保証されてい
るが，交通信号がずっと多い．数として交通信号
が非常に多い国ではより多くの選択が制限されて
いるが，人々がそのなかでより自由に生活してい
ることについてはほとんどが同意するだろう．こ
の事例はどの選択が制約され，どれが奨励されて
いるかが重要だということを示している．そし
て，ほとんどの人々は次のことに同意するだろ
う．すなわち，貧困からの脱却に関するものなど
決定的に重要な選択を策定する場合，政府は開発
を自由の一種とみなし（Sen 1999），適切なト
レードオフをしている．

　第 3 に，社会的に補強された慣習は，主体性
を高め，福祉を増進する選択を阻害し，人々に特
定の行為を考慮さえさせないようにすることがで
きる――差別や不平等が当然ながら低い抱負にし
かつながらない場合のように．本書の主張は次の
通りである．社会的な相互依存や共有されている
メンタル・モデルが重要な選択に影響を与えてお
り，コミュニティや個人にとって信頼の低下，民
族的な偏見，性差別などの罠を生み出しているこ
ともある．女性性器切除という社会的慣習がその
一例である．納税順守や腐敗，交通安全，屋外排
泄，環境保全なども相互依存的な選択に依存し
ている．これらは共有されているメンタル・モデ
ル，社会規範，その他の公共財――物理的なもの
と象徴的なものの両方――などを標的とする公的
措置が，得する人と損する人を生み出す形で結末
を変える可能性のある状況である．そのような状
況下では，主体性に代わって政府措置も正当化さ
れ得る．開発主体はこのような問題の一部に関し
ては正当にさまざまな意見をもっており，個人の
自由や集団的な目標についてウェイトの置き方が
異なるものの，広く共有され批准されている人権
がこのようなトレードオフに取り組むための指導
原則を構成する．

政府措置にかかわる追加的な正当化
　市場経済において政府措置にかかわる標準的な
正当化要因には，独占，外部性，公共財，情報の
非対称性，再分配，およびマクロ経済の安定化
などがある．本報告書ではもう 1 つ追加したい．
次のような場合には，政府は行動すべきである．
それは，関与や状況的フレーミング，社会的慣行
などが不十分で，それが主体性の足を引っ張って
おり，そして貧困が生み出され，あるいは貧困が
永続化しているような場合である．先に指摘した
ように，このような努力はそれ自体が個人の尊厳
と福祉に対する健全な尊敬によって導かれるべき
である――個人の自由や人権の尊重のために，独
自のビジョンを明確化して，実施されるべきであ
る．
　このアプローチでは，市場の失敗の特定は市場
における公的措置の有益な基準になっている．市
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関与や状況的フレーミング，社会的慣行
などが不十分で，それが主体性の足を
引っ張っており，そして貧困が生み出さ
れ，あるいは貧困が永続化している場合，
政府は行動すべきである．

場においては行動が個人の選好を示唆していると
いう前提を置くことは合理的である．しかし，特
に非市場の環境下では，常に，あるいはほとんど
の場合でさえ，そのような前提を置くことはでき
ない．さらに，政策当局自身も認知の誤り――確
証バイアスや不適切なメンタル・モデルを使う可
能性などを含む――に陥ることがある（第 10 章
で検討済み）．その結果として，当局は自分たち
の介入策が意図した効果を発揮しているという健
全な証拠を探索して頼りにすべきである．また当
局は，特に個人の選択を形作ることを目的とした
政策や介入策を中心に，一般大衆がレビューし吟
味することを許容すべきである．さらに，本書で
レビューした最近の証拠のなかには，政府介入の
増加ではなく削減が妥当な事例もある．地元の社
会規範が規則や税金よりも効果的に集団行動の問
題を解決できる場合がある．
　ほとんどの場合，政府は人々が行う選択に影
響を与えようとする多数のプレーヤーのなかの 1
つにすぎない．貸金業者や銀行は提供するローン
の複雑性を形成している．企業は，おいしいけれ
ども不健康な食べ物と低利資金によって，人々を
誘惑している．あらゆる種類のエリート層はグ
ループとしてみずからの利益に資するような形
で，非公式なルールを執行し世論を形成する．相
当数の利害関係者が人々の自動的に考える傾向を
活用している（Akerlof and Shiller, 近刊）．
　このような他の力が作用しているため，政府と
しては中立的な審判の役目を果たすべきではな
い．民間主体が自己利益を追求でき，そうすべき
であると広く考えられている時，民間部門の仲介
機関への侵食は予想されていたはずだ．意思決定
に対する影響力が一様に均衡がとれていることは
稀であろう．その状況では，人を欺くフレーミン
グや人を惑わせる広告など，選択に影響を与える
ために協調して行われている取り組みに歯止めを
かけること，あるいは対抗する措置をとることを
しない政府は，それを許しているだけでなく，奨
励さえしているとみられかねない．ジョン・ス
チュアート・ミルは，酒屋などの既得権をもつ第
三者が人々に情報を提供しているような場合につ
いても，政府介入に受容的であった．というの

は，彼の言い方によれば，「売り手は過剰を促進
することに金銭的な利害を有しているからだ」．
政府が何もしないことは個人の自由にとって必ず
しも拡大の余地を残すものではない．それどころ
か，政府の何もしないという態度は自由の損失に
対する無関心に等しいものとなる．
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